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Ⅰ　決算の概要

翌年度へ繰り 実　　質

越すべき財源 収 支 額

国 民 健 康 保 険

事 業 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険

診療所特別会計

鷹 巣 診 療 所

特 別 会 計

老 人 保 健 事 業

特 別 会 計

後期高齢者医療

事 業 特 別 会 計

介 護 保 険 事 業

特 別 会 計

簡 易 水 道 事 業

特 別 会 計

下 水 道 事 業

特 別 会 計

農 業 集 落 排 水

事 業 特 別 会 計

　 ※　企業会計（水道事業特別会計、病院事業特別会計、農業共済事業特別会計）を除く。

　 ※　実質収支 = 歳入歳出の差引額（形式収支）から翌年度へ繰り越すべき財源を控除し

　　　　　　 た額

　 ※　翌年度へ繰り越すべき財源 = 翌年度へ繰り越した事業の財源のうち、未収入特定

　　　　　　 財源を除いた額

　 ※　各会計毎に歳入・歳出決算額をそれぞれ単位未満四捨五入。

計 12,640,677 12,469,552

合　　　計 39,699,177 38,484,899 1,214,278 223,811 990,467

709,693 708,257 1,436 0

01,701,807 1,699,240 2,567

1,363,949 1,362,765 1,184 85

　平成２２年度の決算は、一般会計で実質収支額８億１，９４２万７千円の黒字となったほか、歳

入歳出同額となった老健会計を除く８つの特別会計について、黒字決算となりました。

　会計毎の決算額及び実質収支額は、次のとおりです。

85

0

440,689

2,567

3,607,124

171,125

0

433,107

1,2101,210 0

6,242

1,436

171,040

0 64

0

7,582

1,099

3,904

3,600,882 6,242

819,427

4,287,257 150,840150,840 0

0

0

（単位；千円）

会   計   名 歳入決算額 歳出決算額 差 引 額
（形式収支）

1,043,153 223,726一  般  会  計 27,058,500 26,015,347

　平成２２年度会計別決算総括表　平成２２年度会計別決算総括表　平成２２年度会計別決算総括表　平成２２年度会計別決算総括表

7,582

 
 
特
 
 
 
 
別
 
 
 
 
会
 
 
 
計

4,438,097

10,769 6410,705

364,645 363,435

3,904
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Ⅱ　一般会計決算の状況

１． 決算額と決算収支

翌年度へ繰り 実　　質

越すべき財源 収 支 額

540,944

△ 40.7 －

△ 153,747 278,483

377,473

223,72627,058,500

　平成２２年度一般会計の決算額は、歳入で２７０億５，８５０万円、歳出で２６０億１，５３４万７千

円となり、前年度と比較して歳入が３．６％、歳出が３．２％それぞれ増となりました。

　歳入決算額から歳出決算額を差し引いた歳入歳出差引額（形式収支）は、１０億４，３１５万３千

円で、翌年度へ繰り越すべき財源２億２，３７２万６千円を差し引いた実質収支額は、８億１，９４２

万７千円となりました。

（単位；千円）

歳入決算額 歳出決算額 差 引 額

819,427

3.6 3.2 －

1,043,153

増　減　額

平成２１年度

814,745

26,119,019

増減率（％）

25,200,602

939,481 124,736

918,417

平成２２年度 26,015,347
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２．歳入決算の状況

（１）総　括

１． 市 税 4,647,535,000 4,662,034,468 100.3 4,833,099,843 △ 171,065,375

２． 地 方 譲 与 税 204,000,000 210,843,150 103.4 213,158,321 △ 2,315,171

３． 利 子 割 交 付 金 18,600,000 18,988,000 102.1 21,338,000 △ 2,350,000

４． 配 当 割 交 付 金 9,400,000 12,193,000 129.7 10,359,000 1,834,000

５．
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

3,900,000 4,008,000 102.8 4,197,000 △ 189,000

６．
地 方 消 費 税
交 付 金

374,000,000 409,121,000 109.4 409,825,000 △ 704,000

７．
ゴルフ場利用税
交 付 金

11,100,000 8,848,280 79.7 11,062,660 △ 2,214,380

８．
自 動 車 取 得 税
交 付 金

77,400,000 69,617,000 89.9 80,665,000 △ 11,048,000

９． 地方特例交付金 87,145,000 87,145,000 100.0 68,075,000 19,070,000

10． 地 方 交 付 税 9,723,224,000 9,860,642,000 101.4 9,502,443,000 358,199,000

11．
交通安全対策特
別 交 付 金

8,300,000 7,943,000 95.7 8,034,000 △ 91,000

12．
分 担 金 及 び
負 担 金

237,676,000 235,218,525 99.0 211,027,729 24,190,796

13．
使 用 料 及 び
手 数 料

344,399,000 348,824,291 101.3 360,686,569 △ 11,862,278

14． 国 庫 支 出 金 4,677,019,000 3,254,002,589 69.6 2,603,789,746 650,212,843

15． 県 支 出 金 2,260,019,000 2,025,114,132 89.6 1,742,185,263 282,928,869

16． 財 産 収 入 194,888,000 206,683,488 106.1 135,340,787 71,342,701

17． 寄 附 金 36,638,000 40,369,709 110.2 1,734,347 38,635,362

18． 繰 入 金 58,684,000 33,510,960 57.1 501,913,081 △ 468,402,121

19． 繰 越 金 918,417,000 918,417,408 100.0 513,857,295 404,560,113

20． 諸 収 入 721,248,000 770,963,732 106.9 806,754,708 △ 35,790,976

21． 市 債 6,334,512,000 3,874,012,000 61.2 4,079,473,000 △ 205,461,000

30,948,104,000 27,058,499,732 87.4 26,119,019,349 939,480,383

前年度収入済額 対前年増減額

　最終予算額 ３０９億４，８１０万４千円に対し、収入済額は、２７０億５，８５０万円で収入

割合は８７．４％となります。

　ただし、平成２３年度への繰越に係る未収額　２１億５，１７４万６千円を除いた実質の予算額

２８７億９，６３５万８千円に対する収入割合は　９４．０％となります。

　主な内容としては、普通交付税が合併特例債など公債費分の増や税収減などにより増加したほ

か、国庫支出金が臨時交付金や子ども手当、公共土木災害復旧などにより６．５億円の増となりま

した。さらには、農林業施設災害復旧による県支出金や繰越事業の増などによる繰越金も大幅に増

加し、歳入全体では対前年度比で９億円を超える大幅な増となりました。

（単位；円、％）

　合　　　　　　　計

款 予　算　額 収　入　済　額 収入率

3



（２）市税の状況

市税決算の状況

調定額 収納額 収納率 調定額 収納額 収納率

1,519,688 1,480,042 97.4 1,685,226 1,638,014 97.2

270,537 268,903 99.4 264,160 262,296 99.3

2,432,777 2,338,974 96.1 2,455,975 2,370,114 96.5

41,516 41,516 100.0 42,306 42,306 100.0

103,291 100,269 97.1 102,136 98,823 96.8

237,148 237,148 100.0 228,476 228,476 100.0

2,117 2,117 100.0 2,243 2,243 100.0

120,904 113,971 94.3 119,745 113,503 94.8

4,727,978 4,582,940 96.9 4,900,267 4,755,775 97.1

151,587 28,418 18.7 134,068 25,380 18.9

6,941 612 8.8 6,799 951 14.0

322,093 44,896 13.9 309,940 45,882 14.8

10,539 2,013 19.1 10,058 2,015 20.0

22,310 3,155 14.1 21,032 3,097 14.7

513,470 79,094 15.4 481,897 77,325 16.0

5,241,448 4,662,034 88.9 5,382,164 4,833,100 89.8

（参考）国保税決算の状況

調定額 収納額 収納率 調定額 収納額 収納率

773,273 702,737 90.9 775,731 705,882 91.0

197,368 179,295 90.8 223,576 203,364 91.0

89,058 78,994 88.7 101,398 89,627 88.4

60,610 58,138 95.9 63,117 59,634 94.5

15,354 14,731 95.9 18,404 17,373 94.4

15,839 15,176 95.8 19,209 18,158 94.5

1,151,502 1,049,071 91.1 1,201,435 1,094,038 91.1

237,598 45,750 19.3 226,657 44,476 19.6

32,543 8,658 26.6 19,167 6,389 33.3

32,563 6,405 19.7 27,878 6,005 21.5

12,857 2,021 15.7 12,712 3,417 26.9

1,733 334 19.3 1,066 405 38.0

2,664 506 19.0 2,291 719 31.4

319,958 63,674 19.9 289,771 61,411 21.2

1,471,460 1,112,745 75.6 1,491,206 1,155,449 77.5

（単位；千円、％）

現
年
課
税
分

一 般 ・ 医 療 分

退 職 ・ 介 護 分

市 民 税 （ 個 人 ）

市 民 税 （ 法 人 ）

固 定 資 産 税

市 民 税 （ 法 人 ）

市 民 税 （ 個 人 ）

　現年課税分では、景気がやや回復したことにより法人市民税は微増となったものの、個
人市民税は個人所得が依然として厳しい状況で約１．６億円減（△９．６％）となりまし
た。また、固定資産税のうち償却資産についても対前年度比で減少しており、滞納繰越分
を含めた市税収入の総額は前年度と比較して１億７，１０６万６千円、３．５％の減とな
りました。
　また、収納率について現年課税分については前年度比で０．２ポイントの減、滞納繰越
分では０．６ポイント下回りました。

退 職 ・ 後 期 分

（単位；千円、％）

平成２２年度 平成２１年度

平成２２年度

軽 自 動 車 税

固 定 資 産 税

滞 納 繰 越 分 計

現

年

課

税

分

市 税 合 計

滞 納 繰 越 分 計

都 市 計 画 税

滞

納

繰

越

分

現 年 課 税 分 計

退 職 ・ 医 療 分

一 般 ・ 後 期 分

国 保 税 合 計

退 職 ・ 後 期 分

一 般 ・ 介 護 分

一 般 ・ 後 期 分

退 職 ・ 医 療 分

現 年 課 税 分 計

滞
繰
繰
越
分

一 般 ・ 医 療 分

一 般 ・ 介 護 分

退 職 ・ 介 護 分

平成２１年度

都 市 計 画 税

軽 自 動 車 税

交 付 金 ・ 納 付 金

入 湯 税

た ば こ 税
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（３）地方交付税等の状況

地方交付税等の決算状況

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

8,817,224 78.8 8,382,551 80.4 434,673 5.2

1,043,418 9.3 1,119,892 10.8 △ 76,474 △ 6.8

1,317,112 11.8 914,073 8.8 403,039 44.1

11,177,754 100.0 10,416,516 100.0 761,238 7.3

普通交付税算定結果

増減額 増減率

234,295 1.8

△ 182,985 △ 4.2

417,280 5.0

17,393 ー

434,673 5.2

特 別 交 付 税

8,399,944

臨時財政対策債

8,817,224

（単位；千円）

交 付 基 準 額
（Ｃ）=

（Ａ）-（Ｂ）

13,017,753

平成２２年度 平成２１年度

　基準財政需要額は、子ども手当の創設等により社会福祉費が増額になったほか、
合併特例事業債の償還額の増などもあり、対前年度比で２億３，４２９万５千円の
増となり、一方、基準財政収入額は、所得割の減少などが起因し、全体で１億８，
２９８万５千円の減となり、結果として普通交付税の交付額は、８８億１，７２２
万４千円で、前年度と比較して４億３，４６７万３千円、５．２％の増となりまし
た。
　また、特別交付税は台風９号災害関連に係る特殊要因分の減が影響し対前年度比
で７，６４７万４千円、６．８％の減となりました。
　さらに、臨時財政対策債についても地方の税収減などにより地方の財源不足が増
加したことにより４４．１％の大幅増となり、地方交付税と臨時財政対策債を合わ
せた総額で前年度と比較すると、７億６，１２３万８千円、７．３％の増となりま
した。

12,783,458

4,200,529 4,383,514

平成２２年度 平成２１年度

（単位；千円）

普 通 交 付 税

交 付 決 定 額
（Ｅ）=

（Ｃ）+（Ｄ）

基準財政需要額
（Ａ）

基準財政収入額
（Ｂ）

調整額・錯誤額
（Ｄ）

増　　減

0 △ 17,393

8,817,224 8,382,551

合　　計
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（４）市債の状況

増減額 増減率

合併特例事業債 △ 396,200 △ 18.1

（地域振興基金造成） 475,000 皆増

（庁舎建設事業） 266,700 皆増

（地域情報通信基盤整備事業） △ 895,100 △ 94.6

（林業再生事業） △ 191,000 △ 55.4

（道路新設改良事業） △ 53,400 △ 19.5

（河川公園整備事業） 5,200 皆増

（義務教育施設整備事業） 563,100 1,380.2

（社会教育施設整備事業） 19,500 2,166.7

（火葬場改築事業） △ 493,300 皆減

（スポーツ施設整備事業） △ 60,900 皆減

（給食センター整備事業） △ 32,000 皆減

△ 18,100 △ 31.6

△ 30,200 △ 54.3

△ 24,500 △ 36.9

△ 145,500 △ 54.2

88,600 皆増

△ 46,000 △ 57.3

100 12.5

150,100 1,007.4

99,600 69.8

403,039 44.1

△ 5,700 皆減

△ 280,700 皆減

△ 205,461 △ 5.0

88,600

41,900

過疎対策事業債 122,800 268,300

493,300

60,900

55,60025,400

475,000

154,100 345,100

20,400 900

945,800

266,700

5,200

災害復旧事業債 242,400

一般補助施設整備等事業債

借換債

3,874,012

臨時財政対策債

80,300辺地対策事業債

市 債 合 計

5,700

273,900

一般単独事業債

過疎対策事業債（特別事業）

220,500

40,800

39,100一般公共事業債

900

50,700

34,300

165,000

800

14,900

142,800

280,700

914,0731,317,112

　平成２２年度に借り入れた市債は、一般会計総額で３８億７，４０１万２千円で、前年

度と比較して２億５４６万１千円減となりました。

　主な増減要因として、地域振興基金の造成を行う一方、火葬場建設事業や地域情報基盤

整備事業が終了したことにより合併特例事業債が約３・８億円減少となりました。

　また、補償金免除の公的資金の借換が終了したことにより借換債が減少する一方、臨時

財政対策債は増加しました。

4,079,473

（単位；千円、％）

平成２２年度

66,400

地方道整備債（特定分）

公営住宅建設事業債

32,000

一般廃棄物処理事業債

平成２１年度

1,796,500 2,192,700

57,200

603,900
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（５）合併推進体制整備費補助金の活用

年度

H18

H18 （ 繰 越 ）

H19

H20

H21

H22

H23 （ 予 算 ）

H24 以 降

合　計

7,000合　　　　計

地域情報番組等作成事業

10,000

合併補助金

7,688

7,000

35,270

47,000

　合併推進体制整備費補助金については、地域情報誌の作成や救急医療キット配布事業、一

般廃棄物処理基本計画の策定、さらには地域情報番組作成に対し計７００万円の交付を受け

ました。

　この結果、宍粟市として受けることができる合併推進体制整備事業交付金　４億２，００

０万円のうち、平成２２年度までで３億５，７２７万円の交付を受けています。

平成２２年度合併推進体制整備費補助金一覧 （単位；千円）

2,297 1,900

1,200

2,000

1,900

対象事業費 合併補助金対　象　事　業

地域情報誌作成事業 1,287

1,995

救急医療キット配布事業 2,109

420,000

65,000

52,730

187,000

16,000

一般廃棄物処理基本計画策定事業

（単位；千円）
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３．歳出決算の状況

（１）総　括

１．議 会 費 170,392,000 167,653,624 98.4 182,944,893 △ 15,291,269

２．総 務 費 3,824,912,000 3,398,566,597 88.9 4,029,663,312 △ 631,096,715

３．民 生 費 5,598,981,000 5,410,056,239 96.6 5,080,351,091 329,705,148

４．衛 生 費 2,594,614,000 2,512,553,958 96.8 2,853,786,696 △ 341,232,738

５．農 林 水 産 業 費 1,935,591,000 1,785,086,115 92.2 1,982,354,590 △ 197,268,475

６．商 工 費 666,645,000 644,355,080 96.7 728,258,100 △ 83,903,020

７．土 木 費 2,561,908,000 2,133,886,866 83.3 2,094,690,680 39,196,186

８．消 防 費 886,591,000 793,021,212 89.4 803,962,092 △ 10,940,880

９．教 育 費 6,286,810,000 3,256,938,831 51.8 2,520,840,880 736,097,951

10．災 害 復 旧 費 2,016,360,000 1,520,671,755 75.4 627,701,455 892,970,300

11．公 債 費 4,393,132,000 4,392,085,035 100.0 4,295,991,091 96,093,944

12．諸 支 出 金 474,000 471,703 99.5 56,761 414,942

13．予 備 費 11,694,000 0 0.0 0 0

30,948,104,000 26,015,347,015 84.1 25,200,601,641 814,745,374

対前年増減額

（単位；円、％）

　最終予算額 ３０９億４，８１０万４千円に対し、支出済額は ２６０億１，５３４万７千円で

執行割合は 84.1％です。

　ただし、平成２３年度への繰越額 ２３億７，５４７万２千円を除いた実質の予算額 ２８５億

７，２６３万２千円に対する執行割合は 91.0％となります。

　また、平成２１年度と比較すると総額で８億１，４７４万５千円、３．２％の増となりまし

た。

　増加の主な要因としては、総務費で地域情報基盤整備事業が前年度で終了したことにより大幅

に減少した一方、豪雨災害に係る災害復旧費や国の補正予算による小中学校の施設整備を実施し

た教育費などがそれぞれ大幅に増加しています。さらには、将来の公債費負担の抑制のため市債

の繰上償還を実施したため公債費も増加しました。

　合　　　　　　　計

款 予　算　額 支　出　済　額 執行率 前年度支出済額
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（２）性質別分類

Ｈ２２決算額
（Ａ）

構成比
（％）

Ｈ２１決算額
（B）

構成比
（％）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

増減率
（％）

4,226,075 16.2 4,265,264 16.9 △ 39,189 △ 0.9

2,307,718 8.9 2,649,026 10.5 △ 341,308 △ 12.9

91,418 0.4 66,380 0.3 25,038 37.7

2,856,320 11.0 2,364,167 9.4 492,153 20.8

2,304,555 8.9 2,628,939 10.4 △ 324,384 △ 12.3

3,870,439 14.9 4,727,599 18.8 △ 857,160 △ 18.1

1,408,229 5.4 591,260 2.4 816,969 138.2

4,391,798 16.9 4,289,597 17.0 102,201 2.4

858,742 3.3 335,288 1.3 523,454 156.1

0 0.0 6,000 0.0 △ 6,000 △ 100.0

510,000 2.0 300,000 1.2 210,000 70.0

3,190,053 12.3 2,977,082 11.8 212,971 7.2

26,015,347 100.0 25,200,602 100.0 814,745 3.2

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

普 通 建 設 事 業 費

繰 出 金

貸 付 金

公 債 費

積 立 金

区　　　分

人 件 費

災 害 復 旧 費

（単位；千円）

　一般会計の歳出を性質別に分類すると、地域情報通信基盤整備や火葬場整備などの大型事業が終

了したことにより普通建設事業費が大幅に減少しています。

  また、物件費において前年度に支出が多かった災害ゴミの運搬、処分委託料や教育用コンピュー

タ整備経費分の減が影響し大きく減少したほか、補助費も定額給付金や生活応援券事業分の減で減

少しました。

　一方で、子ども手当の拡充や認可保育所運営費措置費の増加により扶助費が増えたほか、本格化

した災害復旧事業費や地域振興基金の造成による積立金などは前年度比で大きく増加しました。

投 資 及 び 出 資 金

合 計
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（３）節別分類

Ｈ２２決算額
（Ａ）

構成比
（％）

Ｈ２１決算額
（Ｂ）

構成比
（％）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

増減率
（％）

1 報 酬 154,998 0.6 159,281 0.6 △ 4,283 △ 2.7

2 給 料 1,881,684 7.2 1,895,947 7.5 △ 14,263 △ 0.8

3 職 員 手 当 等 1,177,340 4.5 1,283,142 5.1 △ 105,802 △ 8.3

4 共 済 費 703,067 2.7 661,692 2.6 41,375 6.3

5 災 害 補 償 費 909 0.0 25 0.0 884 3,536.0

7 賃 金 562,745 2.2 526,860 2.2 35,885 6.8

8 報 償 費 117,493 0.5 113,488 0.5 4,005 3.5

9 旅 費 16,398 0.1 12,626 0.1 3,772 29.9

10 交 際 費 1,920 0.0 1,666 0.0 254 15.3

11 需 用 費 668,397 2.6 681,075 2.7 △ 12,678 △ 1.9

12 役 務 費 133,131 0.5 169,430 0.7 △ 36,299 △ 21.4

13 委 託 料 1,135,292 4.4 1,278,353 5.1 △ 143,061 △ 11.2

14 使用料及び賃借料 95,835 0.4 134,491 0.5 △ 38,656 △ 28.7

15 工 事 請 負 費 4,224,355 16.2 3,916,295 15.5 308,060 7.9

16 原 材 料 費 17,312 0.1 21,723 0.1 △ 4,411 △ 20.3

17 公有財産購入費 264,438 1.0 213,254 0.9 51,184 24.0

18 備 品 購 入 費 155,175 0.6 584,627 2.3 △ 429,452 △ 73.5

19 負担金及び交付金 3,577,123 13.8 3,780,196 15.0 △ 203,073 △ 5.4

20 扶 助 費 2,043,893 7.9 1,644,009 6.5 399,884 24.3

21 貸 付 金 510,000 2.0 300,000 1.2 210,000 70.0

22 補償補填及び賠償金 50,308 0.2 57,722 0.2 △ 7,414 △ 12.8

23 償還金利子及び割引料 4,409,514 17.0 4,371,462 17.4 38,052 0.9

24 出 資 金 0 0.0 6,000 0.0 △ 6,000 △ 100.0

25 積 立 金 858,937 3.3 335,682 1.3 523,255 155.9

27 公 課 費 3,366 0.0 4,816 0.0 △ 1,450 △ 30.1

28 繰 出 金 3,251,717 12.5 3,046,740 12.1 204,977 6.7

26,015,347 100.0 25,200,602 100.0 814,745 3.2

　一般会計における節の区分ごとの歳出額について前年度と比較すると、期末・勤勉手当の削減

によって職員手当が減少したほか、前年度には情報化の音声告知システムや教育用・校務用パソ

コンの購入があった備品購入費、災害廃棄物処理などの処理業務があった委託料、定額給付金の

交付があった負担金などが今年度は大幅に減少しました。

　一方、繰越事業を含め災害復旧事業や学校施設整備の実施による工事請負費や子ども手当の拡

充や子ども医療費助成の実施による扶助費、林業再生事業に係るふるさと融資資金制度による貸

付金、地域振興基金の造成を再開した積立金などが大きく増加しました。

合 計

（単位；千円）

区　　　分
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（４）繰越明許及び事故繰越（平成２３年度への繰越事業）

（単位；千円）

国  県
支出金

地方債 その他

【繰越明許】

一般 208,804 8,306 200,498 0

〃 19,226 19,226

〃 1,200 1,200

〃 2,234 2,234

〃 1,050 1,050

〃 506 506

〃 3,612 3,612

〃 2,500 2,300 200

〃 39,412 31,521 7,891

〃 240 240

〃 12,495 12,495

〃 267,555 231,200 36,355

〃 6,800 6,800

〃 58,552 58,552 0

〃 2,202 2,202

〃 1,200 1,200 0

〃 157,314 38,364 118,900 50

〃 149,815 67,560 78,100 4,155

〃 287,094 103,640 174,200 9,254

〃 807,052 294,546 480,900 31,606

〃 3,156 3,156

〃 18,400 999 249 17,152

〃 17,800 7,355 593 9,852

〃 269,219 177,897 86,100 5,222

2,337,438 41,027 949,411 1,171,700 842 174,458

簡水 3,185 3,100 85

農排 3,700 3,700 0

上水 1,615 1,615 0

〃 2,717 2,717 0

病院 30,000 30,000 0

2,378,655 41,027 949,411 1,178,500 35,174 174,543

【事故繰越】

一般 8,148 8,148 0

一般 29,886 25,193 4,600 93

38,034 8,148 25,193 4,600 0 93

緊急総合経済対策交付金事業

災 害 の 検 証 と 記 録 作 成 事 業

住民基本台帳用備品購入事業

し 尿 処 理 施 設 点 検 業 務 委 託

駐 車 場 整 備 事 業

後 期 基 本 計 画 書 印 刷 製 本

そ の 他 林 業 施 設 整 備 事 業

道 路 維 持 補 修 事 業

道 路 新 設 改 良 事 業

橋 梁 維 持 補 修 事 業

観 光 施 設 整 備 事 業

林 業 再 生 事 業

感 染 症 対 策 施 設 整 備 事 業

千 種 南 小 学 校 改 修 事 業

下 三 方 小 学 校 備 品 購 入 事 業

農業集落排水施設災害復旧事業

　予算成立後の事由により、平成２２年度内に完了できなかった事業について、予算の定めると
ころにより平成２３年度に繰り越して執行することとした事業は下表のとおりです。
　なお、繰り越しの主な要因としては、経済対策のための国の補正に伴う事業で事業実施期間が
十分に取れなかったことや、用地交渉や工法調整に期間を要したことなどがあげられます。

会計名
翌 年 度
繰 越 額

事　業　名

左　の　財　源　内　訳

一般財源
既 収 入
特定財源

未 収 入 特 定 財 源

行政ネットワーク再構築事業

ネ ッ ト ワ ー ク 網 整 備 事 業

森 林 総 合 整 備 事 業

簡 易 水 道 施 設 災 害 復 旧 事 業

公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業

一般会計  小計

戸原小学校屋内運動場等改築事業

河 東 小 学 校 校 舎 等 改 築 事 業

農 業 用 施 設 災 害 復 旧 事 業

公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業

合　　　　計

雨 量 監 視 シ ス テ ム 整 備 事 業

一 宮 南 中 学 校 校 舎 改 築 事 業

波 賀 中 学 校 施 設 整 備 事 業

農 地 災 害 復 旧 事 業

老 朽 水 管 橋 等 更 新 工 事

合　　　　計

老 朽 管 更 新 工 事
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Ⅲ　普通会計決算の状況

（１）総　括

Ｈ２２決算額
（Ａ）

構成比
（％）

Ｈ２１決算額
（Ｂ）

構成比
（％）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

増減率
（％）

地 方 税 4,662,034 17.3 4,833,100 18.7 △ 171,066 △ 3.5

地 方 交 付 税 9,860,642 36.5 9,502,443 36.9 358,199 3.8

国 県 支 出 金 5,290,614 19.6 4,408,749 17.1 881,865 20.0

地 方 債 3,874,012 14.3 3,798,773 14.7 75,239 2.0

そ の 他 3,314,397 12.3 3,243,669 12.6 70,728 2.2

計 27,001,699 100.0 25,786,734 100.0 1,214,965 4.7

人 件 費 4,236,115 16.3 4,275,393 17.2 △ 39,278 △ 0.9

扶 助 費 2,803,242 10.8 2,315,336 9.3 487,906 21.1

公 債 費 4,391,799 16.9 4,008,897 16.1 382,902 9.6

補 助 費 等 2,304,561 8.9 2,629,049 10.6 △ 324,488 △ 12.3

繰 出 金 3,180,260 12.3 2,967,812 11.9 212,448 7.2

投 資 的 経 費 5,278,668 20.3 5,318,859 21.3 △ 40,191 △ 0.8

そ の 他 3,763,837 14.5 3,352,892 13.5 410,945 12.3

計 25,958,482 100.0 24,868,238 100.0 1,090,244 4.4

1,043,217 918,496 124,721 13.6

819,491 541,023 278,468 51.5

（単位；千円）

　総務省地方財政状況調査（決算統計）の要領に基づく平成２２年度普通会計決算の状況は、歳入

総額２７０億１６９万９千円に対し、歳出総額２５９億５，８４８万２千円で、差引額（形式収

支）１０億４，３２１万７千円から、翌年度に繰り越すべき財源２億２，３７２万６千円を差し引

くと、実質収支は８億１，９４９万１千円の黒字となりました。

　平成２１年度決算額と比較すると、交付税の増額や景気対策による臨時交付金事業などが要因で

歳入は１２億１，４９６万５千円、地域振興基金積立や繰上償還の実施などで歳出は１０億９，０

２４万４千円とともに増となりました。

（注）普通会計とは各地方公共団体において、財政比較等を行うために用いられる会計区分で、本

市の場合、主に一般会計及び鷹巣診療所特別会計の合算額をいいます。

実 質 収 支 額

歳 入 歳 出 差 引 額

区　　　分

歳
　
　
　
入

歳
　
　
　
　
　
出
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（２）主な財政指標等

◎財政運営等現況指数表

　標準税収入＋地方譲与税等＋
普通交付税＋臨時財政対策債

14,887 14,607 14,445 14,665 14,921 15,509

　参考：臨時財政対策債を除い
た額

(14,103) (13,914) (13,816) (14,076) (14,007) (14,192)

　経常経費充当一般財源

　　　　　÷経常一般財源収入額

　普通会計における赤字額

　　　　　÷標準財政規模
  　　　 （臨財債を含む）

　全会計をあわせた赤字総額

　　　　　÷標準財政規模
  　　　 （臨財債を含む）

元利償還金等が標準財政規模
に占める割合
（３ヶ年平均）

17.4 19.7 19.0 19.3 19.6 20.0

参考：単年度 (18.4) (19.4) (19.0) (19.4) (20.4) (20.2)

7 財政力指数

98.8 97.2

－
(黒字)

－
(黒字)

－
(黒字)

97.9

0.391 0.405

93.298.2 95.5

8
ラスパイレス

指数 （％）
国家公務員給与に

対する比率

6
将来負担比

率
 （％）

公営企業、出資法人等を含めた
将来負担すべき実質的な負債が

標準財政規模に占める割合

－
(黒字)

－
(黒字)

192.9

98.2

－
(黒字)

0.3870.403

204.5 203.7

Ｈ２２№

204.6

4

96.3

－
(黒字)

－
(黒字)

連結実質赤
字比率
 （％）

3
実質赤字比

率
 （％）

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１Ｈ１７

96.1

Ｈ１８

98.4

1
標準財政規

模
 （百万円）

項　　目
指数・比率等の

積算方法等

2

0.345

5
実質公債費

比率
 （％）

経常収支比
率

 （％）

基準財政収入額÷
基準財政需要額

（３ヶ年平均）

99.3

0.365

98.1
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（３） 経常収支比率

（単位：千円・％）

決 算 額
経常収支
比率(%)

決 算 額
経常収支
比率(%)

決 算 額
経常収支
比率(%)

歳出総額 25,958,482 24,868,238 1,090,244

経常一般財源 14,561,116 93.2 14,244,112 95.5 317,004 △ 2.3

うち人件費 3,945,842 25.2 3,953,074 26.4 △ 7,232 △ 1.2

うち物件費 1,371,615 8.8 1,311,700 8.8 59,915 △ 0.0

うち維持補修費 54,846 0.4 57,796 0.4 △ 2,950 △ 0.0

うち扶助費 937,305 6.0 844,728 5.7 92,577 0.3

うち補助費等 1,704,758 10.9 1,593,430 10.7 111,328 0.2

うち公債費 3,859,062 24.7 3,892,056 26.1 △ 32,994 △ 1.4

うち繰出金 2,687,688 17.2 2,591,328 17.4 96,360 △ 0.2

歳入総額 27,001,699 25,786,734 1,214,965

経常一般財源等 15,630,103 14,921,305 708,798

うち市税 4,544,908 4,716,500 △ 171,592

うち普通交付税 8,817,224 8,382,551 434,673

うち譲与税 210,843 213,158 △ 2,315

うち臨時財政対策債 1,317,112 914,073 403,039

参考：繰出金のうち経常的経費

・国民健康保険事業会計に対する保険基盤安定制度に基づく繰出金

・後期高齢者医療事業会計や介護保険事業会計に対する法令等の規定に基づく繰出金

・法非適用の公営企業に対する繰出基準に基づく繰出金（建設事業に係るものを除く）

　平成２２年度の経常収支比率は９３．２％で、前年度と比較して２．３ポイント改善しました。

　比率の改善については、歳入の経常一般財源等である普通交付税と臨時財政対策債が大幅に増え、全

体で対前年度比　７億８７９万８千円の増額となったことが大きな要因となっています。

　一方、歳出では、公債費が３，２９９万４千円、１．４ポイント減となったものの、繰出金が簡易水道事業や

下水道事業に対する増加などにより９，６３６万円の増や補助費等で事務組合への負担金や病院会計へ

の繰出の増により１億１，１３２万８千円増加となりました。全体の比率は改善したものの、経常一般財源の

歳出総額が増加しており、依然、高い比率であることから、今後も引き続き経常経費削減に向けての取り

組みが必要となっています。

〈経常収支比率とは・・・〉〈経常収支比率とは・・・〉〈経常収支比率とは・・・〉〈経常収支比率とは・・・〉

　財政構造の弾力性を示す比率で、経常的経費（歳出）に市税、普通交付税、地方譲与税等の経常的一

般財源収入がどの程度使われたかをみるもの。

　一般に、この比率が高いほど財政状態が悪いとされ、７５％～８０％程度が目標とされています。

H２２ H２１ H２２　－　H２１
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Ⅳ　市債と基金の状況

（１）市債残高の状況

① 会計市債残高

Ｈ２２末残高
（Ａ）

構成比
（％）

Ｈ２１末残高
（Ｂ）

構成比
（％）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

増減率
（％）

33,858,124 45.8 33,832,516 45.2 25,608 0.1

3,065,894 4.1 3,708,285 5.0 △ 642,391 △ 17.3

186,505 0.3 209,587 0.3 △ 23,082 △ 11.0

1,489 0.0 2,978 0.0 △ 1,489 △ 50.0

6,964,675 9.4 6,773,935 9.1 190,740 2.8

17,304,472 23.4 17,789,865 23.8 △ 485,393 △ 2.7

7,121,068 9.6 7,319,418 9.8 △ 198,350 △ 2.7

31,578,209 42.7 32,095,783 42.9 △ 517,574 △ 1.6

4,791,435 6.5 4,922,671 6.6 △ 131,236 △ 2.7

3,759,395 5.1 3,958,892 5.3 △ 199,497 △ 5.0

8,550,830 11.6 8,881,563 11.9 △ 330,733 △ 3.7

73,987,163 100.0 74,809,862 100.0 △ 822,699 △ 1.1

② 借入先別利率別残高（一般会計）

２％以下 ３％以下 ４％以下 ５％以下 ６％以下 ６％超 計

10,869,059 721,429 155,849 112,469 11,858,806

5,142,298 52,809 179,933 218,385 5,593,425

2,114,260 836,593 229,989 53,351 3,234,193

440,317 210,380 650,697

10,183,943 266,183 10,450,126

1,731,137 1,731,137

330,286 600 27 699 3,322 4,806 339,740

30,811,300 2,087,994 565,798 384,904 3,322 4,806 33,858,124

91.0 6.2 1.7 1.1 0.0 0.0 100.0構 成 比 （ ％ ）

（単位；千円）

（単位；千円）

区　　　分

特
別
会
計

小 計

水 道 事 業 特 別 会 計
企
業
会
計

国民健康保険診療所特別会計

財 務 省

（株）かんぽ生命保険

一 般 会 計

うち、地域生活排水分

病 院 事 業 特 別 会 計

小 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

区　　　分

　平成２２年度末の市債残高は、全会計では739億8,716万3千円で、前年度に比べ8億2,269万9千円、1.1％の減となりました。

　これは、簡易水道事業を除く特別会計・企業会計で大きな施設整備がなく償還額が発行額を上回ったことが要因となっていま

す。

　また、一般会計では約４．７億円の任意の繰上償還を実施したものの、災害復旧や小中学校整備、地域振興金の造成などで

発行額が前年度より増額となり残高は微増となっています。

　また、利率別残高では、前年度に公的資金の補償金免除に係る繰上償還による低利への借り換えを終え、２％以下が全体の

91％となっています。

そ の 他

合 計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

農業集落排水事業特別会計

地方公共団体金融機構
（ 旧 公 庫 ）

市 中 銀 行

そ の 他 の 金 融 機 関

共 済 組 合 等

合 計
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（２）基金の状況

（※基金には出納整理期間はないが、残高・増減額は22年度予算に係る出納整理期間中の増減も反映した数値。）

① 一般会計に属する基金

Ｈ２２末残高
（Ａ）

構成比
（％）

Ｈ２１末残高
（Ｂ）

構成比
（％）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

増減率
（％）

1,890,595 31.9 1,619,063 31.8 271,532 16.8

313,934 5.3 334,444 6.6 △ 20,510 △ 6.1

公 共 施 設 等 整 備 基 金 652,926 11.0 614,995 12.1 37,931 6.2

都 市 計 画 事 業 基 金 50,689 0.9 50,487 1.0 202 0.4

森 林 環 境 等 保 全 対 策 基 金 10,346 0.2 10,286 0.2 60 0.6

分 収 育 林 基 金 9,162 0.2 9,967 0.2 △ 805 △ 8.1

テ レ ビ 施 設 運 営 基 金 97,454 1.7 97,066 1.9 388 0.4

地 場 産 業 振 興 基 金 16,305 0.3 14,896 0.3 1,409 9.5

ブ ナ 基 金 7,873 0.1 2,336 0.1 5,537 237.0

地 域 生 活 排 水 事 業 基 金 792 0.0 789 0.0 3 0.4

福知渓谷休養センター運営基金 33,382 0.6 33,249 0.7 133 0.4

若者の海外研修等育成事業基金 30,000 0.5 0 0.0 30,000 皆増

小 計 908,929 834,071 74,858 9.0

地 域 福 祉 基 金 687,691 11.6 687,691 13.5 0 0.0

ふるさと・水と土保全対策基金 45,000 0.8 45,000 0.9 0 0.0

地 域 振 興 基 金 1,500,000 25.3 1,000,000 19.6 500,000 50.0

森 林 文 化 創 造 基 金 420,000 7.1 420,000 8.2 0 0.0

奨 学 基 金 27,500 0.5 27,500 0.5 0 0.0

小 計 2,680,191 2,180,191 500,000 22.9

波 賀 町 奨 学 基 金 18,730 0.3 18,201 0.4 529 2.9

小 椋 奨 学 基 金 91,086 1.5 90,968 1.8 118 0.1

松 本 奨 学 基 金 20,400 0.3 20,624 0.4 △ 224 △ 1.1

小 計 130,216 129,793 423 0.3

5,923,865 100.0 5,097,562 100.0 826,303 16.2

※その他定額運用基金のうち、債権分を除く。

② 特別会計に属する基金

Ｈ２２末残高
（Ａ）

構成比
（％）

Ｈ２１末残高
（Ｂ）

構成比
（％）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

増減率
（％）

18,620 4.5 18,559 3.8 61 0.3

55,250 13.2 54,537 11.2 713 1.3

330,279 79.4 374,665 76.9 △ 44,386 △ 11.9

0 0.0 8,009 1.6 △ 8,009 △ 100.0

4,045 1.0 25,541 5.1 △ 21,496 △ 84.2

4,123 1.0 3,133 0.6 990 31.6

3,666 0.9 2,939 0.6 727 24.7

415,983 100.0 487,383 100.0 △ 71,400 △ 14.7

③ 土地開発基金

Ｈ２２末残高
（Ａ）

構成比
（％）

Ｈ２１末残高
（Ｂ）

構成比
（％）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

増減率
（％）

388,045 83.2 389,059 83.5 △ 1,014 △ 0.3

〈33,595.46㎡〉 〈33,922.46㎡〉 〈△327㎡〉

78,355 16.8 76,871 16.5 1,484 1.9

466,400 100.0 465,930 100.0 470 0.1

国 民 健 康 保 険 事 業 基 金

国 民 健 康 保 険 診 療 所 運 営 基 金

（単位；千円）

区　　　分

果

実

運

用

型

運

用

基

金

そ

の

他

定

額

土 地 開 発 基 金 合 計

農 業 集 落 排 水 事 業 基 金

特 別 会 計 合 計

介 護 保 険 事 業 基 金

簡 易 水 道 事 業 基 金

介 護 従 事 者 処 遇 改 善 臨 時 特 例 基 金

公 共 下 水 道 事 業 基 金

預 金 ・ 現 金

土 地
〈 下 段 は 面 積 （ ㎡ ） 〉

積

立

・

取

り

崩

し

型

（単位；千円）

区　　　分

（単位；千円）

　財政調整基金については、取り崩しを行わなかったことに加え平成２１年度からの繰越金の一部を積み立てた結果、２億

７，１５３万２千円増加し、１８億９，０５９万５千円となりました。

　減債基金については、２，１５９万６千円取り崩した結果、３億１，３９３４万４千円となりました。

　このほか、特定目的基金では、地域振興基金の造成再開、揖保川河川用地売り払い収入を公共施設整備基金へ積み立

て、また、新たに指定寄附金を財源とし若者の海外研修等育成事業基金を設置しました。

一 般 会 計 合 計

区　　　分

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

特

定

目

的

基

金
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（３）市税及び税外収入の滞納状況 （単位：　円）

会計 22年度末(A) 21年度末(B) 差引(A-B)

一般会計 市税 個人市民税 159,285,133 151,927,796 7,357,337

法人市民税 7,962,600 6,940,800 1,021,800

固定資産税 362,501,787 322,132,478 40,369,309

軽自動車税 11,010,963 10,546,603 464,360

都市計画税 25,572,847 22,316,970 3,255,877

（小計） 566,333,330 513,864,647 52,468,683

分担金及び負担金 保育所保護者負担金 9,003,706 9,516,241 △ 512,535

農地災害復旧費分担金 360,000 0 360,000

土地改良関連事業分担金 0 1,963,000 △ 1,963,000

老人ホーム入所者負担金 0 356,000 △ 356,000

（小計） 9,363,706 11,835,241 △ 2,471,535

使用料及び手数料 総務管理使用料 87,400 166,200 △ 78,800

保健衛生使用料 24,000 9,000 15,000

清掃使用料 7,552,203 6,212,538 1,339,665

　うち地域生活排水施設使用料 7,502,553 6,160,668 1,341,885

住宅使用料 7,913,350 7,050,050 863,300

保健衛生手数料 0 3,000 △ 3,000

清掃手数料 582,850 471,744 111,106

幼稚園保育料（督促含む） 15,400 0 15,400

（小計） 16,175,203 13,912,532 2,262,671

諸収入 生業資金貸付金元利収入 5,221,896 5,341,737 △ 119,841

住宅改修資金貸付金元利収入 18,902,150 18,739,166 162,984

住宅建設資金貸付金元利収入 120,862,109 120,988,822 △ 126,713

宅地取得資金貸付金元利収入 1,503,730 2,121,490 △ 617,760

雑入 445,239 12,649,700 △ 12,204,461

（小計） 146,935,124 159,840,915 △ 12,905,791

738,807,363 699,453,335 39,354,028

国民健康保険 国民健康保険税 一般被保険者国民健康保険税 330,030,774 305,270,724 24,760,050

退職被保険者等国民健康保険税 18,151,536 17,034,024 1,117,512

（小計） 348,182,310 322,304,748 25,877,562

348,182,310 322,304,748 25,877,562

国保診療所 診療収入 外来収入（波賀） 10,110 0 10,110

外来収入（千種） 84,716 134,709 △ 49,993

諸収入 容器等売却料（千種） 0 30 △ 30

94,826 134,739 △ 39,913

後期高齢者医療 後期高齢者保険料 普通徴収保険料 2,172,618 2,488,468 △ 315,850

2,172,618 2,488,468 △ 315,850

介護保険 保険料 第1号被保険者保険料 21,066,210 17,758,410 3,307,800

21,066,210 17,758,410 3,307,800

水道 使用料 上水道使用料 32,614,947 25,658,225 6,956,722

簡易水道使用料 8,750,848 7,644,986 1,105,862

41,365,795 33,303,211 8,062,584

下水道 使用料 下水道使用料 12,500,363 9,978,942 2,521,421

農業集落排水施設使用料 4,056,517 3,486,337 570,180

（小計） 16,556,880 13,465,279 3,091,601

分担金及び負担金 特環下水道事業受益者負担金 19,776,900 20,511,500 △ 734,600

公共下水道事業受益者負担金 10,390,300 9,378,200 1,012,100

（小計） 30,167,200 29,889,700 277,500

46,724,080 43,354,979 3,369,101

公立病院 診療収入 外来収入 3,209,080 3,479,240 △ 270,160

入院収入 7,673,955 7,624,390 49,565

10,883,035 11,103,630 △ 220,595

1,209,296,237 1,129,901,520 79,394,717

区　　　　分

計

計

計

計

計

計

計

計

合　計

（注）法適用企業会計の上水道及び公立病院については、５月末における各決算年度における未収金を計上している。
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（４）市税等の不納欠損状況 （単位：　円）

会計 22年度

一般会計 市税 個人市民税（滞納繰越分） 3,530,554

固定資産税（滞納繰越分） 8,497,910

軽自動車税（滞納繰越分） 536,924

都市計画税（滞納繰越分） 514,723

使用料 地域生活排水施設使用料 27,000

13,107,111

会計 22年度

国民健康保険 国民健康保険税 一般被保険者国民健康保険税（一般医療滞納繰越分） 9,883,614

一般被保険者国民健康保険税（一般介護滞納繰越分） 649,427

10,533,041

会計 22年度

下水道 使用料 下水道使用料 22,701

22,701

会計 22年度

農業集落排水 使用料 農業集落排水施設使用料 62,000

62,000

会計 22年度

上水道 使用料 水道使用料 200,794

200,794

会計 22年度

公立病院 診療収入 外来収入 32,190

32,190

区　　　　分

計

区　　　　分

区　　　　分

計

区　　　　分

計

区　　　　分

計

計

区　　　　分

計
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Ⅴ　特別会計決算の状況

（１）国民健康保険事業特別会計

22年度予算額 22年度収入済額 収入割合 21年度収入済額 増減額

１． 国 民 健 康 保 険 税 1,132,900,000 1,112,744,578 98.2 1,155,448,509 △ 42,703,931

２． 一 部 負 担 金 4,000 0 0.0 0 0

３． 使用料及び手数料 360,000 544,100 151.1 516,400 27,700

４． 国 庫 支 出 金 1,101,323,000 1,093,147,031 99.3 961,126,897 132,020,134

５． 療養給付費等交付金 204,875,000 213,770,000 104.3 176,685,032 37,084,968

６． 前期高齢者交付金 677,570,000 677,570,994 100.0 888,656,013 △ 211,085,019

７． 県 支 出 金 206,856,000 238,198,940 115.2 219,272,981 18,925,959

８． 共 同 事 業 交 付 金 473,073,000 544,515,826 115.1 473,988,625 70,527,201

９． 財 産 収 入 33,000 61,235 185.6 14,642 46,593

10． 繰 入 金 371,917,000 347,084,028 93.3 272,987,389 74,096,639

11． 繰 越 金 192,520,000 192,519,729 100.0 54,284,259 138,235,470

12． 諸 収 入 14,756,000 17,940,611 121.6 118,575,445 △ 100,634,834

4,376,187,000 4,438,097,072 101.4 4,321,556,192 116,540,880

22年度予算額 22年度支出済額 執行割合 21年度支出済額 増減額

１． 総 務 費 77,886,000 74,859,493 96.1 69,409,531 5,449,962

２． 保 険 給 付 費 2,876,810,000 2,853,140,908 99.2 2,708,377,199 144,763,709

３． 後期高齢者支援金等 480,103,000 480,102,309 100.0 550,501,790 △ 70,399,481

４． 前期高齢者納付金等 843,000 842,570 99.9 1,565,293 △ 722,723

５． 老 人 保 健 拠 出 金 2,593,000 2,592,657 100.0 43,733 2,548,924

６． 介 護 納 付 金 220,708,000 220,707,284 100.0 208,646,822 12,060,462

７． 共 同 事 業 拠 出 金 573,976,000 540,597,437 94.2 543,632,607 △ 3,035,170

８． 保 健 事 業 費 43,539,000 37,478,636 86.1 37,113,905 364,731

９． 基 金 積 立 金 62,000 61,235 98.8 14,642 46,593

10． 公 債 費 200,000 183,395 91.7 0 183,395

11． 諸 支 出 金 79,142,000 76,690,979 96.9 9,731,241 66,959,738

12． 予 備 費 20,325,000 0 0.0 0 0

4,376,187,000 4,287,256,903 98.0 4,129,036,763 158,220,140

（単位；円、％）

（歳入）

　最終予算額 ４３億７，６１８万７千円に対し、収入済額は４４億３，８０９万７千円で収入割

合は 101.4％です。

（歳出）

　最終予算額 ４３億７，６１８万７千円に対し、支出済額は４２億８，７２５万７千円で執行割

合は 98.0％です。

　歳入歳出差引額（形式収支）、実質収支額ともに、１億５，０８４万円となります。

　合　　　　　　　計

（歳出） （単位；円、％）

款

　合　　　　　　　計

款

（歳入）

19



（２）国民健康保険診療所特別会計

22年度予算額 22年度収入済額 収入割合 21年度収入済額 増減額

１．診 療 収 入 271,743,000 271,663,297 100.0 271,032,726 630,571

２．使用料及び手数料 1,213,000 1,290,050 106.4 1,406,706 △ 116,656

３．国 庫 支 出 金 4,200,000 3,958,000 0.0 11,709,000 △ 7,751,000

４．財 産 収 入 194,000 192,572 99.3 18,397 174,175

５．繰 入 金 103,728,000 79,688,237 76.8 86,726,725 △ 7,038,488

６．繰 越 金 1,041,000 1,041,367 100.0 1,096,217 △ 54,850

７．諸 収 入 3,228,000 2,911,270 90.2 2,915,070 △ 3,800

８．地 方 債 4,200,000 3,900,000 0.0 97,400,000 △ 93,500,000

９．県 支 出 金 0 0 0.0 1,088,000 △ 1,088,000

389,547,000 364,644,793 93.6 473,392,841 △ 108,748,048

22年度予算額 22年度支出済額 執行割合 21年度支出済額 増減額

１．総 務 費 163,319,000 157,323,706 96.3 152,343,548 4,980,158

２．医 業 費 174,520,000 156,057,617 89.4 173,260,670 △ 17,203,053

３．介護サービス事業費 21,988,000 20,624,309 93.8 18,242,915 2,381,394

４．公 債 費 29,720,000 29,429,101 99.0 28,528,616 900,485

５．施 設 整 備 費 0 0 0.0 99,975,725 △ 99,975,725

389,547,000 363,434,733 93.3 472,351,474 △ 108,916,741

（歳入）

　最終予算額３億８，９５４万７千円に対し、収入済額は３億６，４６４万５千円で収入割合は

93.6％です。

（歳出）

　最終予算額３億８，９５４万７千円に対し、支出済額は３億６，３４３万５千円で執行割合は

93.3％です。

  歳入歳出差引額（形式収支）、実質収支額ともに、１２１万円となります。

　合　　　　　　　計

（単位；円、％）（歳出）

　合　　　　　　　計

款

（単位；円、％）

款

（歳入）
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（３）鷹巣診療所特別会計

22年度予算額 22年度収入済額 収入割合 21年度収入済額 増減額

１．診 療 収 入 802,000 184,782 23.0 561,759 △ 376,977

２．使 用 料 及 び 手 数 料 4,000 0 0.0 0 0

３．県 支 出 金 714,000 606,000 84.9 621,000 △ 15,000

４．繰 入 金 9,526,000 9,900,000 103.9 9,780,000 120,000

５．繰 越 金 78,000 78,455 100.6 82,910 △ 4,455

11,124,000 10,769,237 96.8 11,045,669 △ 276,432

22年度予算額 22年度支出済額 執行割合 21年度支出済額 増減額

１．総 務 費 10,444,000 10,155,054 97.2 10,572,211 △ 417,157

２．医 業 費 670,000 549,470 82.0 395,003 154,467

３．公 債 費 10,000 532 5.3 0 532

11,124,000 10,705,056 96.2 10,967,214 △ 262,158

（歳入）

　最終予算額１，１１２万４千円に対し、収入済額は１，０７６万９千円で収入割合は 96.8％で

す。

（歳出）

　最終予算額１，１１２万４千円に対し、支出済額は１，０７０万５千円で執行割合は 96.2％で

す。

　歳入歳出差引額（形式収支）、実質収支額ともに、６万４千円となります。

　合　　　　　　　計

款

　合　　　　　　　計

（単位；円、％）（歳出）

（単位；円、％）

款

（歳入）
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（４）老人保健事業特別会計

22年度予算額 22年度収入済額 収入割合 21年度収入済額 増減額

１． 支 払 基 金 交 付 金 1,636,000 505 0.0 1,975,349 △ 1,974,844

２． 国 庫 支 出 金 980,000 0 0.0 5,663,675 △ 5,663,675

３． 県 支 出 金 245,000 0 0.0 473,732 △ 473,732

４． 繰 入 金 566,000 0 0.0 191,098 △ 191,098

５． 繰 越 金 3,901,000 3,899,417 100.0 100,000 3,799,417

６． 諸 収 入 2,000 4,455 222.8 4,417,427 △ 4,412,972

7,330,000 3,904,377 53.3 12,821,281 △ 8,916,904

22年度予算額 22年度支出済額 執行割合 21年度支出済額 増減額

１． 総 務 費 967,000 649,228 67.1 7,748,977 △ 7,099,749

２． 医 療 諸 費 3,107,000 0 0.0 1,139,563 △ 1,139,563

３． 諸 支 出 金 3,256,000 3,255,149 100.0 33,324 3,221,825

7,330,000 3,904,377 53.3 8,921,864 △ 5,017,487

（歳入）

　最終予算額７３３万円に対し、収入済額は３９０万４千円で収入割合は 53.3％です。

（歳出）

　最終予算額７３３万円に対し、支出済額は３９０万４千円で執行割合は 53.3％です。

　歳入歳出差引額（形式収支）、実質収支額ともに、０円となります。

　なお、老人保健事業特別会計は平成２２年度をもって廃止となります。

　合　　　　　　　計

款

　合　　　　　　　計

（単位；円、％）（歳出）

（単位；円、％）

款

（歳入）
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（５）後期高齢者医療事業特別会計

22年度予算額 22年度収入済額 収入割合 21年度収入済額 増減額

１． 後期高齢者医療保険料 334,220,000 318,724,460 95.4 317,783,298 941,162

２． 使用料及び手数料 20,000 53,900 269.5 167,400 △ 113,500

３． 繰 入 金 114,876,000 113,376,255 98.7 111,134,076 2,242,179

４． 繰 越 金 6,897,000 6,896,393 100.0 8,536,047 △ 1,639,654

５． 諸 収 入 1,104,000 1,638,477 148.4 102,999 1,535,478

６． 国 庫 支 出 金 0 0 0.0 3,717,000 △ 3,717,000

457,117,000 440,689,485 96.4 441,440,820 △ 751,335

22年度予算額 22年度支出済額 執行割合 21年度支出済額 増減額

１． 総 務 費 6,952,000 5,494,452 79.0 9,929,469 △ 4,435,017

２．
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

449,054,000 426,607,384 95.0 423,992,463 2,614,921

３． 公 債 費 10,000 0 0.0 0 0

４． 諸 支 出 金 1,101,000 1,005,615 91.3 622,495 383,120

457,117,000 433,107,451 94.7 434,544,427 △ 1,436,976

款

　合　　　　　　　計

（歳入）

　最終予算額４億５，７１１万７千円に対し、収入済額は４億４，０６８万９千円で収入割合は

96.4％です。

（歳出）

　最終予算額４億５，７１１万７千円に対し、支出済額は４億３，３１０万７千円で執行割合は

94.7％です。

　歳入歳出差引額（形式収支）、実質収支額ともに、７５８万２千円となります。

（歳入） （単位；円、％）

款

　合　　　　　　　計

（歳出） （単位；円、％）
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（６）介護保険事業特別会計

22年度予算額 22年度収入済額 収入割合 21年度収入済額 増減額

１． 介 護 保 険 料 570,638,000 562,180,774 98.5 565,817,087 △ 3,636,313

２． 介護サービス事業収入 14,203,000 14,087,280 99.2 13,612,260 475,020

３． 使 用 料 及 び 手 数 料 1,000 110,400 11,040.0 83,000 27,400

４． 国 庫 支 出 金 892,439,000 873,207,750 97.8 828,576,600 44,631,150

５． 支 払 基 金 交 付 金 1,057,312,000 1,031,883,671 97.6 949,828,000 82,055,671

６． 県 支 出 金 515,847,000 514,474,000 99.7 482,010,000 32,464,000

７． 財 産 収 入 741,000 671,890 90.7 836,915 △ 165,025

８． 繰 入 金 608,924,000 575,025,324 94.4 501,389,645 73,635,679

９． 繰 越 金 20,053,000 20,051,577 100.0 105,852,862 △ 85,801,285

10． 諸 収 入 14,897,000 15,431,597 103.6 18,795,860 △ 3,364,263

3,695,055,000 3,607,124,263 97.6 3,466,802,229 140,322,034

22年度予算額 22年度支出済額 執行割合 21年度支出済額 増減額

１． 総 務 費 79,249,000 76,717,898 96.8 74,780,707 1,937,191

２． 保 険 給 付 費 3,473,179,000 3,397,604,318 97.8 3,172,202,182 225,402,136

３． 地 域 支 援 事 業 費 85,009,000 79,291,213 93.3 76,072,293 3,218,920

４． 介護サービス事業費 14,203,000 14,106,805 99.3 13,095,582 1,011,223

５． 基 金 積 立 金 8,694,000 8,583,450 98.7 73,405,198 △ 64,821,748

６． 公 債 費 1,589,000 1,510,961 95.1 1,488,888 22,073

７． 諸 支 出 金 23,132,000 23,067,057 99.7 35,705,802 △ 12,638,745

８． 予 備 費 10,000,000 0 0.0 0 0

3,695,055,000 3,600,881,702 97.5 3,446,750,652 154,131,050

（歳入）

　最終予算額３６億９，５０５万５千円に対し、収入済額は３６億７１２万４千円で収入割合は

97.6％です。

（歳出）

　最終予算額３６億９，５０５万５千円に対し、支出済額は３６億８８万２千円で執行割合は

97.5％です。

　歳入歳出差引額（形式収支）、実質収支額ともに、６２４万３千円となります。

　合　　　　　　　計

款

　合　　　　　　　計

（単位；円、％）（歳出）

（単位；円、％）

款

（歳入）
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（７）簡易水道事業特別会計

22年度予算額 22年度収入済額 収入割合 21年度収入済額 増減額

１． 分担金及び負担金 20,200,000 15,045,000 74.5 39,435,000 △ 24,390,000

２． 使用料及び手数料 287,108,000 285,146,603 99.3 276,058,676 9,087,927

３． 国 庫 支 出 金 142,772,000 145,958,000 102.2 63,976,000 81,982,000

４． 財 産 収 入 186,000 185,551 99.8 344,811 △ 159,260

５． 繰 入 金 405,367,000 409,662,050 101.1 354,512,257 55,149,793

６． 繰 越 金 2,961,000 2,961,598 100.0 6,688,975 △ 3,727,377

７． 諸 収 入 12,849,000 12,990,661 101.1 24,143,124 △ 11,152,463

８． 市 債 530,500,000 492,000,000 92.7 274,000,000 218,000,000

1,401,943,000 1,363,949,463 97.3 1,039,158,843 324,790,620

22年度予算額 22年度支出済額 執行割合 21年度支出済額 増減額

１． 簡 易 水 道 事 業 費 883,702,000 852,246,449 96.4 578,996,148 273,250,301

２． 災 害 復 旧 費 74,919,000 68,816,328 91.9 59,684,382 9,131,946

３． 公 債 費 443,322,000 441,701,795 99.6 397,516,715 44,185,080

1,401,943,000 1,362,764,572 97.2 1,036,197,245 326,567,327　合　　　　　　　計

款

（歳入）

　最終予算額１４億１９４万３千円に対し、収入済額は１３億６，３９４万９千円で収入割合は

97.3％です。

　ただし、平成２３年度への繰越に係る未収額３１０万円を除いた実質の予算額１３億９，８８

４万３千円に対する収入割合は97.5％となります。

（歳出）

　最終予算額１４億１９４万３千円に対し、支出済額は１３億６，２７６万５千円で執行割合は

97.2％です。

　ただし、平成２３年度への繰越額３１８万５千円を除いた実質の予算額１３億９，８７５万８

千円に対する執行割合は97.4％となります。

　歳入歳出差引額（形式収支）は、１１８万５千円で、翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた

実質収支額は、１１０万円となります。

（単位；円、％）

　合　　　　　　　計

（歳出）

（単位；円、％）

款

（歳入）
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（８）下水道事業特別会計

22年度予算額 22年度収入済額 収入割合 21年度収入済額 増減額

１． 分担金及び負担金 12,852,000 14,734,575 114.6 60,258,875 △ 45,524,300

２． 使用料及び手数料 320,126,000 330,701,681 103.3 318,036,732 12,664,949

３． 財 産 収 入 5,000 4,084 81.7 110,604 △ 106,520

４． 繰 入 金 943,061,000 913,500,000 96.9 879,858,908 33,641,092

５． 繰 越 金 5,645,000 5,645,777 100.0 6,773,891 △ 1,128,114

６． 諸 収 入 13,370,000 2,320,500 17.4 4,284,236 △ 1,963,736

７． 市 債 449,000,000 434,900,000 96.9 775,800,000 △ 340,900,000

８． 国 庫 支 出 金 0 0 0.0 30,500,000 △ 30,500,000

1,744,059,000 1,701,806,617 97.6 2,075,623,246 △ 373,816,629

22年度予算額 22年度支出済額 執行割合 21年度支出済額 増減額

１． 下 水 道 費 401,489,000 356,972,927 88.9 445,406,711 △ 88,433,784

２． 公 債 費 1,342,570,000 1,342,266,941 100.0 1,618,424,121 △ 276,157,180

３． 災 害 復 旧 費 0 0 0.0 6,146,637 △ 6,146,637

1,744,059,000 1,699,239,868 97.4 2,069,977,469 △ 370,737,601

（歳入）

　最終予算額１７億４，４０５万９千円に対し、収入済額は１７億１８０万７千円で収入割合は

97.6％です。

（歳出）

　最終予算額１７億４，４０５万９千円に対し、支出済額は１６億９，９２４万円で執行割合は

97.4％です。

　歳入歳出差引額（形式収支）、実質収支額ともに、２５６万７千円となります。

　合　　　　　　　計

款

　合　　　　　　　計

（単位；円、％）（歳出）

（単位；円、％）

款

（歳入）
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（９）農業集落排水事業特別会計

22年度予算額 22年度収入済額 収入割合 21年度収入済額 増減額

１． 分担金及び負担金 4,898,000 2,959,775 60.4 5,049,275 △ 2,089,500

２． 使用料及び手数料 106,614,000 106,781,160 100.2 107,418,640 △ 637,480

３． 財 産 収 入 10,000 9,789 97.9 99,685 △ 89,896

４． 繰 入 金 414,125,000 398,000,000 96.1 403,683,870 △ 5,683,870

５． 繰 越 金 1,933,000 1,933,624 100.0 3,732,006 △ 1,798,382

６． 諸 収 入 1,901,000 6,180,868 325.1 1,314,800 4,866,068

７． 市 債 202,600,000 190,000,000 93.8 312,500,000 △ 122,500,000

８． 県 支 出 金 3,500,000 3,828,000 109.4 2,226,000 1,602,000

735,581,000 709,693,216 96.5 836,024,276 △ 126,331,060

22年度予算額 22年度支出済額 執行割合 21年度支出済額 増減額

１． 農業集落排水事業費 159,768,000 140,586,351 88.0 145,745,994 △ 5,159,643

２． 災 害 復 旧 費 22,800,000 14,980,249 65.7 10,571,705 4,408,544

３． 公 債 費 553,013,000 552,690,707 99.9 677,772,953 △ 125,082,246

735,581,000 708,257,307 96.3 834,090,652 △ 125,833,345

（単位；円、％）

（単位；円、％）

（歳入）

　最終予算額７億３，５５８万１千円に対し、収入済額は７億９６９万３千円で収入割合は

96.5％です。

　ただし、平成２３年度への繰越に係る未収額３７０万円を除いた実質の予算額７億３，１

８８万１千円に対する収入割合は 97.0％となります。

（歳出）

　最終予算額７億３，５５８万１千円に対し、支出済額は７億８２５万７千円で執行割合は

96.3％です。

　ただし、平成２３年度への繰越額３７０万円を除いた実質の予算額７億３，１８８万１千

円に対する執行割合は 96.8％となります。

　歳入歳出差引額（形式収支）、実質収支額ともに　１４３万６千円となります。

　合　　　　　　　計

款

　合　　　　　　　計

（歳出）

款

（歳入）
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（10）水道事業特別会計

１．業務量

平成22年度 平成21年度 増　　減 前年比(%)

23,886 24,089 △ 203 △ 0.8

8,605 8,562 43 0.5

2,644,107 2,396,432 247,675 10.3

7,244 6,566 678 10.3

2,157,539 2,119,173 38,366 1.8

81.60 88.43 △ 6.83 △ 7.7

２．収益的収入及び支出（損益計算書/税抜）

平成22年度 平成21年度 増　　減 前年比(%)

535,519 530,973 4,546 0.9

給 水 収 益 512,100 501,985 10,115 2.0

受 託 工 事 収 益 286 1,461 △ 1,175 △ 80.4

そ の 他 23,133 27,527 △ 4,394 △ 16.0

69,673 26,514 43,159 162.8

受取利息及び配当金 3,611 4,352 △ 741 △ 17.0

他 会 計 補 助 金 65,950 21,642 44,308 204.7

そ の 他 112 520 △ 408 △ 78.5

有 収 率 （ ％ ）

（単位　千円）

項　　　　目

収
営 業 収 益

営 業 外 収 益

項　　　　目

年 度 末 給 水 人 口 （ 人 ）

年 度 末 給 水 件 数 （ 件 ）

年 間 総 配 水 量 （ ㎥ ）

一 日 平 均 配 水 量 （ ㎥ ）

年 間 総 有 収 水 量 （ ㎥ ）

そ の 他 112 520 △ 408 △ 78.5

605,192 557,487 47,705 8.6

402,283 417,792 △ 15,509 △ 3.7

原 水 及 び 浄 水 費 68,408 67,318 1,090 1.6

配 水 及 び 給 水 費 46,971 57,491 △ 10,520 △ 18.3

受 託 工 事 費 0 1,449 △ 1,449 △ 100.0

総 係 費 36,602 38,555 △ 1,953 △ 5.1

減 価 償 却 費 250,137 252,597 △ 2,460 △ 1.0

資 産 減 耗 費 47 48 △ 1 △ 2.1

そ の 他 118 334 △ 216 △ 64.7

127,312 135,737 △ 8,425 △ 6.2

支 払 利 息 125,679 133,556 △ 7,877 △ 5.9

そ の 他 1,633 2,181 △ 548 △ 25.1

529,595 553,529 △ 23,934 △ 4.3

75,597 3,958 71,639 1,810.0

185 553 △ 368 △ 66.6

12,278 11,873 405 3.4

87,690 15,278 72,412 474.0

75,000 3,000 72,000 2,400.0

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 処 分 額 （ 予 定 額 ）

支

出

営 業 費 用

営 業 外 費 用

計

経 常 利 益

特 別 損 失

入
計

28



３．資本的収入及び支出（税込）

平成22年度 平成21年度 増　　減 前年比(%)

95,300 196,300 △ 101,000 △ 51.5

2,216 19,489 △ 17,273 △ 88.6

27,652 24,722 2,930 11.9

125,168 240,511 △ 115,343 △ 48.0

239,642 219,296 20,346 9.3

226,537 321,216 △ 94,679 △ 29.5

466,179 540,512 △ 74,333 △ 13.8

341,011 300,001 41,010 13.7

281,938 281,938 0 0.0

3,000 9,000 △ 6,000 △ 66.7

10,470 9,063 1,407 15.5

４．資金収支（内部留保資金の状況）

平成22年度 平成21年度 増　　減 前年比(%)

1,412,883 1,447,772 △ 34,889 △ 2.4

336,067 265,112 70,955 26.8

341,011 300,001 41,010 13.7

1,407,939 1,412,883 △ 4,944 △ 0.4

前 年 度 末 余 剰 額

当 年 度 発 生 額

当 年 度 使 用 額

当 年 度 末 余 剰 額

財
源
補
填

損 益 勘 定 留 保 資 金

減 債 積 立 金

消費税資本的収支調整額

（単位　千円）

項　　　　目

計

支

出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

計

資 本 的 収 支 不 足 額

（単位　千円）

項　　　　目

収

入

企 業 債

負 担 金

補 助 金

５．給水原価と供給単価（１㎥当たり）

平成22年度 平成21年度 増　　減 前年比(%)

245.41 260.36 △ 14.95 △ 5.7

237.35 236.88 0.47 0.2

8.06 23.48

給 水 原 価

供 給 単 価

差 引

（単位　円）

項　　　　目
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（11）病院事業特別会計

１．業務量

平成22年度 平成21年度 増　　減 前年比(%)

205 205 0 0.0

54,466 49,969 4,497 9.0

149.2 136.9 12.3 9.0

72.8 66.8 6.0 9.0

107,741 101,823 5,918 5.8

443.4 420.8 22.6 5.4

２．収益的収入及び支出（損益計算書/税抜）

平成22年度 平成21年度 増　　減 前年比(%)

3,428,186 3,078,003 350,183 11.4

入 院 収 益 2,075,660 1,821,226 254,434 14.0

外 来 収 益 1,163,853 1,071,774 92,079 8.6

そ の 他 188,673 185,003 3,670 2.0

107,576 95,138 12,438 13.1

受取利息及び配当金 1,017 1,950 △ 933 △ 47.9

他 会 計 補 助 金 87,956 76,856 11,100 14.4

県 補 助 金 527 0 527 皆増

項　　　　目

病 床 数 （ 床 ）

項　　　　目

入

院

外
来

（単位　千円）

収

入

医 業 収 益

医 業 外 収 益

延 べ 患 者 数 （ 人 ）

一 日 患 者 数 （ 人 ）

病 床 利 用 率 （ ％ ）

延 べ 患 者 数 （ 人 ）

一 日 患 者 数 （ 人 ）

県 補 助 金 527 0 527 皆増

そ の 他 18,076 16,332 1,744 10.7

3,535,762 3,173,141 362,621 11.4

3,521,954 3,364,308 157,646 4.7

給 与 費 2,105,584 2,040,944 64,640 3.2

材 料 費 722,004 671,761 50,243 7.5

経 費 396,487 377,641 18,846 5.0

減 価 償 却 費 283,434 259,046 24,388 9.4

そ の 他 14,445 14,916 △ 471 △ 3.2

141,628 141,072 556 0.4

支 払 利 息 73,719 79,714 △ 5,995 △ 7.5

そ の 他 67,909 61,358 6,551 10.7

3,663,582 3,505,380 158,202 4.5

△ 127,820 △ 332,239 204,419 △ 61.5

△ 2,810,996 △ 2,478,757 △ 332,239 13.4

△ 2,938,816 △ 2,810,996 △ 127,820 4.6

入

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

収 益 合 計

支

出

医 業 費 用

医 業 外 費 用

費 用 合 計

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金
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３．資本的収入及び支出（税込）

平成22年度 平成21年度 増　　減 前年比(%)

164,600 301,400 △ 136,800 △ 45.4

222,258 264,390 △ 42,132 △ 15.9

0 9,975 △ 9,975 皆減

386,858 575,765 △ 188,907 △ 32.8

168,044 282,401 △ 114,357 △ 40.5

364,097 427,990 △ 63,893 △ 14.9

532,141 710,391 △ 178,250 △ 25.1

145,283 134,626 10,657 7.9

145,283 134,626 10,657 7.9

４．収支差及び資金

平成22年度 平成21年度 増　　減 前年比(%)

△ 272,873 △ 466,409 193,536 △ 41.5

（単位　千円）

（単位　千円）

資 本 的 収 支 不 足 額

項　　　　目

支

出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

支 出 合 計

収

入

企 業 債

補 助 金

収 入 合 計

他 会 計 出 資 金

財
源
補
填

損 益 勘 定 留 保 資 金

減 債 積 立 金

消費税資本的収支調整額

項　　　　目

合 計 収 支 差

△ 127,591 △ 331,783 204,192 △ 61.5

△ 145,282 △ 134,626 △ 10,656 7.9

302,444 278,884 23,560 8.5

302,444 278,884 23,560 8.5

0 0 0 0.0

812,421 999,946 △ 187,525 △ 18.8

841,992 812,421 29,571 3.6

△ 2,938,816 △ 2,810,996 △ 127,820 4.6

現 金 の 支 出 を 伴 わ な い

累 積 欠 損 金

前 年 度 末 留 保 資 金

留 保 資 金 合 計 額

減 価 償 却 費 等

当 年 度 留 保 資 金

収 益 的 収 支 差

資 本 的 収 支 差
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（12）農業共済事業特別会計

１．業務量

平成22年度 平成21年度 増　　減 前年比(%)

加入者数（人) 2,465 2,277 188 8.3

引受面積（a) 100,838 97,222 3,616 3.7

加入者数（人) 15 20 △ 5 △ 25.0

引受面積（a) 2,634 2,517 117 4.7

引受頭数（頭) 1,583 1,613 △ 30 △ 1.9

加入者数（人) 187 202 △ 15 △ 7.4

引受面積（a) 6,604 6,988 △ 384 △ 5.5

加入者数（人) 24 25 △ 1 △ 4.0

引受棟数（棟) 67 65 2 3.1

２．収益的収入及び支出

平成22年度 平成21年度 増　　減 前年比(%)

80,106 102,687 △ 22,581 △ 22.0

72,476 95,239 △ 22,763 △ 23.9

7,630 7,448 182 2.4

79,488 102,282 △ 22,794 △ 22.3

79,485 102,136 △ 22,651 △ 22.2

3 146 △ 143 0.0

618 405 213 52.6当 年 度 純 利 益

（単位　千円）

項　　　　目

共 済 事 業 費 用

項　　　　目

収

入

共 済 事 業 収 益

園 芸 施 設
共 済

事 業 収 益

事 業 外 費 用

農作物共済
（ 水 稲 ）

支

出

事 業 外 収 益

事 業 費 用

農作物共済
（ 麦 ）

家 畜 共 済

畑作物共済
（ 大 豆 ）
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平成２２平成２２平成２２平成２２年度の主な成果説明年度の主な成果説明年度の主な成果説明年度の主な成果説明（総括）（総括）（総括）（総括）    

    

    

    平成２２年度は、前年度に発生した豪雨災害による復旧・復興を最優先課題として取り

組む一方で、宍粟市総合基本計画前期基本計画の仕上げの年であり、また、後期基本計画

策定という将来のまちづくりの設計を行う重要な年でもあり、「創造と挑戦」の年と位置づ

けるとともに、自分たちのまちのことは自分たちで決めて実行するという自治の原則を基

本に「市民とともに歩む行政」の実現に向け市政運営を進めました。 

 また、国においては平成２０年度から再三にわたる景気対策が行われているものの、依

然大きな景気回復に至らず、平成２２年度にも「地域活性化・きめ細かな交付金」、「地域

活性化・住民生活に光をそそぐ交付金」を盛り込んだ補正予算が編成され、市もこれらの

交付金に関連する補正予算により地域の中小企業への受注機会の増大や図書館の充実など

を基本とする施策にも取り組みました。 

 

 

 

１．人と人、人と自然にやさしいまちづくり 

 

 市域の９割を森林が占める自然豊かな宍粟市において、環境の保全と創造に関する施策

を推進する上で基本となる「宍粟市環境基本計画」を策定したほか、資源循環型社会の構

築のため森のゼロエミッション事業やリサイクル資源集団回収奨励事業、生ゴミ減量化促

進事業のほか、太陽光発電施設やペレットボイラー、ペレットストーブの導入に対する市

民等への支援を行うなど、二酸化炭素の排出抑制や環境負荷の低減に向けた全市的な取り

組みを行いました。 

さらには、市民が身近に自然とふれあえる里山の保全・整備として住民の協力のもとで

ふるさとの森づくり事業の取り組みを始めました。 

このほか、県民緑税活用事業や環境対策育林事業、治山事業などにより森林環境の保全

を行ったほか、河川の災害復旧事業や水辺空間を活用した環境づくりとして今宿・中広瀬

地区のかわまちづくり事業の設計業務を行いました。 

 

 

２．活力のある産業が支える豊かなまちづくり 

 

 農業については、農地保全対策として農地・水・環境保全向上対策や集落営農の基盤整

備、鳥獣被害防止事業など継続的に行ったほか、農地の保全管理や利用集積、耕作放棄地

の解消に向けた取り組みを行いました。 

また林業施策としては、林業再生の中核施設として期待する県産木材供給センターにつ
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いてもいよいよ稼働の運びとなり、その運営主体となる法人に対しふるさと融資制度を活

用した財政支援を行ったほか、公有林整備やしそうの森整備事業を活用した私有林の整備

など森林施業を推進しました。 

このほか、宍粟材の利用促進を図るために展示販売施設や宍粟の森林見学ツアーを実施

するなどより広く宍粟材をＰＲしました。 

 さらに、商工業においては、引き続き失業者に対する雇用対策事業や、企業誘致に向け

た取り組みなども行いました。また、観光面においてはカヌー施設整備など地域資源を活

用した観光振興施策を行ったほか、国の臨時交付金を活用し老朽した施設の改修など観光

基盤の整備も行いました。 

 

 

３．健康と福祉を育てる安心のまちづくり 

 

 少子高齢化が進む中で、少子化対策については、「妊婦健康診査助成事業」「こども医療

費助成事業」の助成拡充や、「不妊治療費助成事業」などを継続事業として取り組んだほか、

国の補正予算に伴う県の基金を活用した子育て支援特別対策事業を活用し子育て支援のた

めの施設整備などにも取り組みました。 

 また、本市の基幹病院である総合病院においては、「公立宍粟総合病院改革プラン」に基

づき健全経営に努めておりますが、経営に大きく影響する医師の確保対策としては、市を

挙げて取り組み、21 年度末で外科１名、６月末で整形外科１名の退職があった一方、４月

に整形外科１名、小児科１名、７月には内科医１名を招へいすることができました。 

 さらに国保診療所における医療では、千種診療所のＣＲ装置をはじめ医療機器等の整備

を行ったほか、臨床研修医の受け入れ事業などにより地域医療のもつ役割についての意識

向上を図りました。 

 

 

４．人の生きがいや個性的な文化を育てるまちづくり 

 

 教育面においては、現在、市が進めている学校規模適正化の第一段として平成２３年４

月の千種南小学校と千種東小学校の統合にかかる施設整備を行ったほか、地域の関係者と

は懇談を行い課題解決に向けた協議を進めました。 

 また、その他の学校施設においては一宮北中学校や一宮南中学校校舎改築事業をはじめ

河東小学校改築事業など国の補正予算による追加事業を含め安全・安心な学校づくり事業

に取り組みました。 

 さらに、社会教育関連では前年度からの繰越事業となった文化会館の改修事業や図書館

の図書の充実を図るなど文化施設の整備を進めました。なお、国の補正予算にかかる文化

財施設の改修や図書館施設の整備等については翌年度への繰越事業となりました。 
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このほか、スポーツ施策では音水湖を活用したカヌー教室や各種大会の誘致に努めたほ

か、人権施策では新たにいきいき地域づくり事業を実施し、相談業務や地域課題の解決に

向けた取り組みや各種講座等を通じ人と人、地域のコミュニティづくりを図りました。 

 

 

５．快適な生活と交流を支える活力あるまちづくり 

 

 安全・安心のまちづくりを推進するために、まずは、平成２１年８月豪雨による災害復

旧を最優先に取り組んだほか、より細かな雨量情報の収集のため新たに県の委託事業とし

て雨量観測施設の設置に着手しました。 

また、生活交通対策としては、市民代表者らで構成した宍粟市公共交通計画検討会議に

おいて、全市的な公共交通システムの構築に向けた協議・検討を重ね、平成２３年４月か

ら実証運行を開始する運びとなりました。 

 さらに、住環境面では老朽化により木谷団地、東側・土井久団地の建て替えを繰越事業

として進めたほか、上寺浄水場や波賀簡水拡張事業を実施しました。 

 このほか、市内の情報通信格差是正のため整備したしーたん通信・しそうチャンネルを

活用した市政情報や緊急情報などの提供も開始しました。 

 

 

６．住民・行政の参画と協働による自主創造のまちづくり 

 

 市民と行政の協働によるまちづくりを推進するため、その基本となる「自治基本条例」

を策定しました。今後はこの理念によりそれぞれの立場を尊重し情報を共有しながら連

携・協力しまちづくりを進めていきます。 

また、各種施策の実施にあたってはパブリックコメントや市政モニター制度を活用する

など市民の意見を市政に反映する取り組みも始めました。 

さらに、新たなコンプライアンスの確立として「宍粟市信頼される市政のためのコンプ

ライアンス条例」を制定し、市民に信頼される市役所、職員として高い倫理観と使命で職

務に取り組むための指針を明確にしました。 

このほか、継続的に取り組んでいる行政改革については第二次行政改革大綱を策定し、

広い市域と多様化する行政ニーズに対応できる簡素で効率的な行財政運営の実現を目指し

ます。 

 

 

なお、個別事業の詳細につきましては、次のとおりです。 
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：86

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 50 0 0 0 0 0 50 人件費

Ｈ 22 決 算 25 0 0 0 0 0 25 需用費 25

予 算 - 決 算 25 0 0 0 0 0 25 委託料

Ｈ 21 決 算 26 0 0 0 0 0 26 工事請負費

前年度決算比 △ 1 0 0 0 0 0 △ 1 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 892人 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：86

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,313 0 0 0 0 0 1,313 人件費

Ｈ 22 決 算 1,313 0 0 0 0 0 1,313 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料 1,313

Ｈ 21 決 算 1,313 0 0 0 0 0 1,313 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 テレビ視聴者 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 単独

秘書広報課 地域情報番組放映事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

宍粟市が抱える喫緊の課題であるテーマについて、市民との情報共有と市民の意識確認・把握ができた。
宍粟市連合自治会との協議により中学校区を基本とする８会場での開催となった。
10/14波賀中学校区・・117人、　10/19千種中学校区・・127人、　10/20一宮南中学校区・・133人、
10/22一宮北中学校区・・126人、　10/27山崎西中学校区・・103人、　10/28山崎南中学校区・・125人
11/2三土中学校区・・39人、11/4山崎東中学校区・・122人

補助・単独の別H17～ 新規・継続の別

　宍粟市連合自治会との共催により、中学校区を基本単位とした市内8会場において、10月14日～11月4日にかけ
て、市民と市長・市幹部職員との懇談を実施した。
　懇談会の内容については、「①災害に強いまちづくり」、「②簡易水道料金と下水道料金の見直し」、「③学校規模
適正化と幼保一元化の現状と今後の方向性」、「④ゴミの分別収集」、「⑤地域が適する課題」をテーマに、意見交換
を行った。

一般会計　２．１．２

予算・決算額
財源内訳

観光の振興

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

　参画と協働のまちづくりを進めるために行政と市民が懇談を
する。市民からの提言や意見に対して行政が市政の方向性な
どを説明・回答しながら懇談を行う。

対象者（受益）

秘書広報課 行政懇談会

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進一般会計　２．１．２

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　市内の各種観光施設やイベントについての知名度や認知度のアップが図られるとともに、観光客などの交流者の
入込が促進され、都市部住民等との交流が推進された。
　サンテレビとの放映委託を結んだ『ズームイン西播磨』の年間5回の放送と、放送題材・イベント情報の提供による
『西播磨トピックス』の放送に取り組んだ。
　平成20年度・・ズームイン西播磨　5回　　西播磨トピックス等　25回
　平成21年度・・ズームイン西播磨　5回　　西播磨トピックス等　55回
　平成22年度・・ズームイン西播磨　12回（内委託分5回）　　西播磨トピックス等　20回

事 業 目 的

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　サンテレビ地域情報番組「サタデー９」（放送：毎週土曜日午前9時～9時30分）において、『ズームイン西播磨』とい
う企画枠での宍粟市の特集の放送、そして『西播磨トピックス』という放送枠の中で宍粟市のイベント情報や話題の
放送を通じて、関西圏の住民に宍粟市の魅力を紹介し、宍粟市への関心を高めてもらうとともに、宍粟市への観光
を促す。
『ズームイン西播磨』・・6/19カヌー体験＆くるみの里　　7/31夏を満喫・ちくさ高原　　10/23宍粟の猪鹿鴨料理を満
喫　　11/6フォレストステーション波賀　　2/26山崎の歴史を訪ねて・町並みウォーク＆ウォッチング
『西播磨トピックス』・・1回　『西播磨インフォメーション』19回

　「西播磨サタデー９（サンテレビ）」の番組を通じて、広く関西
圏に宍粟市の魅力をＰＲし、観光者の入込増大を目指すととも
に、地域の交流促進による地域の活性化と地域産業の振興
を図る。

対象者（受益）
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：86

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 20 0 0 0 0 0 20 人件費

Ｈ 22 決 算 20 0 0 0 0 0 20 需用費 20

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 20 0 0 0 0 0 20 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 1,277人 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：86

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 7,071 0 0 0 704 0 6,367 人件費

Ｈ 22 決 算 6,366 0 0 0 729 0 5,637 需用費 6,366

予 算 - 決 算 705 0 0 0 △ 25 0 730 委託料

Ｈ 21 決 算 6,113 0 0 0 912 0 5,201 工事請負費

前年度決算比 253 0 0 0 △ 183 0 436 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民他 扶助費

人数等 発行部数15,500部 その他 0

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　発行部数：毎月15,500部
　市政情報、お知らせ情報、地域活動・イベント情報、保健・子育て情報などを基本に、適宜、特集記事を加え、写真
掲載を活かした全ページフルカラーによる紙面づくりを行い、読者に読みやすく、見やすい広報紙づくりを行った。
　20ページ号・・1ヶ月、24ページ号・・6ヶ月、28ページ号・・4ヶ月、32ページ号・・1ヶ月　計308ページ
　読者の広場投稿用はがき・・31,000枚（4枚綴）
【平成22年度事業費】
　広報紙印刷代　6,163,500円　　読者の広場投稿用はがき印刷代　201,810円
（財源：広報等購読料64,000円、広告掲載料519,000円、広報助成事業交付金146,000円）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　市民に最も近い市刊行物として、行政からの正確な情報、市政に関わる企画特集、地域づくりや行事・イベントの
紹介を掲載することにより、市民等の市政や市内の各種情報に対する理解・情報共有が深まった。
　当初計画どおり、12ヶ月の広報紙を発行した。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

　市政の現況や将来の計画を周知し、市民に正しい理解と認識を深め
ていただくために、毎月1回（15日）の広報発行と全戸配布を行う。ま
た、市外の「ふるさと市民会員」に広報紙を購読いただき、宍粟市への
関心を深めていただく。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　希望されたテーマについて講座を開催することにより、市民に市政の状況等を理解していただくことができた。ま
た、市職員と市民が膝を交えての意見交換を行うことから、市民と行政との参画と協働のまちづくりに向けた地盤づ
くりができた。
　ふれあいミーティングの実施にあたっては、各自治会長等にダイレクトメールによる案内や市広報紙等による周知
を行い、前年度を上回る参加者（利用者）となった。
　ふれあいミーティング参加者数の推移
 H19・・・49団体、1,195人　Ｈ20・・・16団体、499人　Ｈ21・・・26団体、740人　Ｈ22・・・42団体、1,277人

秘書広報課 広報しそう作成業務

一般会計　２．１．２ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

事 業 目 的

　市民が自主的・主体的に実施する学習会等に職員を講師として派遣
し、市政の説明や専門知識を生かした実習等を行い、市民の市政に対
する理解を深めていただくとともに、参画と協働のまちづくりの推進を
図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H19～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　概ね10名以上の団体・グループが、市から提示したテーマ、或いは知識等を深めたいと考える制度・施策等につい
て、講師派遣申込を行い、それに対して市は関係部署の職員を派遣している。会場の手配・会合準備等は申込者の
負担としている。
　申込件数・・42団体　講座開催数・・42回　参加者数・・1,277人　申込・開催講座メニュー数・・21メニュー
　上記のうち、1月～2月において「簡易水道料金と下水道使用料の見直し」・「宍粟市自治基本条例（案）」をテーマと
する特別メニュー版を実施した。内数：申込件数と講座開催数・・12件　参加者数・・312人

秘書広報課 宍粟市出前講座「しそうふれあいミーティング」

一般会計　２．１．２ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：86

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 264 0 0 0 0 0 264 人件費

Ｈ 22 決 算 2 0 0 0 0 0 2 役務費 2

予 算 - 決 算 262 0 0 0 0 0 262 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 0 0 0 0 0 工事請負費

前年度決算比 2 0 0 0 0 0 2 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民モニター 扶助費

人数等 28名 その他 0

事業期間 新規 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：102

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 96,415 0 0 0 0 0 96,415 人件費

Ｈ 22 決 算 83,323 0 0 0 0 0 83,323 賃金

予 算 - 決 算 13,092 0 0 0 0 0 13,092 委託料 83,323

Ｈ 21 決 算 11,868 0 0 0 0 0 11,868 工事請負費

前年度決算比 71,455 0 0 0 0 0 71,455 備品購入費

負担金補助金

具体名 職員 扶助費

人数等 ― その他 0

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　機器の更新により、経年劣化によるシステム故障・障害の発生を防止し、システムの安定稼働に向けた取り組み
ができた。
　なお、今後においては、民間企業における導入をはじめ近隣自治体においても導入事例がある「クラウドシステム」
による情報システム構築についての調査研究や、東日本大震災において津波等により市町の情報システムが機能
停止となった事例等を踏まえた中での情報システムリスク回避についての研究などが必要となっている。

事 業 目 的
電算システムの機器を更新することにより、システムの安定稼
働を確保し、職員の効率的な事務事業の執行に寄与する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H21～H26 新規・継続の別 補助・単独の別

　宍粟市発足前に整備した住民情報システム及び各種内部情報システムが運用開始から6年を経過することから、
経年劣化等によるシステム障害を防止するため、各システムを更新する。

【平成22年度事業費】
住民情報システム更新32,901,225円、住民基本台帳システム更新7,455,000円、財務会計システム更新11,507,429
円、文書管理システム更新15,190,350円、ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱシステム更新6,727,350円、申告受付システム867,300円、人事
給与システム更新7,378,197円、小学校区一括変換業務525,000円、組織変更対応業務556,500円、旧システム機器
等廃棄業務213,885円

秘書広報課 電算システム更新事業

一般会計　２．１．１３ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　各モニターの定員をそれぞれ50名として募集した。
　結果、『広報業務モニター』12名（男4名、女8名）、『家庭ごみ収集業務モニター』4名（男0名、女4名）、『特産物施策
モニター』9名（男4名、女5名）、『総合病院業務モニター』3名（男1名、女2名）

事 業 目 的

　市民意識がますます複雑化・多様化する中、市民生活に関
係の深い事業や制度について、市民意識をより迅速に把握
し、市政運営に反映させることを目的に、市民モニター制度を
実施する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　平成22年度を市政モニター制度の実施初年度として、アンケート調査や関連資料提供による市民意識の把握を
行った。
　平成22年度の市政モニターは、『広報業務モニター』、『家庭ごみ収集業務モニター』、『特産物施策モニター』、『総
合病院業務モニター』の４つのモニターを設置することとした。任期は、平成24年3月末までとした。
　市政モニターの募集については、広報10月号（平成22年10月）やホームページ等で行い、随時受け付けるととも
に、決定通知を行った。　『広報業務モニター』と『特産物施策モニター』についてはモニターアンケートを実施。、広報
紙についてのモニターアンケートを実施した。他のモニターについては関連する資料の提供を行い、意見の募集に
努めた。

秘書広報課 市政モニター事業

一般会計　２．１．２ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：102

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 44,678 0 0 0 0 0 44,678 人件費

Ｈ 22 決 算 40,276 0 0 0 0 0 40,276 賃金

予 算 - 決 算 4,402 0 0 0 0 0 4,402 委託料 40,276

Ｈ 21 決 算 28,466 0 0 0 0 0 28,466 工事請負費

前年度決算比 11,810 0 0 0 0 0 11,810 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民・職員 扶助費

人数等 ― その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：104

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 107,680 0 10,000 21,389 0 0 76,291 人件費

Ｈ 22 決 算 98,449 0 10,000 25,164 1,612 0 61,673 賃借料 25,420

予 算 - 決 算 9,231 0 0 △ 3,775 △ 1,612 0 14,618 委託料 34,622

Ｈ 21 決 算 0 0 0 0 0 0 0 工事請負費 37,235

前年度決算比 98,449 0 10,000 25,164 1,612 0 61,673 備品購入費 331

負担金補助金 276

具体名 市民・企業等 役務費 259

人数等 ― その他 306

事業期間 新規 単独

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　宍粟市では複数の部署で用いる業務システムとして、市民向けサービスに供するシステム（住民情報システム・住基ネットシステ
ム）と職員向けの事務処理システム（ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱｼｽﾃﾑ・文書管理ｼｽﾃﾑ・財務会計ｼｽﾃﾑ・人事給与ｼｽﾃﾑ）を導入している。
　これらのシステムはそれぞれの導入（専門）業者が構築しており、システムや機器に不具合が発生した場合、全ての事象に市職員
が対応することは出来ないため、専門業者に機器・ソフトの保守を委託し、各種情報処理システムの継続使用を図る。

【平成22年度事業費】
　住民情報ｼｽﾃﾑ保守料29,812,763円、住民基本台帳ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ1,244,250円、宍粟市情報ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ保守料3,844,890円、ﾈｯﾄ
ﾜｰｸｼｽﾃﾑｻｰﾊﾞ保守料1,228,500円、内部情報系ｼｽﾃﾑ機器保守料1,317,135円、人事給与ｼｽﾃﾑｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守料575,850円、財務
会計ｼｽﾃﾑｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守料937,452円、ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱｼｽﾃﾑｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守料714,000円、文書管理ｼｽﾃﾑｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守料601,104
円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　不具合発生による市民サービス・内部事務の停滞を防止するとともに、法令等の改正に対応した容易なシステム
改修による事務の効率性などが図られた。
　なお、今後においては更なるシステム安定稼働に向けたシステム常時監視の方策などが課題となっている。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
各種情報処理システムを継続的に使用するため、保守管理を
行う。

対象者（受益）

秘書広報課 情報処理システム等保守管理業務

一般会計　２．１．１３ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

事 業 内 容

H22～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　しーたん通信、ウィンクテレビ・インターネットサービス、携帯電話サービスが安定稼働するための伝送路・機器等の保守、道路拡幅・加入者移動等に
伴う光ファイバー引込設備の新設・撤去・移設その他の対応を行った。
　伝送路：新設3件、撤去0件、移設85件、支障木2件　　　引込線：新設0件、撤去10件、移設11件
【財源内訳】
　ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ施設整備支援事業補助金 10,000,000円（平成20年度から29年度までの継続補助）　光ﾌｧｲﾊﾞ施設貸付収入  25,164,132円（ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ
1,975,303円、ﾄﾞｺﾓ 879,329円、姫路ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 22,309,500円）、ケーブル移設時補償費　1,612,800円（兵庫県846,300円、国交省766,500円）
【平成22年度事業費】
　電話回線料87,870円、機器損害保険料102,534円、支障木伐採手数料68,250円、施設保守委託料31,500,000円、ビル影対策委託料3,121,650円、電
柱共架料24,348,030円、敷地・光ケーブル借上料1,072,359円、光ケーブル移設工事費37,235,100円、電界強度計購入費331,170円、引込工事補助金
226,000円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

伝送路・機器等の施設の適切な保守管理を行い、しーたん通信・ウィンクテレビ・インターネットサービス・携帯電話サービスの安定
稼働に努める。
平成22年3月の音水、小茅野地区携帯電話基地局（ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ・ドコモ）の供用開始により、市内における自治会集落単位での携帯電
話不感地区の解消が図られた。
姫路ウィンクサービス加入状況（H23.3末現在）：テレビ加入件数6,523件（当初計画10,541世帯「加入率62%」）、インターネット加入件
数2,128件（当初計画4,216世帯「加入率50%」）

総合計画の施策名称： 市内情報ネットワークの充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
　防災・行政情報の伝達、テレビ難視聴地域の解消、インターネット・携
帯電話の通信環境格差是正を目的として設置した「しそう光ネット」「移
動通信用施設」が安定稼働するよう施設の適切な管理運営を行う。

対象者（受益）

秘書広報課 しそう光ネット・移動通信用施設運営費

一般会計　２．１．１５
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：104

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 7,868 0 0 0 0 0 7,868 人件費

Ｈ 22 決 算 7,681 0 0 0 0 0 7,681 賃金 5,200

予 算 - 決 算 187 0 0 0 0 0 187 委託料 698

Ｈ 21 決 算 1,001 0 0 0 0 0 1,001 工事請負費

前年度決算比 6,680 0 0 0 0 0 6,680 備品購入費 1,600

負担金補助金

具体名 市民・企業等 事務費 183

人数等 ― その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：104

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 72,000 0 0 0 0 51,300 20,700 人件費

Ｈ 22 決 算 71,208 0 0 0 0 50,700 20,508 賃金

予 算 - 決 算 792 0 0 0 0 600 192 委託料

Ｈ 21 決 算 92,075 3,813 16,420 0 161 71,300 381 工事請負費 30,109

前年度決算比 △ 20,867 △ 3,813 △ 16,420 0 △ 161 △ 20,600 20,127 備品購入費 30,713

負担金補助金 10,386

具体名 全住民・企業等 扶助費

人数等 約45,000人 その他 0

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　本事業の実施により、市の全域を網羅する光ケーブル網を有することができ、このケーブル網を活用した防災・行
政情報伝達の均一化・高度化や、都市部との情報格差や地域間の情報格差の解消を図ることができた。
　具体的には、基盤施設を活用した取組として、しーたん通信による各世帯への行政情報・緊急情報の伝達の迅速
化・効率化、難視聴地域におけるテレビ地上波デジタル化対応、民間事業者による高速インターネット利用不可地域
における利用環境格差の是正が図られた。

事 業 目 的
防災・行政情報の全戸への伝達、テレビ地上デジタル放送及
び高速インターネットを市の全域で展開するための高度情報
通信施設の運営

対象者（受益）

事 業 内 容

H19～H21 新規・継続の別 補助・単独の別

　市の全域における効率的な防災・行政情報伝達サービスと公設民営方式による放送・通信サービス等を実施する
ための高度情報通信施設（光ケーブル網・音声告知システム）を整備する。

【平成21年度繰越明許分の事業費】
　第3期基盤整備工事8,908,200円、光ケーブル引込工事（136件）13,155,450円、集合住宅工事（13件）8,045,100円
　音声告知システム端末（2,500台）購入費30,712,500円、事業所等引込工事費補助金（232件）10,134,000円、告知放
送宅内工事費補助金（24件）252,000円

秘書広報課 地域情報通信基盤整備事業（繰越明許）

一般会計　２．１．１５ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

しーたん放送については、全日の放送を行った。
　放送時間：朝・・6時30分～、昼・・12時15分～、夜・・19時15分～、お悔み（一宮・波賀・千種）・・19時45分～
しそうチャンネルについては、7月1日からの本格運用開始後、全日の放送を行った。
　放送時間：6時～22時・・偶数時間帯は文字放送、奇数時間帯は動画放送
しーたん放送については、従来において同様の設備が無かった山崎町内においても、自治会連絡に供されるなど多
様な活用が広がっている。こうした中、今後においては、特に山崎町中心部等におけるしーたん通信の加入率の増
加に向けた取組が必要となっており、自治会を通じた加入促進や民間集合住宅の接続推進、広報紙等におけるPR
に努めていく。

事 業 目 的
　住民・企業等に防災情報・行政情報・その他必要な情報を迅
速に提供する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H21～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　市役所・市民局からの防災・行政情報、学校・自治会からの地域情報を「しーたん通信」により発信した。また、7月
1日から「しそうチャンネル」の本格運用を開始した。
　しーたん通信加入状況（H23.3末現在）　住基世帯数14,253世帯のうち加入世帯数10,608世帯。加入率74％

【平成22年度事業費】
　ｱﾅｳﾝｻｰ共済費・賃金（2名分）5,199,713円、番組編集委託料697,620円、「しそうの逸話」購入費1,600,000円

秘書広報課 しーたん通信・しそうチャンネル運営費

一般会計　２．１．１５ 総合計画の施策名称： 市内情報ネットワークの充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：126

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 15,293 0 15,293 0 0 0 0 人件費 1,053

Ｈ 22 決 算 14,790 0 14,532 0 0 0 258 賃金 1,218

予 算 - 決 算 503 0 761 0 0 0 △ 258 委託料 305

Ｈ 21 決 算 0 0 0 0 0 0 0 工事請負費

前年度決算比 14,790 0 14,532 0 0 0 258 備品購入費 19

負担金補助金

具体名 市民 調査員報酬等 11,146

人数等 40,945人 その他 1,049

事業期間 新規 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：94

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 5,192 5,192 人件費 951

Ｈ 22 決 算 2,169 2,169 賃金

予 算 - 決 算 3,023 0 0 0 0 0 3,023 委託料 553

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 2,169 0 0 0 0 0 2,169 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 665

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H21～H22 新規・継続の別 補助・単独の別

　平成18年に10年後の平成27年を目標年次とした「宍粟市総合計画基本構想」及び平成22年度を目標年次とした
「前期基本計画」を策定し、「人と自然が輝き　みんなで創る　夢のまち」の実現に向け取り組んでいる。前期基本計
画期間の5ヵ年を経過したことから、総合計画審議会を設置し、計画の進捗状況や社会情勢の変化等を検証分析
し、平成23年度から27年度の5ヵ年についての後期基本計画を策定した。
　まちづくりアンケート調査の実施　20歳以上の市民2300人を抽出。うち1225人（53.3%）の回答
　総合計画審議会の開催　7回　（H22.9.22 10.8 10.29 11.12 11.26 H23.2.7 2.25）
　パブリックコメントの実施　意見提出件数15件（H22.12.24～H23.1.24）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　後期基本計画に掲げる取り組みが市民の主体的なまちづくりとなるよう公募委員を含む市民の代表などから構成
する総合計画審議会を設置、まちづくりアンケート調査やパブリックコメントを実施するなど、幅広く市民の意見を反
映した計画とした。
　また、計画の進行状況や取り組みの効果をわかりやすく表すための指標を設定し、目標を明確にするとともに、ま
ちの将来像の実現に向け、市民・事業者等の役割、行政の果たす役割を示し、協働のまちづくりを推進する。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
総合計画におけるまちづくりの基本施策6項目について、事業
の進捗状況を調査し、情勢分析を行うことで、後期5ヵ年の課
題と重点施策の基本方針を明らかにする。

対象者（受益）

まちづくり推進課 総合計画後期基本計画策定事業

事 業 内 容

H22～H22 新規・継続の別 補助・単独の別

基準日（実施日）：平成22年10月1日
調査対象：市内に３ヶ月以上にわたって居住するか、居住することになっている人・世帯
調査事項：氏名・年齢・仕事の種類・従業（就学）状況・世帯員数・住居の種類など
調査方法：選任された調査員による面接直接調査。調査票の提出については、調査員への提出、又は郵送による提出。
調査体制：指導員23人、調査員184人

【平成22年度事業費】
　調査員・指導員報酬11,146,380円　職員手当1,053,000円　賃金1,218,167円　調査区要図作成委託料304,500円　住宅地図購入費
18,900円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

指導員及び調査員による調査を実施し、兵庫県への調査票及び関連資料の提出を期限内に完了した。
調査結果（速報値）：人口・・40,945人（H17　43,302人）、世帯数・・13,173世帯（H17　13,069世帯）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

　市内全世帯を対象に、調査員による面接調査の方法によ
り、世帯員に関する事項・世帯に関する事項などを調査し、今
後における市の各種政策の基礎資料となる人口・世帯数など
の把握を行う。

対象者（受益）

秘書広報課 国勢調査事業

一般会計　２．５．４ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

一般会計　２．１．９ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：94

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,000 2,000 人件費

Ｈ 22 決 算 343 343 賃金

予 算 - 決 算 1,657 0 0 0 0 0 1,657 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 343 0 0 0 0 0 343 備品購入費

負担金補助金 343

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 新規 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：98

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 901 901 人件費

Ｈ 22 決 算 732 732 賃金

予 算 - 決 算 169 0 0 0 0 0 169 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 0 0 0 0 0 工事請負費

前年度決算比 732 0 0 0 0 0 732 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 - その他 732

事業期間 新規 単独

まちづくり推進課 地域公共交通総合連携計画策定事業

一般会計　２．１．９ 総合計画の施策名称： 新しい交通手段の確保

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

交通手段を持たない市民の日常生活における移動手段の確
保と利便性の向上、地域間交流の促進及び環境負荷の低減
を図るため、地域公共交通の方向性を明確にする計画策定を
行う。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

　宍粟市地域公共交通活性化協議会を設置し、市内の公共交通の維持と利便性の向上を図るとともに超高齢社会
を支えるしくみを検討することによりめざすべき方向性を明確にする「宍粟市地域公共交通総合連携計画」を策定し
た。
　計画策定については、乗降調査、市民アンケート、自治会アンケート、老人クラブアンケート、利用者アンケートを
実施するとともに、行政、利用者、事業者など関係者の協議、連絡調整を行い、波賀千種間バス実証運行や停留所
の増設など具体的な重点事業を計上した。
　事業主体：宍粟市地域公共交通活性化協議会
　事業費：4,342,958円：　財源内訳：国庫補助金4,000,000円　市負担金342,958円
　活性化協議会の開催 4回(H22.8.10 10.27 12.15 H23.2.18 )

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　乗降調査、利用者及び市民アンケート調査等により公共交通利用の実態及び要望を把握し、路線バスを幹線軸と
した交通施策展開のための事業計画に反映させた。今後、計画期間内において実証実験を行い、検証を重ねること
で効率的で利便性の高い交通システムの確立をめざす。

まちづくり推進課 自治基本条例制定事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 地域自治、コミュニティ形成の推進一般会計　２．１．１２

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

地方分権改革及び地域主権改革が進むなか、自治体は自らの責任と判断で自治体運営を行い、住民主体の発想
に基づいてまちづくりを進めることが求められている。自治基本条例を市の最高規範と位置づけ、宍粟市独自のまち
づくりの実現に向けたルールを具体化し、「だれが、どんな考え方で、どんなやり方で、どんなまちづくりを進めるの
か」を条例で定めた。基本原則を「市民主体」「情報共有」「市民参画」「市民協働」と定め、まちづくりの基本となる進
め方を明示し、市民、議会、行政が共有し遵守すべき、具体的な仕組みづくりの基礎とした。

補助・単独の別Ｈ22 新規・継続の別

公募委員を含む18名の市民委員と兵庫県立大学大学院教授２名から構成する検討委員会によって、条例の素案を
検討。パブリックコメントにより広く市民の意見を募集・反映し、条例制定。　　検討委員会　９回（４月～１月）

前文及び全36条の条文からなる自治基本条例を制定
　前文、第１章　総則、第２章　まちづくりの担い手、第３章　まちづくりの仕組み、第４章　市政運営、第５章　広域的
な連携と交流、第６章　条例の検証と見直し

宍粟市におけるまちづくりの基本理念や基本原則を確認し、まちづくり
の担い手である市民、議会、行政の役割や責務、参画と協働の仕組
み、市政運営のあり方について、基本的な事項を明らかにし、市民が
主体となった市民自治のまちづくりをめざす。

対象者（受益）
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：98

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 250 250 人件費

Ｈ 22 決 算 66 66 賃金

予 算 - 決 算 184 0 0 0 0 0 184 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 66 0 0 0 0 0 66 備品購入費

負担金補助金 66

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 単独

20年度 21年度 22年度

件数 8件 0件 2件

金額 470,000円 0円 66,000円

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：98

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,898 245 3,653 人件費

Ｈ 22 決 算 3,898 245 3,653 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 1,456 0 1,456 工事請負費

前年度決算比 2,442 0 245 0 0 0 2,197 備品購入費

負担金補助金 3,898

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 単独

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

件数 1件 2件 0件 1件 2件 6件

金額 339,000円 4,600,000円 0円 733,000円 1,456,000円 3,898,000円

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

自治会が実施する自治会集会施設新築、増改築・改修、取得費用補助。（補助対象外：認定事業費100万円未満）
【補助基準】
①新築：世帯数に35,000円を乗じた額か認定事業費の3分の1以内のいずれか低い金額。
②増改築・改修：1世帯当り15,000円を乗じた額か認定事業費の3分の1以内のいずれか低い金額。
③取得：1世帯当り20,000円を乗じた額か認定事業費の3分の1以内のいずれか低い金額。
補助決定団体　6団体　　補助金交付額　3,898,000円
①千本屋自治会（改修）900,000円　②有賀自治会（改修）1,005,000円　③東市場自治会（改修）440,000円
④上野田自治会（改修）356,000円　⑤杉田自治会（改修）847,000円　　⑥室自治会（改修）350,000円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

各自治会における自治集会施設等の整備・改修に係る費用の一部を市が補助することにより、地域コミュニティ活動
の促進を図ることができた。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
各自治会における自治集会施設等の整備・改修に係る費用
の一部を市が補助することにより、地域コミュニティ活動の促
進を図る。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

各自治会におけるコミュニティ掲示板の設置・修理に係る費用の一部を市が補助することにより、情報発信の手段の
一つとして利用し、地域コミュニティ活動の促進を図ることができた。

まちづくり推進課 自治会集会施設整備事業

一般会計　２．１．１２ 総合計画の施策名称： 地域自治、コミュニティ形成の推進

事 業 目 的
地域住民の情報発信の場となるコミュニティ掲示板の設置費
用を市が助成することにより、自治会活動の振興とコミュニ
ティ活動の活性化を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H20～ 新規・継続の別 補助・単独の別

自治会が実施するコミュニティ掲示板設置費用補助。（補助対象外：認定事業費2万円未満）
【補助基準】
設置数　①新設・更新・修理：100世帯未満の自治会　1基　②100世帯以上の自治会　2基
補助金額　補助対象経費の実支出額の2分の1以内の額で補助上限１基5万円。（千円未満端数切捨）
補助決定団体　2団体　　補助金交付額　66,000円
①大歳町自治会（更新修理）　16,000円　　②本鹿沢自治会（新設）　50,000円

まちづくり推進課 コミュニティ掲示板設置事業

一般会計　２．１．１２ 総合計画の施策名称： 地域自治、コミュニティ形成の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：98

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,799 0 3,799 人件費

Ｈ 22 決 算 3,797 729 3,068 賃金

予 算 - 決 算 2 0 △ 729 0 0 0 731 委託料

Ｈ 21 決 算 2,818 2,000 818 工事請負費

前年度決算比 979 0 △ 1,271 0 0 0 2,250 備品購入費

負担金補助金 3,797

具体名 各種団体等 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 単独

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

件数 8件 3件 4件 5件 6件 7件

金額 4,490,000円 753,000円 2,008,000円 3,159,000円 2,818,000円 3,797,400円

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：98

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 16,000 16,000 0 人件費

Ｈ 22 決 算 170 170 0 賃金

予 算 - 決 算 15,830 0 0 0 15,830 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 170 0 0 0 170 0 0 備品購入費

負担金補助金 170

具体名 各種団体等 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 新規 単独

事 業 内 容

H22～ 新規・継続の別 補助・単独の別

市全体、合併前の町、地区、校区等を範囲として組織する団体が自主的・主体的に行うまちづくり活動に対して、ま
ちづくり協議会等で審査・査定した額を助成する。

【補助基準】補助対象経費の実支出額の10／10以内で協議会等が必要と認めた額
補助決定団体　1団体　　補助金交付額　169,615円
①宍粟市まちづくり連絡協議会　169,615円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

市全体や旧町、地区などで取り組む特色あるまちづくり活動を応援することにより、地区などの活性化を図るととも
に、元気なまちづくりを進めることができた。
本年度は、各地区のまちづくり計画の策定に時間を費やしたため、平成23年度は、実施に向け事業推進を行ってい
きたい。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

地域課題を地域全体で考え、地域の将来像や夢を住民全体
の共通認識とし、全員で汗を流しながら特色ある地域づくりを
推進することで、地域の連帯感を取り戻し、地域力の復活、再
生を目指す。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

各地域で取り組んでいる特色あるまちづくり活動を応援することにより、各地域の活性化を図るとともに、元気なまち
づくりを進めることができた。

まちづくり推進課 しそう元気げんき大作戦事業

一般会計　２．１．１２ 総合計画の施策名称： 地域自治、コミュニティ形成の推進

事 業 目 的
まちづくり活動の活性化と市民との参画協働によるまちづくり
の実現を目指し、市民が自主的・主体的に行う特色のあるま
ちづくりの活動の経費に対して支援することを目的とする。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

各種団体、自治会等が自主的・主体的に行う特色あるまちづくり活動に対して、認定委員会で審査・査定した額を助
成する。
【補助基準】補助対象経費の10/10以内で、1件あたりの上限100万円
補助決定団体　7団体　　補助金交付額　3,799,000円
①ふるさと戸原地域づくり委員会　800,000円　  ②ﾌｫﾚｽﾄ波賀ﾐﾙｷｰｳｪｲ音楽祭実行委員会　190,000円
③谷自治会　1,000,000円　　④東山シャクナゲを咲かそう会　1,000,000円
⑤宍粟よさこい合同チーム　149,000円　　⑥おふくろ工房波賀実行委員会　198,400円
⑦生栖効活グループ　460,000円

まちづくり推進課 まちづくり支援事業

一般会計　２．１．１２ 総合計画の施策名称： 地域自治、コミュニティ形成の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：98

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 248 0 248 人件費

Ｈ 22 決 算 132 94 38 賃金

予 算 - 決 算 116 0 0 0 △ 94 0 210 委託料 41

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 132 0 0 0 94 0 38 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 91

事業期間 新規 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：98

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,160 2,000 0 160 人件費

Ｈ 22 決 算 1,310 1,200 110 報償費 121

予 算 - 決 算 850 800 0 0 0 0 50 需用費 1,189

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 1,310 1,200 0 0 0 0 110 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 新規 単独

事 業 内 容

H22～ 新規・継続の別 補助・単独の別

市民より募集したタウン情報誌作成スタッフにより、宍粟市の主な地域資源である観光資源や自然、文化等各種情
報を掲載するとともに、地域づくり活動団体等を紹介したタウン情報誌を作成した。
【発行回数】2回（創刊号：H22.11.1発行、第2号H23.3.10発行）　【発行部数】各号1,500部　　【料金】1部100円
【タウン情報誌名称】市民等対象に公募し決定『宍粟市再発見！夢しそう』
【市民スタッフ活動者】12人
【主な内容】特集（地域活動等紹介）、しそう再発見ツアーレポート、しそうまち歩き、宍粟の匠、まちの有名人
　　　　　　 　宍粟の元気スポット、宍粟50名山、うまいもの紹介、しそうの逸話、しそうの方言、市内施設紹介　他
【主な販売取扱所】市役所本庁・市民局・出張所  ・市内温泉施設、市内外道の駅など民間14箇所（H23.1.31現在）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

市民にとっては宍粟市を知るふるさと情報誌であり、市外からの旅行客にとっては旅行ガイドとして、地域の情報を
得、発信手段として活用された。
創刊号が、1,200部　第2号が、1,000部程度の販売実績がある。平成23年度においては、全号1,500部の完売を目指
し、次年度以降の発行部数増につなげていきたい。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
宍粟市の各種情報を市内外の人々に伝え、宍粟市に関する
知識を高め、宍粟市への愛着心を深めるとともに、宍粟市の
ＰＲを図る。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

ふるさとである宍粟市を愛する心を育むことに効果があった。
ツアー参加者のアンケート結果では、別の場所での開催や回数を増やしてほしいなどの意見があり地域資源の価値
を再発見しようと意欲ある方が多いことが窺える。
今後の開催については、場所・回数・応募人数等を考慮しながら実施していきたい。

まちづくり推進課 タウン情報誌作成事業

一般会計　２．１．１２ 総合計画の施策名称： 地域自治、コミュニティ形成の推進

事 業 目 的
市内を巡り、宍粟市を知り理解を深めることにより、ふるさとへ
の愛着と市民の一体感の醸成を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22～ 新規・継続の別 補助・単独の別

市民から参加者を募り、宍粟市の自然や旧跡などの地域資源等を見学し、市民のボランティアガイドより説明を受
け、地域への愛着心の増幅を図った。
　
　第1回　H22.8.22　波賀城跡と滝・名水を巡る　参加者40人　　ﾂｱｰｶﾞｲﾄﾞ2人
　第2回　H23.1.30　山崎城下町の面影を訪ねる　参加者23人（内タウン情報誌スタッフ2名）　ﾂｱｰｶﾞｲﾄﾞ2人
　参加費　各回ともに1名1,500円（昼食代込）

まちづくり推進課 しそう再発見ツアー

一般会計　２．１．１２ 総合計画の施策名称： 地域自治、コミュニティ形成の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：98

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 60,575 60,000 575 人件費

Ｈ 22 決 算 45,026 45,004 22 賃金

予 算 - 決 算 15,549 0 0 0 14,996 0 553 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 45,026 0 0 0 45,004 0 22 備品購入費

負担金補助金 26

具体名 各種団体等 貸付金（預託） 45,000

人数等 － その他 0

事業期間 新規 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：98

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,500 1,500 人件費

Ｈ 22 決 算 1,500 1,500 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 1,500 0 0 0 0 0 1,500 備品購入費

負担金補助金 1,500

具体名 市民 扶助費

人数等 ― その他 0

事業期間 新規 単独

事 業 内 容

H22～ 新規・継続の別 補助・単独の別

兵庫県小規模集落元気作戦交流等拠点整備支援事業を活用し、都市部との交流拠点として整備された、千町内の
交流施設の改修に対して、県の随伴補助として事業費6,000千円の1/4にあたる1,500千円を市補助金として交付し
た。
その他交流トライやる事業、農村体験型交流事業、特産品等開発支援事業、都市部販売支援事業については、県
の10/10補助として市が仲介した。

千町自治会館交流等拠点整備支援事業　1,500,000円（事業費9,760,173円）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

集落内利用であった千町公民館を、都市住民との交流・活動拠点として活用することで、地域の活性化の促進や地
域力の向上につながった。
今後も、都市住民の交流・活動拠点（宿泊等）として、利用促進を図る。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
人口が減少し、高齢化が進んだ小規模集落の集落住民によ
る地域づくりの合意形成や都市地域との交流を通じた活性化
を進める。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

自主防災等拠点施設の改修を行い、地域の防災拠点として安心・安全のまちづくりの推進を図った。
事業費14,000,000円　自己資金9,000,000円　借入金5,000,000円（内本資金3,000,000円）

まちづくり推進課 小規模集落元気作戦事業

一般会計　２．１．１２ 総合計画の施策名称： 地域自治、コミュニティ形成の推進

事 業 目 的
地域力の向上・強化の取り組み、魅力あるまちづくりの推進に
向け、公共的、公益的な事業に取り組む自治会等に対して融
資制度・利子補給により支援する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22～ 新規・継続の別 補助・単独の別

地域のまちづくりに資する公益的及び公共的な事業で市長が承認した事業に係る融資制度を創設し、償還に係る利
子補給を行った。

【預託金融機関】西兵庫信用金庫・淡陽信用組合・ハリマ農業協同組合
【預託額】1行15,000千円
【融資対象団体】定款・規約を有する自治会・集落営農組織など
【融資金額等】限度額3,000万円　　償還年限10年
【融資利率】長期プライムレート年2.15％（5年ごとに見直し）
【利子補給】償還利率から1％を除いた利率に相当する利子額　　五十波自治会25,899円

まちづくり推進課 地域活性化等資金融資事業

一般会計　２．１．１２ 総合計画の施策名称： 地域自治、コミュニティ形成の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：98

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,000 3,000 0 人件費

Ｈ 22 決 算 2,344 2,344 0 賃金

予 算 - 決 算 656 0 656 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費

前年度決算比 2,344 0 2,344 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金 2,344

具体名 市民 扶助費

人数等 ― その他 0

事業期間 新規 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：98

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,350 3,350 人件費

Ｈ 22 決 算 3,350 3,350 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 3,350 0 0 0 0 0 3,350 備品購入費

負担金補助金 3,350

具体名 市民 扶助費

人数等 ― その他 0

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

合併旧町中心部の賑わいを取り戻すため、地域住民を交えて計画を策定したことにより、今後の活動の展開が期待
される。
平成23年度は、事業計画に基づき、各施設を改修し、活動拠点や、交流の場として、利用を図る。

事 業 目 的

合併旧町中心部等、活力が低下した地域の賑わいづくりのた
め、まちづくり協議会等が合意形成のもと取り組む「まちなか
賑わいづくり計画」を策定し、町の賑わいを取り戻す活動を支
援する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22～ 新規・継続の別 補助・単独の別

合併旧町中心部である各市民局等の空きスペースを活用した町の賑わいづくりを行うため、アドバイザーを招き「ま
ちなか賑わいづくり計画」の策定費用を助成した。
【事業主体及び補助金額】
①一宮町：一宮まちづくり協議会　　　　　　　　800,000円
②波賀町：宍粟市商工会波賀支所　　　　　　 743,705円
③千種町：千種町商店街連合会　　　　　　　　800,000円

まちづくり推進課 まちなか振興モデル事業

一般会計　２．１．１２ 総合計画の施策名称： 地域自治、コミュニティ形成の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

参加者数：Ｈ17年度：4,000人　　Ｈ18年度：5,000人　　Ｈ19年度：3,000人　　Ｈ20年度：3,000人　　Ｈ21年度：災害によ
り未実施　　Ｈ22年度：5,000人

事 業 目 的
住民と行政の参画と協働による自主創造のまちづくりを実践
する場として、市民が自ら企画立案し運営するまちづくりイベ
ント「いちのみやふるさとまつり」を開催する。

対象者（受益）

総合計画の施策名称： 地域自治、コミュニティ形成の推進

事 業 内 容

Ｓ53　～ 新規・継続の別 補助・単独の別

平成２２年１１月３日（文化の日）に、スポニックパーク一宮を会場に「第３３回いちのみやふるさとまつり」を開催し
た。
一宮町連合自治会が中心となって各種団体と協同で組織する実行委員会において、企画立案及び運営を行うこと
で、「ふるさとまつり」を協働と参画による自主創造のまちづくりの実践の場として位置づけ、イベントの開催を通じ
て、世代を越えた多様な地域交流を促進するとともに、ふるさといちのみやを再認識することで、地域力の向上を図
ることができた。

いちのみやふるさとまつり運営事業補助金一宮市民局まちづくり推進課

一般会計　２．１．１２

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

47



平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：98

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,400 700 700 人件費

Ｈ 22 決 算 1,069 534 535 報償費 291

予 算 - 決 算 331 0 166 0 0 0 165 需用費 453

Ｈ 21 決 算 568 283 285 役務費 325

前年度決算比 501 0 251 0 0 0 250 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：182

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 23,500 23,500 人件費

Ｈ 22 決 算 19,322 19,322 賃金

予 算 - 決 算 4,178 0 0 0 0 0 4,178 委託料

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費

前年度決算比 19,322 0 0 0 0 0 19,322 備品購入費

負担金補助金 19,322

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 補助

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

・貴重な自然資源の岩塊流及び植生植物の保存やこれを活かした千町周辺や宍粟市の地域づくりの推進が期待で
きる。
・宍粟市の文化財指定・兵庫県の文化財指定への期待もできる。
・登山ﾏｯﾌﾟやﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを作成し、地域住民による風倒木の撤去などの保全を行い、案内標識を設置して来訪者を迎
えることで、地域の活性化が期待できる。

事 業 目 的

事 業 内 容

H21～22 新規・継続の別 補助・単独の別

住民・学識経験者・行政等による検討会（委員12名・県市職員）を実施し、現地調査とともに風倒木・針葉樹の撤去
伐採を行い、岩塊流の保全活動を行うとともに、来訪者を迎えるために遊歩道ルートを設定した。
あわせて地域資源である岩塊流を活用した地域の活性化を図るため、案内標識の設置や登山マップやパンフレット
を作成した。

・検討会　2回（6・3月）、現地調査（7月）ほか　　　　　　報償費　　　　　　 　291千円
・案内標識作成（12月）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成手数料　　　 　325千円
・登山マップ・パンフレット作成（3月）・保全費用他　　 印刷製本費ほか 　453千円

全国的にも貴重な自然資源である岩塊流を活用して、地域づ
くりの観点から検討しながら、宍粟市及び西播磨の活性化を
図る。

対象者（受益）

一般会計　２．１．１２

予算・決算額
財源内訳

地域自治、コミュニティ形成の推進

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

環境創造課 岩塊流を活かした地域づくり事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

環境創造課 グリーンエネルギー機器導入促進事業

一般会計　４・１・５ 総合計画の施策名称： 資源循環型社会の構築

事 業 目 的
環境を汚染する物質を排出しないエネルギー危機の導入促
進を行い、二酸化炭素の排出削減と環境への負荷を軽減さ
せ、地球温暖化防止を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H21～H24 新規・継続の別 補助・単独の別

太陽光発電システム、小水力発電システムの購入に対して経費の一部を助成することにより、再生可能エネルギー
の利用促進を図り、地球温暖化防止と環境保全、地域経済の活性化を図る。
■グリーンエネルギー機器購入事業
　◎太陽光発電導入補助…上限を２８万円とし、発電出力1KW当り7万円を乗じた額。
　◎小型水力発電導入補助…上限を20万円とし、実支出額10分の１の額。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

対象機器を導入することにより、環境への負荷を軽減し、二酸化炭素の排出削減につながるとともに、地域における
エネルギー自給率を高め、持続可能な循環型社会の構築を図る。
■交付件数　太陽光発電導入件数　８７件
■合計発電容量377.9kw／ｈ
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,769 1,800 1,969 人件費

Ｈ 22 決 算 3,713 1,784 1,929 報償費 980

予 算 - 決 算 56 16 0 0 0 0 40 委託料 16

Ｈ 21 決 算 24,233 23,154 1,079 需用費 716

前年度決算比 △ 20,520 △ 21,370 0 0 0 0 850 備品購入費 1,683

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 318

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 8,500 8,500 人件費

Ｈ 22 決 算 1,547 1,547 賃金

予 算 - 決 算 6,953 0 0 0 0 0 6,953 委託料

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費

前年度決算比 1,547 0 0 0 0 0 1,547 備品購入費

負担金補助金 1,547

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 補助

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

対象機器を市民、事業者が導入することにより、環境への負荷を低減し、温室効果ガスの削減に繋がるとともに、木
質バイオマスを利活用することにより、森林資源のの有効活用等の効果が期待できる。
■交付件数　薪ストーブ９件、ペレットストーブ１件、薪割機１件　合計１１件
■石油使用量の削減見込量 　（10Ｌ／日×100日×10台）＝10,000Ｌ
■二酸化炭素の排出削減見込量　2.51ｔCO2／KL

事 業 目 的

森林資源を初めとする宍粟市の地域資源を活かしたまちづく
りを進め循環型社会を構築するために、森のゼロエミッション
構想に基づく施策の展開とバイオマスエネルギー機器の導入
促進を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22～H26 新規・継続の別 補助・単独の別

木質バイオマスエネルギー機器及び燃料製造設備の導入に対して、経費の一部を助成することにより、再生可能エ
ネルギーの利用促進を図り、地球温暖化防止と環境保全、地域経済の活性化を図る。
■燃焼機器購入事業…薪ストーブ、木質ペレットストーブ、木質ボイラー機器の導入に際し、上限15万円で実支出額
の3分の1以内の額。
■燃料製造設備導入事業…木質ペレット製造設備、薪割り機、ＢＤＦ製造設備の導入に際し、上限700万円で実支出
額の2分の1以内の額。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

環境創造課 木質バイオマスエネルギー普及促進事業

一般会計　５・２・２ 総合計画の施策名称： 資源循環型社会の構築

新規・継続の別 補助・単独の別

宍粟市の資源を活かした地域づくりや、市民生活における循環型システムづくりと普及啓発、バイオマス活用による
産業づくりをめざしていくために、バイオマス利活用交付金事業により、宍粟市森のゼロエミッション構想に基づく各
種事業を展開する。（森と水の地球環境大学、小学校への環境学習、森のゼロエミッションフォーラムの開催、ツーリ
ズムの開催、ペレットストーブ導入等）

環境創造課 森のゼロエミッション事業

一般会計　５・２・２ 総合計画の施策名称： 資源循環型社会の構築

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

■普及啓発事業
◎森のゼロエミッション推進市民会議の開催　２５回（185人）　◎森と水の地球環境大学の開催　６回（165人）　◎森
のまちづくりセミナーの開催　2回（67名）　◎ふれあいミーティング　2回（48名）　◎ツーリズム1回（13名）　◎小学校
の環境学習　5回（102名）　◎森のゼロエミッションフォーラム　1回（70名）　◎しそうcan への常設展示、バイオマス
啓発パンフレットの作成
■木質ペレットストーブを市内の学校に10台導入

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

森林資源をはじめとする宍粟市の地域資源を活かしたまちづ
くりを進め、資源循環型社会を構築するために、森のゼロエ
ミッション構想に基づく施策の展開とバイオマスの利活用促進
を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H19～H28
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：232

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 6,053 5,629 424 人件費

Ｈ 22 決 算 5,996 5,629 367 賃金 2,356

予 算 - 決 算 57 0 0 0 0 0 57 委託料

Ｈ 21 決 算 1,481 1,384 97 工事請負費 500

前年度決算比 4,515 0 4,245 0 0 0 270 備品購入費 2,668

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 472

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：150

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,514 566 1,948 人件費

Ｈ 22 決 算 2,335 566 1,769 賃金

予 算 - 決 算 179 0 0 0 0 0 179 委託料 1,845

Ｈ 21 決 算 1,187 566 621 工事請負費

前年度決算比 1,148 0 0 0 0 0 1,148 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 490

事業期間 継続 補助

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 「地域」で共に暮らせるまちづくり一般会計　６・１・６

宍粟市においても消費者トラブルが増加傾向にあり、市民への啓発と
相談体制の充実が急務となっている。地方消費者行政活性化基金を
活用し消費生活センターの運営と相談員のスキルアップを図り、市民
が安心安全な生活を送れるように支援する。

対象者（受益）

環境創造課 消費者行政活性化事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

専門的知識を有する相談員を配置することにより、複雑・多様化する消費者問題に適切かつ迅速に対応できる相談
体制を整える。H22相談件数１１７件（苦情・相談１０９件、問合せ８件）。

補助・単独の別H21～ 新規・継続の別

市民を対象とした消費相談窓口となる消費生活相談員を平成21年度に設置し、平成２２年度は消費生活センターの
整備と相談員のスキルアップ研修、啓発活動を行った。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

・宍粟市人権の夕べ参加者                   508人(目標値　500人）
・人権啓発冊子「そよ風」作成　　　　　　　16,000部
・男女共同参画推進講演会参加者　　　　市内４か所　288人、自治会講演会　40人(目標値　350人）

補助・単独の別Ｈ１７～ 新規・継続の別

○市民運動推進月間事業　　　　378千円　「宍粟市人権の夕べ」の開催
○人権啓発冊子作成事業　　　1,669千円　人権啓発冊子「そよ風」を作成し、市内全戸配布
○男女共同参画推進事業　　　　288千円　市内４か所、１自治会で男女共同参画推進講演会を開催

「差別のない明るい住みよい宍粟市」の実現を図るため、人権
が尊重される社会づくりに向けて人権啓発事業等の推進を図
る。

対象者（受益）

人権推進課 人権啓発事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 人権教育・啓発の推進一般会計　３．１．１４
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（まちづくり推進部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：150

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 5,732 1,014 4,718 人件費 636

Ｈ 22 決 算 5,654 1,014 4,640 賃金 2,277

予 算 - 決 算 78 0 0 0 0 0 78 委託料 0

Ｈ 21 決 算 0 0 0 0 0 0 0 工事請負費 0

前年度決算比 5,654 0 1,014 0 0 0 4,640 備品購入費 25

負担金補助金 0

具体名 市民 扶助費 0

人数等 － その他 2,716

事業期間 新規 補助

人権推進課 いきいき地域づくり事業

一般会計　３．１．１４

予算・決算額
財源内訳

人権教育・啓発の推進

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

・城下ふれあいセンターを拠点に、相談等の業務展開により身近な生活課題の解決に向けて取り組むとともに、文
化・教養講座などを数多く実施することにより、人と人との繋がりや地域コミュニティーの再生が図られた。また、講
座・教室等の参加者は、城下地区に限らず近隣地域からも多く参加されるとともに、子どもから高齢者まで幅広い年
齢層の参加が得られた。

事 業 目 的

事 業 内 容

H２２～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　総事業費　5,654千円　（国・県補助基本額2,704千円：補助率3/4）　尚、補助対象事業は、H22年10月からH23年3
月まで

○相談事業・・・地域住民に対し、就労・生活全般の悩みや人権問題等に関わる相談に応じる。
○社会啓発事業・・・地域住民に対し、広く人権に関する理解を深めるため啓発活動を行う。
○地域交流事業・・・地域住民を対象にした文化・教養講座やいきがい教室などを実施し住民交流を図る。
○地域福祉事業・・・地域における要支援・独居高齢者への支援や高齢者の健康相談などを実施する。
○社会調査・研究事業・・・高齢者、こども、社会的援護者などの調査。

広域隣保活動事業の実施により、国県補助金の導入を図り、
総合相談窓口づくりや生きがい・ふれあいなどの住民交流事
業並びに介護予防・健康づくりなどの福祉事業を展開し、地域
福祉の向上と人権尊重のまちづくりを進める。

対象者（受益）
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（総務部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（総務部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（総務部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（総務部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：80

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,437 150 2,287 報償費 583

Ｈ 22 決 算 1,629 162 1,467 旅費 1,046

予 算 - 決 算 808 0 0 0 △ 12 0 820 委託料

Ｈ 21 決 算 1,103 54 1,049 工事請負費

前年度決算比 526 0 0 0 108 0 418 備品購入費

負担金補助金

具体名 職員 扶助費

人数等 760人 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：120

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 27,440 27,440 0 人件費 11,940

Ｈ 22 決 算 27,431 27,421 10 報酬 3,272

予 算 - 決 算 9 0 19 0 0 0 △ 10 賃金 1,108

Ｈ 21 決 算 0 0 需用費 2,333

前年度決算比 27,431 0 27,421 0 0 0 10 委託料 1,835

使用料及び賃借料 2,661

具体名 有権者 備品購入費 1,933

人数等 35,180人 その他 2,349

事業期間 新規 補助

総務課 職員研修事業

一般会計　２．１．１ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
住民サービスの向上を目指し、職責・職務能力の各段階にお
いて必要とされる研修を提供し、個人の持つ能力を高め、宍
粟市の組織の総合力を高める。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

自治研修所研修：職員1部研修、中堅職員研修、監督職研修、管理職（課長・副課長）研修、公務員倫理指導者養成
研修、接遇指導者養成研修他6研修に参加（計画47人、実績47人）
市町振興課研修：徴税事務担当職員研修、選挙事務担当職員研修、新地方公営企業会計制度研修、地方公会計
研修他10研修に参加（計画13人、実績21人）
（財）市町村振興協会研修：パソコン研修に参加（計画63人、実績63人）
市単独研修：人権研修、初任者研修、公務員倫理研修、接遇研修、プレゼンテーション研修、メンタルヘルス研修、
県への派遣研修等を実施（計画1,500人、実績1,532人）
市長会研修：調査研修に参加（計画1人、実績1人）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

各種研修に参加させることにより、職務遂行に必要な知識等を習得させ、職員の能力・資質等の向上に努めた。公
務員倫理及び接遇については、指導者育成の観点から指導者養成研修に参加させ、人事院による指導者認定をと
らせた。さらに、その職員による職員研修を実施し、向上を図った。
また、職員の健康管理面をケアする必要からメンタルヘルス研修（主査以下対象）を実施した。

総務課 参議院議員通常選挙

一般会計　２．４．３ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的 参議院議員通常選挙の適正執行（平成22年7月11日投票日）

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

ポスター掲示場の設置（6月17日～6月21日）：市内355か所に設置
期日前投票（市内5か所）の実施（6月25日から7月10日）：期日前投票者数5,776人　投票率16.42％
投票及び開票の実施（7月11日）：市内54投票所で実施。投票者数16,198人　投票率46.04％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：開票は山崎小学校体育館で実施。選挙区21時05分開始、22時38分終了
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　比例代表21時05分開始、22時21分終了
ポスター掲示場の撤去（7月12日～7月15日）
投票用紙分類機増設スタッカー1台、印刷機（波賀市民局）1台他購入

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

選挙の適正な執行に努めるとともに、投票率低下が予想されるため市内4か所（7月3日）で明るい選挙推進協議会
委員による啓発活動を実施した。
当日有権者数35,180人　投票者数22,313人　投票率63.43％（前回投票率65.61％）
投票用紙分類機増設スタッカーを購入し、開票作業の短縮に努めた。（比例代表で利用し、前回選挙より1時間49分
短縮した。）
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：94

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 298 298 人件費

Ｈ 22 決 算 298 298 報償費 220

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 需用費 72

Ｈ 21 決 算 25 25 工事請負費

前年度決算比 273 0 0 0 0 0 273 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 ― その他 6

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：94

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 115 115 人件費 82

Ｈ 22 決 算 87 87 報償費

予 算 - 決 算 28 0 0 0 0 0 28 需用費 5

Ｈ 21 決 算 96 96 工事請負費

前年度決算比 △ 9 0 0 0 0 0 △ 9 備品購入費

負担金補助金

具体名 公の施設 扶助費

人数等 ― その他 0

事業期間 継続 単独

財政課 政策推進事業（行政改革の推進）

一般会計　２．１．９ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

　 地方分権社会における自立した自治体経営をめざし、最少
の経費で最大の効果をあげる行政運営をめざす。また、行政
改革大綱に基づく行政改革推進計画により確実な行政改革
の進展を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H18～ 新規・継続の別 補助・単独の別

◎平成22年度行政改革実施計画（９分野46項目）の作成及び公表
◎平成18年度から平成21年度までの行政改革推進計画の取組状況の検証及び検証結果の公表
◎平成23年度から平成27年度までの５年間を計画期間とする「第二次行政改革大綱」を策定
　 大綱策定にあたり、「行政改革懇談会」の設置やパブリックコメントを実施

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　 行革推進項目９分野46項目の推進により、効果的・効率的な行財政運営につなげ、行政コストの削減を図った。
主な取り組みとして、事務執行体制の効率化や勧奨退職を実施するなど定員の削減に取り組んだ。また、公用車台
数の適正化による15台の削減や各種手当の見直しなど推進項目の取り組みにより、平成22年度の歳出削減効果額
は106,505千円となった。
　 このように行政改革の取り組みにより一定の実績・効果が表れたものがある一方で、合併後の施設のあり方、定
員の適正化など山積する推進項目もあり、より効果的・効率的な行財政運営の確立を図るうえからも、平成23年度
から新たな改革へのスタートをきった「第二次行政改革大綱」により、さらなる行政改革の推進が必要となる。

財政課 政策推進事業（指定管理者制度の推進）

一般会計　２．１．９ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

　 公の施設の管理運営について、多様化する住民ニーズに、
より効果的・効率的に対応するため、民間の能力を活用しつ
つ、住民サービスの向上を図るとともに、経費の削減等に努
める。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

◎指定管理施設の更新検討
◎指定管理者選定審議会の開催（２回）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

民間活力・手法の導入により住民サービスの向上を図るとともに経費の節減に努めた。
●ばんしゅう戸倉スキー場：指定管理期間　平成23年４月1日～平成26年３月31日
　 ⇒天候に左右され、スキー人口の減少が進むなか、地域振興のため更新できたことに対し、一定評価できる。
●福知渓谷休養センター・福知多目的ドーム：指定管理期間　平成23年４月1日～平成27年３月31日
　 ⇒完全な状態の再開ではないものの、災害からの早期復旧のシンボルとして再開できたこと自体が評価できる。
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：94

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 359 359 人件費

Ｈ 22 決 算 359 359 報償費 339

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 需用費 19

Ｈ 21 決 算 383 383 工事請負費

前年度決算比 △ 24 0 0 0 0 0 △ 24 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 ― その他 1

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：348

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 471,297 471,297 人件費

Ｈ 22 決 算 471,296 471,296 賃金

予 算 - 決 算 1 0 0 0 0 0 1 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 471,296 0 0 0 0 0 471,296 備品購入費

負担金補助金

具体名 － 公債費 471,296

人数等 － その他 0

事業期間 新規 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

（１）将来の支払い利息の抑制　　　△12,612,149円
（２）平成22年度末の残高抑制　　　　△471,296,039円
（３）経常収支比率の抑制　　H23年度影響見込み　△1.3%
（４）実質公債費比率の抑制　H23年度影響見込み　△1.5%（単年度）

将来の公債費負担が低減されるとともに、財政指標が改善し、結果として健全な財政運営に寄与する。

事 業 目 的
後年度の公債費負担の低減と起債残高の抑制など財政の健
全化

対象者（受益）

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

任意での繰上償還が可能な縁故資金を対象に繰上償還を実施。
償還対象については、実質公債費比率がピーク（３ヶ年平均）となる見込みであるH23～H24の比率抑制に効果的な
起債を対象とした。（借入利率　0.9%～1.75%）

◎繰上償還額　471,296,039円

財政課 任意の繰上償還

一般会計　１１・１・１ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

財政課 政策推進事業（行政評価の推進）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進一般会計　２．１．９

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

　 事務事業評価の取り組みにより、業務改善、職員の政策形成能力の向上、職員のコスト意識の根付きなど一定
の効果が認められるものの、一方ではまだまだ事務事業を分析することにより問題点を明確にし、改善していくとい
う意識が低いところも見受けられた。なお、評価結果については、次のとおり。
 　評価ランク 　Ａ 〔拡充〕　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   4
　　　　　　　　　 Ｂ 〔現状・計画どおり推進〕　・・・・・・・・・・・・  40
　　　　　　　　　 Ｃ 〔進め方の改善〕　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　81
　　　　　　　　 　Ｄ 〔規模・内容・基準等の見直し〕　・・・・・・・ 34
　　　　　　　　 　Ｅ 〔休止・廃止（※将来的なものを含む）〕 ・・ 5

補助・単独の別H18～ 新規・継続の別

◎補助金事業及び市単独事業を中心に行政評価（事務事業評価）を実施（164事業を対象に実施）
◎行政評価委員会が行う第２次評価の一部に、行政評価制度アドバイザーが参画した第三者評価を行った
◎（兵庫県立大学）行政評価制度アドバイザーとの評価シートの見直し及び事務推進上における定期的な打合せ
（15回）

 　行政評価（事務事業評価）により、効率的で質の高い行財
政運営及び成果重視の行政を推進するとともに、行政の説明
責任を果たす。

対象者（受益）
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：80

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,719 3,719 人件費

Ｈ 22 決 算 3,375 3,375 賃金 416

予 算 - 決 算 344 0 0 0 0 0 344 委託料

Ｈ 21 決 算 5,921 5,799 122 工事請負費

前年度決算比 △ 2,546 △ 5,799 0 0 0 0 3,253 備品購入費

負担金補助金 2,835

具体名 市民等 扶助費

人数等 － その他 124

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：88

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 439,307 7,060 266,700 165,547 人件費

Ｈ 22 決 算 364,120 8,324 266,700 89,096 需用費 33,274

予 算 - 決 算 75,187 0 0 0 △ 1,264 76,451 委託料 17,682

Ｈ 21 決 算 75,374 10,898 64,476 工事請負費 111,100

前年度決算比 288,746 0 0 0 △ 2,574 266,700 24,620 備品購入費 138

負担金補助金 42

具体名 市民・職員 公有財産購入費 199,201

人数等 － その他 2,683

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

公共工事等の入札・契約において①透明性の確保②公正な競争の促進③不正行為の排除④適正な施工の確保を
図り、良質な社会資本整備等の効率的な推進を図ることが出来た。又、入札事務の効率的かつ迅速に執行する為
に、電子入札システムを新規導入する運用準備期間としてシステム導入作業、職員研修を実施した。

事 業 目 的

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

入札参加者名簿登録、入札参加者審査会、入札執行公告、入札執行、開札結果の公表及び契約に関する指導調
整等を行う。県電子入札共同運営システム負担金（導入負担金：2.835千円）

入札・契約事務の一層の適正化を促進するとともに公共工事
の品質確保を図るための入札制度の確立に努める。

対象者（受益）

行政サービスを提供する施設として経費の削減を図りつつ、
適正な管理を行う。

対象者（受益）

契約管理課 庁舎管理事業（繰越明許分を含む）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進一般会計　２・１．８

一般会計　２・１・１

予算・決算額
財源内訳

効果的・効率的な行財政運営の推進

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

契約管理課 入札・契約事務

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

適正な維持管理を実施することにより、維持管理経費の節減を図りつつ、行政サービスの維持発展を図る。
庁舎設定温度
夏場　設定最低室温　２８度
冬場　設定最高室温　２０度
電気使用量、暖房用燃料の削減、旧山崎市民局敷地借地分の返還により年間2.663千円の削減

補助・単独の別Ｈ２２ 新規・継続の別

◎本庁（本庁舎）管理費311.792千円、本庁（繰越）管理費26.762千円、一宮市民局管理費6.292千円、三方町出張所
管理費　　80千円、波賀市民局管理費12.018千円、千種市民局管理費7.176千円
◎委託料のうち主なもの：　エレベーター保守1.588千円、庁舎清掃委託業務7.771千円、県山崎庁舎等調査設計業
務2.568千円、冷暖房保守点検業務1.680千円、消防設備保守業務547千円、電気保安業務1.306千円、庁舎防犯業
務573千円
◎工事費のうち主なもの　旧山崎市民局庁舎解体撤去工事26.762千円、元県山崎庁舎改修工事84.338千円
◎需用費のうち主なもの　光熱水費29.184千円
◎その他のうち主なもの　旧本庁舎北側駐車場借上1,080千円、庁舎火災保険料576千円
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：110

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 428 428 人件費

Ｈ 22 決 算 333 333 需用費 300

予 算 - 決 算 95 0 0 0 0 0 95 委託料

Ｈ 21 決 算 658 658 工事請負費

前年度決算比 △ 325 0 0 0 0 0 △ 325 備品購入費

負担金補助金 10

具体名 市民等 扶助費

人数等 － その他 23

事業期間 継続 単独

契約管理課 効果効率的な公共工事の執行（工法会議、工事検査等）

一般会計　２．１．１９ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事業の効果効率的及び総合的な推進によりコスト縮減が図れ、又適正な現場監理と指導による品質の向上により、
公共工事の適正化を図った。

事 業 目 的
工事担当課間の連携を強化し、効果効率的な事業実施による
コスト縮減と適正な事業実施による品質の向上と、厳正な履
行確認を行った。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

①公共工事工法等調整会議の開催（年２回・概ね500万以上の事業）
②工法会議の開催（月1回・概ね500万以上で工法検討が必要な事業）
③設計審査（100万円以上の事業の審査）
④工事検査（100万以上の事業の完了検査、5000万以上の事業の中間検査）
⑤技術担当職員研修会
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：116

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 21,305 703 53 24,175 △ 3,626 人件費

Ｈ 22 決 算 19,582 751 53 23,013 △ 4,235 賃金 6,992

予 算 - 決 算 1,723 △ 48 0 1,162 0 0 609 委託料 4,274

Ｈ 21 決 算 45,057 690 53 24,080 20,234 需用費 2,418

前年度決算比 △ 25,475 61 0 △ 1,067 0 0 △ 24,469 備品購入費 33

負担金補助金 49

具体名 市民等 使用料等 4,479

人数等 - その他 1,337

事業期間 継続 単独

【各種証明交付数　（公用請求含む）　】

◇戸籍関係証明交付数　　24,366件　　　　◇住民基本台帳関係証明交付数等　　25,601件

◇印鑑登録証明関係交付数　　20,472件　　　　　計　　70,439件

【戸籍関係届書処理件数】

◇出生　631件　　◇死亡　　818件　　◇婚姻　　811件　　◇離婚　　145件　　◇養子縁組　　43件　　

◇転籍　213件　　◇入籍　　108件　　◇分籍　　　13件　　◇その他　　183件　　　　計　　　2,955件　

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：146

市民課 戸籍関係届書事務処理及び各種証明交付事務

一般会計　２・３・１ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
各種申請及び届書の提出について、戸籍関係は、法務省の
法律に基づき、住基関係は総務省の法律に基づき、それぞれ
法律の範囲内で正確かつ迅速に対応する。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ22 新規・継続の別 補助・単独の別

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

①戸籍・住基・外国人登録・印鑑登録の各証明は、各種申請及び手続き用の必需添付書類となっており、開庁時間
内に来庁困難な人のため、各種証明書の交付のみ1時間窓口の延長を実施し、住民サービスの向上に努めてい
る。

市民課 国民年金事務

②住民基本台帳カードの交付について、平成２３年３月末をもって新規の無料扱いが終了するため、啓発・普及の推
進に努め、総交付実績が当初１，７００枚の目標であったが、年度末において２，６９２枚と大きく目標を達成すること
が出来た。

所管課： 事業名： 決算書頁：146

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,800 2,800 0 人件費

Ｈ 22 決 算 2,676 2,676 0 賃金 2,075

予 算 - 決 算 124 124 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 2,794 2,794 0 工事請負費

前年度決算比 △ 118 △ 118 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 601

事業期間 継続 補助

市民課 国民年金事務

一般会計　３．１．８ 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的 年金受給権の確保と年金制度の基盤強化及び制度の周知

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

年金保険事務所と連携を取りながら年金制度の周知、前納及び口座振替の推進、納付督励や免除指導の推進を
図る。
　　 ・老齢基礎年金請求　　  62件
　　 ・障害基礎年金請求　  　40件
　　 ・未支給年金請求等　  254件
 　  ・学生納付特例         　369件
　   ・納付猶予･免除申請   931件

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

国民年金の加入・免除申請、学生納付特例、年金請求受付等や、国民年金制度の周知、啓発を図る。
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：146

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 27,967 16,932 11,035 人件費

Ｈ 22 決 算 25,135 14,994 10,141 賃金

予 算 - 決 算 2,832 0 1,938 0 0 0 894 委託料 289

Ｈ 21 決 算 37,242 21,068 16,174 工事請負費

前年度決算比 △ 12,107 0 △ 6,074 0 0 0 △ 6,033 備品購入費

負担金補助金

具体名 受給者 扶助費 21,823

人数等 401 その他 3,023

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：164

市民課 老人医療費助成事業

一般会計　３・１・９ 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
65歳以上70歳未満の老人に対し、医療費の一部を助成し負
担の軽減を図ることで、老人の福祉の増進を図ることを目的と
する。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

医療保険における受給者の自己負担（医療費の３割）について、次の一部負担金を除いた額を助成する。

◎一部負担金：２割（ただし、低所得者Ⅰに該当する人は１割）。負担限度額あり。

・所得制限あり（住民税非課税世帯で、年金収入を加えた所得80万円以下。）
・経過措置あり（所得要件の見直しにより対象外となる従前の低所得者Ⅱの該当者については、平成23年６月まで
経過措置を講じる。）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

平成２１年度７月から対象者を低所得者に重点を置いたため受給者が減少しているが、老人医療対象者の経済的
負担が軽減され医療にかかる安心が図られた。

市民課 児童医療費・こども医療費助成事業所管課： 事業名： 決算書頁：164

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 21,447 1,046 20,401 人件費

Ｈ 22 決 算 16,733 659 16,074 賃金

予 算 - 決 算 4,714 0 387 0 0 0 4,327 委託料 397

Ｈ 21 決 算 17,260 17,260 工事請負費

前年度決算比 △ 527 0 659 0 0 0 △ 1,186 備品購入費

負担金補助金

具体名 受給者 扶助費 14,899

人数等 1200 その他 1,437

事業期間 継続 補助

市民課 児童医療費・こども医療費助成事業

一般会計　３・２・６ 総合計画の施策名称： 少子化対策の総合的な推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

少子化に対処するための施策を行い、家庭や子育てに夢を持
ち、子どもを安心して生み育てることができる環境を整備し、
未来に夢と希望がもてる宍粟市の実現を図ることを目的とす
る。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ19～ 新規・継続の別 補助・単独の別

◎児童医療費助成事業（小学４年生～小学６年生対象）
　継続事業であるが、平成22年度より県補助事業。受給者の入院・外来に係る医療保険の自己負担（医療費の３
割）について、児童医療費の一部負担金を除いた額を助成する。

◎こども医療費助成事業（中学１年生～中学３年生対象）
　平成22年度新規事業（県補助事業）。受給者の入院に係る医療保険の自己負担（医療費の３割）について、３分の
１を助成する。

・所得制限あり、児童医療費助成事業では平成21年７月からの所得制限の見直しに係る経過措置あり。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

児童医療・こども医療対象者の経済的負担が軽減され医療にかかる安心が図られた。
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：20

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,876,810 719,203 143,841 1,093,188 920,578 人件費

Ｈ 22 決 算 2,853,141 713,285 142,657 1,084,194 913,005 賃金

予 算 - 決 算 23,669 5,918 1,184 0 8,994 0 7,573 委託料 8,099

Ｈ 21 決 算 2,708,378 677,094 135,419 1,029,183 866,682 工事請負費

前年度決算比 144,763 36,191 7,238 0 55,011 0 46,323 備品購入費

負担金補助金 2,845,042

具体名 被保険者 扶助費

人数等 11852人 その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：28

市民課 国民健康保険　給付事業

国保特会　2．1．1～2．5．1 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
国民健康保険被保険者に対し、療養給付及びその他の保険
給付を行う。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

療養給付費、療養費、審査支払手数料・高額療養費、高額合算療養費・移送費、出産育児一時金、葬祭費等
の保険給付を行う。
　・療養給付費　　　2,509,840,836円　　・葬祭費　　　　　　　3,400,000円　(68件）
　・療養費　　　　 　　25,176,126円　　・出産育児一時金　　 19,431,230円　（46件）
　・審査支払手数料　　　8,089,892円　　・出産育児支払手数料 　 　8,820円
  ・高額療養費　　　　287,100,299円
　・高額介護合算　 　　    93,705円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

国民健康保険被保険者に対し、療養の給付やその他の保険給付を行う。
20年度の大幅な制度改正で、20年度から22年度の保険給付費は1.1％から5.3％と伸び、基金も少なく国保税率の改
正が必要となった。医療費が伸びるにもかかわらず国保税収が減少するなか、国保税の資産割の見直しを行なっ
た。また、低所得者層に配慮するために、一般会計から7,000万円の法定外繰入をし、国保税率を決定した。国保財
政の健全化に向け、国保パンフレットを配布し、啓発を行なうとともにジェネリック医薬品希望カードも作成して啓発を
行なった。

市民課 国民健康保険　保健衛生普及事業所管課： 事業名： 決算書頁：28

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 12,232 2,335 9,897 人件費

Ｈ 22 決 算 11,715 2,335 9,380 賃金 6,273

予 算 - 決 算 517 0 0 0 0 0 517 委託料 2,607

Ｈ 21 決 算 10,728 10,728 工事請負費

前年度決算比 987 0 2,335 0 0 0 △ 1,348 備品購入費

負担金補助金

具体名 被保険者 扶助費

人数等 11,852 その他 2,835

事業期間 継続 単独

市民課 国民健康保険　保健衛生普及事業

国保特会　８．２．１ 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
被保険者の健康の保持増進を図るとともに、国民健康保険保
健事業の健全な運営を確保する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

・年6回、医療費通知を実施する。　　　総通知件数　29,105件
・毎月、レセプト点検を実施する。　　　総点検件数　165,086件　　1ヶ月平均　約13,800件
・健康教室の実施など健康増進啓発の推進

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

健康増進啓発により国民健康保険被保険者の健康増進を促すとともに、医療費通知、レセプト点検等を実施するこ
とにより医療費の適正化が図れた。

・レセプト点検効果額　　　　13,005,525円
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：98

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,556 808 748 人件費

Ｈ 22 決 算 808 808 0 賃金

予 算 - 決 算 748 0 0 0 0 0 748 委託料

Ｈ 21 決 算 1,184 1,184 0 工事請負費

前年度決算比 △ 376 0 0 0 △ 376 0 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 被保険者 扶助費

人数等 6,755 その他 808

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：114

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 13,521 13,521 共済費 1,081

Ｈ 22 決 算 10,040 10,040 賃金 8,042

予 算 - 決 算 3,481 0 0 0 0 0 3,481 需用費 787

市民課 後期高齢者医療保険料徴収事業

後期高齢者医療会計１・２・１ 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
被保険者から保険料を徴収し、兵庫県後期高齢者医療広域
連合に納付することで、後期高齢者医療制度の安定的な運営
に資することを目的とする。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ20～ 新規・継続の別 補助・単独の別

兵庫県後期高齢者医療広域連合の賦課決定に基づき、被保険者から保険料を徴収し、広域連合に納付する。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

普通徴収保険料（現年度分）の徴収率：98.15％

税務課 滞納徴収の取組み

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進一般会計（国保含む）２．２．２

予 算 - 決 算 3,481 0 0 0 0 0 3,481 需用費 787

Ｈ 21 決 算 10,206 10,206 役務費 115

前年度決算比 △ 166 0 0 0 0 0 △ 166 公課費 15

具体名 滞納者

人数等 約,3,300人 その他 0

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

○平成２２年度徴収率　※(　）は前年度収納率
　市税現年分　　　　96.9%(97.1%)　　　　国保税現年分　　　　91.1%(91.1%)
　市税滞納繰越分　15.4%(16.1%)　　　　国保税滞納繰越分　19.9%(21.2%)
　　前年度に比べ市税現年分の徴収率が低下しているのは、景気の低迷によるところが大きい。
　　また、滞納繰越分の徴収率低下については、収納額は前年度に比べて市税で約177万円、国保税で約226万円
　　増加したものの、景気の低迷により滞納額全体が増加したことが要因である。
○平成２２年度差押
　差押人数　88人（預貯金27人、国税還付金59人、給与1人、不動産1人）
　換価額　5,378,771円
　※前年度差押
　　差押人数　122人（預貯金18人、供託金1人、敷金1人、動産10人、自動車1人、国税還付金91人）
　　換価額　4,420,208円
　　　21年度から引き続き、預金・給与・国税還付金等の差押の強化及びインターネット公売を利用した換価を促進し
　　　た結果、差押人数は36人減少したものの、換価額は21.7%増加した。（目標：差押件数・換価額の前年度比10%
　　　増加）
○平成22年度徴収事務補助員収納額
　　83,758,631円
　　※前年度収納額
　　　　93,836,986円

補助・単独の別H22 新規・継続の別

滞納整理マニュアルに基づき、滞納額50万円以上の者の実態調査（給与、財産、預貯金等）を実施し、中でも１００
万円以上の高額滞納者、分納不履行者及び催告に応じない者等に対して、差押等を実施した。
１．預金調査を中心に給与や取引先の調査等財産調査の強化
２．財産を発見した場合は、強力に納税交渉を行い、応じない場合は速やかに差押を実施
３．捜索の実施（債権や不動産等の表見財産が無い場合）
４．インターネット公売を利用した換価の促進

宍粟市の行財政運営の財源(税収)確保のため、収納率の向
上を図る。

対象者（受益）
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：96

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 5,650 1,694 3,956 人件費

Ｈ 22 決 算 5,585 1,694 3,891 賃金

予 算 - 決 算 65 0 0 0 0 0 65 委託料

Ｈ 21 決 算 5,277 1,500 3,777 工事請負費 1,694

前年度決算比 308 194 0 0 0 0 114 備品購入費

負担金補助金 3,090

具体名 市民 扶助費

人数等 - その他 801

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：96

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

市内の防犯灯新設３０基に補助を行い、地域ぐるみの防犯体制の確立と犯罪や事故のない安全・安心なまちづくり
を推進した。
２１年度・２２年度の緊急防犯灯設置事業により市内に２３２基の防犯灯を設置した。

安全衛生課 交通安全対策事業

事 業 目 的
各自治会内の防犯上必要な場所に防犯灯の設置を促進する
とともに、宍粟防犯協会等関係機関との連携を図ることによ
り、安全・安心なまちづくりを推進する。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

・防犯灯設置促進事業補助金　２９０千円　（３０基）
・宍粟防犯協会負担金　２，８００千円
･緊急防犯灯設置事業　２２年度分　１，６９４千円

安全衛生課 防犯対策事業

一般会計　２．１．１１ 総合計画の施策名称： 交通安全・防犯対策の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：96

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 6,300 2,575 3,725 人件費

Ｈ 22 決 算 5,752 2,615 3,137 賃金

予 算 - 決 算 548 0 0 0 △ 40 0 588 委託料

Ｈ 21 決 算 5,394 2,629 2,765 工事請負費

前年度決算比 358 0 0 0 △ 14 0 372 備品購入費

負担金補助金 4,170

具体名 市民 扶助費

人数等 - その他 1,582

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

Ｈ17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

・山崎交通安全協会連絡会負担金　２，７７０千円、　交通安全協会助成金　１，４００千円
・全国交通安全運動（春・夏・秋・年末）及びキャンペーンの実施
・うさちゃんクラブ・各学校園での交通安全教室の開催
　中学校２校・・・２０２人
　小学校１８校・・・２４９９人
　幼稚園１７園・・・延べ９７回、２７５２人
　保育所１６園・・・延べ４４回、１５４２人
・交通立番等街頭キャンペーンを実施し交通事故のない安全・安心なまちづくりを推進した。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

宍粟警察をはじめ交通安全協会等関係機関との連携による交通安全キャンペーンの実施や交通安全教室の開催
を通じて交通ルールや交通マナーに対する理解を深めるとともに飲酒運転根絶、シートベルト・チャイルドシートの着
用に向けた啓発を実施し交通事故の防止を図った。

H20：237件、H21：243件、H22：197件（件数は人身事故）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
交通安全協会等関係機関との連携を図り、交通安全に関する
啓発や交通安全教育を実施することにより、交通事故のない
安全・安心のまちづくりを推進する。

対象者（受益）

安全衛生課 交通安全対策事業

一般会計　２．１．１１ 総合計画の施策名称： 交通安全・防犯対策の推進
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：182

会計・科目：　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 14,825 14,825 0 人件費

Ｈ 22 決 算 13,360 13,360 0 賃金

予 算 - 決 算 1,465 0 0 0 1,465 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 13,790 13,790 0 工事請負費

前年度決算比 △ 430 0 0 0 △ 430 0 0 備品購入費

負担金補助金 13,360

具体名 ＰＴＡ・子ども会 扶助費

人数等 ５５団体 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：182

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

リサイクル資源の回収とごみの減量化が図れる。
Ｈ17実績　1,499,515㎏　Ｈ18実績　1,516,019㎏　Ｈ19実績　1,532,879㎏　Ｈ20実績　1,429,045㎏
Ｈ21実績　1,408,783㎏　Ｈ22実績　1,365,390㎏

ごみ処理量の推移
Ｈ20 : 9,734ｔ　　Ｈ21 : 9,531ｔ　　Ｈ22 : 9,176ｔ

安全衛生課 生ごみ減量化促進事業補助金

事 業 目 的
循環型社会構築のための第一歩として、ごみの減量化と再資
源化を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

ごみ減量化及び資源の有効利用を図るため、リサイクル資源を自ら回収する団体に対して、奨励金（紙類・布類：１０
円／㎏、びん・アルミ缶：５円/㎏）を交付する。

安全衛生課 リサイクル資源集団回収奨励金

一般会計　４．１．５ 総合計画の施策名称： 資源循環型社会の構築

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：182

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,000 1,000 0 人件費

Ｈ 22 決 算 676 676 0 賃金

予 算 - 決 算 324 0 0 0 324 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 692 692 0 工事請負費

前年度決算比 △ 16 0 0 0 △ 16 0 0 備品購入費

負担金補助金 676

具体名 全世帯 扶助費

人数等 14,369世帯 その他 0

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

Ｈ２０～ 新規・継続の別 補助・単独の別

平成20年度より全市に拡充し、生ごみ処理機を購入した市民に対して、購入価格の1/2で20,000円を上限として補助
する。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

家庭から排出される生ごみの減量化、資源利用と宍粟環境美化センターのごみ処理経費の減が図れる。
　36世帯交付

ごみ処理量の推移
Ｈ20 : 9,734ｔ　　Ｈ21 : 9,531ｔ　　Ｈ22 : 9,176ｔ

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
各家庭から排出される生ごみを乾燥及び堆肥化することによ
り、ごみの減量化と再資源化を図る。

対象者（受益）

安全衛生課 生ごみ減量化促進事業補助金

一般会計　４．１．５ 総合計画の施策名称： 資源循環型社会の構築
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：182

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 996 0 0 0 0 0 996 人件費 459

Ｈ 22 決 算 793 0 0 0 0 0 793 賃金

予 算 - 決 算 203 0 0 0 0 0 203 委託料

Ｈ 21 決 算 407 0 0 0 0 0 407 工事請負費

前年度決算比 386 0 0 0 0 0 386 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 334

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：186安全衛生課 火葬場管理運営事業

事 業 内 容

H19～ 新規・継続の別 補助・単独の別

各市民局から５名、計２０名の委員による環境保全協議会では、不法投棄の監視、公害防止と環境保全の啓発活
動を行う。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

市民が主体となった環境づくりが期待できる。環境パトロールを通じて美化意欲の高揚が図れる。
活動回数　４回

不法投棄処理費用　21年度587千円、22年度300千円

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
自然環境及び社会環境を守り、市民の安全かつ快適な生活
環境の保全を図る。

対象者（受益）

安全衛生課 環境保全協議会

一般会計　４．１．５ 総合計画の施策名称： 資源循環型社会の構築

所管課： 事業名： 決算書頁：186

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 41,871 17,835 24,036 人件費 0

Ｈ 22 決 算 40,629 20,687 19,942 需用費 15,475

予 算 - 決 算 1,242 0 0 0 △ 2,852 0 4,094 委託料 17,370

Ｈ 21 決 算 28,920 0 0 0 20,355 0 8,565 工事請負費 5,076

前年度決算比 11,709 0 0 0 332 0 11,377 備品購入費 57

負担金補助金 0

具体名 市民 扶助費 0

人数等 － その他 2,651

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

3箇所の火葬場管理運営により、公衆衛生、市民の福祉の向上が図れた。
なお、H22は、あじさい苑屋上防水工事やしらぎく苑進入路の植栽等整備を行ったことおよび平成21年12月利用開
始となったしらぎく苑の電気代等の管理費増により決算額は増加している。

事 業 目 的
あじさい苑、しらぎく苑、つつじ苑の３火葬場の適正な管理運
営により公衆衛生と市民の福祉向上を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

市内3箇所の火葬場の管理運営。1,274件の火葬業務を行った。

　あじさい苑926件（内　動物等559件）、しらぎく苑299件（内　動物等93件）、つつじ苑49件

安全衛生課 火葬場管理運営事業

一般会計　４．１．６ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：190

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 689,718 689,718 人件費

Ｈ 22 決 算 689,718 689,718 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 630,975 630,975 工事請負費

前年度決算比 58,743 0 0 0 0 0 58,743 備品購入費

負担金補助金 689,718

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 単独

　 単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：190安全衛生課 にしはりま環境事務組合負担金

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

宍粟環境事務組合負担金　689,718千円
（ごみ処理施設の一般管理費分担金372千円、塵芥運営費分担金337,637千円、建設費起債分担金351,709千円）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

廃棄物の適正な処理と生活環境の保全が図れる。

ごみ処理量の推移
Ｈ20 : 9,734ｔ　　Ｈ21 : 9,531ｔ　　Ｈ22 : 9,176ｔ

塵芥運営費分担金の推移
Ｈ20 : 356,381千円　　Ｈ21 : 312,798千円　　Ｈ22 : 337,637千円

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的 適正なごみ処理を行い生活環境の保全を図る。

対象者（受益）

安全衛生課 宍粟環境事務組合負担金

一般会計　４．２．１ 総合計画の施策名称： 資源循環型社会の構築

所管課： 事業名： 決算書頁：190

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 50,430 50,430 需用費

Ｈ 22 決 算 50,430 50,430 役務費

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 49,328 0 49,328 使用料

前年度決算比 1,102 0 0 0 0 0 1,102 備品購入費

負担金補助金 50,430

具体名 市民 補償補填賠償金

人数等 － その他 0

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

廃棄物の適正な処理と生活環境の保全が図れる。

事 業 内 容

事 業 目 的
循環型社会に適応したごみ処理施設を広域で建設し共同処
理する。

対象者（受益）

財源内訳 22年度決算の内訳

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

にしはりま環境事務組合負担金　50,430千円　（総務経費26,679千円、建設事業経費18,860千円、起債償還額4,891
千円）
平成２５年４月稼動に向けて整備を進めている。

安全衛生課 にしはりま環境事務組合負担金

一般会計　４．２．１ 総合計画の施策名称： 資源循環型社会の構築

予算・決算額
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　 単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：192

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 52,399 5,949 46,450 需用費 5,672

Ｈ 22 決 算 48,651 5,949 42,702 役務費 939

予 算 - 決 算 3,748 0 0 0 0 0 3,748 委託料 34,475

Ｈ 21 決 算 62,156 0 62,156 使用料 273

前年度決算比 △ 13,505 5,949 0 0 0 0 △ 19,454 備品購入費 6,059

負担金補助金 400

具体名 市民 補償補填賠償金 591

人数等 － その他 242

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：194安全衛生課 し尿処理事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

市民から排出されるごみを分別収集することにより、快適な生活環境が保たれ、ごみの適正処理及び資源化に寄与
している。
（収集ごみの内訳）
可燃：5,914ｔ　　不燃：386ｔ　　粗大：455ｔ　　ビン・缶：341ｔ　　ペットボトル：3ｔ

事 業 目 的
各家庭から排出されるごみを収集運搬し生活環境の保全及
び公衆衛生の向上を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

市内全域の一般家庭ごみの収集運搬。山崎町の一部は直営、他は業務委託により実施している。
ごみ収集量　7,099ｔ
〔ごみ収集車購入費（繰越分）　5,949,999円〕

安全衛生課 ごみ収集運搬事業

一般会計　４．２．２ 総合計画の施策名称： 資源循環型社会の構築

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：194

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 79,213 27,000 52,213 人件費 19

Ｈ 22 決 算 73,285 26,181 47,104 賃金 778

予 算 - 決 算 5,928 0 0 0 819 0 5,109 委託料 42,523

Ｈ 21 決 算 78,928 0 0 0 25,183 53,745 工事請負費 0

前年度決算比 △ 5,643 0 0 0 998 0 △ 6,641 備品購入費 121

負担金補助金 8

具体名 市民 需用費 26,733

人数等 － その他 3,103

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

市内全域より収集されたし尿及び浄化槽汚泥をクリーンセンターで処理。
　浄化槽汚泥処理量2,302ｋℓ＋農集・コミプラ汚泥処理量4,966ｋℓ＋し尿収集量1,912ｋℓ＝9,180ｋℓ

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

し尿処理は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき行政が行う事業であり、排出されたし尿や浄化槽汚
泥を適正に処理することにより、快適な生活環境の保全と公衆衛生の向上が保たれた。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
し尿、浄化槽汚泥を適正に処理することにより、生活環境の保
全及び公衆衛生の向上を図る。

対象者（受益）

安全衛生課 し尿処理事業

一般会計　４．２．３ 総合計画の施策名称： 住環境の整備
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：194

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 25,220 25,305 △ 85 人件費 0

Ｈ 22 決 算 20,513 20,310 203 賃金 0

予 算 - 決 算 4,707 0 0 0 4,995 0 △ 288 委託料 19,932

Ｈ 21 決 算 22,231 0 0 0 23,209 0 △ 978 工事請負費 0

前年度決算比 △ 1,718 0 0 0 △ 2,899 0 1,181 備品購入費 0

負担金補助金 0

具体名 市民 扶助費 0

人数等 － その他 581

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：260

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

し尿収集量　H20  2,557ｋℓ    H21 2,292ｋℓ    H22 1,912ｋℓ
し尿収集量が、下水道施設への接続に伴い年々減少傾向にあるが、定期的に収集運搬することで生活環境の保全
と公衆の衛生が保たれた。

事 業 目 的
し尿の収集、運搬を行い生活環境の保全及び公衆衛生の向
上を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

市内全域のし尿を収集し、処理施設（しそうクリーンセンター）に運搬し処理する。山崎町の一部は直営、他は業務委
託により収集運搬。
し尿収集量1,912ｋℓ

安全衛生課 し尿収集事業

一般会計　４．２．３ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

安全衛生課 非常備消防（消防団）所管課： 事業名： 決算書頁：260

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 134,328 3,354 40,100 90,874 人件費

Ｈ 22 決 算 121,484 3,354 32,918 85,212 賃金 112

予 算 - 決 算 12,844 0 0 0 7,182 0 5,662 委託料 122

Ｈ 21 決 算 127,938 1,793 38,027 88,118 工事請負費

前年度決算比 △ 6,454 1,561 0 0 △ 5,109 0 △ 2,906 備品購入費 562

負担金補助金 70,161

具体名 市民 扶助費

人数等 - その他 50,527

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

消防団員の報酬、退職報奨金、公務災害補償、福祉共済等待遇の整備及び消防操法大会や消防学校への入校を
通じた訓練研修を重ねることによる組織の強化・充実。
消防団の統一した活動服の購入により、宍粟市消防団の統合調整の促進が図れた。

・幹部・新入団員訓練（３０９名）　・水防工法訓練（１４０名）　・夏期訓練（各支団で実施１８００名）
・年末特別警戒（３日間延べ２０００名）　・出動件数（火災２４件、捜索５件・１９２台、１９２０名）

事 業 目 的
市民の生命、身体、財産を火災や自然災害から守り安全で安
心な街づくりを推進するため、消防団の円滑なる運営と組織
強化を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

・消防団員報酬　５，３２４千円
・消防団員退職報償金　３１，８６９千円
・消防団員公務災害補償、退職報償、福祉共済等各掛金　４７，６６１千円
・各部、分団交付金等　１７，１３０千円
・団本部、支団本部交付金　３，０８１千円
・消防団員被服等購入　３，３５４千円

安全衛生課 非常備消防（消防団）

一般会計　８．１．２ 総合計画の施策名称： 災害に強いまちづくり

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：264

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 13,512 5,100 8,412 人件費

Ｈ 22 決 算 9,660 2,900 6,760 賃金

予 算 - 決 算 3,852 0 0 0 0 2,200 1,652 委託料

Ｈ 21 決 算 8,722 3,090 5,632 工事請負費

前年度決算比 938 △ 3,090 0 0 0 2,900 1,128 備品購入費

負担金補助金 9,660

具体名 市民 扶助費

人数等 - その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：266

事 業 内 容

Ｈ17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

・消防施設整備補助金
　消防団詰所新築１件、修繕６件・・・４，６１８千円
　小型ポンプ購入補助　３件・・・２，３００千円
　消火栓ホース・その他消防器具等購入補助　１８件・・・８４９千円
　消防車両車検代補助　２４件・・・１，４４８千円
　機械・器具等修繕　６件・・・２４６千円
　防火水槽修繕　１件・・・２００千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

各消防団の施設、装備の充実による消防機能の向上により安全で安心して暮らせる地域づくりを促進した。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
市民の生命、身体、財産を火災や自然災害から守るため、消
防団の施設及び装備を整備する。

対象者（受益）

安全衛生課 消防施設整備費補助

一般会計　８．１．３ 総合計画の施策名称： 災害に強いまちづくり

安全衛生課 防災センター管理事業所管課： 事業名： 決算書頁：266

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 29,263 0 0 1,800 1,190 26,273 人件費

Ｈ 22 決 算 26,779 0 0 1,633 1,304 23,842 賃金 6,922

予 算 - 決 算 2,484 0 0 167 △ 114 0 2,431 委託料 6,877

Ｈ 21 決 算 26,241 0 0 1,590 1,262 0 23,389 需用費 7,605

前年度決算比 538 0 0 43 42 0 453 備品購入費 203

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 - その他 5,172

事業期間 継続 単独

安全衛生課 防災センター管理事業

一般会計　８．１．４ 総合計画の施策名称： 災害に強いまちづくり

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
体験型防災教育の拠点として、また各種ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体等のｺﾐ
ﾆｭﾃｨ拠点として、そして震災等発災時には耐震構造を有した
避難所としてその機能を果たすための適正な管理を行う。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

・防災教育インストラクター3名（嘱託職員）による施設見学者への体験型防災教育の実施及び防災フェアーの開催
・各種業務委託による施設維持管理（清掃・電気保安管理・消防施設保守点検・冷暖房設備保守点検・エレベーター
保守点検等）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

・体験型防災教育の実施による防災意識の高揚及びﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体等地域ｺﾐﾆｭﾃｨの活動拠点として適正な維持管
理を行い、特に防災学習利用者の増大が図れた。

防災学習利用者数　H21　7,437人→H22　11,363人
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：268

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 94,326 0 70,636 0 798 2,600 20,292 人件費

Ｈ 22 決 算 31,257 0 10,823 0 798 2,100 17,536 賃金

予 算 - 決 算 63,069 0 59,813 0 0 500 2,756 委託料 7,560

Ｈ 21 決 算 23,649 7,742 1,686 0 953 0 13,268 工事請負費

前年度決算比 7,608 △ 7,742 9,137 0 △ 155 2,100 4,268 備品購入費 2,961

負担金補助金 15,285

具体名 市民 扶助費

人数等 - その他 5,451

事業期間 継続 補助

安全衛生課 災害対策事業（繰越明許分を含む）

一般会計　８．１．６ 総合計画の施策名称： 災害に強いまちづくり

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

市民の生命、財産を火災や自然災害から守ることを目的に、
迅速な災害対応のための施設等の整備と市民の防災意識の
高揚を図り、誰もが安全で安心して暮らせるまちづくりを推進
する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

・地域防災訓練の実施（山崎町山崎地区、一宮町三方地区）　　・ひょうご防災ネットワークシステム加入利用
・各種協議会等負担金（県消防防災ヘリコプター運航連絡協議会、県災害対応総合情報ネットワークシステム管理
運営協議会、県衛星通信ネットワーク管理運営協議会）
・土砂災害情報相互通報システム整備事業（気象観測情報提供システム検討業委託：雨量計設置検討）
・自主防災組織緊急支援育成事業（防災資器材購入事業　79件）
・自主防災組織活動促進事業（自主防災ファイル及びマップ作成事業　5件）
・全国瞬時警報システム（J-ALERT)受信機器購入【H21繰越】

【平成23年度へ繰越　土砂災害情報相互通報システム整備事業（雨量計観測システム工事　58,552千円、平成21年
台風第9号災害記録と検証作成事業　2,202千円】

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

地震及び風水害に対する備品整備等を実施することにより、今後の防災と減災対策に寄与できた。
自主防災組織の活性及び強化を促し、地域防災力の向上が図れた。

自主防災組織の防災訓練実施回数　Ｈ21　64回（57組織）→Ｈ22　114回（102組織）
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：128

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 57,585 7,233 50,352 人件費

Ｈ 22 決 算 55,071 7,233 47,838 賃金

予 算 - 決 算 2,514 0 0 0 0 0 2,514 委託料

Ｈ 21 決 算 57,062 6,914 50,148 工事請負費

前年度決算比 △ 1,991 0 0 0 319 0 △ 2,310 備品購入費

負担金補助金 55,071

具体名 宍粟市社協 扶助費

人数等 1団体11人分 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：128

社会福祉課 宍粟市社会福祉協議会補助事業

一般会計　３．１．１ 総合計画の施策名称： 地域福祉の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

　宍粟市における社会福祉事業その他社会福祉を目的とする
事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化によ
り地域福祉の推進を図ることを目的とする宍粟市社会福祉協
議会の運営を支援する。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　社協職員１１人分の人件費に対し、本補助金55,071,000円と市町ボランタリー活動支援事業補助金1,500,000円及
び出会いサポート事業委託料4,000,000円、合計60,571,000円を交付した。
（職員人件費補助対象）
　　・法人運営事業6名
　　・地域福祉事業4名
　　・ボランタリー支援事業1名

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　宍粟市社会福祉協議会の運営を支援することを目的とした補助金を交付することで、宍粟市における社会福祉事
業その他社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化により地域福祉行政を推
進することができた。

補助対象職種従事職員数：　目標11人（全職員）　　実績11人
補助対象全職員の正規職員数（介護事業含）に対する割合：　目標40％　　実績37.9％
賛助会員数：　目標1,117人　　実績1,040人

社会福祉課 市町ボランタリー活動支援補助事業所管課： 事業名： 決算書頁：128

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,500 1,500 人件費

Ｈ 22 決 算 1,500 1,500 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 1,500 1,500 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金 1,500

具体名 宍粟市社協 扶助費

人数等 １団体1人分 その他 0

事業期間 継続 単独

社会福祉課 市町ボランタリー活動支援補助事業

一般会計　３．１．１ 総合計画の施策名称： 地域福祉の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
　市社協のボランティアセンターの運営やボランティア団体の
活動を支援し、支援活動の拡大や地域ネットワークの拡充を
図り、全市的なボランタリー支援体制を推進する。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

・補助対象：ボランティアコーディネーター1名の人件費
・センターの事業種目：ボランティアコーディネート、ボランティア入門教室・養成講座、サマーボランティア体験教室、
グループ運営支援、ボランティア災害共済への加入、ボランティア連絡会への支援、ボランティアの日の開催、阪神・
淡路大震災記念事業への参加・協力、市民活動・NPO団体への支援、地域住民への情報提供
・補助基準額4,500,000円　県1/3（県社協経由市社協へ）　市1/3　市社協1/3　　　補助金額1,500,000円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　ボランティア活動による地域社会への参画と協働の実現を図るため、市内のボランタリー団体を支援しているボラ
ンティアセンター活動の拡大や地域福祉ネットワークの拡充を支援することでボランタリー支援体制の確立を図っ
た。
ボランティアコーディネート依頼件数：　目標1,500件　　実績1,178件
ボランティアコーディネート成立件数：　目標1,500件　　実績1,050件
ボランティア入門教室・養成講座開催数：　目標6回　　実績4回
ボランティア入門教室・養成講座参加者数：　目標120人　　実績51人
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：128

会計・科目：　　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 14,286 0 7,784 0 0 0 6,502 報酬

Ｈ 22 決 算 14,286 0 7,784 0 0 0 6,502 報償費

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 旅費

Ｈ 21 決 算 14,286 0 7,784 0 0 0 6,502 需用費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 役務費

負担金

具体名 宍粟市内民児協・
連合会 補助金 14,286

人数等 5団体133人 その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

社会福祉課 民生委員児童委員等関係経費

一般会計　３．１．１ 総合計画の施策名称： 地域福祉の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
　地域福祉の担い手である民生委員・児童委員の活動に要す
る経費を助成することにより、地域福祉の推進を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17　～ 新規・継続の別 補助・単独の別

１． 住民の生活状態を必要に応じ把握する
２． 要援護者に対して自立した日常生活を営むことができるように助言・援助を行う
３． 要援護者が必要な福祉サービスを利用できるように必要な情報提供を行う
４． 社会福祉を目的とする事業を行う関係機関と密接に連帯し、事業又は活動を支援する
５． 福祉事務所･行政機関業務に協力する
６． 保護を必要とする高齢者・児童・妊産婦・母子家庭等の発見に努め、必要に応じて適切な関係機関からの援助が受けられるよう
に連絡調整を行う
７． 地域において児童の健全育成を行う
　　　　宍粟市民生委員児童委員協議会連合会補助金374,000円
　　　　民生委員児童委員協議会補助金　　山崎　6,156,000円　　　民生委員・児童委員　56人　　主任児童委員3人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一宮　3,972,000円　　　民生委員・児童委員　36人　　主任児童委員2人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　波賀　1,996,000円　　　民生委員・児童委員　17人　　主任児童委員2人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千種　1,788,000円　　　民生委員・児童委員　15人　　主任児童委員2人

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　協議会・連合会は、研修会等の開催により委員の資質向上や委員活動の強化充実を図り、住民が安心して暮らせ
る地域づくりに貢献している。
　民生委員・児童委員は市民が地域で安心して暮らす為の相談役として重要な役割を果たしており、特に要援護者
に対して行政で把握しきれないきめ細かな支援活動を行うことで市民の福祉の向上を図ることができた。

所管課： 事業名： 決算書頁：144

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,200 900 300 人件費

Ｈ 22 決 算 633 474 159 賃金

予 算 - 決 算 567 0 426 0 0 0 141 委託料

Ｈ 21 決 算 735 550 185 工事請負費

前年度決算比 △ 102 0 △ 76 0 0 0 △ 26 備品購入費

負担金補助金 633

具体名 社福法人 扶助費

人数等 6 その他 0

事業期間 継続 補助

社会福祉課 利用者負担軽減事業

一般会計　３．１．７ 総合計画の施策名称： 介護・生活支援体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

生計困難者に対し、介護保険サービス利用料の軽減を図るこ
とにより、サービスが受けやすくなる。生計困難者に対し、介
護保険サービス利用料の一部を社会福祉法人が軽減し、社
会福祉法人が軽減した利用料の1/2を市が補助する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

社会福祉法人が利用料の一部を軽減し、その軽減した利用料の1/2を市が助成し、その3/4について県が補助を行
う。
（ただし、県の予算の範囲内）
補助対象社会福祉法人　6法人
軽減確認証の交付者　174名

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

利用料の軽減を図ることにより、生計困難な人が安心して介護保険サービスを利用することができた。また、該当の
社会福祉法人については、軽減額を補助金により補うことができた。
【3年間の実績件数】
  (H22)  補助対象社会福祉法人　6法人  ・   軽減確認証の交付者　174名
  (H21)  補助対象社会福祉法人　5法人  ・   軽減確認証の交付者　175名
  (H20)  補助対象社会福祉法人　5法人  ・   軽減確認証の交付者　121名
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：144

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,615 1,807 1,808 人件費

Ｈ 22 決 算 2,007 1,003 1,004 賃金

予 算 - 決 算 1,608 0 804 0 0 0 804 委託料

Ｈ 21 決 算 1,673 836 837 工事請負費

前年度決算比 334 0 167 0 0 0 167 備品購入費

負担金補助金 2,007

具体名 市民 扶助費

人数等 7世帯 その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：162

社会福祉課 人生８０年いきいき住宅改修助成事業

一般会計　３．１．７ 総合計画の施策名称： 介護・生活支援体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
　要支援・要介護高齢者や障がい者が住み慣れた住宅で、少
しでも自立した生活が送れるよう住環境の整備（改修）を支援
する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　事業対象限度額1世帯あたり100万円（内対象者1名につき20万円は介護保険制度、障がい者福祉制度より支
給）。
補助は改修箇所ごとに限度額あり。また、課税状況により補助率変動あり。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　在宅の要支援・要介護高齢者や障がい者に住宅改修の相談や改修費の助成を行うことで、安全な在宅生活を送
ることができるようになった。
H17 　 4件 　助成額1,289,508円
H18 　 5件　 助成額1,736,000円
H19　  8件 　助成額2,254,000円
H20  10件   助成額3,851,000円
H21　  3件 　助成額1,673,000円
H22　  7件　 助成額2,007,000円

社会福祉課 児童手当・子ども手当支給事業所管課： 事業名： 決算書頁：162

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 755,660 563,238 96,208 96,214 人件費

Ｈ 22 決 算 755,332 504,605 89,080 161,647 賃金

予 算 - 決 算 328 58,633 7,128 0 0 0 △ 65,433 委託料

Ｈ 21 決 算 343,135 148,121 97,368 97,646 工事請負費

前年度決算比 412,197 356,484 △ 8,288 0 0 0 64,001 備品購入費

負担金補助金

具体名 手当支給対象者 扶助費 755,332

人数等 5,389人 その他 0

事業期間 継続 補助

児童手当支給事業：（平成22年2月分～3月分） 児童手当 支給延人数 支給金額

3歳未満 1,784人 17,840千円

3歳以上 6,975人 40,835千円

児童手当負担金 合計 8,759人 58,675千円

受給者数 2,492人 ※受給者数：H23.3.31現在

子ども手当支給事業：（平成22年4月分～平成23年1月分） 子ども手当 支給延人数 支給金額

3歳未満 8,803人 114,439千円

3歳以上 33,167人 431,171千円

子ども手当負担金 中学生 11,619人 151,047千円

合計 53,589人 696,657千円

受給者数 2,897人 ※受給者数：H23.3.31現在

事 業 目 的

児童を養育している者に手当を支給することにより、家庭生活の安定
に寄与するとともに、児童の健全育成及び資質の向上に資することを
目的とする。
※H22.4月から児童手当に代わって子ども手当を支給

対象者（受益）

事業内容

社会福祉課 児童手当・子ども手当支給事業

一般会計　３．２．５ 総合計画の施策名称： 児童福祉・保育環境の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

児童手当：S47～　子ども手当：H22～ 新規・継続の別 補助・単独の別

12歳到達後最初の3月31日までの児童を養育する者へ支給。所得制限有。手当
月額：3歳未満一律10千円、3歳以上第1子・2子5千円、第3子以降10千円

国庫：25,018,999円

県費：16,827,999円

15歳到達後最初の3月31日までの児童を養育する者へ支給。所得制限無
し。手当月額：一律13千円

国庫：479,586,332円

県費：72,252,332円

事業効果等
(具体的に記入)

子育て家庭における経済的負担の軽減を図ることにより、宍粟市の未来を担うこどもたちの健やかな育ちを応援す
ることができた。
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：162

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 142,632 47,543 95,089 人件費

Ｈ 22 決 算 129,029 43,009 86,020 賃金

予 算 - 決 算 13,603 4,534 0 0 0 0 9,069 委託料

Ｈ 21 決 算 120,824 40,274 80,550 工事請負費

前年度決算比 8,205 2,735 0 0 0 0 5,470 備品購入費

負担金補助金

具体名 手当支給対象者 扶助費 129,029

人数等 313人 その他 0

事業期間 継続 補助

手当月額： （受給資格者はＨ23.3.31現在）

支給状況 支払額 受給資格者 支給延人数

《全部支給》 全部支給 71,424,640円 148名 1,712名

《一部支給》 一部支給 48,157,200円 141名 1,585名

2子加算 8,140,000円 （ 135名） （1,628名）

《一部支給停止措置》 3子以降加算 1,308,000円 （ 33名） （ 436名）

全部停止 24名

計 129,029,840円 313名 3,297名

単位：千円

所管課： 社会福祉課 事業名： 宍粟市出会いサポート事業 決算書頁：164

社会福祉課 児童扶養手当支給事業

一般会計　３．２．５ 総合計画の施策名称： 児童福祉・保育環境の充実

事業効果等
(具体的に記入)

就業・自立を目的とした児童扶養手当を支給すること並びに母子自立支援員による就労支援を行うことにより、ひと
り親家庭の経済的負担の軽減を図り自立に向けた総合的な支援を行うことが出来た。

児童扶養手当法第13条の2による減額措置（概
ね2分の1）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

父又は母と生計を共にできない児童や、父又は母に極めて重
度の障害がある場合、父又は母にかわってその児童を養育し
ている者に手当を支給することにより、家庭生活の安定と自
立を助ける。

対象者（受益）

事業内容

S37　～

児童扶養手当支給事務：18歳到達後最初の3月31日までの間にある児童、または20歳未満で心身に中度以上の障
害がある児童に対して、その児童を監護している父または母、または養育者に支給。

※第2子は月額5,000円、第3子以降は1人につき
月額3,000円が加算

児童1人　41,550円

41,540円－（受給者所得額－全部支給の所得制
限限度額）×0.0183410

国庫負担金：（負担率１/３）４３，００９，９４６円

新規・継続の別 補助・単独の別

所管課： 社会福祉課 事業名： 宍粟市出会いサポート事業 決算書頁：164

会計・科目：　　　　　　　　　　　一般会計　３．２．７

予算・決算額

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 6,000 6,000 人件費

Ｈ 22 決 算 6,000 6,000 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料 6,000

Ｈ 21 決 算 6,000 6,000 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 備品購入費

対象者（受益） 負担金補助金

具体名 宍粟市内独身者 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 H19～ 継続 単独

相談所開設 相談員会議 相談件数 成立件数 6,000千円
市全体 ２４件 ‐ ６２件 ‐ 内 1,500千円

山崎支部 １１件 ４３０件 ６件 内 4,500千円
一宮支部 1２件 ３５件 ０件 内 人件費 4,000千円
波賀支部 １件 １３件 ０件 内 事務費等 150千円
千種支部 ４件 ２７件 １件 内 イベント企画 350千円

計 ２８件 ５６７件 ７件

総合計画の施策名称： 少子化対策の総合的な推進

財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

　結婚したいと思っていても、出会いに恵まれない人もいる、
そういう人により多くの出会いの場を提供するために、宍粟市
出会いサポートセンターを設置する。

事業内容

新規・継続の別 補助・単独の別

　社協に宍粟市内での出会いサポートセンター業務を委託する。
①　独身者に登録を呼びかけ、市内独身者同士の出会いの機会を設けるなど、登録者に情報提供等をし、社協が
主催するイベント等に積極的に参加してもらう。【個人会員：73名　前年度比＋13名】
②　企業・事業所・団体・自治会等を会員団体として募集する。【団体会員：16団体　前年度比±０団体】
③　会員団体向けの様々な「出会いの場」を企画・運営する市内のホテル・レストラン・旅行代理店等を協賛団体とし
て募集する。【協賛団体：10団体　前年度比±０団体】
④　結婚相談事業と出会いサポート事業とが連携した総合的な結婚相談事業として推進する。【イベント：2回　セミ
ナー：３回】

　宍粟市出会いｻﾎﾟｰﾄ事業委託料

結婚相談事業
ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ設置・運営費

事業効果等
(具体的に記入)

　サポートセンターを設置し、市内独身男女に出会いの場情報等を提供することにより、結婚への意識が高まり、成
婚比率が高まることにより、地域の活性化が図れた。 【成婚数：イベントにより３件、相談により７件】

72



平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：168

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 65,394 0 50,980 0 0 0 14,414 人件費 0

Ｈ 22 決 算 61,020 0 46,896 0 0 0 14,124 賃金 379

予 算 - 決 算 4,374 0 4,084 0 0 0 290 委託料 6,316

Ｈ 21 決 算 229 0 228 0 0 0 1 工事請負費 0

前年度決算比 60,791 0 46,668 0 0 0 14,123 備品購入費 10,850

負担金補助金 41,973

具体名 市民 扶助費 0

人数等 42,670人 その他 1,502

事業期間 継続 補助

単位：千円

補助・単独の別

①保育所緊急整備事業（こども未来課）　41,973,000円（県［1/2］27,982,000円、一般財源13,991,000円）①保育所緊急整備事業（こども未来課）　41,973,000円（県［1/2］27,982,000円、一般財源13,991,000円）①保育所緊急整備事業（こども未来課）　41,973,000円（県［1/2］27,982,000円、一般財源13,991,000円）①保育所緊急整備事業（こども未来課）　41,973,000円（県［1/2］27,982,000円、一般財源13,991,000円）

②児童虐待防止対策緊急強化事業（健康増進課）　357,630円（県［10/10］357,000円、一般財源630円）②児童虐待防止対策緊急強化事業（健康増進課）　357,630円（県［10/10］357,000円、一般財源630円）②児童虐待防止対策緊急強化事業（健康増進課）　357,630円（県［10/10］357,000円、一般財源630円）②児童虐待防止対策緊急強化事業（健康増進課）　357,630円（県［10/10］357,000円、一般財源630円）

社会福祉課 子育て支援特別対策事業（安心こども基金）

一般会計　３．２．８ 総合計画の施策名称： 児童福祉・保育環境の充実

　・幼保一元化に向けた職員研修事業（こども未来課）　132,000円（県［10/10］132,000円、一般財源0円）

　・家庭児童相談室利用促進事業（健康増進課）　911,666円（県［10/10］911,000円、一般財源666円）

　・子育てガイドブック作成事業（社会福祉課）　1,122,977円（県［10/10］1,122,000円、一般財源977円）

　・子育て支援センター機能充実事業（健康増進課）　3,775,803円（県［10/10］3,773,000円、一般財源2,803円）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
子育て支援対策臨時特例交付金の積立基金を活用し、
すべての家庭が安心して子どもを育てることができる環
境づくりを推進する。

対象者（受益）

　・絵で見る子どもの緊急時対処法啓発事業（健康増進課）　300,000円（県［10/10］300,000円、一般財源0円）

　・学童保育等事務処理システム構築事業（こども未来課）　401,138円（県［10/10］401,000円、一般財源138円）

事業効果等
(具体的に記入)

宍粟市の次代を担う子どもを安心して育てることができるまちづくりのために、子育て世代の親子のふれあいの場
や、子どもを安心して預けられる施設、及び地域全体で子育てを応援する環境を整備することができた。

事業内容

H21～ 新規・継続の別

③地域子育て創生事業（総括：社会福祉課）　18,690,332円（県［10/10］18,557,000円、一般財源133,332円）③地域子育て創生事業（総括：社会福祉課）　18,690,332円（県［10/10］18,557,000円、一般財源133,332円）③地域子育て創生事業（総括：社会福祉課）　18,690,332円（県［10/10］18,557,000円、一般財源133,332円）③地域子育て創生事業（総括：社会福祉課）　18,690,332円（県［10/10］18,557,000円、一般財源133,332円）

　・しーたんの子育てリズム体操制作事業（社会福祉課）　5,365,318円（県［10/10］5,237,000円、一般財源128,318円）

　・親子ふれあい読書活動推進事業（社会教育課）　6,681,430円（県［10/10］6,681,000円、一般財源430円）

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：168

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 5,917 5,237 680 人件費

Ｈ 22 決 算 5,237 5,237 0 賃金

予 算 - 決 算 680 0 0 0 0 0 680 委託料 5,200

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費

前年度決算比 5,237 0 5,237 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 全市民 扶助費

人数等 その他 37

事業期間 新規 補助

社会福祉課 しーたんの子育てリズム体操制作事業（安心こども基金）

一般会計　３・２・８ 総合計画の施策名称： 少子化対策の総合的な推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
子どもたちの健やかな成長と、宍粟市の隅々まで子どもたち
の明るい歌声が響くことを願い、あわせて子どもたちの心にふ
るさとへの愛着を芽生えさせることを目的とする。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22～ 新規・継続の別 補助・単独の別

宍粟市のﾏｽｺｯﾄ「しーたん」の歌詞募集　【１２９点　１１４人の応募】
しーたんの曲、体操の制作　　    　　　　　【制作業務の入札により業者に委託】
しーたん体操DVD制作    (３００枚）
しーたんの曲CD制作      (３００枚）
しーたん体操解説書制作（２０,０００枚）
ピアノ、吹奏楽演奏用譜面制作
しーたん着ぐるみ（体操できるように軽量化したもの）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　子どもたちが元気に体操をすることはもとより、自治会や老人会等においても年齢を問わず活用できる全身運動
で、曲に合わせて体を動かすことで健康増進を図り、親子や地域との交流を図る。(２２年度は計画から制作まで）

　23年度以降、「しーたん体操発表会」を開催・周知し、広く啓発していく。
　市内各保育所から高等学校までCD・DVDを配布し、運動会や吹奏楽等で活用してもらう。

　市内各施設等への配布も検討、各種イベントに活用予定。
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単位：千円

所管課： 事業名： 予算書頁：172

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 249,121 186,840 12,366 49,915 人件費

Ｈ 22 決 算 213,754 181,460 11,823 7,705 12,766 賃金

予 算 - 決 算 35,367 5,380 543 0 △ 7,705 0 37,149 委託料

Ｈ 21 決 算 257,501 189,419 11,125 5,446 51,511 工事請負費

前年度決算比 △ 43,747 △ 7,959 698 0 2,259 0 △ 38,745 備品購入費

負担金補助金

具体名 被保護者 扶助費 213,754

その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：116

社会福祉課 生活保護扶助費

一般会計　３．３．２ 総合計画の施策名称： 地域福祉の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

　日本国憲法第25条「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生
活を営む権利を有する。」に規定する理念に基き制定された生活保護
法により、生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応
じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その
自立を助長することを目的とする。

対象者（受益）

人数等 124人

事 業 内 容

Ｈ17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

・生活保護に関する相談
・申請にかかる調査、可否決定
・生活保護費の支給
・ケース訪問活動による生活相談、支援
・他法他施策の可否調査（扶養援助依頼・年金受給申請等）
・各種援助プログラムに基づく就労・自立支援
・漏給、濫給の防止

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　保護費の支給により最低限度の生活を送れるようにするとともに、就労支援や年金の受給申請等により自立生活
を営めるように援助を行うとともに、各種調査の実施により漏給、濫給の防止に努めた。

平成22年度末保護世帯数・人員：92世帯・124人
実績額：生活扶助費48,549,857円、教育扶助費1,279,877円、住宅扶助費10,446,744円、医療扶助費138,628,382円、
介護扶助費3,323,752円、出産扶助費187,100円、生業扶助費1,134,379円、葬祭扶助費540,130円、施設事務費
9,662,847円、合計213,753,068円

社会福祉課 介護認定審査会所管課： 事業名： 決算書頁：116

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 7,875 7,875 人件費

Ｈ 22 決 算 7,134 7,134 賃金

予 算 - 決 算 741 0 0 0 0 0 741 委託料

Ｈ 21 決 算 7,104 7,104 工事請負費

前年度決算比 30 0 0 0 0 0 30 備品購入費

負担金補助金

具体名 要介護認定申請者 扶助費

人数等 2,306名 その他 7,134

事業期間 継続 単独

社会福祉課 介護認定審査会

介護保険特別会計１．３．１ 総合計画の施策名称： 介護・生活支援体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
要介護認定申請者に対し正確、公平かつ迅速に介護認定審
査を行い、認定結果を通知する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

介護認定者数 2,306名（平成23年3月31日現在）

22年度　新規認定者数 634名　更新認定者数 1,946名　区分変更認定者数 245名
介護認定審査会8合議体（5名構成）　計 95回開催

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

要介護認定申請者に対し的確かつ公平に介護認定審査を行うことができた。

また、当初予定件数2,750件に対し、新規・更新・変更を合わせた審査件数は2,825件であった。
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：116

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 26,525 26,525 人件費

Ｈ 22 決 算 26,326 26,326 賃金 10,621

予 算 - 決 算 199 0 0 0 0 0 199 委託料 842

Ｈ 21 決 算 23,339 23,339 工事請負費

前年度決算比 2,987 0 0 0 0 0 2,987 備品購入費

負担金補助金

具体名 要介護認定申請者 扶助費

人数等 2,825名 その他 14,863

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：120社会福祉課 地域密着型介護サービス給付

社会福祉課 介護認定調査

介護保険特別会計１．３．２ 総合計画の施策名称： 介護・生活支援体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
要介護高齢者や障がい者が住み慣れた住宅で、少しでも自
立した生活が送れるよう住環境の整備（改修）を支援する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

認定調査員5名雇用し、9割直営で調査を行った。
認定調査員及び市職員による認定調査件数 2,587件　委託調査 238件

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

臨時職員として認定調査員を雇用し、直接認定調査を実施することにより迅速かつ的確な調査を行うことができた。

所管課： 事業名： 決算書頁：120

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 242,741 60,685 30,343 103,165 48,548 人件費

Ｈ 22 決 算 201,545 50,386 25,193 85,657 40,309 賃金

予 算 - 決 算 41,196 10,299 5,150 0 17,508 0 8,239 委託料

Ｈ 21 決 算 191,765 47,941 23,970 83,418 36,436 工事請負費

前年度決算比 9,780 2,445 1,223 0 2,239 0 3,873 備品購入費

負担金補助金 201,545

具体名 要介護認定者 扶助費

人数等 110名 その他 0

事業期間 継続 補助

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 内 容

H18～ 新規・継続の別 補助・単独の別

平成18年4月より地域密着型サービスが開始。
地域密着型サービス利用者  110名（平成23年3月月報より）。
認知症対応型デイサービス2箇所、認知症対応型グループホーム2箇所、小規模多機能型居宅介護2箇所。

社会福祉課 地域密着型介護サービス給付

介護保険特別会計２．１．11 総合計画の施策名称： 介護・生活支援体制の充実

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

認知症等の高齢者が、住み慣れた地域で生活支援を受けながら、安心して日常生活を送ることができるようになっ
た。

事 業 目 的
認知症等の高齢者が可能な限り、住み慣れた地域、また在宅
での生活の継続を図る。

対象者（受益）
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：132

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 14,116 8,444 900 4,772 人件費

Ｈ 22 決 算 13,161 8,493 900 3,768 賃金

予 算 - 決 算 955 0 △ 49 0 0 0 1,004 委託料

Ｈ 21 決 算 13,584 8,420 5,164 工事請負費

前年度決算比 △ 423 0 73 0 0 900 △ 1,396 備品購入費

負担金補助金 13,161

具体名 会員 扶助費

人数等 10,129人 その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：132

高年・障害福祉課 老人クラブ活動等社会活動促進事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 地域福祉の充実一般会計　３．１．２

事 業 目 的

事 業 内 容

多様な社会活動が行なわれ、老後の生活を豊かにするとともに明るい長寿社会づくりに貢献した。世代間交流事業
や高齢者相互の見守りに関しては、活動強化推進事業において実施し、地域の活性化を図った。

　　単位老人クラブ助成事業活動回数　　　　　　目標　13,899回　　　実績　12,960回
　　老人クラブ活動強化推進事業活動回数　　　目標　13,737回　　　実績　13,407回

補助・単独の別H17　～ 新規・継続の別

１．単位老人クラブ補助金　　合計：11,328,000円
(1)単位老人クラブ助成事業（社会奉仕活動・高齢者教養講座・健康増進事業）
　　　　3,500円×12月×118クラブ＝4,956,000円
(2)老人クラブ活動強化推進事業（社会奉仕活動・高齢者教養講座・健康増進事業において子育て支援・見守り活動を重点実施）
　　　　4,500円×12月×118クラブ＝6,372,000円
２．宍粟市老人クラブ連合会補助金　　合計：1,833,385円
(1)一般事業（活動促進・地域支え合い・老連活動支援体制強化）　　833,385円
(2)特別事業（地域支え合い・老連活動支援体制強化）　　　　　　　　　711,600円
(3)健康づくり・介護予防支援事業（ウォーキング大会・教室）　　　　　288,400円

高齢者の知識及び経験を生かした生きがいと健康づくりのた
めの多様な社会活動が行なわれることにより、老後の生活を
豊かなものにするとともに明るい長寿社会に資する。

対象者（受益）

高年・障害福祉課 敬老会開催補助事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

所管課： 事業名： 決算書頁：132

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 11,639 2,600 9,039 人件費

Ｈ 22 決 算 11,128 2,600 8,528 賃金

予 算 - 決 算 511 0 0 0 0 0 511 委託料

Ｈ 21 決 算 10,971 10,971 工事請負費

前年度決算比 157 0 0 0 0 2,600 △ 2,443 備品購入費

負担金補助金 11,128

具体名 75歳以上 扶助費

人数等 6,955人 その他 0

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

地域社会と高齢者同志の関わりを深め、高齢者福祉の向上と社会参加を促すことができた。

　　開催数　　　　３６箇所
　　参加者数　　 2,954人（42.5％）

事 業 目 的

事 業 内 容

H17　～ 新規・継続の別 補助・単独の別

旧山崎町内自治会及び一宮、波賀、千種市民局管内で敬老会を開催する為に必要な経費について補助金を交付。

対象者：毎年８月１日現在の75歳（同学年）以上の高齢者
　　【山崎】　＠1,600円×3,582人＝5,731,200円
　　【一宮】　＠1,600円×1,745人＝2,792,000円
　　【波賀】　＠1,600円×   845人＝1,352,000円
　　【千種】　＠1,600円×   783人＝1,252,800円

各地区で高齢者を招待した敬老会を開催することで、長年の
苦労を労い健康と長寿をお祝いし、もって高齢者福祉の増進
を図る。

対象者（受益）

高年・障害福祉課 敬老会開催補助事業

一般会計　３．１．２

予算・決算額
財源内訳

地域福祉の充実

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：132

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 8,700 8,700 人件費

Ｈ 22 決 算 8,700 8,700 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 8,700 8,700 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金 8,700

具体名 シルバー人材センター 扶助費

人数等 会員597人 その他 0

事業期間 継続 単独

契 約 金 額

就業延人数

就業実人数

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：146

入会率　3.94％

　実績　270,265,589円

　実績　560人

高年・障害福祉課 緊急通報装置設置事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　市、学校業務の一部ではもはやシルバー人材センターは欠かすことができなくなってきており、企業、一般市民か
らのニーズも年々増加し、会員が働くことの喜びを感じることで生きがいの創造に貢献している。

平成22年末現在会員数　　597人

　実績　49,815人

事 業 目 的

事 業 内 容

補助・単独の別H17　～ 新規・継続の別

１　会員の安全就業への取り組み　→　安全就業委員会による指導活動
２　高年齢者の就業に関する情報収集と提供　→　市内事業所や家庭を訪問することにより業務の新規開拓
３　会員と地域社会との連携　→　各事業所ごとにボランティア活動
４　新公益法人制度による認定申請に向け準備
５　会員増加への取り組み
６　独自事業への取り組み　→　各事業所において野菜、大豆の栽培

　補助金　8,700千円

高齢者の就業機会の増大を促進するシルバー人材センター
の運営に補助を行うことで、体制強化を行い、生きがいの創
造とその能力を生かした活力ある地域づくりに貢献する。

対象者（受益）

高年・障害福祉課 シルバー人材センター運営費補助事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実一般会計　３・１・２

所管課： 事業名： 決算書頁：146

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,235 91 2,144 人件費

Ｈ 22 決 算 1,987 94 1,893 賃金

予 算 - 決 算 248 0 0 △ 3 0 0 251 委託料

Ｈ 21 決 算 1,999 171 1,828 工事請負費

前年度決算比 △ 12 0 0 △ 77 0 0 65 備品購入費 1,148

負担金補助金

具体名
独居等で援助が必要

な高齢者 扶助費

人数等 508世帯 その他 839

事業期間 継続 単独

519台

508台

50台

61台

◎緊急通報装置等購入費(29台）　1,106千円

【山崎（26台）、一宮（11台）、波賀（10台）、千種（3台）】

【山崎（35台）、一宮（13台）、波賀（7台）、千種（6台）】

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

【山崎（207台）、一宮（143台）、波賀（56台）、千種（102台）】

高年・障害福祉課 緊急通報装置設置事業

緊急通報装置を対象者宅に設置し、消防署と電話回線でつなぎ、対象者が緊急通報のボタンを押すことにより、消
防署に通報が行き、緊急対応を24時間体制で取ることができる。設置時に近隣の協力者3名を依頼し、緊急時の安
否確認を行えるようにしている。
設置している世帯を定期的に消防署や実態把握員等が訪問し、機器の状況、正しい使用方法、本人の状況等を確
認し、緊急時に正しく作動するようにしている。
設置に関しては、所得に応じ自己負担あり。設置後の電池代等消耗品や電話回線使用料等については自己負担で
ある。

緊急通報装置の設置により、緊急時の不安解消と迅速な対応を図ることができる。

21 年 度 末 設 置 状 況 ：

一般会計　３・１・７

予算・決算額
財源内訳

安心できる保健・福祉・医療体制の充実

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

事 業 目 的

事 業 内 容

H17　～ 新規・継続の別 補助・単独の別

在宅の一人暮らし高齢者等の緊急時の不安解消と迅速な対
応を図り、在宅での安心した生活の継続を支援する。

対象者（受益）

◎取付手数料等　751千円

22 年 度 撤 去 状 況 ：

【山崎（216台）、一宮（145台）、波賀（53台）、千種（105台）】

22 年 度 末 設 置 状 況 ：

22年度新規設置状況：
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：132

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 75,442 15,840 59,602 人件費

Ｈ 22 決 算 74,109 12,839 61,270 賃金

予 算 - 決 算 1,333 0 0 3,001 0 0 △ 1,668 委託料

Ｈ 21 決 算 77,411 13,383 64,028 工事請負費

前年度決算比 △ 3,302 0 0 △ 544 0 0 △ 2,758 備品購入費

負担金補助金

具体名
養護老人ホーム
被措置者 扶助費 74,094

人数等 39名 その他 15

事業期間 継続 単独

14千円

1千円

74,094千円

4回開催 39名入所

１名 延べ13日

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：132

5名入所判定

予算・決算額

介護・生活支援体制の充実

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

財源内訳 22年度決算の内訳

【養護入所判定委員会開催回数・入所者数】

養護老人ホームへ入所者の措置費の支弁、自己負担金徴収、入所者の調査

【虐待防止法による措置短期入所】

高年・障害福祉課

事 業 目 的
独居等で在宅での生活の継続が困難な高齢者等を養護老人
ホームへ入所装置することにより、安心・安全な生活を支援す
る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17　～ 新規・継続の別 補助・単独の別

養護老人ホームへの入所措置の実施：入所相談、入所調査、入所判定委員会の開催（4回）

高年・障害福祉課 老人保護措置費（養護老人ホーム措置費）

入所判定員会委員報償：

入 所 調 査 旅 費 ：

入 所 者 装 置 費 ：

要援護独居高齢者等を養護老人ホームへ入所装置することにより、高齢者の安心・安全な生活を支援する。

一般会計　３・１・２ 総合計画の施策名称：

救急医療情報キット配付事業所管課： 事業名： 決算書頁：132

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,290 2,000 290 人件費

Ｈ 22 決 算 2,109 2,000 109 需用費 2,109

予 算 - 決 算 181 0 0 0 0 0 181 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 2,109 2,000 0 0 0 0 109 備品購入費

負担金補助金

具体名 希望世帯 扶助費

人数等 14,369世帯 その他 0

事業期間 新規 補助

22年度決算の内訳

対象者（受益）

事 業 内 容

H22　～ 新規・継続の別 補助・単独の別

・救急医療情報キット（保管容器、ステッカー（冷蔵庫用・ドア用・予備）3枚、救急安心カード5枚）　　5,500本

高年・障害福祉課 救急医療情報キット配付事業

かかりつけ医療機関名、既往歴、服用している薬名、緊急連絡先等を記載した救急安心カードを入れた容器を冷蔵
庫で保管する救急医療情報キットを希望する世帯に配付する。具合が悪く救急車を呼んだ時に、本人が話すことが
出来なくても、緊急連絡先や主治医、病名等を救急隊員が把握でき、迅速に適切な対応を取ることが出来る。自治
会や民生児童委員さんの協力を得て配付する。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

自治会長会、民生委員児童委員協議会で説明、広報誌への掲載で周知を図った。また、一人暮らし高齢者、高齢者
のみの世帯を対象に行っている高齢者実態把握調査時、キットの説明を行い配付した。

22年度末実績　2,163本【山崎1,360本、一宮512本、波賀159本、千種132本】

一般会計　３・１・２ 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実

予算・決算額

事 業 目 的
かかりつけ医療機関や持病等で、救急時に必要な情報を入
れる救急医療情報キットを配付し、救急時に適切な対応が迅
速に行えるように、市民の安全と安心を確保する。

財源内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：136

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 761 761 人件費

Ｈ 22 決 算 673 673 報償費 673

予 算 - 決 算 88 0 0 0 0 0 88 委託料

Ｈ 21 決 算 511 511 工事請負費

前年度決算比 162 0 0 0 0 0 162 備品購入費

負担金補助金

具体名 障害児 扶助費

人数等 98人 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：136高年・障害福祉課 肢体不自由児療育訓練事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

新規・継続の別

①医師、精神保健福祉士、心理士による子供の発達や関わり方、また就学に関する相談、さらに精神症状や不登校
など問題を抱える親子の関わりに関する相談等の事業を実施する。
・児童思春期相談　　・親と子の心の相談　　・こころのケア相談
②就学に向けた対応等、処遇困難事例の検討のため、医師、心理士等を交えた療育連絡会を実施する。
・就学相談　　・療育連絡会
③発達障がい児への対応、処遇困難事例の検討のため大学講師による学校巡回訪問事業を実施する。
・発達障害巡回相談

高年・障害福祉課

児童精神科医による相談実施により発達障害の早期発見、
早期支援をめざす。また、心に問題を抱える子供とその保護
者に親と子の関係づくりの助言を行うことで、健全な成長促進
をめざす。

対象者（受益）

・児童思春期相談　14回　・親と子の心の相談　4回　・こころのケア相談　6回　・就学相談　2回　・療育連絡会　1回
・発達障害巡回相談　5回
児童精神科医による相談実施により発達障害の早期発見、早期支援ができた。また、心に問題を抱える子供とその
保護者に親と子の関係づくりの助言を行うことで、健全な成長促進につながった。また、学校巡回訪問や療育連絡
会を実施することで、学校関係者のスキルアップにつながり、障害等で対応が難しい児童の支援につながった。

補助・単独の別H17～

障害者相談事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 「地域」で共に暮らせるまちづくり一般会計　３．１．４

所管課： 事業名： 決算書頁：136

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,008 2,008 人件費

Ｈ 22 決 算 2,008 2,008 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料 2,008

Ｈ 21 決 算 2,008 2,008 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 障害児 扶助費

人数等 6人 その他 0

事業期間 継続 単独

高年・障害福祉課 肢体不自由児療育訓練事業

一般会計　３．１．４

予算・決算額
財源内訳

「地域」で共に暮らせるまちづくり

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

実利用者１０名、延べ利用回数６２回

個々の障害に応じた専門的療育を提供することにより、障害の重度化予防、機能低下防止、集団適応能力を獲得
することができた。また、専門家から保護者へアドバイスすることにより、保護者の育児不安の軽減につながった。

事 業 目 的

事 業 内 容

Ｈ17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

はりま自立の家に事業を委託し、理学療法、言語訓練、音楽療法等の専門的な療育訓練を実施する。

保育士、訓練士等による専門的療育を提供することにより、障
がいの重度化予防、機能低下防止、集団適応能力の獲得を
促進するとともに、保護者の育児不安を軽減する。

対象者（受益）
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：136

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,694 1,694 人件費

Ｈ 22 決 算 1,224 1,224 賃金

予 算 - 決 算 470 0 0 0 0 0 470 委託料

Ｈ 21 決 算 1,271 1,271 工事請負費

前年度決算比 △ 47 0 0 0 0 0 △ 47 備品購入費

負担金補助金 1,224

具体名 障害のある児童 扶助費

人数等 約30名 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：136高年・障害福祉課 小規模通所援護事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

対象者、事業者、行政が連携し、相談事業及び児童デイサービス事業を一体的に実施することにより障害の早期発
見、早期療育、障害の重度化予防につながる。
〇H22年度西播磨全体の利用実績　　　・療育相談 228件 （内 宍粟市 2件）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・児童デイサービス 4,722件（宍粟市利用なし）
※宍粟市では、療育事業が県より事務移管したH17年度より、独自で専門医や専門職を任用し療育事業を実施して
いるため、年間２名の利用にとどまっている。今後、医師の都合等により単独実施が困難になることも予測され、ま
た、西播磨地域における療育事業を構成する市町で協力して進めることも重要であり、継続する必要がある。

補助・単独の別H18～ 新規・継続の別

西播磨４市３町が、医師の指導・評価を取り入れた専門職による質の高い療育を提供するため、西播磨リハビリテー
ションセンターに隣接する福祉ゾーンに平成１９年度療育施設を整備した。18年度から先行事業として実施してきた
専門医師による医学的評価及び療育訓練に対する指導・助言、心理士による発達面、行動面の評価・指導やカウン
セリングに加えて、20年度から理学療法士、作業療法士、言語聴覚士による療育訓練（児童デイサービス事業）を本
格的に実施しており、継続して実施する。

西播磨地域の障がいのある児童の療育体制の充実強化を図
り、障がいの早期発見、早期療育につなげる。

対象者（受益）

高年・障害福祉課 西播磨療育推進事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 「地域」で共に暮らせるまちづくり一般会計　３．１．４

所管課： 事業名： 決算書頁：136

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 12,067 2,702 9,365 人件費

Ｈ 22 決 算 11,541 2,390 9,151 賃金

予 算 - 決 算 526 0 312 0 0 0 214 委託料

Ｈ 21 決 算 12,016 2,380 9,636 工事請負費

前年度決算比 △ 475 0 10 0 0 0 △ 485 備品購入費

負担金補助金 11,541

具体名 障害者 扶助費

人数等 13名 その他 0

事業期間 継続 補助

高年・障害福祉課 小規模通所援護事業

一般会計　３．１．４

予算・決算額
財源内訳

「地域」で共に暮らせるまちづくり

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

計画値3作業所20名利用に対し、3作業所13名利用の実績であった。
なお、新体系事業への移行については、H23年度も引き続き促進する。

※新体系事業への移行(市内作業所の移行状況）
　　すぎの木工房（精神障害）　　　H19.4.1～地域活動支援センター
　　さつき作業訓練所（知的障害）　H20.10.1～地域活動支援センター
　　あおぞら太陽の家（身体障害）　H21.4.1～地域活動支援センター

事 業 目 的

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

在宅障害者の地域的な援護対策として、作業指導・生活訓練
等を実施している小規模作業所に対し、運営費を補助するこ
とにより、福祉の増進を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

心身障害者小規模作業所援護事業補助金　　11,541千円

　　市内作業所
　　　①ひより（身体障害）　利用者7名　　②チェシャー・ショップ（身体障害）　利用者5名
　　市外作業所
　　　①ゆめさき舎（知的障害）　利用者1名　　　H22.10～生活介護事業所へ移行
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：136

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,615 2,615 人件費

Ｈ 22 決 算 2,486 2,486 賃金

予 算 - 決 算 129 0 0 0 0 0 129 委託料

Ｈ 21 決 算 2,486 2,486 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金 2,486

具体名 障害者等 扶助費

人数等 1,015人 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：136

市内の福祉関係団体に対し、地域における幅広い活動を促す
ことにより、社会福祉の向上に努める。

対象者（受益）

高年・障害福祉課 福祉活動団体補助事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 「地域」で共に暮らせるまちづくり一般会計　３．１．４

高年・障害福祉課 小規模作業所等通所費・療育訓練通所費補助事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

・宍粟市身体障害者福祉協会　　会員数859名（H21：1,010名）
・宍粟市手をつなぐ育成会　　　　会員数100名（H21：111名）
・宍粟すぎの木家族会　 　　　　　会員数56名（H21：55名）

※団体補助のあり方について、H23年度中に検討する。

補助・単独の別H17～ 新規・継続の別

福祉活動団体（障害者団体）の活動事業に対し、補助金を交付した。また、団体会員から3障害の相談員を配置し、
会員以外の障がいのある人への情報提供等を行った。

・宍粟市身体障害者福祉協会　1,850千円（H21：1,850千円）　　・宍粟市手をつなぐ育成会　506千円（H21：506千円）
・宍粟すぎの木家族会　130千円（H21：130千円）

所管課： 事業名： 決算書頁：136

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 4,717 4,717 人件費

Ｈ 22 決 算 4,715 4,715 賃金

予 算 - 決 算 2 0 0 0 0 0 2 委託料

Ｈ 21 決 算 3,353 3,353 工事請負費

前年度決算比 1,362 0 0 0 0 0 1,362 備品購入費

負担金補助金 4,715

具体名 障害者（児） 扶助費

人数等 83名 その他 0

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

【作業所等通所費補助】　　計画値63名　　→　実績76名
【療育訓練通所費補助】　　計画値4名　　→　　実績7名

事 業 目 的

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

市内外の地域活動支援センター・小規模作業所・療育訓練施設等へ通所している障害者（児）に対し、通所にかかる
費用を助成した。（交通機関利用…実費相当額、自家用車利用…@15円/㌔×往復距離×日数）

【作業所等通所費補助】　　12ヵ所（年度当初の区分）　76名　3,878千円　（H21：11ヶ所　67名　2,907千円）
　①地域活動支援センター　5ｾﾝﾀｰ　51名　　　②小規模作業所通所者　　　　2作業所　8名
　③通所授産施設　　　　　　1ヶ所　　 1名 　　  ④就労支援事業所　　　　　 　 4ヶ所  　16名

【療育訓練通所費補助】　　5施設　7名　837千円　（H21：4施設　5名　446千円）

障害者の作業所等への通所や心身障害児の療育訓練の通
所に要する経済的負担を軽減することにより、訓練を支援し、
社会参加または社会復帰の促進を図る。

対象者（受益）

一般会計　３．１．４

予算・決算額
財源内訳

「地域」で共に暮らせるまちづくり

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

高年・障害福祉課 小規模作業所等通所費・療育訓練通所費補助事業
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：136

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 18,848 14,135 4,713 人件費

Ｈ 22 決 算 17,226 12,919 4,307 賃金

予 算 - 決 算 1,622 1,216 0 0 0 0 406 委託料

Ｈ 21 決 算 18,078 13,557 4,521 工事請負費

前年度決算比 △ 852 △ 638 0 0 0 0 △ 214 備品購入費

負担金補助金

具体名 障害者（児） 扶助費 17,226

人数等 70名 その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：136

身体・知的・精神に重度の障害があり、日常生活において常
時介護を必要とする障害のある人（児童）に障害者手当を支
給することにより福祉の増進を図る。

対象者（受益）

高年・障害福祉課 特別障害者手当等給付事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 「地域」で共に暮らせるまちづくり一般会計　３．１．４

高年・障害福祉課 重度心身障害者（児）介護手当支給事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

新規認定者5名増も死亡・施設入所による減のため受給者数はほぼ変わらないが、精神又は身体に重度の障がい
があり、日常生活において常時介護を必要とする障がいのある人（児）に障害者手当を支給し、障がいのある人及
びその保護者の経済的負担を軽減することにより、地域での自立生活の促進を図れた。

補助・単独の別H17～ 新規・継続の別

身体・知的・精神に重度の障害があり、日常生活において常時介護を必要とする障害のある人（児童）に対し、特別
障害者手当、障害児福祉手当を支給する。（手当月額　特障26,440円　児福14,380円　経福14,380円）
　　　受給者数　　　特別障害者手当　40名　　　　　延支給者数　　　特別障害者手当　447名
　　　　　　　　　　　　障害児福祉手当　28名　　　　　　　　　　　　　　　 障害児福祉手当　305名
　　　　　　　　　　　　経過的福祉手当　6名　　　　　　　　　　　　　　　　経過的福祉手当　71名

所管課： 事業名： 決算書頁：136

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 300 150 150 人件費

Ｈ 22 決 算 217 108 109 賃金

予 算 - 決 算 83 0 42 0 0 0 41 委託料

Ｈ 21 決 算 375 187 188 工事請負費

前年度決算比 △ 158 0 △ 79 0 0 0 △ 79 備品購入費

負担金補助金

具体名 障害者（児） 扶助費 217

人数等 3名 その他 0

事業期間 継続 補助

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

障害福祉サービスの利用開始により受給者２名減となったが、介護者又は重度心身障害者（児）の負担軽減を図る
ことにより、地域での自立生活の促進を図れた。

事 業 目 的

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

重度心身障害者（児）の介護者に介護手当を支給する。（年額100,000円）
　　　受給者数　3名　　　延支給者数26名

【参考】H23.6現在受給者数　１名

重度心身障害者（児）の介護者に介護手当を支給することに
より、介護者又は重度心身障害者（児）の負担の軽減を図る。

対象者（受益）

一般会計　３．１．４

予算・決算額
財源内訳

「地域」で共に暮らせるまちづくり

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

高年・障害福祉課 重度心身障害者（児）介護手当支給事業
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：136

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,984 1,984 人件費

Ｈ 22 決 算 1,984 1,984 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 1,880 1,880 工事請負費

前年度決算比 104 0 0 0 0 0 104 備品購入費

負担金補助金

具体名 障害者（児） 扶助費 1,984

人数等 45名 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：136

会計・科目：　　　　　　　　　　　

介護者又は重度心身障害者（児）の負担の軽減を図ることに
より、地域での自立生活の促進を図る。

対象者（受益）

高年・障害福祉課 重度障害者（児）自立支援金支給事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 「地域」で共に暮らせるまちづくり一般会計　３．１．４

一般会計　３．１．４ 「地域」で共に暮らせるまちづくり総合計画の施策名称：

高年・障害福祉課 障害児タイムケア事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

知的障害者通所施設利用者　利用事業所数　３事業所　利用者数　20名
小規模作業所利用者　利用事業所数　５事業所　利用者数　18名
就労継続支援B型利用者　利用事業所数　１事業所　利用者数　１名
療育訓練等利用者　利用事業所数　４事業所　利用者数　７名
重度障がいのある人（児）の自立と社会参加の促進が図れた。

補助・単独の別H17～ 新規・継続の別

介護手当を受給していない在宅の65歳未満の身体障害者手帳１・２級、療育手帳A、精神障害者保健福祉手帳１級
所持者で、次のいずれかの該当者に月額4,000円の支援金を支給する。
　受給者数　46名
　（身体障害者）　移動・排泄・食事等の介助が必要で作業所等に通所中の人
　（知的障害者）授産施設・作業所等に通所中の人
　（精神障害者）デイケア・作業所等に通所中の人
　（障害児）児童福祉法規定の施設通所中の人、児童デイサービス利用中の人

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 9,678 8,828 600 250 人件費

Ｈ 22 決 算 7,772 7,712 60 0 賃金 4,824

予 算 - 決 算 1,906 0 1,116 540 0 0 250 委託料 2,636

Ｈ 21 決 算 229 215 14 0 工事請負費

前年度決算比 7,543 0 7,497 46 0 0 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 障がいのある児童 扶助費

人数等 6名 その他 312

事業期間 継続 補助

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　本事業の実施により、障害のある児童の放課後や、長期休暇中の居場所が確保され、保護者や介護者の負担も
軽減された。
　また、学童保育所で同じ小学校へ通う児童と一緒に過ごすことで、成長が見られた児童もいる。
　〇実施内容
　　　【直接実施】　　４箇所　　　　５名
　　　【委　　　託】　　１箇所　　　　２名
　〇保護者の就労継続　　４名　　　　　　負担軽減　　２名
　※本事業は、H21～22年度緊急雇用就業機会創出基金で実施しており、この補助はH23年度で終了すること、ま
た、実績をもとに今後の実施方法等をH23年度中に検討する必要がある。

事 業 目 的

事 業 内 容

H21　～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　放課後や長期休暇中、障害のある児童を学童保育所において、学童保育入所児童と合同保育を実施した。
  対象児１～２人対して１人の割合で指導員を配置し、児童や保護者が安心できる体制をとった。
　
　　※指導員は失業者を臨時的に任用し、緊急雇用就業機会創出事業基金補助事業の対象とする。
　　　（消耗品費、共済費も対象）
　　※保護者負担　　基本利用料　  月額 6,000円　（7月 7,000円　8月 8,000円）
　　　　　　　　　　　　　おやつ代等　　月額 1,200円　　　　　　　　　　 ※ 利用料467,000円は別途人件費に充当。
　　　　　　　　　　　　　障害保険料　  年額 　600円

　平日の放課後または、土曜日や長期休暇期間における児童
の活動の場を確保し、また保護者の就労支援、さらに介護者
の休息を目的とする。

対象者（受益）

一般会計　３．１．４

予算・決算額
財源内訳

「地域」で共に暮らせるまちづくり

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：138

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,894 1,021 873 人件費

Ｈ 22 決 算 1,486 897 589 賃金

予 算 - 決 算 408 0 124 0 0 0 284 委託料

Ｈ 21 決 算 1,293 722 571 工事請負費

前年度決算比 193 0 175 0 0 0 18 備品購入費

負担金補助金 1,486

具体名 障害者 扶助費

人数等 20人 その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：138

障害福祉サービス利用者低所得者対策として利用者負担の
一部を軽減することにより、低所得者の生活の安定と障害福
祉サービスの利用促進を図る。

対象者（受益）

高年・障害福祉課 利用者負担等軽減事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 「地域」で共に暮らせるまちづくり一般会計　３．１．５

高年・障害福祉課 新体系移行促進事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

障害福祉サービス利用低所得者対策として、利用者負担の一部を助成することにより、低所得者の生活の安定と障
害福祉サービスの利用促進を図れた。
さらに、通所サービス利用促進事業については、実施予定1事業者に対して、実補助3事業所であり、事業者の運営
費用等の一部を助成することにより事業所の経営の安定及びサービスの利用促進を図れた。

補助・単独の別H18～ 新規・継続の別

①グループホーム等利用者家賃負担軽減事業助成金870,000円（助成対象者9名）※補助率1/2

②通所サービス利用促進事業補助金616,487円　※補助率3/4
　　実施事業者：はなさきむら作業所（利用者3名）、ゆめのたね（利用者1名）、あおぞら太陽の家（利用者7名）

所管課： 事業名： 決算書頁：138

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,406 2,379 27 人件費

Ｈ 22 決 算 106 79 27 賃金

予 算 - 決 算 2,300 0 2,300 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 88 57 31 工事請負費

前年度決算比 18 0 22 0 0 0 △ 4 備品購入費

負担金補助金 106

具体名 障害者施設 扶助費

人数等 6施設 その他 0

事業期間 継続 補助

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

新体系事業へ移行した事業者の運営費用等を一部助成することにより、事業者の経営の安定を図れた。

事 業 目 的

事 業 内 容

H21～ 新規・継続の別 補助・単独の別

①新体系事業移行促進事業　105,600円（21年度移行1施設2名・22年度移行5施設8名）
　
②グループホーム等新規開設サポート事業　しそう自立の家新規開設見送り

障害者自立支援法に基づく新体系事業への移行に伴うコスト
の増加等に対応できるよう、移行した新体系事業所に一定の
助成を行うことによって、旧体系施設から新体系への移行を
促進する。

対象者（受益）

一般会計　３．１．５

予算・決算額
財源内訳

「地域」で共に暮らせるまちづくり

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

高年・障害福祉課 新体系移行促進事業

84



平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：138

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 598,079 296,545 148,272 153,262 人件費

Ｈ 22 決 算 585,866 291,317 154,764 139,785 賃金

予 算 - 決 算 12,213 5,228 △ 6,492 0 0 0 13,477 委託料

Ｈ 21 決 算 504,120 247,962 129,385 126,773 工事請負費

前年度決算比 81,746 43,355 25,379 0 0 0 13,012 備品購入費

負担金補助金 9,045

具体名 障害者（児） 扶助費 576,821

人数等 約600人 その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

障害者自立支援法の施行に伴う障害福祉サービス費等の給
付を行うことにより、障がいのある人の自立と社会参加の促
進、地域生活の継続を図る。

対象者（受益）

高年・障害福祉課 障害福祉サービス給付事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 「地域」で共に暮らせるまちづくり一般会計　３．１．５

事 業 効 果 等
（目標数値と結果数
値を用いるなど具体

的 に 記 入 ）

事 業 目 的

事 業 内 容

障害福祉サービス利用見込375名に対して実利用は396名であり、サービス利用の促進を図ることにより、障がいのある人の
自立と地域での生活継続の促進を図ることができた。また、事業者の運営費用等の一部を助成することにより事業所の経営
の安定及びサービスの利用促進を図れた。

補助・単独の別H18～ 新規・継続の別

(1)障害福祉サービス（訪問系・日中活動系・居住系各種サービス）給付費　559,661,405円
 　　　支給決定者数464名　　サービス実利用者数396名　　サービス延べ利用状況4,108名
　■新体系事業利用者　336名
　　・居宅介護　28名　・重度訪問介護　0名　・療養介護　1名　・生活介護　99名　・児童ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ　27名　・短期入所　21名
　　・共同生活介護　5名　・施設入所支援　96名　・共同生活援助　7名　・自立訓練（機能訓練）　2名　・自立訓練（生活訓
　　練）　2名　・就労移行支援　5名　・就労継続支援（Ａ型）　1名　・就労継続支援（B型）　40名　・基準該当生活介護　2名
　■旧体系事業利用者　62名
　　・身体入所療護　4名　・身体入所授産　1名
　　・知的入所更生　22名　・知的通所更生　1名　・知的入所授産　1名　・知的通所授産　31名　・知的通勤寮　2名
(2)補装具費給付事業　給付件数　84件　　給付費11,134,988円
(3)療養介護医療費　1名　1,173,664円
(4)特別対策事業　①事業運営安定化事業補助金　6,231,940円※補助率3/4
　　　　　　　　　　　  ②移行時運営安定化事業　2,813,470円※補助率10/10
(5)更生医療給付事業　入院15件（肢体不自由11件　心臓1件　じん臓3件）　入院外35件（肢体不自由12件　じん臓21件　肝
臓2件）　給付費4,851,434円

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：138

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 16,395 8,198 4,098 0 4,099 人件費

Ｈ 22 決 算 15,312 7,196 3,598 1 4,517 賃金 250

予 算 - 決 算 1,083 1,002 500 △ 1 0 0 △ 418 委託料 912

Ｈ 21 決 算 13,238 5,525 2,762 4,951 工事請負費

前年度決算比 2,074 1,671 836 1 0 0 △ 434 備品購入費

負担金補助金 117

具体名 障害者（児） 扶助費 14,033

人数等 約500人 その他 0

事業期間 継続 補助

事 業 効 果 等
（目標数値と結果数
値を用いるなど具体

的 に 記 入 ）

障害者居宅介護従事者研修事業の実施などにより、サービス提供事業者及び介護従事者のレベルアップを図り、障がいのある人
が地域において生活する上で必要となる福祉サービスの充実を図ることができた。また、利用者数については目標に達していない
が、日中ショートステイ事業においては昨年度より実利用回数において58回、給付費において741千円の増、日常生活用具給付事
業については給付費において昨年より1,672千円の増であり、自立した生活又は社会生活を営むことへの支援を行うことができた。

事 業 目 的

事 業 内 容

H18～ 新規・継続の別 補助・単独の別

・日常生活用具給付事業　利用者数延べ800名　　給付費8,807,896円
・移動支援（ｶﾞｲﾄﾞﾍﾙﾌﾟ）事業　利用者数7名　実利用回数120回　　給付費909,581円
・日中ｼｮｰﾄｽﾃｲ事業　利用者26名　実利用回数1,034回　　給付費4,204,878円
・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援事業（手話通訳　利用者数延べ109名　通訳時間数208時間　賃金支払額249,800円
・訪問入浴サービス事業　利用者1名　利用回数1回　給付費1回12,500円（うち利用者負担1割1,250円）
・更生訓練費支給事業　実利用者数5人　施設1箇所　　給付費97,650円
・自動車改造費助成事業　2件　117,430円
・社会参加促進事業　300,000円　（障害者ｽﾎﾟｰﾂ大会　市身障協会に事業委託150,000円、
                            　　　　　　　  生活訓練事業　すぎの木家族会に事業委託150,000円）
・知的障害者職親委託事業　職親登録者数4名　事業利用者数2名（Ｈ20.6～利用）1日2,000円×306日＝612,000円
・その他社会参加促進事業として　　障害者居宅介護従事者研修事業　委託料0円
　　　（行動援護従事者研修、精神障害者居宅介護従事者養成研修、全身性障害者移動支援従事者養成研修）
　　　※委託事業所（ＮＰＯさつき）に対し、兵庫県社会福祉協議会、福祉人材センターの複数事業所連携事業として
　　　　　補助金が交付されたため、委託料0円

地域の特性に応じた障害福祉サービスを提供することにより、
障がいのある人がその有する能力及び適性に応じ、自立した
日常生活又は社会生活を営むことができるよう支援する。

対象者（受益）

一般会計　３．１．５

予算・決算額
財源内訳

「地域」で共に暮らせるまちづくり

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

高年・障害福祉課 障害者地域生活支援事業
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：138

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 26,577 2,250 5,540 18,787 人件費

Ｈ 22 決 算 18,051 1,006 3,843 13,202 賃金

予 算 - 決 算 8,526 1,244 1,697 0 0 0 5,585 委託料

Ｈ 21 決 算 23,637 1,500 4,910 17,227 工事請負費

前年度決算比 △ 5,586 △ 494 △ 1,067 0 0 0 △ 4,025 備品購入費

負担金補助金 18,051

具体名 障害者 扶助費

人数等 53名 その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：142高年・障害福祉課 さつき園施設管理運営管理

高年・障害福祉課 地域活動支援センター基礎的・機能強化事業

一般会計　３．１．５ 総合計画の施策名称： 「地域」で共に暮らせるまちづくり

対象者（受益）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
在宅障害者の地域的な援護対策として、作業指導・生活訓練
等を実施している地域活動支援センターに対し、運営費を補
助することにより、福祉の増進を図る。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

計画値5ヵ所44名利用に対し、5ヵ所53名利用の実績であった。

※就労継続支援Ｂ型事業所への移行(市内作業所の移行状況）
　　あおぞら太陽の家（身体障害）　Ｈ22.8.1～
　　すぎの木工房（精神障害）　　　H23.4.1～「ワークプラザすぎの木」として移行予定

事 業 内 容

H19～ 新規・継続の別 補助・単独の別

地域活動支援センター補助金　　18,051千円

　【基礎的事業】　　　16,038千円
　　　市内センター　　①さつき作業訓練所（知的障害）　利用者11名　　　②すぎの木工房（精神障害）　利用者24名
　　　　　　　　　　　　　③あおぞら太陽の家（身体障害）　利用者18名
　　　市外センター　　①あい（精神障害）　利用者1名　　②けいふう（精神障害）　利用者2名
　【機能強化事業】　　2,013千円
　　　市内センター　　①すぎの木工房（精神障害）　　　②あおぞら太陽の家（身体障害）
　　　市外センター　　①けいふう（精神障害）

所管課： 事業名： 決算書頁：142

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 68,480 1,631 47,375 19,474 人件費 45,921

Ｈ 22 決 算 66,473 1,643 48,063 16,767 賃金 10,698

予 算 - 決 算 2,007 0 0 △ 12 △ 688 0 2,707 委託料 135

Ｈ 21 決 算 65,313 3,586 46,116 15,611 工事請負費

前年度決算比 1,160 0 0 △ 1,943 1,947 0 1,156 備品購入費

負担金補助金 116

具体名 施設利用者 扶助費 3,494

人数等 29人 その他 6,109

事業期間 継続 単独

238日 1,543千円

6,322人 約57千円

27人 6,109食

91.60% 1,951千円

知的障害者福祉施設費　66,473千円　　　　　　　　　　　　　定員　35名
　財源内訳財源内訳財源内訳財源内訳　利用料負担金48千円　給食費負担金1,595千円
　製産品売払収入1,542千円　入所者支援費46,487千円　　その他34千円

健康診断　年2回実施

3月31日現在　利用者数　29人

　施設利用者の自立と社会活動への参加を促進するため、
一人ひとりの能力を伸ばす作業指導を基本にした支援を行
う。

対象者（受益）

高年・障害福祉課 さつき園施設管理運営管理

予算・決算額

避難訓練・身体測定　毎月実施

年間一人平均支給額

年平均利用率

年間工賃支給額 ｽﾎﾟｰﾂ大会　2回参加

運動会11月に実施

研修見学　3回実施年間延べ給食提供数

年間通園費助成

財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 「地域」で共に暮らせるまちづくり一般会計　３．１．６

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

補助・単独の別平成17年度～ 新規・継続の別

　年間平均９２％の利用率で、授産事業を展開できた。製産品売払収入が約20千円の増となり、利用者の作業
への意欲を感じ取ることができた。
　給食を提供することにより栄養管理を、また衛生管理・健康管理（健康診断等）をすることにより感染症を予防
することができた。
　季節ごとの行事やｽﾎﾟｰﾂ大会への参加、避難訓練などの実施により社会性や自立心の向上、また生活習慣
を身に付けることができている。

年間施設開園日数

年間延べ利用者数

1日平均利用者数

86
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：144

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 36,816 7,600 29,216 人件費

Ｈ 22 決 算 33,473 9,300 24,173 賃金

予 算 - 決 算 3,343 0 0 0 0 △ 1,700 5,043 委託料 19,460

Ｈ 21 決 算 27,667 27,667 工事請負費

前年度決算比 5,806 0 0 0 0 9,300 △ 3,494 備品購入費

負担金補助金 13,282

具体名 高齢者・障害者 扶助費

人数等 788名 その他 731

事業期間 継続 単独

財源内訳 22年度決算の内訳

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

○登録者数　　 　788名（H21：605名）　　　　　　○実利用者数　　608名（H21：458名）
○延利用回数　22,664回（H21：18,136回）　　　　　○実利用者数/登録者数  77.2％（H21：75.7％）

新規に5事業者の参入を認め、利用者の利便性の向上を図った。次年度は、本事業の安定的な運営のため、利用
条件等の見直しを検討したい。

補助・単独の別H17～ 新規・継続の別

外出が困難な高齢者や障害者に対し、有償（市民局管内片道250円）により、医療機関・公共機関までの輸送サービ
スを提供。
【利用対象者】
　①身体障害者手帳1･2級及び3･4級の下肢、体幹機能障害のある方　　　　②療育手帳A所持者
　③精神保健福祉手帳１級所持者　　　　④介護保険の要支援・要介護認定者
　⑤じん臓機能障害による身体障害者手帳を所持し、人工透析を受け、移動援助が必要な方
【利用制限等】　　事前予約制、回数制限あり（原則16回/月）
【事業者・事業費】
　市社会福祉協議会、篠陽タクシー、千種タクシー、（株）介護ステーション恋、宍粟タクシー、ハートフル介護タク
シー、特定非営利活動法人さつき、（有）上野タクシー　〔計8事業者〕　　補助金13,270千円（H21：16,600千円）、委託
料19,460千円（H21：10,125千円）
【その他の経費】　利用券印刷代387千円、修繕料209千円等

公共交通の利用ができず、外出が困難な高齢者や障害者に
対し、外出支援サービスを提供し、自立と社会参加の促進及
び保健福祉の向上を図る。

対象者（受益）

総合計画の施策名称： 「地域」で共に暮らせるまちづくり一般会計　３．１．７

高年・障害福祉課 外出支援サービス事業

予算・決算額

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：154

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 27,409 27,409 0 人件費

Ｈ 22 決 算 26,576 26,576 0 賃金

予 算 - 決 算 833 833 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 26,576 26,576 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金 26,576

具体名 障害のある人 扶助費

人数等 60名 その他 0

事業期間 継続 補助

事 業 目 的
既存施設の老朽化、また新体系施設に義務付けられている
設備に係る費用の一部を助成することにより、質の高い障害
福祉サービスの提供を図る。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

老朽化した施設を改修することにより、利用者の居住環境の改善につながり、より質の高いサービスを提供できるよ
うになった。

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

　しそう自立の家（H7.8竣工）大規模改修費用の一部を助成する。
　　　総事業費　      　163,800,000 円
　　　補助対象経費  　159,456,750 円
　　　国・県補助金　　 119,592,000 円　（補助率3/4）
　　　法人負担　　　　　 39,864,750 円

　　　市補助金（国・県補助残の2/3）　39,864,750円×2/3≒26,576,000円

高年・障害福祉課 きめ細かな臨時交付金事業（高年・障害福祉課） 【繰越明許費】

一般会計　３．１．１５ 総合計画の施策名称： 「地域」で共に暮らせるまちづくり

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：126

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 13,603 3,400 1,700 0 6,802 1,701 人件費

Ｈ 22 決 算 12,590 3,147 1,573 0 6,295 1,575 賃金 3,804

予 算 - 決 算 1,013 253 127 0 507 0 126 委託料 7,961

Ｈ 21 決 算 10,164 2,541 1,270 0 4,319 2,034 工事請負費

前年度決算比 2,426 606 303 0 1,976 0 △ 459 備品購入費

負担金補助金

具体名 65歳以上高齢者 扶助費

人数等 11,463人 その他 825

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：126

補助・単独の別

◎特定健診実施と同時に、65歳以上の高齢者に対し、介護予防健診を実施し把握（委託料）：7,961千円
◎特定高齢者把握調査員による訪問により把握（賃金、共済費）：4,414千円

事 業 目 的

要介護状態等となるおそれの高い状態にあると認められる高
齢者を把握し、介護予防につなげることにより、活動的で生き
がいのある生活を送れるように支援し、要介護状態となること
を予防する。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

より多くの高齢者に対し、基本チェックリストを実施することにより、要介護状態等となるおそれの高い状態にあると
認められる高齢者を把握し、必要な介護予防サービスにつなげ、要介護状態となることを予防する。
様々な機会で基本チェックリストを取ることにより、21年度より194人の増加であった。

基本チェックリスト実施数（国目標では高齢者の約40％）： 22年度計画値 4,500人（高齢者の 39.3％）
◎ 3,992人（高齢者人口 の34.8％）：計画値の 88.7％
◎基本チェックリスト実施者の内、特定高齢者数： 799人
　様々な機会を捉えて、基本チェックリストを実施し、必要な事業やサービスへつなげている。

高年・障害福祉課 特定高齢者施策事業（通所型介護予防事業）

事 業 内 容

H18　～ 新規・継続の別

高年・障害福祉課 特定高齢者施策事業（特定高齢者把握事業）

介護保険事業会計３．１．１ 総合計画の施策名称： 介護・生活支援体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：126

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 12,989 3,052 1,526 780 6,104 1,527 人件費

Ｈ 22 決 算 12,486 2,958 1,479 652 5,917 1,480 賃金 327

予 算 - 決 算 503 94 47 128 187 0 47 委託料 11,936

Ｈ 21 決 算 2,727 593 296 355 1,008 475 工事請負費

前年度決算比 9,759 2,365 1,183 297 4,909 0 1,005 備品購入費

負担金補助金

具体名 特定高齢者 扶助費

人数等 799人 その他 223

事業期間 継続 補助

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

要介護状態となるおそれの高い虚弱な高齢者（特定高齢者）を対象に介護予防事業を行うことにより、要介護状態と
なることを予防する。なお、特定高齢者の参加は、21年度より実参加人数は213人の増加であった。

特定高齢者施策事業参加者（国目標は、高齢者の5％程度）： 22年度実参加人数計画値 500人（高齢者人口の
4.4％）
◎直接実施介護予防教室： 5教室、48回、実参加人数 104人、延参加人数 772人
◎委託実施介護予防教室： 9事業所、419回、実参加人数 326人、延参加人数 3,525人
合計実参加人数 430人（高齢者人口の 3.8％）：計画値の 86.0％
把握した特定高齢者に対する参加率： 53.8％
把握した特定高齢者の内、特定高齢者施策事業に参加していない369人の状況を確認し、必要な介護予防事業へ
つなげる必要がある。

事 業 目 的

要介護状態等となるおそれの高い状態にあると認められる高
齢者を対象に介護予防事業を行うことにより、活動的で生き
がいのある生活が送れるように支援し、要介護状態となること
を予防する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H18　～ 新規・継続の別 補助・単独の別

特定高齢者把握事業にて特定高齢者（要介護状態等となるおそれの高い状態にあると認められる高齢者）と決定さ
れた高齢者を対象とし、心身の機能維持向上を目指した介護予防事業を開催する。
◎各市民局にて直接実施の介護予防教室の実施（閉じこもり予防、運動指導、口腔機能向上、栄養改善等）
　　　賃金： 327千円、報償費： 102千円、体力測定委託料： 480千円、送迎委託料： 350千円
◎民間事業所へ委託し介護予防教室を実施（閉じこもり予防、運動指導等）
　　　委託料： 11,106千円

介護保険事業会計３．１．１ 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

高年・障害福祉課 特定高齢者施策事業（通所型介護予防事業）
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：126

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 13,959 2,931 1,465 2,235 5,862 1,466 人件費

Ｈ 22 決 算 12,601 2,668 1,334 1,632 5,336 1,631 賃金 1,209

予 算 - 決 算 1,358 263 131 603 526 0 △ 165 委託料 10,741

Ｈ 21 決 算 23,452 5,193 2,596 2,500 8,829 4,334 工事請負費

前年度決算比 △ 10,851 △ 2,525 △ 1,262 △ 868 △ 3,493 0 △ 2,703 備品購入費

負担金補助金

具体名 65歳以上高齢者 扶助費

人数等 11,463人 その他 651

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：128

高年・障害福祉課 一般高齢者施策事業（介護予防普及啓発事業）

介護保険事業会計３．１．２ 総合計画の施策名称： 介護・生活支援体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
地域の高齢者が自ら活動し、介護予防に向けた取り組みが主
体的に実施されるように支援する。高齢者自身の介護予防の
意識、知識等の啓蒙普及を広く図り、介護予防につとめる。

対象者（受益）

事 業 内 容

H18  ～ 新規・継続の別 補助・単独の別

広く高齢者を対象に介護予防に自主的に取り組めるように普及啓発を行なう
◎地域の公民館、保健福祉センター等で老人会等を対象に健康相談、健康教室、転倒予防教室、ウォーキング教
室等を実施
　　　賃金： 1,209千円
◎介護予防講師登録を行い、老人会等へ派遣し、地域での介護予防への取組支援を行う
　　　報償費：227千円
◎社会福祉協議会等へ委託し老人会等を対象に介護予防教室を実施
　　　委託料：10,741千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

広く高齢者を対象に介護予防に関する意識、知識の普及啓発を図ることにより、自発的な介護予防に関する取り組
みが出来るように支援した。
一般高齢者施策事業参22年度参加延人数計画値：15,000人
◎直接実施の介護予防事業：307回、4,308人
◎委託実施の介護予防事業：402回、6,976人
◎介護予防講師派遣事業：6回、195人
参加延人数合計11,479人：計画値の76.5％

高年・障害福祉課 包括的支援事業（実態把握事業）所管課： 事業名： 決算書頁：128

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 6,995 2,798 1,399 0 1,399 1,399 人件費

Ｈ 22 決 算 6,808 2,723 1,362 0 1,362 1,361 賃金 4,272

予 算 - 決 算 187 75 37 0 37 0 38 委託料

Ｈ 21 決 算 6,025 2,410 1,205 0 1,205 1,205 工事請負費

前年度決算比 783 313 157 0 157 0 156 備品購入費

負担金補助金

具体名
一人暮らし世帯

高齢者のみの世帯 扶助費

人数等 約2,000世帯 その他 2,536

事業期間 継続 補助新規・継続の別 補助・単独の別

在宅介護支援センターへの委託と実態把握調査員により、一人暮らし高齢者、高齢者のみの世帯等の要援護高齢
者世帯を訪問し、実態把握を行なう。
民生委員児童委員と年2回程度情報交換を行い、地域の高齢者の状況を把握している。
実態把握した状況により、必要な保健・福祉・医療関係と連携を取り、必要なサービスへとつなげる。
◎在宅介護支援センター実態把握件数： 3センター、718件
　　　協力金として報償費：1,939千円（事業の一部委託が出来ないため委託料ではなく報償費での支払い）
◎実態把握調査員による実態把握件数：3,476件  4,869千円（賃金・共済費）

高年・障害福祉課 包括的支援事業（実態把握事業）

介護保険事業会計３．２．１ 総合計画の施策名称： 介護・生活支援体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

高齢者の自宅を訪問し、直接状況を把握することにより、より詳細に高齢者の状況を把握することが出来、必要な
サービス等につなげ、在宅での生活の継続を支援することが出来る。

一人暮らし高齢者、高齢者のみの世帯等を年間2回程度実態把握訪問を行なう。22年度計画値：4,000件
◎在宅介護支援センター718件、実態把握調査員3,476件
　　　合計　4,194件：計画値の104.9％

事 業 目 的

在宅で生活している一人暮らし高齢者、高齢者のみの世帯等
を訪問し、生活状況を把握することにより、要援護の状況を早
期に発見するとともに、必要なサービスにつなげ、住み慣れた
地域での生活の継続を支援する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H18　～
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：130

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,188 875 437 0 437 439 人件費

Ｈ 22 決 算 1,338 535 267 0 267 269 賃金

予 算 - 決 算 850 340 170 0 170 0 170 委託料

Ｈ 21 決 算 879 351 175 0 175 178 工事請負費

前年度決算比 459 184 92 0 92 0 91 備品購入費

負担金補助金

具体名 在宅介護者 扶助費 1,191

人数等 約500人 その他 147

事業期間 継続 補助

高年・障害福祉課 任意事業（家族介護支援事業）

介護保険事業会計３．３．１ 総合計画の施策名称： 介護・生活支援体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
要介護状態となっても高齢者が安心して在宅生活を継続でき
るように、要介護者を現に在宅で介護している介護者を支援
することで、在宅介護の継続を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H18   ～ 新規・継続の別 補助・単独の別

【介護用品支給事業】
◎要介護認定4・5の要介護者を在宅で介護している非課税世帯の介護者に対し紙オムツ等の支援（1年間10万円）
　を行なう
　　　扶助費： 1,191千円
【家族介護慰労金支給事業】
◎要介護認定4・5の要介護者を在宅で介護保険サービスを利用せずに介護している非課税世帯の介護者に対し慰
　労金として1年間に10万円支給する。
　　　扶助費：　　　 　0円
【介護者交流事業（介護者のつどい）】
◎介護者同士の交流を持つことにより、介護者の慰労を図ることにより、介護者の支援を行なう。社会福祉協議会と
　 連携し市民局単位で実施する。
　　　報償費： 44千円、需用費： 57千円、役務費： 41千円、会場使用料等： 5千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

在宅で要介護者を介護している介護者を支援することにより、在宅での介護の継続を図る。広報等で周知したことに
より、21年度に比べ、介護用品支給事業は7名の増加であった。
【介護用品支給事業】　： 22人
【家族介護慰労金支給事業】： 0人
【家族介護支援事業】： 3回、延参加人数 42人

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：130

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,509 1,403 701 0 701 704 人件費

Ｈ 22 決 算 2,744 1,097 548 0 548 551 賃金

予 算 - 決 算 765 306 153 0 153 0 153 委託料 2,744

Ｈ 21 決 算 3,477 1,390 695 0 695 697 工事請負費

前年度決算比 △ 733 △ 293 △ 147 0 △ 147 0 △ 146 備品購入費

負担金補助金

具体名
一人暮らし世帯

高齢者のみの世帯 扶助費

人数等 約350人 その他 0

事業期間 継続 補助新規・継続の別 補助・単独の別

食の自立・改善、高齢者の見守り活動を目的として、社会福祉協議会が行なっている配食サービスを利用し、一人
暮らし等の高齢者の食生活の支援と配食時の安否確認、見守り活動を行う。
支援が必要な一人暮らし、高齢者のみの世帯に対して、週1～2回夕食の配食サービスを実施。
　　　委託料：一食45円、栄養士人件費として2,000千円

高年・障害福祉課 任意事業（配食サービス）

介護保険事業会計３．３．１ 総合計画の施策名称： 介護・生活支援体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

食生活の支援、配食時の安否確認、見守り活動により、高齢者の生活の質の向上が図れた。

　総配食数：16,535食

事 業 目 的
高齢者が在宅で安心して自立した生活が継続出来るように、
食の自立のための支援を行う

対象者（受益）

事 業 内 容

H18   ～
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：154

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,325 3,325 人件費

Ｈ 22 決 算 3,312 3,312 賃金（共済費を含む） 3,239

予 算 - 決 算 13 0 0 0 0 0 13 委託料

Ｈ 21 決 算 3,275 3,275 工事請負費

前年度決算比 37 0 0 0 0 0 37 備品購入費

負担金補助金

具体名 相談者 扶助費

人数等 77人 その他 73

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：156

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　子どもに関する種々様々な問題に対して、家庭その他からの相談に応じ、助言指導、情報提供などを行うことによ
り、家庭児童福祉の増進を図った。
　H２２年度相談回数　２，６５８　回（H２１年度 ２，０７０　回）

健康増進課 母子福祉事業

事 業 目 的
　児童養育に関して生じる様々な問題を抱えている家庭に対
して、相談支援業務を行うことにより、家庭児童福祉の向上を
図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

１８歳未満のお子さんに関するさまざまな問題について、専門の相談員が相談に応じ問題解決のお手伝いをする。
来所相談面接・電話相談・必要に応じ家庭訪問を実施する。
家庭児童相談状況（家庭児童相談員　1名）

健康増進課 家庭児童相談運営事業

一般会計　３．２．１ 総合計画の施策名称： 児童福祉・保育環境の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

児童
虐待

その他
ぐ犯

行為等
触法
行為等

性格
行動

不登校 適正
育児・
しつけ

件数 18 47 1 7 3 1 77

回数 847 1585 6 188 30 2 2658

区分
保健
相談

障害
相談

その他 合計

養　護 非行相談 育成相談

所管課： 事業名： 決算書頁：156

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,116 3,116 人件費

Ｈ 22 決 算 3,072 3,072 賃金（共済費を含む） 3,006

予 算 - 決 算 44 0 0 0 0 0 44 委託料

Ｈ 21 決 算 3,357 3,357 工事請負費

前年度決算比 △ 285 0 0 0 0 0 △ 285 備品購入費

負担金補助金

具体名 相談者 扶助費

人数等 513人 その他 66

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　母子家庭等のさまざまな問題、母親等の就職・子どもの教育・母子福祉資金・寡婦福祉資金の貸付などに対して
の相談や指導を行う。来所相談面接・電話相談・必要に応じ家庭訪問を実施する。
母子生活支援施設入所事業：１件　　　　母子家庭自立支援給付金事業：実績なし
母子（寡婦）相談状況（母子自立支援員　１名）

事業効果等
（目標数値と結
果数値を用い
るなど具体的
に 記 入 ）

　自立に必要な情報提供、相談指導等の支援を行うとともに、職業能力の向上及び求職活動に関する支援を行うこ
とにより、母子家庭等の自立を推進した。
　H２２年度相談回数延８７２回　（H２１年度延６７６　回）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
　母子家庭等の子育てや生活支援、就業についての相談支
援など個々の母子家庭の状況に応じ、母子家庭の母の自立
に向けた支援を行う。

対象者（受益）

健康増進課 母子福祉事業

一般会計　３．２．２ 総合計画の施策名称： 児童福祉・保育環境の充実

児童
虐待

その他
ぐ犯

行為等
触法
行為等

性格
行動

不登校 適正
育児・
しつけ

件数 18 47 1 7 3 1 77

回数 847 1585 6 188 30 2 2658

区分
保健
相談

障害
相談

その他 合計

養　護 非行相談 育成相談

Ｄ
Ｖ

そ
の
他

虐
待

そ
の
他

貸
付

償
還

件数 0 3 18 17 114 0 2 1 170 2 3 7 0 11 31 22 74 0 18 12 2 2 4 0 513

回数 0 5 69 29 133 0 2 5 232 3 8 10 0 12 62 85 107 0 19 17 2 2 70 0 872

そ
の
他

児童 経済的支援・生活援護 その他

合
計

住
　
宅

医
療
健
康

家庭紛争
就
　
労

公
的
年
金

区
　
分

生活一般

そ
の
他

支
援
施
設

母
子
生
活

福祉資金養育
教
　
育

非
　
行

就
　
職

結
　
婚

養
育
費

借
　
金

そ
の
他

生
活
保
護

税

児
扶
手
当

そ
の
他
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：164

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 20,102 542 11,056 210 8,294 人件費

Ｈ 22 決 算 18,709 9,013 188 9,508 賃金 14,480

予 算 - 決 算 1,393 △ 8,471 11,056 22 0 0 △ 1,214 報償費 1,958

Ｈ 21 決 算 18,754 0 10,611 206 7,937 委託料 21

前年度決算比 △ 45 9,013 △ 10,611 △ 18 0 0 1,571 備品購入費 138

負担金補助金

具体名 一般市民 扶助費

人数等 子育て家庭 その他 2,112

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：164

健康増進課 子育て支援センター

一般会計　３．２．７ 総合計画の施策名称： 児童福祉・保育環境の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

　育児相談や子育てグループ活動等への支援を実施するとと
もに子育て中の親子の交流・集いの場を提供し、相談に応じ
たり講座等を開催するなど、安心して子育てができる環境を整
備し、地域の子育て支援機能の充実を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

子育て支援センター事業：子育て家庭に対する育児相談や子育てグループ活動等への支援を実施。
実施場所：各保健福祉センター及び学遊館
活動内容：①子育て相談　　　　　　　　　　　　 ⑤子育てひろばの提供
　　　　　　　②親子グループ活動　　　　　　　　⑥宍粟市子育て交流事業
　　　　　　　③各種講座、講演会の開催　　　  ⑦子育てフェスティバル・子育て講座の開催
　　　　　　　④子育ての情報の提供　　　　　　 ⑧ファミリーサポートセンターの窓口等様々な子育て支援活動の実施

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　グループ活動会員数：計画数は山崎100組・一宮60組・波賀40組・千種20組、H２２年度実績は山崎186組（延参加
1,519人）
一宮122組（1,337人）・波賀・85組（621人）・千種90組（431人）とおもちゃ図書館をオープンしたことにより、参加数が
大幅に増加した。
　子育て相談件数：延べ779件・講演会等参加延人数：6,669人・自主グループ活動参加延人数：1,215人・異世代地
域交流参加延人員：1,569人・ひろば参加延べ人員：3,707人
　子育て家庭に対する育児支援を行い、保護者の育児不安と育児ストレスを解消し、安心して子育てができる環境と
地域子育て支援が図れた。

健康増進課 特定不妊治療費助成事業所管課： 事業名： 決算書頁：164

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,521 1,521 人件費

Ｈ 22 決 算 1,521 1,521 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 1,329 1,329 工事請負費

前年度決算比 192 0 0 0 0 0 192 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費 1,521

人数等 １７件 その他 0

事業期間 継続 単独

特定不妊治療を受ける夫婦の経済的負担を軽減する。

対象者（受益）

健康増進課 特定不妊治療費助成事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 少子化対策の総合的な推進一般会計　３．２．７

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

不妊治療にかかる経済的負担を軽減することにより、精神的負担の軽減も図れる。
また、健康福祉事務所の書類を市にも設置することにより、市民の利便性や対象者の把握も早期に図れている。
指定医療機関にチラシの送付・ホームページに掲載等により周知を図っている。
H22年度実績　17件　（H21年度15件）

補助・単独の別H１９～ 新規・継続の別

対象者：兵庫県特定不妊治療費助成事業実施要綱の規定に基づく助成金を受けている者。
助成額：１回あたり１０万円限度で年間２０万円限度　通算５か年度
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：178

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 5,212 5,212 人件費

Ｈ 22 決 算 4,990 4,990 賃金 2,200

予 算 - 決 算 222 0 0 0 0 0 222 委託料 2,690

Ｈ 21 決 算 5,120 5,120 工事請負費

前年度決算比 △ 130 0 0 0 0 0 △ 130 備品購入費

負担金補助金

具体名 乳幼児 扶助費

人数等 延1.400人 その他 100

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：178健康増進課 妊婦健康診査補助事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　H２２年度健診受診率は４か月児（97.0%）・１０か月児（93.1%）・１歳６か月児（96.9%）・２歳児（88.5%）・３歳児（95.5%）
である。未受診者に対しては、電話、訪問等により受診勧奨を実施し受診率を１００％に近づけることにより、身体的
な異常及び発達障害等精神発達の早期発見ができ、医療機関や専門機関につなぐことで疾患や障害の重症化を
予防することができる。また、育児不安等の軽減及び虐待の予防が図れている。

事 業 目 的

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

対象者： ４か月児、１０か月児、１歳６か月児、２歳児、３歳児
内　 容： 医師及び歯科医師による健診、保健師による問診及び保健師・管理栄養士・歯科衛生士による指導、相談

　母子保健法に基づき市が実施する乳幼児健診により、児の
身体的や精神面における健康管理を行う。

対象者（受益）

一般会計　４．１．２

予算・決算額
財源内訳

安心できる保健・福祉・医療体制の充実

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

健康増進課 乳幼児健康診査事業

所管課： 事業名： 決算書頁：178

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 19,200 4,800 14,400 人件費

Ｈ 22 決 算 16,849 5,580 11,269 賃金

予 算 - 決 算 2,351 0 △ 780 0 0 0 3,131 委託料

Ｈ 21 決 算 17,446 11,057 6,389 工事請負費

前年度決算比 △ 597 0 △ 5,477 0 0 0 4,880 備品購入費

負担金補助金 16,849

具体名 妊婦 扶助費

人数等 ２９３人 その他 0

事業期間 継続 補助

健康増進課 妊婦健康診査補助事業

一般会計　４．１．２ 総合計画の施策名称： 少子化対策の総合的な推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
妊婦がより健やかな妊娠期を過ごし、健診費用の心配せずに
安心して出産を迎えるよう、妊婦健康診査の受診を促進する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H18～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　妊婦が健診費用の心配をせずに妊婦健診を受けられるよう、妊娠期間中のすべての妊婦健康診査を対象に、通
常妊娠から出産までに必要な回数１４回、９３，０００円を限度に助成する。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　母子健康手帳発行時に説明し、妊婦としての自覚や定期健診の受診促進により、経済的負担の軽減及び安定し
た妊娠期を過ごすことにより安全な出産の支援が図れている。
　H２２年度申請件数　　２９３件　（H２１年度　２９４件）　　H２２年度出生数（市システム）　３０５人　　９６％の人が利
用していると推測される。
　乳児訪問、乳児健診時に申請の有無の確認をしている。
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：180

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 43,274 1,648 7,855 33,771 人件費

Ｈ 22 決 算 43,128 1,798 8,529 32,801 賃金 1,130

予 算 - 決 算 146 △ 150 △ 674 0 0 970 委託料 41,397

Ｈ 21 決 算 42,326 4,189 8,268 29,869 工事請負費

前年度決算比 802 △ 2,391 0 261 0 0 2,932 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 17.369人 その他 601

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：182健康増進課 予防接種事業

健康増進課 がん検診事業

一般会計　４．１．３ 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
がんの予防及び早期発見の推進を図ることにより、がんによ
る死亡率を減少させる。

対象者（受益）

事 業 内 容

H１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

【がん検診内容】
　◎胃がん：問診、胃部エックス線検査　◎肺がん：問診、胸部エックス線検査　◎大腸がん」：便潜血検査
　◎前立腺がん：血液中のPSA値測定　◎子宮がん：20歳以上対象問診、子宮頚部細胞診
　◎乳がん：40歳以上対象問診、視触診、マンモグラフィ
【H22年度がん検診受診者数】
　◎胃がん　２，０９９人　◎肺がん　５，８４４人　◎大腸がん　３，６７０人　◎前立腺がん　１，３６６人
　◎子宮がん　２，６４５人　◎乳がん　１，７４５人

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　がん検診受診率は胃がん（１６．３%）　・肺がん（４０．３%）　・大腸がん（２５．６%）　・子宮がん（４４．７%）　・乳がん（１
８．４%）　ですべて県の受診率を上回っている。また、検診でがんであった者２７人、がんの疑いのある者１２人で早
期発見、早期治療により、がんによる早世予防や医療費の抑制が図れている。
H２１年がん検診受診率（兵庫県）：胃がん（７．１%）・肺がん（１２．７%）・大腸がん（１９．０%）・子宮がん（１３．６%）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乳がん（１４．５%）

所管課： 事業名： 決算書頁：182

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 41,726 3,782 37,944 人件費

Ｈ 22 決 算 41,190 4,892 36,298 賃金 747

予 算 - 決 算 536 0 △ 1,110 0 0 0 1,646 委託料 31,633

Ｈ 21 決 算 24,704 24,704 工事請負費

前年度決算比 16,486 0 4,892 0 0 0 11,594 備品購入費

負担金補助金

具体名 乳幼児他 扶助費 1,684

人数等 延10,000人 その他 7,126

事業期間 継続 補助

健康増進課 予防接種事業

一般会計　４．１．４ 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
　予防接種法に基づき市長が実施すべき予防接種をすること
により、伝染病のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防
する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

対象者：生後３か月から生後９０か月までの乳幼児、中学１年生、高校3年生相当世代
接種種類：ポリオ、三種混合、二種混合、BCG、日本脳炎、麻しん風しん混合（MR）１期、２期、３期、4期
　　　　　　　ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチン、子宮頚がん予防ワクチン

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　接種率はポリオ（85.0%）・三種混合（92.9%）・二種混合（95.1%）・BCG（99.3%）・麻しん風しん混合１期（91.5%）2期
（95.8%）３期（95.2%）４期（89.4%）である。未接種者に対しては、乳幼児健診にて確認、個別通知等により受診勧奨を
し、接種率を１００％に近づけている。任意予防接種（ヒブ・肺炎・子宮頚がん）を公費負担により実施することにより
重篤な感染症の罹患を予防し、感染症による後遺症の発生や医療費のの増加をさけることができる。
　予防接種事業時の待ち時間を利用して健康相談等を実施することにより、育児不安の軽減も図れている。
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：182

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 27,360 8,257 6,760 12,343 人件費

Ｈ 22 決 算 25,533 1,334 8,439 15,760 賃金

予 算 - 決 算 1,827 0 6,923 △ 1,679 0 0 △ 3,417 委託料 24,666

Ｈ 21 決 算 24,366 8,336 16,030 工事請負費

前年度決算比 1,167 0 1,334 103 0 0 △ 270 備品購入費

負担金補助金

具体名 65歳以上 扶助費 867

人数等 6.946人人 その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：188健康増進課 夜間応急診療所

健康増進課 予防接種事業（高齢者インフルエンザ予防接種）

一般会計　４．１．４ 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

インフルエンザは小児から高齢者までの健康に大きな影響を
与えている感染症であり、特に高齢者の感染による死亡率が
高くなる。予防接種を実施することにより、インフルエンザの流
行とまん延を防止する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

対象者：６５歳以上の者
毎年医師会と調整し、１０月医師会及び住民に広報等により周知し１１月から３月末までを接種期間としている。個
別接種である。
自己負担：１，３００円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

高齢者のインフルエンザ」の流行とまん延を防ぎ、インフルエンザの罹患による死亡や医療費の抑制が図れている。

H２２年度対象者数：１１，４７６人
　　　　　　接種者数：　６，９４６人(非課税世帯　４５５人）
　　　　　　接 種 率：　６０．５％

所管課： 事業名： 決算書頁：188

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 15,080 669 1,561 12,850 人件費

Ｈ 22 決 算 13,353 516 2,479 10,358 賃金 2,239

予 算 - 決 算 1,727 0 0 153 △ 918 0 2,492 委託料 9,234

Ｈ 21 決 算 13,420 538 2,216 10,666 工事請負費

前年度決算比 △ 67 0 0 △ 22 263 0 △ 308 備品購入費

負担金補助金 10

具体名 市民 扶助費

人数等 その他 1,870

事業期間 継続 単独

健康増進課 夜間応急診療所

一般会計　４．１．８ 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的 夜間における医療体制の充実を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H１９～ 新規・継続の別 補助・単独の別

宍粟市医師会に委託し、医師・看護師・事務各1名で対応。
平日夜間（午後８時～午後１０時）において、比較的軽症な方を対象に、一時的な痛みの軽減や応急処置を行う。
　

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

市民にとって身近に応急診療所があることは、不安の軽減や医療サービスの充実及び救急病院の負担軽減が図れ
ている。
H２２年度診療者数　３９１　人（H２１年度４６６人）
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：28

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 7,106 967 967 5,172 人件費

Ｈ 22 決 算 6,869 1,168 1,168 4,533 賃金 5,402

予 算 - 決 算 237 △ 201 △ 201 0 0 0 639 委託料

Ｈ 21 決 算 7,698 665 665 6,368 工事請負費

前年度決算比 △ 829 503 503 0 0 0 △ 1,835 備品購入費 40

負担金補助金

具体名 国保加入者 扶助費

人数等 400人 その他 1,427

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：28

健康増進課 特定保健指導

国民健康保険事業会計８．１．１ 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
　特定健康診査等実施計画書に基づき、H２２年度の計画実
施率を目標に保健指導を行う。

対象者（受益）

事 業 内 容

H２０～ 新規・継続の別 補助・単独の別

特定健診受診者のうち、生活習慣病の該当者・予備軍に対して保健指導を実施する。
階層化された指導区分（積極的・動機付け・情報提供）に沿って保健指導を実施し、６か月後に評価を実施する。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

H２１年度特定保健指導実施率５６％で目標値３０％を大きく達成している。（特定保健指導参加者２４３人）
生活習慣病の該当者や予備軍に対して、早期保健指導をすることにより発症や重症化を予防し医療費の抑制が図
れている。
（兵庫県実施率：１９．５％）

健康増進課 特定健康診査事業所管課： 事業名： 決算書頁：28

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 24,201 3,238 3,238 4,300 13,425 人件費

Ｈ 22 決 算 18,896 3,688 3,688 3,273 8,247 賃金 414

予 算 - 決 算 5,305 △ 450 △ 450 1,027 0 0 5,178 委託料 17,920

Ｈ 21 決 算 18,689 2,677 2,677 3,240 10,095 工事請負費

前年度決算比 207 1,011 1,011 33 0 0 △ 1,848 備品購入費

負担金補助金

具体名 国保加入者 扶助費

人数等 8.000人 その他 562

事業期間 継続 補助

健康増進課 特定健康診査事業

国民健康保険事業会計８．１．１ 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
　特定健康診査等実施計画書に基づき、H２２年度の計画実
施率を目標に受診勧奨を行い、健診を実施する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H２０～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　国保加入者（４０～７４歳）を対象に、糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防することを目的として、メタボ
リックシンドロームに着目し、生活習慣を改善するための特定保健指導を必要とする者を、的確に抽出するために実
施する。
　健診項目：身体計測（身長・体重・BMI・腹囲）、理学的検査、血圧測定、血液化学的検査（中性脂肪・HDLコレステ
ロール・LDLコレステロール）、肝機能検査（AST・ALT・ｒ－GT）、血糖検査（空腹時・HbAIc）、尿検査、必要に応じ心
電図・眼底検査。
　保健師・管理栄養士による健康相談・保健指導の実施。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　H２２年度特定健診受診率は　４０％と目標値の５５％には達していないが、目標値に近づけるために、未受診者対
策として
①未申込者に対して受診表と受診勧奨のチラシを送付　②国保等の窓口での受診勧奨を実施し、受診者を増加す
ることにより生活習慣病の該当者や予備軍を早期発見し保健指導することにより、生活習慣病の発症や重症化を予
防することにより医療費の抑制が図れている。
（H２１年県特定健診受診率２９．５％）
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：48

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 258 232 26 人件費

Ｈ 22 決 算 177 212 △ 35 賃金

予 算 - 決 算 81 0 0 20 0 0 61 委託料

Ｈ 21 決 算 177 232 △ 55 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 △ 20 0 0 20 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 約３，６００人 その他 177

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：52

僻地医療の実際を体験し、都市を離れた山間地における地域
ぐるみの医療、介護、福祉制度等総合的な理解を図る。臨床
研修医の受入を継続的に行い、将来的な医師確保に向けて
取り組みます。

対象者（受益）

千種診療所 臨床研修医受入事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実国保診療会計　１．１．１

千種診療所 医療機器整備事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

臨床研修制度の一助となる。医師不足の現状において、研修医が地域医療（僻地医療）に魅力を感じ、将来的に宍
粟市の医療に携わって頂ける事が期待できる。特に外来診療では、０歳から１００歳までの患者の総合的な診療と
慢性期医療の実際を診察できたことは研修医の考え方にも影響を与えた。
　　（研修医アンケート結果）
Q.先生にとってよい研修でしたか？　　　　とてもそう思う　９４％　　＋　そう思う　６％　　＝　１００％
Q.今後の進路として研修前に地域医療をしてみたいと思っていましたか?　　　①１９％　②１９％　③３１％　④３１％
Q.今後の進路として研修後に地域医療をしてみたいと思いましたか?　　　　　 ①１８％　②４６％　③１８％　④　６％
【①とてもそう思う　②そう思う　③どちらでもない　④そう思わない　】

補助・単独の別H20～ 新規・継続の別

  研修のための業務として、千種診療所の外来患者の診療と診療経過の総括作成。往診や訪問看護も体験し、終
末期の医療の実際を学び、医療・介護・福祉制度など総合的な研修を行う。　（６月～翌年１月　１名１週間の研修期
間で、神戸市立医療センター中央市民病院から１６名の研修医を受入）
（具体的な研修内容）
・外来診察、外来検査（胃カメラ、エコー等）　　　　　　・訪問診療　　　　　　　　・鷹巣診療所外来診察
・訪問看護　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・通所リハビリ　　　　　　・福祉課の講義
・施設訪問（ちくさの郷）　　　　　　　　　　　　　　　　　　・救急患者受入先病院へ搬送同行

所管課： 事業名： 決算書頁：52

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 8,400 4,200 4,200 0 人件費

Ｈ 22 決 算 7,917 3,958 3,900 59 賃金

予 算 - 決 算 483 242 0 0 0 300 △ 59 委託料

Ｈ 21 決 算 10,063 3,874 974 5,100 115 工事請負費

前年度決算比 △ 2,146 84 △ 974 0 0 △ 1,200 △ 56 備品購入費 7,917

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 約３，６００人 その他 0

事業期間 新規 補助

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　
導入により、患者への迅速・的確な情報提供ができ、現像するまでの待ち時間もなく診察でき、患者の負担軽減につ
ながった。
　また、患者の転送時に相手先病院へは、レントゲンフィルムを持参していたため、フィルムの返還に手間取ってい
たが、フィルム返還の必要が無くなり、廃液も無くクリーン化が達成できた。
　　（レントゲン・CR装置の利用状況）
　　　　H21年度　利用者数　３９２件　　　H22年度　利用者数　４８４件

事 業 目 的

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

　
  レントゲンを現像するには、現像液を必要とする機器を使用しており、早急にドライシステムを導入し、クリーンな環
境整備を行う必要がある。今回CR装置及びイメージングプレートとPACSシステムを利用することにより、直接デジタ
ル化された画像を専用パソコンにて画像確認ができるため、患者さんに直接画像を見ながら説明ができる。また、画
像拡大や、必要な部位のみ、マーカーなどを使用したとてもわかりやすく説明ができるようになる。
　CR装置（コンピューテッドラジオグラフィ）
イメージングプレートとPACSシステムを利用し、プレートに記録されたエックス線現像読み取り、電気的にデジタル信
号に変換し、画像処理を行い出力する装置

医療機器を整備することにより、患者の状況を早期対応がで
き、その画像自体を患者さんに解かりやすく説明ができる。ま
た、廃液をださず、地球環境に配慮した医療環境を実現でき
る。

対象者（受益）

国保診療会計　２．１．１

予算・決算額
財源内訳

安心できる保健・福祉・医療体制の充実

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

千種診療所 医療機器整備事業
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：52

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 7,510 3,117 4,393 人件費

Ｈ 22 決 算 7,407 2,139 5,268 賃金 2,153

予 算 - 決 算 103 0 0 0 978 0 △ 875 委託料 4,010

Ｈ 21 決 算 6,745 2,213 4,532 工事請負費

前年度決算比 662 0 0 0 △ 74 0 736 備品購入費 511

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 約３，６００人 その他 733

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：54

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

利用者は要介護または要支援の認定を受けた人なので、目に見えて状態がよくなることはなくても、徐々にではある
が、心身機能の向上が見受けられる人もあり、日常生活機能の維持向上につながっている。

　（利用者状況）
　　　・要介護者　１３名　　５０７回　　　・要支援者　１０名　　４３７回

千種診療所 訪問看護事業

事 業 目 的
介護認定を受けた要介護または要支援の状態にある人に対
してリハビリサービスを提供することにより、利用者の心身機
能の維持回復を図り、日常生活における自立を支援する。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ１７　～ 新規・継続の別 補助・単独の別

千種地域の介護認定を受けた要介護または要支援状態にある人を対象に、送迎も含め、毎週月曜・水曜・金曜の午
後に、理学療法士・看護師・職員が心身機能の回復を図るためリハビリを行う。

　（リハビリ内容）
　　　・血圧測定　　・理学療法士によるリハビリ　　・集団機能訓練（体操・ゲーム等）
　　　・個々の機能訓練（手編み・塗り絵・歩行訓練等）

千種診療所 通所リハビリ事業

国保診療会計　３．１．１ 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：54

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 14,478 5,429 9,049 人件費 12,606

Ｈ 22 決 算 13,218 3,203 10,015 賃金 207

予 算 - 決 算 1,260 0 0 0 2,226 0 △ 966 委託料

Ｈ 21 決 算 11,498 0 2,224 9,274 工事請負費

前年度決算比 1,720 0 0 0 979 0 741 備品購入費

負担金補助金 10

具体名 市民 扶助費

人数等 約３，６００人 その他 395

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

Ｈ１７　～ 新規・継続の別 補助・単独の別

利用者の心身の特性をふまえ、可能な限り居宅において、その有する能力に応じた自立した日常生活を営むことが
できるように、その療養生活を支援し、心身の機能の維持回復をめざして支援する。
実施にあたっては、千種地域の在宅療養支援関係との連携を図り、総合的なサービスでの提供に努める。

　（サービス内容）
　　　・医師の指示による医療処置　・医療機器の管理　・ターミナルケア（終末期看護）　・介護予防　・在宅療養のお
世話　等

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

千種地域の特性をふまえ、在宅でいながらにして、安心して療養生活が送れ、症状の改善・維持を支援している。ま
た、終末期においても、千種地域において唯一の医療機関である千種診療所と電話等による２４時間体制で連携が
とれるよう体制を確保し、やすらかな看取りができるよう支援している。

　（利用状況）
　　　・介護保険利用者　１９名　８９７回　　　・医療保険利用者　　３名　４３１回

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

疾病等により、継続的に看護を要すると要介護または要支援の認定を
受けた人が、地域社会で尊厳を持った療養生活が送れるような良質な
看護サービスを提供する事により、介護者支援を含め、千種地域にお
ける在宅療養支援の体制確保及びその推進を図る。

対象者（受益）

千種診療所 訪問看護事業

国保診療会計　３．１．２ 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（健康福祉部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：52

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 644 644 人件費

Ｈ 22 決 算 338 338 賃金

予 算 - 決 算 306 0 0 0 0 0 306 委託料

Ｈ 21 決 算 4,463 63 4,400 0 工事請負費

前年度決算比 △ 4,125 0 0 0 △ 63 △ 4,400 338 備品購入費 338

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 約4,500人 その他 0

事業期間 新規 単独

波賀診療所 医療機器整備事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実国保診療会計　２・１・１

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

　医療機器を新しくすることにより医療の充実を図り、適切な診断・早期発見・早期治療を行うことを目標に事業を計
画し、平成２２年度においては導入前の５ヶ月間の１日あたり受診者数が４８．８人から導入後は５１．５人に増加す
る等医療の充実により診療所が住民に対してより身近になっており、早期受診による早期治療の推進に効果を現し
ている。

補助・単独の別Ｈ２２ 新規・継続の別

電子式診断用スパイロメーター（更新）　１８９千円
自動血圧計（新規）　　　　　　　　　　　　　１４９千円

　老朽化した医療機器の更新及び新規の医療機器を購入し、
医療の充実を図る。

対象者（受益）
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：202

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 11,709 4,402 506 6,801 報酬 8,787

Ｈ 22 決 算 11,106 4,402 504 6,200 旅費 295

予 算 - 決 算 603 0 0 0 2 0 601 需用費 591

Ｈ 21 決 算 22,829 7,500 4,214 0 588 0 10,527 役務費 154

前年度決算比 △ 11,723 △ 7,500 188 0 △ 84 0 △ 4,327 委託料 681

負担金補助金 575

具体名 農家・市民 扶助費

人数等 5,099戸 その他 23

事業期間 継続 補助

農業委員会事務局 農業委員会費

一般会計　５．１．１ 総合計画の施策名称： 農業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

　農業委員会は、農地行政の厳正かつ適正な執行はもとよ
り、農業の構造改革に向けた取組を一層強化し、地域と連携
しながら農政の活性化及び農業経営の活性化を図ることを目
的とする。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

１　農地行政の厳正かつ適正な執行
　　・農地法第3条許可：73件、142筆、101,900㎡　　　・非農地証明：36件、60筆、15,835㎡
　　・農地法第4条許可：13件、15筆、5,616㎡　　　　 　・農業用施設届出：10件、10筆、1,256㎡
　　・農地法第5条許可：58件、77筆、33,417㎡　　　 　・農地等買受適格証明：1件、6筆、5,247㎡
　　・農用地利用集積：468件、1,083筆、1,372,405㎡
２　農家台帳・地図システムの整備
　　・毎月の総会終了後、申請、届出案件に応じて情報の更新を実施。（住基情報は毎月1回、登記情報は年1回更
新）
　　・市内の農地基本台帳と農地情報図の整備を行い農地情報の一元化を図り関係機関へ情報提供を行った。
３　農地パトロールの実施と耕作放棄地対策の推進
　　・8月～9月に農地パトロールを行い、耕作放棄地の把握に努めた。
４　優良農地の保全・確保と担い手への農用地利用集積の推進
　　・農地保有合理化事業、農業経営基盤強化促進法の普及推進により農地流動化を促進し、認定農業者への農
用地の利用集積を図り、担い手農家の経営規模の拡大や効率的な農業生産の向上を図った。
５　地域農政の活性化支援（宍粟市地域担い手育成総合支援）
　　・農委、市、ＪＡ、県等で構成する担い手支援協議会において、円滑な面的集積が行えるよう調整を行った。
６　農業者年金業務の推進
　　・農業委員による加入促進とともに、広報等による年金制度の啓発、普及を行った。　　・農業委員による加入促進とともに、広報等による年金制度の啓発、普及を行った。
７　地域の世話役活動、相談活動の強化
　　・地域の世話役として、農地・営農・農業者年金等の地域農業振興に関する相談、指導を行った。
８　情報提供活動の強化（市広報等）
　　・市広報、ＨＰ等を通じて、各種制度の周知及びＰＲに努めた。
９　改正農地法関連事業の推進
　　・各種会議、市広報、ＨＰ等を通じて、周知徹底に努めた。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

１　農業委員会総会毎月1回　年間12回開催
２　農地パトロール　8月～9月実施
３　耕作放棄地現地確認　農地パトロールと併せて8月～9月実施
４　農地パトロール結果に基づき、管理不十分農地等に指導通知書の発送（171件21.6ha）
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
　 単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：204

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 12,579 0 573 0 0 0 12,006 人件費

Ｈ 22 決 算 12,252 289 11,963 賃金

予 算 - 決 算 327 0 284 0 0 0 43 委託料

Ｈ 21 決 算 12,542 0 573 0 0 0 11,969 工事請負費

前年度決算比 △ 290 0 △ 284 0 0 0 △ 6 備品購入費

負担金補助金 11,963

具体名 協定参加集落 扶助費

人数等 74 その他 289

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：204農業振興課 中山間地域直接支払事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

農業者を中心に地域の多様な団体が参画し、生産資源や環境資源の保全向上活動を行い、地域資源の保全向上
と多面的機能を確保した。
協定面積1,098.15ha（田1,069.98ha、畑28.17ha）

補助・単独の別H19～H23 新規・継続の別

対象
農地・水・環境保全向上対策取り組み集落・・・74協定（山崎 28協定、一宮 29協定、波賀 10協定、千種 7協定）
内容
地域共同で行う農地、水路等の資源の日常の管理と農村環境の向上活動を行う。
積算内容
需用費＝消耗品費他289千円
県西播磨地域農地・水・環境保全推進協議会分担金11,963千円

近年、過疎化、高齢化等により、農地や農業用水等の保全管理が困
難な状況にあるため、農業者を中心に資源の適切な保全・生産資源や
環境資源としての保全向上活動の実施に対して支援し、農地や農業
用水等の地域資源の良好な保全と質的向上を図る。

対象者（受益）

農業振興課 農地・水・環境保全向上対策事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 農業の振興一般会計　５．１．３

所管課： 事業名： 決算書頁：204

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 67,934 51,044 16,890 人件費

Ｈ 22 決 算 67,933 51,044 5 16,884 賃金

予 算 - 決 算 1 0 0 0 △ 5 0 6 委託料

Ｈ 21 決 算 67,209 0 50,520 0 0 0 16,689 工事請負費

前年度決算比 724 0 524 0 5 0 195 備品購入費

負担金補助金 67,531

具体名 協定参加農業者 扶助費

人数等 1,088 その他 402

事業期間 継続 補助

農業振興課 中山間地域直接支払事業

一般会計　５．１．３

予算・決算額
財源内訳

農業の振興

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

事 業 目 的

事 業 内 容

H22～H26 新規・継続の別 補助・単独の別

対象
協定を締結した集落・・・40協定（山崎 5協定、一宮 16協定、波賀 8協定、千種 11協定）
内容
平地に比べ傾斜地が多く生産条件が不利な中山間地域において、農業生産活動を継続することにより農地を適切
に保全し、その機能を確保する。
積算内容
需用費＝消耗品費他 351千円、役務費＝通信運搬費 47千円、償還金＝返還金4千円
中山間地域等直接支払集落協定補助金＝40協定 67,531千円

中山間地域の機能を維持するために必要な活動で、集落協
定に明記された事業を実践する集落に補助する。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

農業生産条件が不利な状況にある中山間地域等における農業生産の維持を図りながら、農地の荒廃を防止する活
動等を行い多面的機能を確保した。
協定面積3,415,624㎡（田3,411,580㎡、畑4,044㎡）
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：204

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 30,577 0 9,900 0 1,803 0 18,874 人件費

Ｈ 22 決 算 27,239 8,481 1,803 16,955 賃金

予 算 - 決 算 3,338 0 1,419 0 0 0 1,919 委託料

Ｈ 21 決 算 16,107 0 5,573 0 2,620 0 7,914 工事請負費 491

前年度決算比 11,132 0 2,908 0 △ 817 0 9,041 備品購入費 20

負担金補助金 26,616

具体名 協定参加集落 扶助費

人数等 74 その他 112

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：204農業振興課 その他農業振興費

事 業 内 容

H19～H23 新規・継続の別 補助・単独の別

対象：（社）兵庫県猟友会宍粟支部16班（山崎8班・一宮5班・波賀1班・千種2班）、農会又は営農組合
　積算内容：　  ①有害鳥獣捕獲事業補助金・・・・・・・・ ・・5,159千円（442頭）
　　　　　　　　　　②シカ個体数管理・調整事業補助金 ・・・・15,436千円（593頭）
　　　　　　　　　　③野猪等被害防止柵設置事業補助金・・ 1,304千円（4,226m）
                    ④野生動物防護柵集落連携設置事業・・4,665千円（2,761m）
　　　　　　　　　　⑤有害鳥獣捕獲従事者確保・・・・・・・・・・・・36千円（2人）
                    ⑥轟音玉講習会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16千円（3名）
　　　　　　　　　　保冷庫用敷地整備工事費・・・・・・・・・・・・・・・491千円
　　　　　　　　　　備品購入費＝個体確認用冷蔵庫購入・・・・・20千円（1台）
　　　　　　　　　　需用費＝消耗品費他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・112千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

有害鳥獣等の捕獲や防護柵の設置により農産物の被害防除の徹底を期し、農業経営の安定が図れた。
　防護柵設置延長　L=6,987m（H21　2,860m）
　有害獣捕獲頭数　1,035頭（H21　861頭）
　有害鳥獣捕獲従事者確保　2人（H21　8人）

総合計画の施策名称： 農業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

近年、過疎化、高齢化等により、農地や農業用水等の保全管理が困
難な状況にあるため、農業者を中心に資源の適切な保全・生産資源や
環境資源としての保全向上活動の実施に対して支援し、農地や農業
用水等の地域資源の良好な保全と質的向上を図る。

対象者（受益）

農業振興課 鳥獣被害防止事業

一般会計　５．１．３

所管課： 事業名： 決算書頁：204

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 15,976 191 15,785 人件費

Ｈ 22 決 算 13,451 194 13,257 賃金

予 算 - 決 算 2,525 0 △ 3 0 0 0 2,528 委託料

Ｈ 21 決 算 16,785 1,893 14,892 工事請負費

前年度決算比 △ 3,334 0 △ 1,699 0 0 0 △ 1,635 備品購入費

負担金補助金 12,809

具体名 農会 扶助費

人数等 137 その他 642

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　各種活動や事業への補助により農業の振興を図るとともに農政の円滑な推進が図れた。

事 業 目 的
　生産調整や転作作物の特産化、集団的な農業生産体制の
確立など農業振興に関する諸課題に対して、農業者の組織的
な調整、研修等の取組を促進し、農政の円滑な推進を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

対象：農会及び営農組合等、市代表農会長会、各地区農会長会、各町農業振興協議会他
　積算内容：旅費86千円
　需用費=消耗品費他410千円
　役務費116千円
　負担金・補助及び交付金12,809千円＝（代表農会長会66千円、地区農会長会助成金7,041千円、宍粟北農業振興
協議会補助金4,123千円、　農業機械購入補助金389千円、　融資資金利子補給682千円、　農業まつり300千円、
その他補助金等208千円）､
　公課費30千円

農業振興課 その他農業振興費

一般会計　５．１．３ 総合計画の施策名称： 農業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：208

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,778 1,202 576 人件費

Ｈ 22 決 算 1,774 1,202 572 賃金

予 算 - 決 算 4 0 0 0 0 0 4 需用費 6

Ｈ 21 決 算 8,719 3,034 5,685 委託料

前年度決算比 △ 6,945 0 0 △ 1,832 0 0 △ 5,113 工事請負費

負担金補助金 1,768

具体名 用水受益者

人数等 482戸 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：208

事 業 目 的

県営土地改良事業により施工された農業水利施設の長寿命
化に向け、ライフサイクルコストの低減、施設の信頼性の向
上、施設管理の合理化に向け、用水路の予防保全工事を施
工する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H20～H23 新規・継続の別 補助・単独の別

農業振興課 農村整備事業（基幹水利施設ストックマネジメント事業）

一般会計　５．１．６ 総合計画の施策名称： 農業の振興

対象：山崎町川戸・宇原地区 用水路保全事業（川戸地区L=1,177ｍ・宇原地区L=451m）
事業内訳：H22年度事業市負担金1,768千円（事業費7,072千円×25％）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

農業生産基盤の機能を向上させ、農業生産性の維持向上と農業経営の安定並びに農地の保全を図った。
施工延長：川戸地区L=1,177ｍ・宇原地区L=451m

農業振興課 農地環境整備事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：208

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 4,565 346 1,757 2,462 人件費

Ｈ 22 決 算 4,565 345 1,757 2,463 賃金

予 算 - 決 算 0 0 1 0 0 0 △ 1 需用費 6

Ｈ 21 決 算 0 委託料 1,237

前年度決算比 4,565 0 345 1,757 0 0 2,463 工事請負費

負担金補助金 3,322

具体名 ほ場整備受益者

人数等 53戸 その他 0

事業期間 新規 補助

事 業 内 容

H22～H27 新規・継続の別 補助・単独の別

対象：安賀地区全体計画（県営事業）　区画整理A=13ha[H24～28]、全体事業費 260,000千円
事業内訳：調査設計事業負担金　3,322千円（事業費　9,100千円×36.5％、うち受益者分担金　9,100千円×17％）
　　　　　　  農用地等集団化事業　　508千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

農業生産基盤の機能を向上させ、耕作放棄地を解消するとともに農業生産基盤の維持向上と農地の保全に努め
る。
平成21年度：事業区域内地権者の仮同意を受けての活性化計画作成
平成22年度：調査設計事業による事業計画書作成
平成23年度：事業採択に向けた法手続き申請
平成24年度：事業採択（事業着手）

総合計画の施策名称： 農業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

基盤整備事業を円滑に実施することにより、耕作放棄地の解
消、優良農地の確保、分散した農地等の集団化を図り、農業
経営を安定・向上させるとともに住民の定住を促進し、都市住
民との交流を盛んに行う。

対象者（受益）

農業振興課 農地環境整備事業

一般会計　５．１．６
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：208

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,388 2,800 588 人件費

Ｈ 22 決 算 3,388 2,800 588 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 9,381 8,100 1,281 工事請負費

前年度決算比 △ 5,993 0 0 0 0 △ 5,300 △ 693 備品購入費

負担金補助金 3,388

具体名 ほ場整備受益者 扶助費

人数等 114戸 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：208

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

平成19年度： 5.6ha　（面工事完了）
平成20年度： 8.4ha　（面工事完了）
平成21年度： 6.6ha　（面工事完了予定）
平成22年度：確定測量、補完工事
平成23年度：換地処分（地区面積25.4ha）
青木営農組合（平成19年3月18日設立）による農地利用集積率を向上させる。[全体20.6ha（0％）→14.2ha（68.9％）]
※早期に法人化することにより経営規模を拡大すると同時に生産コストを削減し、農業経営の安定を図る。

農業振興課 経営体育成基盤整備事業（宇原地区）

事 業 目 的

 集落営農経営の育成に資するための農地の利用集積や非
農用地を含む土地利用の秩序化を一体的に実施することに
よって、将来の営農形態に適合した農業機械の効率的な利用
や合理的な水利用等、生産性の高いほ場条件を整備する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H18～H23 新規・継続の別 補助・単独の別

青木地区全体計画（県営事業）　整備面積A=20.6ha[H18～H23]、全体事業費　401,000千円
事業内訳：H22年度事業市負担金　3,100千円　（事業費　31,000千円×10％）
　　　　　　 促進支援調査・調整事業補助金　288千円　（640千円×45％）

農業振興課 経営体育成基盤整備事業（青木地区）

一般会計　５．１．６ 総合計画の施策名称： 農業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：208

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 14,734 13,000 1,734 人件費

Ｈ 22 決 算 14,734 13,000 1,734 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 8,653 7,500 1,153 工事請負費

前年度決算比 6,081 0 0 0 0 5,500 581 備品購入費

負担金補助金 14,734

具体名 ほ場整備受益者 扶助費

人数等 101戸 その他 0

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H21～H25 新規・継続の別 補助・単独の別

対象：宇原地区全体計画（県営事業）　整備面積A=23.8ha[H21～H25]、全体事業費　627,200千円
事業内訳：22年度事業市負担金　14,500千円　（事業費　145,000千円×10％）
　　　　　　 促進支援調査・調整事業補助金　234千円　（520千円×45％）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

平成22年度： 7.4ha　（面工事完了）
平成23年度：16.4ha　（面工事完了予定）
平成24年度：確定測量、補完工事
平成25年度：換地処分（地区面積28.9ha）
認定農業者による農地利用集積率を向上させる。[全体23.8ha（12.0％）→10.8ha（45.4％）]
※担い手となる認定農業者が地域における他産業従事者並みの生涯所得に相当する年間農業所得（370万円程
度）、年間労働時間（2000時間程度）の水準を目指す。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

 農地の利用集積や非農用地を含む土地利用の秩序化を一
体的に実施することによって、将来の営農形態に適合した農
業機械の効率的な利用や合理的な水利用等、生産性の高い
ほ場条件を整備する。

対象者（受益）

農業振興課 経営体育成基盤整備事業（宇原地区）

一般会計　５．１．６ 総合計画の施策名称： 農業の振興
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：208

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,460 1,200 260 旅費 0

Ｈ 22 決 算 1,430 1,200 230 需用費 0

予 算 - 決 算 30 0 0 0 0 0 30 役務費

Ｈ 21 決 算 22,084 19,900 2,184 委託料

前年度決算比 △ 20,654 0 0 0 0 △ 18,700 △ 1,954 工事請負費

負担金補助金 1,430

具体名 農道利用者 扶助費

人数等 - その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：208

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

蔦沢地区と菅野・土万地区との連絡道を整備することにより、交通時間を大幅に短縮させ、農業の近代化及び農業
生産物流の合理化とともに、地域の生活防災面の緊急用道路としても効果が大きい。
平成22年度までの施工延長：704m

農業振興課 その他農地費

事 業 目 的

農業振興における基幹農業用施設（米麦乾燥施設・水稲育苗施設・黒大豆
乾燥調整施設等）への農業生産物の搬出入や大型農耕車等地区間往来
及び都市農村交流施設等へのアクセス道路を整備し、農業の近代化・農業
生産物流通の合理化を図り農村環境の改善に資する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17～H25 新規・継続の別 補助・単独の別

総事業費　2,073,225千円　（事業費　1,974,500千円）
主要工事　道路延長L=1,829m　（内ﾄﾝﾈﾙ延長L=482m）　道路復員W=7.0m　（有効幅員W=5.5m）
事業内訳：H22年度事業市負担金　1,430千円　（事業費　10,000千円×14.3％）

農業振興課 基幹農道整備事業

一般会計　５．１．７ 総合計画の施策名称： 農業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：208

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 17,286 4,200 13,086 旅費 13

Ｈ 22 決 算 15,827 3,500 12,327 需用費 154

予 算 - 決 算 1,459 0 0 0 0 700 759 役務費 0

Ｈ 21 決 算 13,547 13,547 委託料 430

前年度決算比 2,280 0 0 0 0 3,500 △ 1,220 原材料費 3,722

負担金補助金 11,508

具体名 農業者

人数等 - その他 0

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

対象：農会又は集落営農組合
積算内容：【原材料支給事業】　農業生産基盤改修用資材費 15件 3,722千円
　　　　　　　【補助金交付事業】　農業生産基盤整備促進事業補助金 24件 11,074千円
　　　　　　　その他負担金等=県土地改良事業団体連合会賦課金他　434千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

農業生産基盤の機能を回復し、農業生産性の維持向上と農業経営の安定を図るとともに農地の保全に努める。
　・原材料支給事業：15件
　・補助金交付事業：24件

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

農業生産性の維持向上に向けた農業生産基盤の改修に対して、原材
料を支給する。（材料費が10万円以上で50万円限度）、及び農業用施
設の機能回復を促進し、農地の保全と農業基盤の整備を図る。（工事
費が20万円以上で査定工事費の50％・200万円上限）

対象者（受益）

農業振興課 その他農地費

一般会計　５．１．７ 総合計画の施策名称： 農業の振興

105



平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：210

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 109,799 79,329 9,900 20,570 賃金 4,790

Ｈ 22 決 算 109,272 79,329 8,600 21,343 委託料 97,503

予 算 - 決 算 527 0 0 0 0 1,300 △ 773 報償費 2,458

Ｈ 21 決 算 102,341 73,185 29,156 需用費 2,536

前年度決算比 6,931 0 6,144 0 0 8,600 △ 7,813 役務費 897

備品購入費 214

具体名 土地所有者

人数等 不定 その他 874

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：212

一般会計　５．１．８ 総合計画の施策名称： 有効な土地利用

予算・決算額
財源内訳

農業振興課 有害鳥獣対策施設設置事業〔繰越明許分〕

農業振興課 地籍調査事業

宍粟市全面積　６５８．６０㎢　うち調査対象面積　５３１．０４㎢
平地部完了済。山林部は、波賀町を調査中（一宮町は全域完了、山崎町・千種町は未着手）。
（実施計画）
波賀町山林部　H15～H27
千種町山林部　H27～H35
山崎町山林部　H35～H50
（H22調査地区）
波賀町皆木　１．８６㎢、波賀町野尻　４．３７㎢、波賀町鹿伏②　６．１５㎢

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

（H22末進捗率）
宍粟市　５５．９％（山崎２３．２％、一宮１００％、波賀６５．６％、千種１３．４％）
兵庫県　１９．６％
全　国　４８．９％

22年度決算の内訳

事 業 目 的

地籍（所有者、地番、地目、地積及び境界）を明確にして、土
地管理を容易にし、土地境界トラブルの未然防止、公共事業
等の円滑化を図る。
また、固定資産税の適正化に資する資料となる。

対象者（受益）

事 業 内 容

S32～H52（予定） 新規・継続の別 補助・単独の別

所管課： 事業名： 決算書頁：212

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 10,000 9,370 630 0 人件費

Ｈ 22 決 算 9,888 9,338 549 1 賃金

予 算 - 決 算 112 32 0 0 81 0 △ 1 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 0 0 0 0 0 工事請負費 9,888

前年度決算比 9,888 9,338 0 0 549 0 1 備品購入費

負担金補助金

具体名 農家等 扶助費

人数等 － その他

事業期間 新規 補助

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

有害鳥獣等の防護柵の設置により農産物の被害防除の徹底を期し、農業経営の安定が図れた。
　防護柵設置延長　L=1,570m
鳥獣保護員の処理鳥獣を一時保管することにより、従事者の自家処理負担の軽減を図った。

特定猟具使用禁止区域周辺における鹿、猪による農作物被
害や生活環境被害対策として、防護柵施設の設置を行う。ま
た鳥獣保護員が行う捕獲鳥獣の捕獲個体の処分時の一時的
なストックヤードを確保する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

有害鳥獣対策施設設置工事　1集落（1,570m）　6,104千円
保冷庫設置工事　A=35.21㎡　3,784千円

農業振興課 有害鳥獣対策施設設置事業〔繰越明許分〕

一般会計　５．１．９ 総合計画の施策名称： 農業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：334

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 233,509 204,549 12,100 16,860 共済費 226

Ｈ 22 決 算 178,767 155,580 10,196 12,991 賃金 1,713

予 算 - 決 算 54,742 0 48,969 1,904 0 0 3,869 需用費 696

Ｈ 21 決 算 43,177 6,069 0 0 37,108 役務費 68

前年度決算比 135,590 0 149,511 10,196 0 0 △ 24,117 工事請負費 170,242

負担金補助金 5,822

具体名 被災農業者 扶助費

人数等 - その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：336農業振興課 農業用施設災害復旧事業（繰越明許分を含む）

事 業 内 容

H21～H23 新規・継続の別 補助・単独の別

平成21年台風9号による農地災害復旧事業
　・国補助災害復旧工事：67件　170,242千円
　・市単独補助金（土砂撤去）：12件　882千円
　・市単独補助金（軽微復旧等）：19件　4,940千円
　
　　【平成23年度へ繰越 】　　 18,400千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

災害復旧事業の実施により、農地の機能を早急に回復し、農業の維持と農業経営の安定を図るとともに国土の保
全を行う。
　【執行件数】
　　・災害復旧工事　：67件
　　・補助金交付（土砂撤去）　：12件
　　・補助金交付（軽微復旧等）　：19件

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
平成21年8月9日から10日にかけての台風9号災害（豪雨）（最
大24時間雨量80mm以上、最大時間雨量20mm以上等）によっ
て災害を被った農地を原形に復旧する。

対象者（受益）

農業振興課 農地災害復旧費（繰越明許分を含む）

一般会計　１０．１．１ 総合計画の施策名称： 災害に強いまちづくり

所管課： 事業名： 決算書頁：336

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 206,997 161,495 4,754 5,300 35,448 共済費 82

Ｈ 22 決 算 160,002 120,305 3,551 0 36,146 賃金 471

予 算 - 決 算 46,995 0 41,190 1,203 0 5,300 △ 698 需用費 1,861

Ｈ 21 決 算 95,116 43,997 494 0 50,625 役務費 89

前年度決算比 64,886 0 76,308 3,057 0 0 △ 14,479 委託料 1,838

工事請負費 130,543

具体名 被災農業者 負担金補助金 25,068

人数等 - その他 50

事業期間 継続 補助

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

災害復旧事業の実施により、農地の機能を早急に回復し、農業の維持と農業経営の安定を図るとともに国土の保
全を行う。
　【執行件数】
　　・災害復旧工事　：51件
　　・補助金交付（野生動物防護柵）：5件
　　・補助金交付（野猪等被害防護柵）：8件
　　・補助金交付（土砂撤去）　：25件
　　・補助金交付（軽微復旧等）　：49件

事 業 目 的
平成21年8月9日から10日にかけての台風9号災害（豪雨）（最
大24時間雨量80mm以上、最大時間雨量20mm以上等）によっ
て災害を被った農業用施設を原形に復旧する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H21～H23 新規・継続の別 補助・単独の別

平成21年台風9号による農業用施設災害復旧事業
　・国補助災害復旧工事：51件　130,543千円
　・県単独補助金（野生動物防護柵）：5件　5,061千円
　・市単独補助金（野猪等被害防止柵）：8件　490千円
　・市単独補助金（土砂撤去）：25件　3,222千円
　・市単独補助金（軽微復旧等）：49件　16,295千円

　　【平成23年度へ繰越】　　17,800千円

農業振興課 農業用施設災害復旧事業（繰越明許分を含む）

一般会計　１０．１．２ 総合計画の施策名称： 災害に強いまちづくり

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：342

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 51,150 0 27,575 0 0 0 23,575 人件費

Ｈ 22 決 算 50,762 33,839 16,923 賃金

予 算 - 決 算 388 0 △ 6,264 0 0 0 6,652 委託料

Ｈ 21 決 算 6,378 0 4,252 0 0 0 2,126 工事請負費

前年度決算比 44,384 0 29,587 0 0 0 14,797 備品購入費

負担金補助金 50,762

具体名 被災農会 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：271農業振興課 農作物共済事業

農業振興課 その他農林水産業災害復旧費

一般会計　１０．１．５

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

台風9号による被災地域において、高齢者や女性等の農業者組織による農産物の直売や特産品加工施設への支
援並びに集落営農組織や認定農業者が、復旧農地を活用して新たな取組や規模拡大をするために必要な営農機
械の導入等に対して支援し、地域農業の荒廃を防ぐと共に、再生を促進した。

事 業 目 的

平成21年台風第９号被害により、被災農地の遊休化等が懸念される状況を受け、県と
市が連携し、高齢者や女性等の農業者組織による農産物の直売や特産品の加工活動
等への支援並びに認定農業者や集落営農組織等が復旧農地を集積し規模拡大する
ために必要な営農用機械の導入を支援することにより、地域農業の再生に資する。

対象者（受益）

総合計画の施策名称： 農業の振興

事 業 内 容

H19～H23 新規・継続の別 補助・単独の別

対象：
①地域農業再生事業　4集落　5,543千円
②営農継続用機械整備事業　10集落　45,219千円

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：271

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 11,841 11,841 人件費

Ｈ 22 決 算 9,998 9,998 賃金

予 算 - 決 算 1,843 0 0 0 0 0 1,843 委託料

Ｈ 21 決 算 29,922 29,922 工事請負費

前年度決算比 △ 19,924 0 0 0 0 0 △ 19,924 備品購入費

負担金補助金

具体名 農家(組合員等） 扶助費

人数等 2,480 その他 9,998

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　農作物共済は、食料の基本となる水稲、麦を対象としたNOSAI制度の骨格をなす共済である。対象は水稲および
麦で、風水害をはじめとするあらゆる自然災害や病虫害、鳥獣害、火災により減収したとき、その程度や補償割合に
応じて共済金を支払う制度。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　水稲では作付面積108,000ａに対して引受面積は加入率93.4％の100,838ａ（同比103.7％）と前年を上回る実績を確
保し、麦は、採種圃場のほか認定農業者での耕作で引受面積は昨年並みの2,6348a（同比104.6％）となった。
　被害状況は、全国的に近年にない高温となったことによる生育弊害のほか、３年に一度といわれるコナラ・ミズナラ
の凶作に加え、６年に一度といわれるブナの大凶作、また高温による栗・柿の不作により、猪･鹿による獣害が多く発
生し、被害耕地は例年の２倍以上となったことで、共済金は7,306,000円（金額被害率1.1％）を支払い、麦は播種期
後の降水量が例年の４倍と多雨となったため、一部地域で湿害による生育障害が発生したことなどで共済金354,900
円（金額被害率3.4％）を支払いし、被災農家の損害の補填に寄与できた。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

　農業災害補償法に基づき農家が共済掛金を出し合い共同
の準備財産をつくり、被災農家に救済として共済金を支払うと
いうもので、農家経営の安定と農業生産力の発展に資するた
め。

対象者（受益）

農業振興課 農作物共済事業

農業共済事業特別会計・農作物共済勘定 総合計画の施策名称： 農業の振興
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：273

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 18,017 18,017 人件費

Ｈ 22 決 算 16,415 16,415 賃金

予 算 - 決 算 1,602 0 0 0 0 0 1,602 委託料

Ｈ 21 決 算 17,251 17,251 工事請負費

前年度決算比 △ 836 0 0 0 0 0 △ 836 備品購入費

負担金補助金

具体名 農家(組合員等） 扶助費

人数等 27 その他 16,415

事業期間 継続 単独

単位：千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　引受頭数は、肥育飼養農家で規模縮小があったものの、繁殖和牛飼養農家で若い飼養農家が頭数をふやされる
など、全国的には高齢化・後継者不足等で非常に厳しい情勢の中、総頭数は1,583頭（同比98.1％）で30頭の微減で
とどまった。
　事故は、死廃事故において前年は台風第９号により14頭もの出荷間近の肥育牛が流失し死亡するなど大きな被
害となったが、本年度は夏の猛暑・冬の寒さ等の影響から、評価額の低い胎児の事故が増加したが、評価額の高い
成牛の事故は少なかったため、共済金は5,615,808円（前年比78.7％）と大きく減少した。病傷事故では、やはり気候
による原因から、総件数は59件増の428件（同比116.0％）、共済金5,068,140円（同比112.4％）を支払いし、被災農家
の損害の補填に寄与できた。

事 業 目 的

　農業災害補償法に基づき農家が共済掛金を出し合い共同
の準備財産をつくり、被災農家に救済として共済金を支払うと
いうもので、農家経営の安定と農業生産力の発展に資するた
め。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　対象は牛、馬および豚。それぞれの種類ごとに、飼養している家畜を全て加入していただく包括加入方式となって
いる。加入している家畜が死亡したり廃用になったとき、またケガや病気で治療を受けたときに共済金を支払う。

農業振興課 家畜共済事業

農業共済事業特別会計・家畜共済勘定 総合計画の施策名称： 農業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：275

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 17,464 17,464 人件費

Ｈ 22 決 算 12,269 12,269 賃金

予 算 - 決 算 5,195 0 0 0 0 0 5,195 委託料

Ｈ 21 決 算 12,222 12,222 工事請負費

前年度決算比 47 0 0 0 0 0 47 備品購入費

負担金補助金

具体名 農家(組合員等） 扶助費

人数等 186 その他 12,269

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　作付面積の減少に伴い引受面積は384.5a減少し6,603.5ａ（前年比94.5％）となった。
被害状況は、梅雨明け以降に記録的な高温が続き、開花するものの花落ちするなどの被害が見られたほか、一部
圃場では干害による生育の遅延がみられたことなど、共済金は8,204,656円（金額被害率12.51％）を支払いし、被災
農家の損害の補填に寄与できた。

事 業 目 的

　農業災害補償法に基づき農家が共済掛金を出し合い共同
の準備財産をつくり、被災農家に救済として共済金を支払うと
いうもので、農家経営の安定と農業生産力の発展に資するた
め。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　対象は大豆。風水害をはじめとするあらゆる自然災害や病虫害、鳥獣害、火災により減収したとき、共済金を支払
う制度。　加入方法は、農家単位で損害を補てんする全相殺方式、半相殺方式、耕地ごとに損害を補てんする一筆
方式があるが、農家ごとに耕作される全ての圃場が対象となる。

農業振興課 畑作物共済事業

農業共済事業特別会計・畑作物共済勘定 総合計画の施策名称： 農業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：276

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,329 3,329 人件費

Ｈ 22 決 算 1,074 1,074 賃金

予 算 - 決 算 2,255 0 0 0 0 0 2,255 委託料

Ｈ 21 決 算 444 444 工事請負費

前年度決算比 630 0 0 0 0 0 630 備品購入費

負担金補助金

具体名 農家(組合員等） 扶助費

人数等 24 その他 1,074

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：277

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　引受戸数は加入資格面積の減少などで21戸（前年比95.5％）と１戸の減となったが、棟数は67棟（同比103.1％）と
２棟の増となった。
事故状況は、突風被害のほか、１月の降雪の影響を受け、10棟（同比166.7％）、共済金796,671円（同比508.8％）を
支払いし、被災農家の損害の補填に寄与できた。

農業振興課

事 業 目 的

　農業災害補償法に基づき農家が共済掛金を出し合い共同
の準備財産をつくり、被災農家に救済として共済金を支払うと
いうもので、農家経営の安定と農業生産力の発展に資するた
め。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別

財源内訳 22年度決算の内訳

損害防止事業

補助・単独の別

　自然災害などで、ビニールハウスやガラス室などの施設が被害を受けたときに、共済金を支払う。施設のほか、施
設内で栽培されている農作物も加入できる。施設の種類によっては、施設の撤去費用や、施設の防風・防鳥などを
目的に設置される多目的ネットハウスについても、補償を選択できる。

農業振興課 園芸施設共済事業

農業共済事業特別会計・園芸施設共済勘定 総合計画の施策名称： 農業の振興

予算・決算額

所管課： 事業名： 決算書頁：277

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,779 2,779 人件費

Ｈ 22 決 算 2,769 2,769 賃金

予 算 - 決 算 10 0 0 0 0 0 10 委託料

Ｈ 21 決 算 3,801 3,801 工事請負費

前年度決算比 △ 1,032 0 0 0 0 0 △ 1,032 備品購入費

負担金補助金

具体名 農家等 扶助費

人数等 - その他 2,769

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

農作物共済：市が実施する鳥獣害被害防止柵設置事業、シカ個体数管理･調整事業、有害鳥獣捕獲事業に対する
助成と、病害虫発生状況調査事業
家畜共済：特定損害防止事業　農業災害補償法第150条の３規定の疾病予防　一般損害防止事業　多発疾病予防
薬配布など

農業振興課

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　農作物では市が助成する損害防止事業（鳥獣害被害防護柵設置事業15集落、シカ個体数管理・調整事業466頭、
野猪・鹿捕獲助成（猪129頭、鹿293頭、野生動物防護柵集落連携設置事業8集落）について費用助成し、適期防除
を促進するため病害虫発生状況調査を実施。家畜では国が指定した疾病に対して予防衛生措置を実施し、また多
発疾病に対して予防薬を配布。また、本年度は宮崎県で発生した口蹄疫に対し、当市においても県内・市内への侵
入を防ぐため、消石灰などの消毒薬を配布した。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
共済事故を未然に防止し、農家経営の安定に寄与するととも
に、共済金・共済掛金率の低減させるため。

対象者（受益）

損害防止事業

農業共済事業特別会計・業務勘定 総合計画の施策名称： 農業の振興
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 37,619 18,805 9,328 9,486 人件費

Ｈ 22 決 算 37,611 18,805 9,328 9,478 賃金

予 算 - 決 算 8 0 0 0 0 0 8 委託料

Ｈ 21 決 算 41,452 21,359 10,630 9,463 工事請負費

前年度決算比 △ 3,841 △ 2,554 △ 1,302 0 0 0 15 備品購入費

負担金補助金 37,309

具体名 協定締結者 扶助費

人数等 110名 その他 302

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

新規・継続の別 補助単独の別

対象者（受益）

森づくり課 森林整備地域活動支援事業

一般会計　５．２．２ 総合計画の施策名称： 林業の振興

森づくり課 松くい虫防除等事業

市内民有人工林の２２％を占める約7,500haで110団地が設定され、施業区域の明確化などの地域活動をとおし、山
へ行く機会が増え、また、山への関心を深めるとともに森林経営意欲の向上で計画的な森林整備を促進することが
出来た。
特に、団地を中心にした区域で低コスト路網整備の取り組みを促し、木材生産活動の活性化を図る糸口となった。

22年度決算の内訳
予算・決算額

財源内訳

◎活動支援交付金　37,309千円　財源内訳（国庫　18,805千円、県費　9,328千円、一財　9,478千円）
30ha以上のまとまりのある団地で、森林施業計画において施業実施が計画され、市長と協定している条件で、森林
の現況調査及び施業区域の明確化等の地域活動支援。（面積＝7,461.85ｈa、１１０ 団地）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

森林所有者による計画的かつ一体的な森林施業の実施に不
可欠な森林の現況調査やその他地域活動を確保するための
支援を行うことにより、森林の有する公益的機能等の発揮を
促す。

事 業 内 容

Ｈ１９～Ｈ２３

所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 8,231 7,016 1,215 人件費

Ｈ 22 決 算 8,117 6,966 1,151 賃金

予 算 - 決 算 114 0 50 0 0 0 64 委託料 8,100

Ｈ 21 決 算 5,198 4,745 453 工事請負費

前年度決算比 2,919 0 2,221 0 0 0 698 備品購入費

負担金補助金

具体名 区域内受益者 扶助費

人数等 11地区 その他 17

事業期間 継続 補助

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

松くい虫防除については、H19島根県の事故以来、航空防除と地上防除を中止し伐倒駆除で対応するなか、県の防
除予算も縮小している。最上山公園では主要な松に樹幹注入を行い、景観保全に努めた。
カシノナガキクイムシ防除については、県北部より南下しており、一宮町や千種町の民有林でもミズナラ等天然林に
被害が見られ、黒原地区では130本、東公文のロクロシキャンプ場で185本、西河内の千種北小学校裏山では116本
の合計605㎡を噴霧剤処理し、集団的な枯れを防ぎ、景観の保持にも努めた。

事 業 目 的

松くい虫被害はきわめて短期間に集団的に松林を枯れさせるが、
宍粟市において防除することにより山崎以北への被害拡大を防い
でいる。航空防除等の実施により松枯れの被害拡大を防ぎ、森林
の公益的機能の保持と山腹崩壊等の防止を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

◎保全松林整備（衛生伐）260㎥委託料　3,928千円　財源内訳（国庫　1,964千円、県費　785千円、一財　1,179千
円）
◎伐倒駆除200㎥委託料　3,180千円　財源内訳（国庫　3,180千円）
◎カシノナガキクイムシ防除605㎡委託料　992千円　財源内訳（県費　992千円）
【H19】　特別防除〔ヘリ〕9地区195.9ha、保全松林整備〔衛生伐〕200㎥、伐倒駆除200㎥、地上防除5ha
【H20】　保全松林整備〔衛生伐〕248㎥、伐倒駆除200㎥
【H21】　保全松林整備〔衛生伐〕145.3㎥、伐倒駆除200㎥、地上防除（樹幹注入）161本

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助単独の別

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

森づくり課 松くい虫防除等事業

一般会計　５．２．２ 総合計画の施策名称： 森林を生かした豊かな空間づくり
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 35,784 8,570 27,214 人件費

Ｈ 22 決 算 28,828 7,302 21,526 賃金

予 算 - 決 算 6,956 0 0 0 △ 1,268 0 △ 5,688 委託料

Ｈ 21 決 算 29,565 7,302 22,263 工事請負費

前年度決算比 △ 737 0 0 0 0 0 △ 737 備品購入費

負担金補助金 28,808

具体名 森林所有者 扶助費

人数等 ― その他 20

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

事 業 内 容

◎手入れの行き届かない人工林の0.1ｈa以上、45年生以下の森林の間伐補助で国の造林補助事業の補助残の上
乗せ補助（予算の範囲以内で市長が認めた額）（国51％県17％の68％補助）補助残32％について県7.5％と市
24.5％補助する。

事業実施面積＝527.07ha
【H19】　実施面積　578.66ha
【H20】　実施面積　694.79ha
【H21】  実施面積　552.20ha

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

市内民有林で人工林のうち、16～45年生は約16,500haと半数を占め、長期に渡る木材価格の下落から放置される
森林が増加し、環境悪化につながることから取り組んだ当該事業も10年目を迎えた。年間約600haで合計6,000haの
公費100%の間伐が実施でき、林床植生を豊かにし水源涵養機能等の持つ公益的機能を高め、住民生活の安全確
保を図ることができた。面積16,500haに対し36%の実行率となっている。

対象者（受益）

事 業 目 的
適切な保育管理が行われず放置された森林における間伐事
業を支援することにより、林床植生を豊かにし、水源涵養機能
等の持つ公益的機能を高める。

Ｈ１９～Ｈ２３ 新規・継続の別 補助単独の別

森づくり課 環境対策育林事業

一般会計　５．２．２ 総合計画の施策名称： 森林を生かした豊かな空間づくり

22年度決算の内訳
予算・決算額

財源内訳

森づくり課 その他林業振興事業所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 47,063 1,210 45,853 人件費

Ｈ 22 決 算 37,246 2,211 35,035 賃金

予 算 - 決 算 9,817 0 0 0 △ 1,001 0 10,818 委託料 8,025

Ｈ 21 決 算 41,379 3,298 38,081 工事請負費

前年度決算比 △ 4,133 0 0 0 △ 1,087 0 △ 3,046 備品購入費

負担金補助金 29,053

具体名 森林所有者 扶助費

人数等 ― その他 168

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

高性能林業機械購入に補助することにより、購入者の負担軽減を図り林業生産活動を促進した。　また、生産森林
組合経営支援事業は、経営経費の負担を軽減し森林経営の意欲向上を図った。
しそうの森整備事業においては、国県補助事業に対して市が上乗せ補助等をすることにより、公益的機能を十分に
発揮し得る健全な森林を育成するとともに、林業経営の安定と林業振興を図ることが出来た。

事 業 内 容

◎森林巡視事業委託料（森林王国協会）　1,810千円
◎森林王国拠点エリア整備委託料（しそう森林組合）　6,215千円
◎市民の森監理委託料ほか　571千円
◎高性能林業機械購入補助事業（兵庫木材センター・小林林産）　7,628千円
◎生産森林組合連絡協議会助成事業 1,300千円、生産森林組合経営支援事業　2,715千円
◎緑の少年団連絡協議会育成事業　262千円、優良樹苗育成事業　100千円
◎しそうの森整備事業　17,048千円　（間伐 101.06ｈa  枝打ち 1.78ｈa  作業道開設 21,011.4ｍ）
　　【H23年度へ繰越　7,891千円】

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助単独の別

事 業 目 的

一般会計　５．２．２ 総合計画の施策名称：

林業の長引く不況と林業労働者の高齢化及び担い手不足に
より生産基盤の低下が著しく、低コスト経営や木材の安定供
給を図るために補助支援や生産基盤整備を図る。

対象者（受益）

予算・決算額
財源内訳

森づくり課 その他林業振興事業

22年度決算の内訳

林業の振興
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 7,429 1,944 5,485 人件費

Ｈ 22 決 算 6,147 1,944 4,203 賃金

予 算 - 決 算 1,282 0 0 0 0 0 1,282 委託料 2,100

Ｈ 21 決 算 6,123 2,446 3,677 使用料及び賃借料 1,560

前年度決算比 24 0 △ 502 0 0 0 526 備品購入費

負担金補助金 1,550

具体名 市民、森林所有者 扶助費

人数等 ― その他 937

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

 【しそうcan来場者数】
　　H20　5,015人（木々市2回大盛況）
　　H21　3,431人（木々市1回）
　　H22　3,947人（木々市2回） ※木々市の開催で宍粟材の認知度向上を図ることができた。
 【森林見学ツアー参加者数】
　　H20　180人（3月・10月） 　 ※見学ツアーをとおし、宍粟材の利用促進につなげ地域産業の活性化を図った。
　　H21  177人（4月・11月）　　※ツアー参加者は減少しているが、市内民有人工林の46年生以上が半数に達し、
　　H22　131人（4月・11月）  　　 木材利用率の向上を目指し、県や民間企業と合同でツアーを継続する必要がある。

事 業 目 的
　地域材である宍粟材の利用促進活動を支援することにより、
森林の持つ公益的機能の高度発揮及び地域林業の活性化に
資する。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ１３～Ｈ２７ 新規・継続の別 補助・単独の別

◎しそうcan森のギャラリー管理委託料　1,260千円
◎木材安定供給森林条件整備業務委託料　840千円
◎しそうcan森のギャラリー使用料　1,560千円
◎宍粟材推進会議補助金　800千円　（森林見学ツアーの開催、しそうcanの集客イベントの開催、都市部における
宍粟材展示事業、ふれあい木々市の開催等）への助成。
◎森林経営支援推進事業補助金　750千円　（3団地）

森づくり課 宍粟材利用推進事業

一般会計　５．２．２ 総合計画の施策名称： 林業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

森づくり課 針葉樹林と広葉樹林の混交林整備事業（緑税活用事業）所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 51,308 51,285 23 人件費 256

Ｈ 22 決 算 48,446 47,497 949 賃金 1,549

予 算 - 決 算 2,862 0 3,788 0 0 0 △ 926 委託料

Ｈ 21 決 算 32,811 31,677 1,134 工事請負費

前年度決算比 15,635 0 15,820 0 0 0 △ 185 備品購入費

負担金補助金 46,116

具体名 区域内受益者 扶助費

人数等 受益者数 その他 525

事業期間 継続 補助

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

緑税の活用により中長期的な財源を確保し、継続し事業を実施することで、災害に強い森林の造成が図られ、水土
保全機能等の本来的に森林の持つ公益的機能の再生につながった。

事 業 目 的
スギ・ヒノキ等の高齢人工林の部分伐採を促進し、広葉樹や
スギ・ヒノキを植栽することにより、樹種、林齢が異なり水土保
全能力が高く、公益的機能を発揮する森林を整備する。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助単独の別

◎千種町黒土団地（３０ha） 造成事業補助金 　14,595千円
◎負担金補助金のうち、
　　　　　千種町河内　調査・造成補助金　【H23年度へ繰越　19,589千円】
　　　　　波賀町　原 　調査・造成補助金　【H23年度へ繰越　11,932千円】

森づくり課 針葉樹林と広葉樹林の混交林整備事業（緑税活用事業）

一般会計　５．２．２ 総合計画の施策名称： 森林を生かした豊かな空間づくり

22年度決算の内訳
予算・決算額

財源内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 79,757 79,734 23 人件費 579

Ｈ 22 決 算 69,190 69,190 0 賃金 623

予 算 - 決 算 10,567 0 10,544 0 0 0 23 委託料

Ｈ 21 決 算 51,214 50,488 726 工事請負費

前年度決算比 17,976 0 18,702 0 0 0 △ 726 備品購入費

負担金補助金 67,175

具体名 森林所有者 扶助費

人数等 ― その他 813

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

間伐木を利用した土留工の設置を行うことにより、山地災害防止機能を高め災害に強い森づくりを推進した。

森づくり課 林業再生事業

事 業 目 的

急傾斜、斜面形状等で山地災害防止機能の高度発揮が求め
られるおおむね４５年生以下のスギ、ヒノキ林を対象に、早期・
確実に防災機能の向上を図ることを目的として、間伐木を利
用した土留工の設置を行う。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助単独の別

45年生以下のスギ・ヒノキの人工林の１反以上の間伐を行い、その間伐材で簡易な土留め柵を設置する。
◎事業実施補助金（面積　246.50ｈa）　 67,175千円
　　【人件費に林業総務費の職員手当を含む　　　　 　500千円】
　　【その他に各市民局の林業振興費需用費を含む　199千円】

森づくり課 緊急防災林整備事業（緑税活用事業）

一般会計　５．２．２ 総合計画の施策名称： 森林を生かした豊かな空間づくり

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 377,935 75,000 165,000 128,200 9,735 人件費

Ｈ 22 決 算 375,362 75,000 165,000 128,200 7,162 賃金

予 算 - 決 算 2,573 0 0 0 0 0 2,573 委託料 2,364

Ｈ 21 決 算 26,360 12,680 11,900 1,780 工事請負費 207,688

前年度決算比 349,002 0 62,320 0 165,000 116,300 5,382 貸付金 165,000

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 ― その他 310

事業期間 継続 補助Ｈ19～Ｈ22 新規・継続の別 補助・単独の別

事 業 内 容

◎設計監理業務委託料　　2,364千円
◎施設周辺整備（法面・排水・防護柵）等工事請負費　　92,821千円
◎施設舗装工事請負費　　114,867千円
◎ふるさと融資貸付金　　　165,000千円
【平成23年度へ繰越　2,500千円】
【H19】　基本設計業務・実施設計業務
【H20】　実施設計業務（繰越明許）・造成工事、現場監理業務
【H21】　造成工事（繰越明許）、現場監理業務（繰越明許）、周辺整備工事

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

県産木材の流通を活性化させることで、森林所有者への利益還元並びに森林の適切な伐採・間伐を促進し、森林
の保全を図ると共に、災害に強いまちづくりに資する。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

「品質・価格・供給力」を備えた競争力のある県産木材供給ｼｽ
ﾃﾑを構築するために、大規模供給拠点となる県産木材供給
センターを宍粟市一宮町安積地内で実施し、森林所有者への
利益還元並びに森林の適切な伐採・間伐を促進する。

対象者（受益）

森づくり課 林業再生事業

一般会計　５．２．２ 総合計画の施策名称： 林業の振興
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 68,689 27,320 25,900 15,469 人件費

Ｈ 22 決 算 66,542 27,320 25,900 13,322 賃金

予 算 - 決 算 2,147 0 0 0 0 0 2,147 委託料

Ｈ 21 決 算 686,844 335,840 17,446 333,200 358 工事請負費 64,458

前年度決算比 △ 620,302 0 △ 308,520 0 △ 17,446 △ 307,300 12,964 備品購入費

負担金補助金 1,725

具体名 市民 扶助費

人数等 ― その他 359

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：220

事 業 内 容

Ｈ19～Ｈ22 新規・継続の別 補助・単独の別

◎水道管布設等工事請負費　　28,422千円
◎市道・造成地進入路・作業道整備工事請負費　　22,774千円
◎獣害防止柵設置工事請負費　　809千円
◎東屋設置工事請負費　　10,406千円
◎法面補修等工事請負費　1,333千円
◎仮設道撤去工事請負費　　714千円

森林所有者への利益還元並びに森林の適切な伐採・間伐を促進し、森林の保全を図ると共に、災害に強いまちづく
りに資する。

一般会計　５．２．２ 総合計画の施策名称： 林業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

公有林整備事業

林業再生事業〔繰越明許分〕森づくり課

「品質・価格・供給力」を備えた競争力のある県産木材供給ｼｽ
ﾃﾑを構築するために、大規模供給拠点となる県産木材供給
センターを宍粟市一宮町安積地内で実施し、森林所有者への
利益還元並びに森林の適切な伐採・間伐を促進する。

対象者（受益）

森づくり課所管課： 事業名： 決算書頁：220

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 立木売払収入 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 101,754 58,241 45,912 △ 2,399 人件費

Ｈ 22 決 算 67,828 44,115 45,561 △ 21,848 賃金

予 算 - 決 算 33,926 0 14,126 0 351 0 19,449 委託料 5,285

Ｈ 21 決 算 26,334 6,691 23,457 △ 3,814 工事請負費 57,084

前年度決算比 41,494 0 37,424 0 22,104 0 △ 18,034 役務費 5,459

負担金補助金

具体名 宍粟市 扶助費

人数等 ― その他 0

事業期間 継続 補助

「儲かる林業」を実践して行くため、率先して高齢林の収入間
伐を行い、経費削減と宍粟材の利活用に務める。又、保育施
業が必要な林分については森林の公益的機能の向上を図る
ため、保育事業を実施する。

対象者（受益）

事 業 目 的

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

公有林整備事業

一般会計　５．２．３ 総合計画の施策名称： 林業の振興

森づくり課

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助単独の別

◎作業道出石線測量設計委託費　　　　　　L=　780ｍ　　2,870千円
◎作業道女乢・押ケ谷線測量設計委託費　L=　660ｍ　　2,415千円
◎間伐 （搬出有り）
　　　千種町西河内　スギ・ヒノキ（42～51年生）　17.44ha　　674㎥　請負費  7,665千円　【売払精算額：  6,989千円】
　　　千種町岩野辺　スギ・ヒノキ（45年生）　　　　25.90ha　2,606㎥　請負費 18,546千円  【売払精算額：28,813千円】
　　　山崎町塩田　　 スギ・ヒノキ（59年生）　　　　18.22ha　1,075㎥　請負費  8,166千円　【売払精算額：  9,760千円】
◎作業道細畑線支障木搬出請負費　168㎥　367千円
◎作業道出石線支障木搬出請負費　105㎥　246千円
◎岡城山市有林土砂撤去請負費　　　　　　　　96千円
◎作業道出石線開設工事請負費　L=780ｍ　　21,998千円
◎市有林素材販売手数料　　5,459千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

市が率先し収入間伐を行うことで、「儲かる林業」のモデルケースとしてＰＲし、林業の活性化につなげることができ
た。
適正な森林整備により環境の改善を図り、持続可能で災害に強い森林の造成を図った。
また、生産コストを軽減した搬出方法により、精算収入を生み出し経営基盤の財源確保に寄与出来た。
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：220

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 32,998 15,600 17,398 人件費

Ｈ 22 決 算 28,531 15,600 12,931 賃金

予 算 - 決 算 4,467 0 0 0 0 0 4,467 委託料

Ｈ 21 決 算 29,732 18,000 11,732 工事請負費 210

前年度決算比 △ 1,201 0 0 0 0 △ 2,400 1,199 役務費

公有財産購入費 5,857

具体名 市民 負担金補助金 22,426

人数等 ― その他 38

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：222

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

林道・作業道等の林業基盤整備を実施することにより、森林の整備・保全並びに森林施行と木材の安定供給に寄与
した。
森林基幹道千町段ヶ峰線（全体計画延長L=17,080ｍ　　平成21年度までL=15,630ｍ）

森づくり課 きめ細かな臨時交付金事業〔繰越明許分〕

事 業 目 的

市直営林道の適正な維持管理、地元管理林道への補助金支
給、森林基幹道の用地買収、森林基幹道千町段ヶ峰線開設
事業(H5～H25)の事業負担金(10％)の支払等を行うものであ
る。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

◎直営林道補修維持工事請負費(2件）　　210千円
◎林道前地カンカケ線用地購入費(7筆20,916.27㎡×280円)　　5,857千円
◎治山林道協会負担金　　3,219千円
◎森林基幹道開設事業負担金　　　 17,415千円
◎播但基幹林道促進協議会負担金　　　20千円
◎林道等補修工事補助金（6路線）　　1,773千円
【平成23年度へ繰越　240千円】

森づくり課 その他林業施設整備事業

一般会計　５．２．４ 総合計画の施策名称： 林業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：222

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 21,500 21,500 0 人件費

Ｈ 22 決 算 20,090 20,090 0 賃金

予 算 - 決 算 1,410 0 1,410 0 0 0 0 委託料 2,074

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費 18,016

前年度決算比 20,090 0 20,090 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 宍粟市 扶助費

人数等 ― その他 0

事業期間 新規 補助

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助単独の別

◎作業道細畑線測量委託料　　　　L=1,660ｍ　W=4.0ｍ　　2,074千円
◎作業道細畑線開設工事請負費　L=　533ｍ　W=4.0ｍ　　9,261千円
◎林業再生施設舗装工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　8,755千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

適正な森林整備を行い、森林の有する山地災害防止機能等の公益的機能の維持増進を図ることができた。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
森林施業の団地化を図り、持続可能な森林を造成するため作
業道を開設し、計画的な施業を実施する。

対象者（受益）

森づくり課 きめ細かな臨時交付金事業〔繰越明許分〕

一般会計　５．２．６ 総合計画の施策名称： 林業の振興
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：338

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 70,185 55,401 3,982 0 5,700 5,102 人件費

Ｈ 22 決 算 62,367 51,600 2,695 8 6,400 1,664 賃金

予 算 - 決 算 7,818 0 3,801 1,287 △ 8 △ 700 3,438 委託料 4,073

Ｈ 21 決 算 51,949 28,626 1,131 500 21,692 工事請負費 56,453

前年度決算比 10,418 0 22,974 1,564 8 5,900 △ 20,028 原材料費 634

負担金補助金 752

具体名 利用者 扶助費

人数等 ― その他 455

事業期間 新規 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：338

◎倒木等緊急処理事業委託料（116.89t）　3,974千円
◎林道災害測量委託料ほか　　　　　　　　　　99千円
◎林道施設災害復旧（12路線）　　　　　　56,453千円
◎林道災害復旧用原材料費（4路線）　　　　634千円
◎林道等補修工事補助金（4路線）　　　　　 752千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

被災した林道の災害復旧事業を実施することにより、林道利用者の安全を図ると共に、森林施行と木材の安定供給
に寄与した。

森づくり課 林業施設災害復旧事業

一般会計　１０．１．３ 総合計画の施策名称： 林業の振興

予算・決算額

事 業 内 容

森づくり課 林業施設災害復旧事業〔繰越明許分〕

財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

平成21年8月9日から8月10日にかけての豪雨災害により被災
した林道の災害復旧を実施、地元管理林道において小規模な
災害復旧への補助金の支給、及び、民家に接近する渓流に
流れ込んだ流木の撤去を実施する。

対象者（受益）

Ｈ２１～Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

所管課： 事業名： 決算書頁：338

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 145,983 109,239 6,908 10,100 19,736 人件費

Ｈ 22 決 算 126,206 103,114 4,220 10,100 8,772 賃金

予 算 - 決 算 19,777 0 6,125 2,688 0 0 10,964 委託料

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費 123,932

前年度決算比 126,206 0 103,114 4,220 0 10,100 8,772 備品購入費

負担金補助金

具体名 利用者 扶助費

人数等 ― その他 2,274

事業期間 新規 補助

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

被災した林道の災害復旧事業を実施することにより、林道利用者の安全を図ると共に、森林施行と木材の安定供給
に寄与した。

事 業 目 的

平成21年8月9日から8月10日にかけての豪雨災害により被災
した林道の災害復旧を実施、地元管理林道において小規模な
災害復旧への補助金の支給、及び、市が管理する公共施設
において、施設内に流れ込んだ流木の撤去を実施する。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ２１～Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

◎林道施設災害復旧工事請負費（26路線）　123,932千円

一般会計　１０．１．３ 総合計画の施策名称： 林業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

森づくり課 林業施設災害復旧事業〔繰越明許分〕
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：342

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 17,945 10,104 1,515 6,326 人件費

Ｈ 22 決 算 14,713 6,814 1,022 6,877 賃金

予 算 - 決 算 3,232 0 3,290 493 0 0 △ 551 委託料 908

Ｈ 21 決 算 14,609 4,882 732 8,995 工事請負費 13,612

前年度決算比 104 0 1,932 290 0 0 △ 2,118 備品購入費

負担金補助金

具体名 保全対象受益者 扶助費

人数等 ― その他 193

事業期間 新規 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：342

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

治山事業を実施することにより、森林の保全及び災害の防止と軽減に寄与した。

事 業 目 的
森林の公益的機能の維持向上を図り、治山治水と森林の保
全を図るため県単独補助治山事業を実施する。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

◎山地災害復旧工事請負費　（千種町岩野辺：土留工・法面工）　　　　 　3,833千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一宮町下野田：落石防護柵工・法面工）　9,779千円

森づくり課 治山施設災害復旧事業

一般会計　１０．１．４ 総合計画の施策名称： 森林を生かした豊かな空間づくり

森づくり課 治山施設災害復旧事業〔繰越明許分〕

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：342

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 41,562 27,754 1,009 12,799 人件費

Ｈ 22 決 算 41,391 31,180 1,128 9,083 賃金

予 算 - 決 算 171 0 △ 3,426 △ 119 0 0 3,716 委託料

Ｈ 21 決 算 285 △ 285 工事請負費 40,908

前年度決算比 41,391 0 31,180 843 0 0 9,368 備品購入費

負担金補助金

具体名 保全対象受益者 扶助費

人数等 ― その他 483

事業期間 新規 補助

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

治山事業を実施することにより、森林の保全及び災害の防止と軽減に寄与した。

事 業 目 的
森林の公益的機能の維持向上を図り、治山治水と森林の保
全を図るため県単独補助治山事業を実施する。

対象者（受益）

一般会計　１０．１．４

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

◎山地災害復旧工事請負費　（一宮町深河谷：土留工・法面工）　　　　　3,819千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一宮町福知①：土留工）　　　　　　　　 　10,496千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一宮町福知②：土留工・法面工）　　 　　14,900千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（山崎町土万   ：土留工・法面工）　　　　 　3,417千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（波賀町　原　　：落石防護柵工・法面工）　8,276千円      　　　合計　40,908千円

総合計画の施策名称： 森林を生かした豊かな空間づくり

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

森づくり課 治山施設災害復旧事業〔繰越明許分〕

118



平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：224

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 300 300 人件費

Ｈ 22 決 算 300 300 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 300 300 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金 300

具体名 しそう農産加工販売会 扶助費

人数等 6グループ加盟 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：224

商工観光課 特産物振興事業

一般会計　６．１．２ 総合計画の施策名称： 農業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

市内で生産される農林水産物を活用し、グループ等が組織す
る団体で行う加工研究、講習会、販売等の活動を支援するこ
とにより、地域農林産物の付加価値を高めるとともに宍粟市
の魅力アップを図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

①特色ある特産品開発のための研修会、研究会を開催した。
②商品ＰＲ及び消費者評価のフィードバックのためのイベント等での対面販売、試食提供等を行った。
③市内農林水産加工品グループの中核として農産加工品販売会の育成を行った。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

１　イベント等での対面販売　１７回   前年度（８回）
２　研修・研究会　２回　　　　　　　　　　　〃　　(２回）

商工観光課 商工会活動助成事業所管課： 事業名： 決算書頁：224

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 34,000 34,000 人件費

Ｈ 22 決 算 34,000 34,000 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 34,800 34,800 工事請負費

前年度決算比 △ 800 0 0 0 0 0 △ 800 備品購入費

負担金補助金 34,000

具体名 商工会会員 扶助費

人数等 1,727 その他 0

事業期間 継続 単独

商工観光課 商工会活動助成事業

一般会計　６．１．２ 総合計画の施策名称： 商工業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
商工業振興のため、中小企業者で組織する宍粟市商工会の
活動を助成する。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

商工会が実施する各種事業のうち、指導事業費、地域総合振興事業費等の市が必要と認めた補助対象経費に対し
て、国・県の補助額を控除した額の1/2以内を上限として助成を行った。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

会員である市内事業者の将来に繋がる経営革新講座、経営セミナー、簿記講座など経営改善指導事業、地域振興
事業等、地域に根ざした活動を支援することにより、地域産業の振興に寄与した。

●経営革新塾：全１０回　延べ１６６名参加、経営セミナー：全８回　延べ９８名、会計講座・簿記講座：全２６回　延べ
５３９名参加、その他経営改善指導件数：１,５０３件（巡回）　２,７７５件（窓口）
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：224

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 304,208 1,034 300,030 3,144 人件費

Ｈ 22 決 算 303,828 974 300,029 2,825 賃金

予 算 - 決 算 380 0 60 0 1 0 319 委託料

Ｈ 21 決 算 302,263 300,030 2,233 工事請負費

前年度決算比 1,565 0 974 0 △ 1 0 592 備品購入費

負担金補助金 3,828

具体名 貸付金（預託） 300,000

人数等 その他

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：224

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

市内事業者の経営安定化に寄与した。
●平成２２年度産業振興資金融資事業者数　３７件、融資総金額１５３,６４０千円
●平成２２年度産業振興資金利子補給件数　８９件、利子補給額２,２０７千円
●平成２１年台風第９号等災害対策中小企業融資利子補給件数　１１件、利子補給額１,４６２千円（うち県支出金９７
４千円）
●平成２２年度中小企業緊急経営支援促進事業申請件数　２件、助成額１５９千円

商工観光課 産業立地促進事業

事 業 目 的
市内中小企業者に、必要な資金の提供及び利子補給等を行
い、経営の安定化を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

市内で１年以上事業を営んでいる者を対象として、事業活動に必要な資金を融資するとともに、平成２２年度より融
資資金の積極的な活用を図るため、当該融資にかかる保証金の一部を助成する。また、当該融資利用者に対して
予算の範囲内で利子補給を行った。

市内で1年以上事
業を営んでいる中
小企業経営者

商工観光課 中小企業対策事業

一般会計　６．１．２ 総合計画の施策名称： 商工業の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：224

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 6,623 6,623 人件費

Ｈ 22 決 算 6,403 6,403 賃金

予 算 - 決 算 220 0 0 0 0 0 220 委託料

Ｈ 21 決 算 15,589 15,589 工事請負費

前年度決算比 △ 9,186 0 0 0 0 0 △ 9,186 備品購入費

負担金補助金 6,403

具体名 扶助費

人数等 その他 0

事業期間 新規 単独

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

企業の初期投資に対し助成することにより企業活動の活発化と地元雇用機会の拡大を図るため、条例に基づき認
定を受けた工場等について、当該工場等に固定資産税が課せられることとなった年度の翌年度から、投下固定資産
額及び新規地元雇用者数により、２年または３年の固定資産税額（都市計画税除く）相当額を助成した。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

新規工場　１社　３年補助分の２年目助成を行った。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
雇用の場の拡大、地域産業の活性化を目的とし、産業立地促
進条例に基づき当該する工場等に助成措置を講じる。

対象者（受益）
市内に工場等を
新設、増設した者
で条例で認定した
者

商工観光課 産業立地促進事業

一般会計　６．１．２ 総合計画の施策名称： 商工業の振興
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：224

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 6,600 6,600 人件費

Ｈ 22 決 算 6,600 6,600 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 6,600 6,600 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金 6,600

具体名 扶助費

人数等 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：224

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

市内外に対する観光情報の発信と各種イベントの開催及び参加により、観光客誘客とそれに伴う観光関連産業へ
の波及効果を図った。Ｈ２２年度観光入込客数実績：延べ入込客数　１,１７７千人　（２１年度延べ入込者数　１,０８５
千人）

商工観光課 花と緑の普及活動促進事業

事 業 目 的
官民一体となって観光による地域振興を目指す観光協会活
動を支援することにより、効果的な観光対策を促進し、観光関
連産業の振興と地域の活性化に取り組む。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

しそう観光協会への運営費の助成を行い、市の内外に対し「宍粟市」の観光情報の発信を行ない、観光入込客数の
増加とそれに伴う観光関連産業への波及効果を図った。
●観光協会運営補助：４,４００千円
観光協会が行なう市への来訪者の増大を図る活動（観光情報を発信するためパンフレット作成、ホームページ管理
運営、集客イベントへの助成、フォトコンテスト、観光資源の保存、福知渓谷復旧ボランティア活動等）に対し助成を
行なった。
●観光協会特別補助（入湯税財源）：２,２００千円
観光協会が行なう市内観光関連施設へのリピーター確保や来訪者の増加を図るために市外で行なうＰＲ活動、ポス
ターや四季だよりの作成・配布等の事業に対し助成を行なった。

市民及び市内の
観光関連事業者

商工観光課 観光協会助成事業

一般会計　６．１．３ 総合計画の施策名称： 観光の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：224

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,000 3,000 人件費

Ｈ 22 決 算 3,000 3,000 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 3,000 3,000 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金 3,000

具体名 市民 扶助費

人数等 ― その他 0

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

緑を大切にするため全国的に取り組んでいる緑化募金活動を推進するとともに、潤いと安らぎのある地域づくりを図
るため自治会等への緑化資材の配布活動をする宍粟市緑化協会に運営助成を行なった。
●緑化協会事業：緑化募金活動、自治会に対する緑化資材の配布（春秋計２回）、市花の普及育成事業（講習会
等）等

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

緑を大切にするため、全国的に取り組んでいる緑化募金運動を推進するとともに、自治会を中心に地域の緑化に住
民主体で取り組み、潤いと安らぎのある地域づくりの一助となった。
配布団体数　１５０団体

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
花と緑を育て普及する宍粟市緑化協会の活動を支援し、各自
治会を通じて緑化資材を配布することにより、うるおいとやす
らぎのある地域づくりを図る。

対象者（受益）

商工観光課 花と緑の普及活動促進事業

一般会計　６．１．３ 総合計画の施策名称： 生活景観の保全
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：224

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 11,950 4,300 7,650 人件費

Ｈ 22 決 算 11,950 4,300 7,650 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 10,400 10,400 工事請負費

前年度決算比 1,550 0 0 0 0 4,300 △ 2,750 備品購入費

負担金補助金 11,950

具体名 扶助費

人数等 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：226

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

観光振興に関する各イベント事業を支援することにより、民間主導の地域づくりを促進し、多様な交流促進による観
光振興と活力ある地域づくりに資する。
来場者数：
●さつき祭り　　　　　　　　　　　　　　　　７,０００人　　　　　　　　　　　　　　前年度（新型インフルエンザによる開催中止）
●山崎納涼夏祭り　　　　　　　　　　　 １７,０００人（花火　約１,１００発）　　　〃　（１０，０００人）
●波賀納涼花火大会（波賀祭り）　　　２，０００人（花火　　約６００発）　　　〃　（　１，０００人）
●妙見夏祭り　　　　　　　　　　　　　　　３，０００人（花火　　約４００発）　　　〃　（　３，５００人）

千種市民局地域振興課 ちくさ高原スキー場リフト整備工事

事 業 目 的
観光振興に関する民間団体主体のイベント事業を支援するこ
とにより、民間主導の地域づくりを促進し、多様な交流の促進
による観光振興と活力ある地域づくりに取り組む。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

商工会等の民間主導で実行委員会を組織し、来訪者の増加や都市住民との交流、地域の活性化を図るために実施
する「さつき祭り」「山崎納涼夏祭り」「波賀納涼花火大会」「妙見夏祭り」に対して助成した。

市民及び
市外来訪
者

商工観光課 観光振興イベント事業

一般会計　６．１．３ 総合計画の施策名称： 観光の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：226

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 12,336 12,336 人件費

Ｈ 22 決 算 11,760 8,148 3,612 賃金

予 算 - 決 算 576 △ 8,148 0 0 0 0 8,724 委託料

Ｈ 21 決 算 12,336 10,000 2,336 工事請負費 11,760

前年度決算比 △ 576 8,148 0 0 △ 10,000 0 1,276 備品購入費

負担金補助金

具体名 リフト利用者 扶助費

人数等 56,218 その他 0

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

鉄道事業法に基づく索道事業の安全管理（ちくさ高原スキー場リフト整備）
第1リフト通信ケーブル及び端子箱交換、第1・2・3リフト常用制動装置油圧ユニット及び油圧シリンダー更新

「きめ細かな臨時交付金」を充当　8,148千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　索道施設の機能を維持し、乗客を安全かつ正確に輸送することにより、スキー場施設の魅力維持を図れる。
　計画的な整備（オーバーホール）により機械設備の更新時期の延長ができコスト縮減が図れる。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
宍粟市観光の中心施設として、上級者から子供まで広く楽し
め安全で快適なスキー場を目指す。

対象者（受益）

千種市民局地域振興課 ちくさ高原スキー場リフト整備工事

一般会計　６．１．４ 総合計画の施策名称： 観光の振興
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
単位：千円

所管課： 事業名：福知渓谷復興事業（だいだい岩は残った） 決算書頁：110

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,788 1,788 人件費

Ｈ 22 決 算 1,460 1,460 賃金

予 算 - 決 算 328 0 0 0 0 0 328 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 1,460 0 0 0 0 0 1,460 備品購入費

負担金補助金 1,460

具体名 扶助費

人数等 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：110波賀市民局地域振興課 「彩りの森」整備事業

22年度決算の内訳

事 業 目 的

平成21年災害で大きな被害を受けた福知渓谷において、地元
の自治会が自主的に取り組んでいる復興事業について、地域
の活性化を目的として、地元と協議を重ねながら事業を実施
する。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

この災害を地域活性化の起点として、自治会で知恵を出し合い、財政的援助でなく行政が手助けできることは行う。
いわば「行政は住民のサポーター、基本は住民による自主的な地域おこし」という観点で、住民が主人公のまちづく
りを福知モデルとして実施する。

植栽実績：ヤマモミジ２７０本：くり２０本：イチョウ５０本　　合計３４０本

対象者（受益）

福知自治
会

一般会計　２．１．２０

一宮市民局まちづくり推進課

総合計画の施策名称：観光の振興

事 業 内 容

Ｈ22　　～　　Ｈ25 新規・継続の別 補助・単独の別

渓谷の復興と周辺森林の整備を促進する。
平成２２年度：ドーム背山（風倒木跡地）　モミジ植栽０．６ｈａ

予算・決算額
財源内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：110

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,600 3,600 人件費

Ｈ 22 決 算 3,249 3,249 賃金

予 算 - 決 算 351 0 0 0 0 0 351 委託料 440

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費 1,625

前年度決算比 3,249 0 0 0 0 0 3,249 備品購入費 108

負担金補助金

具体名 扶助費

人数等 その他 1,076

事業期間 新規 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　波賀市民局管内には、「フォレストステーション波賀」及び、「波賀サイクリングターミナル」と２大観光施設拠点エリ
アがあるが、フォレストステーション波賀において、「彩りの森整備事業」を行うことにより、紅葉時に市内外から一
層、観光客の来場が見込める。（年間約１０，０００人の観光客）
　今年度は、当箇所を整備中であり、植樹が行えなかったため、当事業での観光客は見込めなかった。

事 業 目 的
観光振興に関する観光拠点エリアを整備することにより、一層
観光客の増加が見込め、観光振興と活力ある地域づくりに資
する。

対象者（受益）

宍粟市民及
び市外よりの
来訪者

事 業 内 容

H22　～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　フォレストステーション波賀において、植樹希望者にもみじ等の広葉樹の苗木を購入してもらい「記念の森」に植樹
を行い、周辺の一山をもみじ等の広葉樹で一体的に「彩りの森事業」として整備し、併せて遊歩道及び、東屋の整備
等を実施する。

　【主な内容】
　立木抜開業委託　336千円 、 パンフレット作成業務　104千円 、 もみじ移植工事他　1,625千円 、 苗木他購入
959千円 、備品購入　108千円

波賀市民局地域振興課 「彩りの森」整備事業

一般会計　２．１．２０ 総合計画の施策名称： 観光の振興

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（産業部）
単位：千円

所管課： 事業名： 「彩りの森」整備事業 決算書頁：110

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,500 1,500 人件費

Ｈ 22 決 算 1,166 1,166 賃金

予 算 - 決 算 334 0 0 0 0 0 334 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費 1,166

前年度決算比 1,166 0 0 0 0 0 1,166 備品購入費

負担金補助金

具体名 扶助費

人数等 その他 0

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

平成２２年度～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　Co2削減に代表される地球環境問題が提起される中、環境に関心を持ち知識・情報が習得できるような機会を提
供することをサブテーマとし、市民と行政の協働により環境保全型の地域づくりを行う。その第１案として山林整備と
観光整備を連携させた自然を守り自然とふれあう体験型の森づくりを展開していく。
　また、針葉樹林は木材価格の低迷や長引く不況により、間伐等の手入れの遅れから森林の持つ機能が低下し、土
石流・鉄砲水・水不足などの被害が発生している昨今の状況を見直すきっかけとなるような森づくりを展開したい。
　整備内容については、森づくりである以上、長期にわたる事業になることは必至であるが、３カ年程度で構想の大
枠を整備し、イベント的な植樹と混在する既成の広葉樹を保存し森にしていくことにより、時間はかかるが植栽にか
かる費用を抑えながら整備していくことができると考える。年次的に計画エリア内のスギ・ヒノキ・松などの針葉樹を
景観に考慮しながら９割程度伐採搬出し、広葉樹に更新するための地拵えを行い、植栽可能な状態にしておく。搬
出の際に仮設した作業道を散策道や連絡道に整備し、周囲を見渡せる小高い丘の部分に展望台を施設する。植栽
については、市民団体や企業などのボランティアによる自然保護キャンペーンなどを誘致し植樹を行う部分と、個人
やグループによる記念植樹を行う部分など「みんながつくる森」エリアと、彩り豊かな景観を満喫できる「彩りの森」を
計画的に形成できるよう植栽していく。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を

ちくさ高原キャンプ場遊歩道橋設置工事　1基(L=3.5m,W1.2m)
ちくさ高原キャンプ場洗越工設置工事　1箇所(L=7.0m,W=3.8m)

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

観光を中心に都市部からの集客をねらった、四季折々の彩り
豊かな森を整備し、観光拠点づくりを進めこれを定着させる。
これによりちくさ高原総合レクリエーション施設の冬季以外の
集客を図り、施設運営の安定を目指す。

対象者（受益）

宍粟市民及
び市外よりの
来訪者

千種市民局地域振興課

一般会計　２．１．２０ 総合計画の施策名称： 観光の振興

結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

ちくさ高原キャンプ場洗越工設置工事　1箇所(L=7.0m,W=3.8m)
エリア内連絡道新設・拡幅約900m計画の内、起点部分の整備が完了した。
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：232

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 9,100 610 6,500 1,990 人件費

Ｈ 22 決 算 9,100 660 6,500 1,940 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 △ 50 0 0 50 委託料

Ｈ 21 決 算 4,979 497 3,700 782 工事請負費

前年度決算比 4,121 0 0 163 0 2,800 1,158 備品購入費

負担金補助金 9,100

具体名 事業対象地区 扶助費

人数等 3自治会 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

急傾斜地の崩壊から市民の生活を守るための崩壊防止工事を兵庫県に対して要望し、事業採択を受けた箇所の事
業費の５～１０パーセントを市が負担した。

　　　公共事業：一宮町三方町　Ｈ２２年度継続実施（負担率５％）Ｈ22年度完了
　　　　　　　　　　千種町西山　　Ｈ２２年度新規実施（負担率１０％）
　　　県単事業：波賀町上野　 　H２２年度継続実施（負担率１０％）

【整備状況】 急傾斜地崩壊危険区域指定　要望33箇所　指定済29箇所（75.58ha）

事 業 目 的
傾斜角度が30度以上あるがけ地の崩壊防止工事を行い市民
の生命を守る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

実施箇所

　公共事業〔2件〕　　一宮町三方町　　3,800,000円（事業費76,000,000円の５％を市が負担）
　　　　　　　　　　　　　千種町西山　　　4,000,000円（事業費40,000,000円の１０％を市が負担）
　県単事業〔1件〕　　波賀町上野　　　1,300,000円（事業費13,000,000円の１０％を市が負担）

建設課 急傾斜地崩壊対策事業

一般会計　７・１・１ 総合計画の施策名称： 災害に強いまちづくり

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：238

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 81,465 2,237 6,000 130 13,900 59,198 人件費

Ｈ 22 決 算 57,134 2,237 6,000 130 13,900 34,867 賃金 10,375

予 算 - 決 算 24,331 0 0 0 0 0 24,331 委託料 2,268

Ｈ 21 決 算 79,917 19,331 6,000 130 54,456 工事請負費 32,768

前年度決算比 △ 22,783 △ 17,094 0 0 0 13,900 △ 19,589 備品購入費 84

負担金補助金 3

具体名 市民及び道路通行者 扶助費

人数等 ― その他 11,636

事業期間 継続 補助

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

舗装修繕工事・側溝修繕工事・緊急小規模工事

　山崎管内工事請負４件（契約繰越分含む）　・直営班対応件数２１８件　【工事費：4,210,500円（臨時交付金含む）】
　一宮市民局管内工事請負６件　・緊急小規模工事３３件　【工事費：14,684,250円】
　波賀市民局管内工事請負８件　・緊急小規模工事１６件　【工事費：7,960,050円】
　千種市民局管内工事請負８件　・緊急小規模工事９件　【工事費：5,913,600円】

【平成23年度へ繰越　12,495千円】

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

地元自治会等からの要望に対応し、直営工事実施件数については前年度１６３件に対し今年度は２１８件となり、よ
り多くの補修・修繕を行うことができ道路を良好な状態に保ち、道路利用者の交通の安全性を向上させた。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
市道における損傷箇所の早急な補修、修繕により利用者が安
全に通行できるよう維持管理をする。

対象者（受益）

建設課 道路維持補修費

一般会計　７・２・２ 総合計画の施策名称： 交通安全・防犯対策の推進
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：238

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 34,118 19,345 14,773 人件費

Ｈ 22 決 算 30,710 19,345 11,365 賃金

予 算 - 決 算 3,408 0 0 0 0 0 3,408 委託料

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費 30,710

前年度決算比 30,710 19,345 0 0 0 0 11,365 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民及び道路通行者 扶助費

人数等 ― その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：240

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

平成２１年度より経済危機対策臨時交付金事業等で実施していた工事の完了に伴い、道路を良好な状態に保ち、
道路利用者の交通の安全性を向上させた。

【工事費】
　　経済危機対策臨時交付金事業：19,345,200円
　　単独：11,365,200円

建設課 道路新設改良事業

事 業 目 的
市道における損傷箇所の早急な補修、修繕により利用者が安
全に通行できるよう維持管理をする。

対象者（受益）

事 業 内 容

H21～22 新規・継続の別 補助・単独の別

道路維持補修・舗装修繕工事

　　山崎地区管内工事請負５件
　　　　　　【経済危機対策】石ヶ谷宍粟橋線・中井３号線
　　　　　　【単独】下広瀬門前線・段春安線・岸田２号線

建設課 道路維持補修費〔繰越明許分〕

一般会計　７・２・２ 総合計画の施策名称： 交通安全・防犯対策の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：240

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 472,118 408,900 63,218 人件費

Ｈ 22 決 算 172,199 151,300 20,899 賃金

予 算 - 決 算 299,919 0 0 0 0 257,600 42,319 委託料 16,726

Ｈ 21 決 算 409,126 59,365 348,200 1,561 工事請負費 124,921

前年度決算比 △ 236,927 0 0 0 △ 59,365 △ 196,900 19,338 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民及び道路通行者 扶助費

人数等 ― その他 30,552

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

地方道路　〔継続〕庄能上牧谷線バイパス
合併特例　〔新規〕高下1号線　〔継続〕西深線・川西線・堂中線他・百千家満線・阿舎利線
過疎対策　〔新規〕室奥線・七野門田線・原有賀線・坂本線　〔継続〕林線・西山上屋垣内線・宮坂線
辺地対策　〔継続〕黒原千町線
単独費　 　〔新規〕三津９号線・千本屋金谷線　〔継続〕宇原13号線・山田山田町線

【平成23年度へ繰越　267,555千円】

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

渋滞の解消や不通区域解消のため道路を新設したり、幅員狭小箇所や危険箇所を安全に通行できるよう改良する
ことにより市民生活の円滑化を図った。

【事業費】地方道路：15,503,250円（１路線）・合併特例：89,750,059円（６路線）・過疎対策：18,210,826円（７路線）
　　　　　　辺地対策：34,329,500円（１路線）・単独：12,959,093円（４路線）
【改良済延長】 H20：297.9km  H21：298.6km  H22：299.2km （改良率51.2%）
※用地交渉の難航及び冬季の豪雪、また災害復旧を最優先させたため工事着手の遅れによる繰越。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
主要な交通手段が自動車である宍粟市において、より快適で
利便性の高い道路の新設及び改良を行う。

対象者（受益）

建設課 道路新設改良事業

一般会計　７・２・３ 総合計画の施策名称： 道路網の整備
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：240

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 239,011 222,400 16,611 人件費

Ｈ 22 決 算 228,733 214,900 13,833 賃金

予 算 - 決 算 10,278 0 0 0 0 7,500 2,778 委託料 2,873

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費 194,531

前年度決算比 228,733 0 0 0 0 214,900 13,833 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民及び道路通行者 扶助費

人数等 ― その他 31,329

事業期間 継続 単独

単位：千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

渋滞の解消や不通区域解消のため道路を新設したり、幅員狭小箇所や危険箇所を安全に通行できるよう改良する
ことにより市民生活の円滑化を図った。

【事業費】地方道路整備事業：12,919,920円
　　   　　 合併特例事業：142,362,385円（大橋桜ノ本線・鹿沢中比地線：Ｈ22年度完了）
　　   　　 過疎対策事業：68,334,400円（黒土城ヶ乢線・七野倉谷線：Ｈ22年度完了）
　　   　　 単独事業：5,115,830円
【改良済延長】 H20：297.9km  H21：298.6km  H22：299.2km （改良率51.2%）

事 業 目 的
主要な交通手段が自動車である宍粟市において、より快適で
利便性の高い道路の新設及び改良を行う。

対象者（受益）

事 業 内 容

H21～22 新規・継続の別 補助・単独の別

地方道路整備事業〔１路線〕　庄能上牧谷線バイパス
合併特例事業〔５路線〕　大橋桜ノ本線・川西線・堂中線他・宇野１号線・鹿沢中比地線
過疎対策事業〔４路線〕　宮坂線・黒土城ヶ乢線・七野倉谷線・西山上屋垣内線
単独事業〔３路線〕　宇原１３号線・木谷猪垣内線・山田山田町線

建設課 道路新設改良事業〔繰越明許分〕

一般会計　７・２・３ 総合計画の施策名称： 道路網の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：242

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 9,000 5,000 600 3,400 人件費

Ｈ 22 決 算 6,227 3,600 600 2,027 賃金

予 算 - 決 算 2,773 1,400 0 0 0 0 1,373 委託料 6,227

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費

前年度決算比 6,227 3,600 0 0 0 600 2,027 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民及び橋梁通行者 扶助費

人数等 ― その他 0

事業期間 新規 補助

事 業 内 容

H22～26 新規・継続の別 補助・単独の別

橋梁延長　２ｍ以上の　５７８の橋梁を調査し改良（修繕）計画を策定する。
※国庫補助事業（補助率６０％）

平成22年度実施　　　　　　　橋梁調査　　５０橋
平成23年度予定　　　　　　　橋梁調査　１０９橋
平成24年度　　　　　　　　　　計画策定　１５９橋
平成25年度　　　　　　　　　　橋梁調査　４１９橋
平成26年度　　　　　　　　　　計画策定　４１９橋

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

橋梁の架け替え時期の延長により、総コストの削減を図る。

橋梁調査：全体５７８橋
　　平成２２年度実施　５０橋（8.7％）
　　平成２３年度以降実施予定　５２８橋（91.3％）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
橋梁の老朽度を調査し、改良計画を策定することにより、予防
的な修繕や事前の補修を行うことにより、耐用年数の長期化
を図る。

対象者（受益）

建設課 橋梁長寿化修繕計画策定事業

一般会計　７・２・４ 総合計画の施策名称： 道路網の整備
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：244

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 9,900 9,400 500 人件費

Ｈ 22 決 算 5,544 5,200 344 賃金

予 算 - 決 算 4,356 0 0 0 0 4,200 156 委託料 5,544

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費

前年度決算比 5,544 0 0 0 0 5,200 344 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 ― その他 0

事業期間 新規 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：342

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

今年度においては、実施設計業務委託のみで具体的な成果はないが、平成２３年度より工事着手し事業完了後は
地域住民をはじめとする人々が水辺空間に親しむ機会の増大を図る。

建設課 災害復旧費

事 業 目 的
河川空間とまちの空間の融合が図られた良好な空間形成を
行う。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22～25 新規・継続の別 補助・単独の別

揖保川河川改修に併せ、文化・史跡の保存などを行い人が潤う水辺空間を形成する。

合併特例債事業
平成22年度　　設計委託料　5,544,000円

※国が進める河川改修事業と調整を図りながら進めていく。

建設課 かわまちづくり事業（今宿・中広瀬地区）

一般会計　７・３・３ 総合計画の施策名称： 母なる恵みの川を活かした空間づくり

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：342

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 469,004 259,288 0 203,500 6,216 人件費

Ｈ 22 決 算 187,129 74,103 6,763 102,900 3,363 賃金

予 算 - 決 算 281,875 185,185 0 0 △ 6,763 100,600 2,853 委託料 5,875

Ｈ 21 決 算 342,274 154,299 1,126 124,100 62,749 工事請負費 177,012

前年度決算比 △ 155,145 △ 80,196 △ 1,126 0 6,763 △ 21,200 △ 59,386 備品購入費 161

負担金補助金

具体名 災害発生箇所 扶助費

人数等 ― その他 4,081

事業期間 継続 補助

事 業 内 容

H21～22 新規・継続の別 補助・単独の別

道路等の公共土木施設復旧事業
　　①公共土木施設災害復旧事業（補助）
　　　　　工事費　87,904,003円　　・事務費等　987,108円　　合計88,891,111円
　　※今年度から補助対象経費は、工事費のみとなっています。

　　②公共土木施設災害復旧事業（単独・小災害）
　　　　　事業費（工事費・用地費・補償費・委託料）　　97,340,322円

【平成23年度へ繰越　269,219千円】

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

災害被災箇所の早期復旧を行うことで、市民の生活の安全を確保するとともに、市民生活の円滑化を図る。

　①公共土木施設災害復旧事業（補助）
　　　　事業実施年度：Ｈ２１～Ｈ２２（復旧割合：H21年度　72％〔繰越含む〕　・H22年度　28％〔繰越含む〕）
　②公共土木施設災害復旧事業（単独）
　　　　事業実施年度：Ｈ２１～Ｈ２２（復旧割合：H21年度　43％〔繰越含む〕　・H22年度　57％〔繰越含む〕）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
平成21年の台風9号により、地すべりや、土砂流出等の被害
を受けた河川・路線及び橋梁の早期復旧を図る。

対象者（受益）

建設課 災害復旧費

一般会計　１０・２・１ 総合計画の施策名称： 災害に強いまちづくり
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（土木部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（土木部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（土木部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（土木部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：342

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 644,831 517,420 112,600 14,811 人件費

Ｈ 22 決 算 603,615 482,224 105,700 15,691 賃金 998

予 算 - 決 算 41,216 35,196 0 0 0 6,900 △ 880 委託料 14,339

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費 566,915

前年度決算比 603,615 482,224 0 0 0 105,700 15,691 備品購入費

負担金補助金

具体名 災害発生箇所 扶助費

人数等 ― その他 21,363

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：252都市整備課 市営木谷団地建替事業

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

災害被災箇所の早期復旧を行うことで、市民の生活の安全を確保するとともに、市民生活の円滑化を図る。

　①公共土木施設災害復旧事業（補助）
　　　　事業実施年度：Ｈ２１～Ｈ２２（復旧割合：H21年度　72％〔繰越含む〕）
　②公共土木施設災害復旧事業（単独）
　　　　事業実施年度：Ｈ２１～Ｈ２２（復旧割合：H21年度　43％〔繰越含む〕）

事 業 目 的
平成21年の台風9号により、地すべりや、土砂流出等の被害
を受けた河川・路線及び橋梁の早期復旧を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H2１～22 新規・継続の別 補助・単独の別

道路等の公共土木施設復旧事業
　　①公共土木施設災害復旧事業（補助）
　　　　　工事費550,589,950円　　・工事雑費7,276,000円　　・事務費14,167,650円　　合計572,033,600円

　　②公共土木施設災害復旧事業（単独・小災害）
　　　　　工事費　16,325,400円

【平成23年度へ繰越（事故繰越）　29,886千円】

建設課 災害復旧費〔繰越明許分〕

一般会計　１０・２・１ 総合計画の施策名称： 災害に強いまちづくり

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：252

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 72,172 26,235 45,937 人件費

Ｈ 22 決 算 67,590 14,321 53,269 賃金

予 算 - 決 算 4,582 11,914 0 0 0 0 △ 7,332 委託料 1,418

Ｈ 21 決 算 35,178 8,429 26,500 249 工事請負費 65,524

前年度決算比 32,412 5,892 0 0 0 △ 26,500 53,020 備品購入費

負担金補助金 60

具体名 市営住宅入居者 扶助費

人数等 10戸 その他 588

事業期間 継続 補助補助・単独の別

都市整備課 市営木谷団地建替事業

一般会計　７．６．２

予算・決算額
財源内訳

住環境の整備

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

市営木谷Ａ団地（10戸）は昭和33年、同Ｂ団地（10戸）は昭和43年の建設で老朽化が著しく、また戸当たり面積も30
～34㎡と狭隘で良好な居住環境ではないため、これらを建て替えすることにより住環境の整備を図る。
建替え後の戸当たり面積は2ＤＫで約52㎡、3ＬＤＫで約72㎡となる。

当初予算と比べ、工事請負費の入札減等により、事業費減となった。
また、H21繰越分で国費を多く受け入れたため、国費が予算に比べ大きく減となっている。

現在、市営住宅入居可能戸数（募集可能戸数）301戸に対し、入居率は100％。

事 業 目 的

事 業 内 容

Ｈ２０　～　Ｈ２２ 新規・継続の別

総事業費：　158,186千円
　　財源内訳（国庫　57,396千円、公共施設等整備基金　3,000千円、起債　43,500千円、一財　54,290千円）
　　※Ｈ21決算額には510千円の人件費（補助対象分）を含む。
構造等：　木造一部鉄筋コンクリート造２階建　10戸（2DK×8戸、3LDK×2戸）
　〔H20〕　実施設計
　〔H21〕　6戸建設（2DK×4戸、3LDK×2戸）・・・H22へ繰越
　〔H22〕　4戸建設（2DK×4戸）

老朽化の著しい市営木谷Ａ及びＢ団地の建替（10戸）をおこな
い、住環境の改善を図る。

対象者（受益）
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（土木部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（土木部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（土木部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（土木部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：252

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 57,218 29,371 7,500 19,700 647 人件費

Ｈ 22 決 算 52,263 33,516 3,000 15,700 47 賃金

予 算 - 決 算 4,955 △ 4,145 0 0 4,500 4,000 600 委託料 1,050

Ｈ 21 決 算 35,178 8,429 26,500 249 工事請負費 51,050

前年度決算比 17,085 25,087 0 0 3,000 △ 10,800 △ 202 備品購入費

負担金補助金

具体名 市営住宅入居者 扶助費

人数等 10戸 その他 163

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：252

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

市営木谷Ａ団地（10戸）は昭和33年、同Ｂ団地（10戸）は昭和43年の建設で老朽化が著しく、また戸当たり面積も30
～34㎡と狭隘で良好な居住環境ではないため、これらを建て替えすることにより住環境の整備を図る。
建替え後の戸当たり面積は2ＤＫで約52㎡、3ＬＤＫで約72㎡となる。

地域住宅交付金事業の特例加算申請等により、当初予算と比べ国費を多く受け入れることができた。

現在、市営住宅入居可能戸数（募集可能戸数）301戸に対し、入居率は100％。

都市整備課 市営東側・土井久団地建替事業　〔繰越明許分〕

老朽化の著しい市営木谷Ａ及びＢ団地の建替（10戸）をおこな
う。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ２０　～　Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

総事業費：　158,186千円
　　財源内訳（国庫　57,396千円、公共施設等整備基金　3,000千円、起債　43,500千円、一財　54,290千円）
　　※Ｈ21決算額には510千円の人件費（補助対象分）を含む。
構造等：　木造一部鉄筋コンクリート造２階建　10戸（2DK×8戸、3LDK×2戸）
　〔H20〕　実施設計
　〔H21〕　1号棟6戸建設（2DK×4戸、3LDK×2戸）・・・H22へ繰越
　〔H22〕　2号棟4戸建設（2DK×4戸）

都市整備課 市営木谷団地建替事業　〔繰越明許分〕

一般会計　７．６．２ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

所管課： 事業名： 決算書頁：252

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 92,102 46,360 12,500 32,300 942 人件費

Ｈ 22 決 算 84,902 52,655 5,865 26,200 182 賃金

予 算 - 決 算 7,200 △ 6,295 0 0 6,635 6,100 760 委託料 1,575

Ｈ 21 決 算 52,463 12,590 39,700 173 工事請負費 82,804

前年度決算比 32,439 40,065 0 0 5,865 △ 13,500 9 備品購入費

負担金補助金

具体名 市営住宅入居者 扶助費

人数等 10戸 その他 523

事業期間 継続 補助

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

市営東側団地（４戸）は昭和33年、土井久団地（６戸）は昭和42年の建設で老朽化が著しく、また戸当たり面積も30
～34㎡と狭隘で良好な居住環境ではないため、これらを建て替えすることにより住環境の整備を図る。
建替え後の戸当たり面積は2ＤＫで約52㎡、3ＬＤＫで約72㎡となる。

地域住宅交付金事業の特例加算申請等により、当初予算と比べ国費を多く受け入れることができた。

現在、市営住宅入居可能戸数（募集可能戸数）301戸に対し、入居率は100％。

事 業 目 的
老朽化の著しい市営東側団地（４戸）及び土井久団地（６戸）
の建替をおこなう。

対象者（受益）

事 業 内 容

H20～22 新規・継続の別 補助・単独の別

総事業費：　147,263千円
　　財源内訳（国庫　69,356千円、公共施設等整備基金　5,865千円、起債　71,200千円、一財　842千円）
　　※Ｈ21決算額には511千円の人件費（補助対象分）を含む。
構造等：　木造一部鉄筋コンクリート造２階建　10戸（2DK×8戸、3LDK×2戸）
　〔H20〕　用地取得、実施設計
　〔H21〕　10戸建設（2DK×8戸、3LDK×2戸）・・・H22へ繰越

都市整備課 市営東側・土井久団地建替事業　〔繰越明許分〕

一般会計　７．６．２ 総合計画の施策名称： 住環境の整備
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（土木部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（土木部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（土木部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（土木部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：110

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 4,000 4,000 人件費

Ｈ 22 決 算 3,917 3,917 賃金

予 算 - 決 算 83 0 0 0 0 0 83 委託料

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費 3,917

前年度決算比 3,917 0 0 0 0 0 3,917 備品購入費

負担金補助金

具体名 公園来訪者 扶助費

人数等 － その他

事業期間 新規 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

路面整備、案内サイン等の設置を行うことにより公園利用者の安全性や利便性の向上につながった。

（参考）
　　もみじシーズンの来訪者数（概数）　H20：８千人　　H21：１万人　　H22：１万人　　（商工観光課調査より）

補助・単独の別Ｈ２２～Ｈ２４ 新規・継続の別

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 住環境の整備一般会計　２．１．２０

【２２年度】
　　　路面コンクリート舗装   　Ｌ＝43.0ｍ
　　　ガードパイプ設置　  　  　Ｌ＝12.0ｍ
　　　総合案内サインの設置　　　　１基
　　　誘導サインの設置　　　　　　　３基
　　　いろはもみじの植栽　　　　　１０本
　　　電源供給箇所の増設 　　　２箇所
　　　給水栓の増設　　 　　　　   １箇所

近年、紅葉シーズンには最上山公園（もみじ山）を多くの観光
客が訪れ数多くのもみじが色づき観光客を迎えているが、も
みじを増殖するなど、さらに彩りのある森づくりを図る。

対象者（受益）

都市整備課 最上山公園彩りの森づくり事業

予算・決算額
財源内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：198

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 149,891 1,106 2,624 124,647 1,900 19,614 人件費

Ｈ 22 決 算 132,636 690 1,248 126,651 900 3,147 需用費 53,405

予 算 - 決 算 17,255 416 0 1,376 △ 2,004 1,000 16,467 役務費 10,657

Ｈ 21 決 算 120,688 916 3,035 115,937 800 0 委託料 49,945

前年度決算比 11,948 △ 226 0 △ 1,787 10,714 100 3,147 工事請負費 2,969

原材料費 793

具体名 区域内受益者 負担金補助金 14,043

人数等 9,978人 その他 824

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：344

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 20,737 5,550 13,500 1,687 人件費

Ｈ 22 決 算 15,918 3,589 7,100 5,229 賃金

予 算 - 決 算 4,819 1,961 0 0 0 6,400 △ 3,542 委託料

Ｈ 21 決 算 16,630 1,531 3,600 11,499 工事請負費 15,061

前年度決算比 △ 712 2,058 0 0 0 3,500 △ 6,270 備品購入費

負担金補助金 421

具体名 被災処理区域 扶助費

人数等 － その他 436

事業期間 新規 補助

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

・下三方浄化センター（第2工区）災害復旧工事      　 3,264千円
    　　排水管 VUφ150　L=61.4m　圧送管 HIVPφ75 L=61.4m
・下三方浄化センター（第3工区）災害復旧工事      　 8,337千円
　　　　中継ポンプ電気機械設備2ヵ所
・下三方浄化センター（第4工区）災害復旧工事      　 3,460千円
　　　　水管橋添架 SUS80A L=28.3m　圧送管 HIVPφ75 L=13.5m

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

災害箇所を早期に復旧することにより、市民生活の安定及び公共水域の水質保全が図れた。
Ｈ22末現在の災害復旧率100％

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
平成21年8月、台風9号により被災した施設を復旧し、市民生
活基盤を整備することにより生活の安定を目指す。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

適正な維持管理を実施することにより、公共水域の水質保全が図れた。また、生活環境の改善による市民生活の向
上が図れた。
　H21年度末接続率92.08％→H22年度末接続率92.75％　（コミプラ処理区域内）

管理課・上下水道課 衛生施設災害復旧事業（コミュニティプラント、浄化槽）

一般会計　１０・３・１ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

事 業 目 的

公共水域の水質保全及び生活環境の改善を目的として、施
設の適正な維持管理に努め、市民生活の向上に寄与する。ま
た、合併処理浄化槽整備区域内の設置者に対し補助金を交
付し、整備率の向上を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ22 新規・継続の別 補助・単独の別

・施設の維持管理を適切かつ効率的に行うため、通常管理を業者委託により実施する。
・施設数 処理場10ヵ所(山崎4ヵ所､一宮2ヵ所､波賀4ヵ所)､中継ﾎﾟﾝﾌﾟ数140ヵ所(山崎90ヵ所､一宮23ヵ所､波賀27ヵ
所)
・施設維持管理委託34,185千円、脱水汚泥処分委託12,393千円、光熱水費30,399千円、施設修繕料17,405千円､通
信運搬費4,033千円、水質検査手数料1,557千円、汚泥処理手数料4,742千円、工事請負費473千円、公共桝設置工
事2,497千円【6ヵ所】　他、浄化槽設置助成関係2,072千円、浄化槽維持管理助成関係10,559千円　他

管理課・上下水道課 地域生活排水施設事業(コミュニティプラント管理、浄化槽管理)

一般会計　４・２・４ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：344

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 17,699 2,700 14,900 99 人件費

Ｈ 22 決 算 17,641 1,300 10,200 6,141 賃金

予 算 - 決 算 58 1,400 0 0 0 4,700 △ 6,042 委託料 3,612

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費 14,029

前年度決算比 17,641 1,300 0 0 0 10,200 6,141 備品購入費

負担金補助金

具体名 被災処理区域 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：152

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 184,835 12,849 171,986 需用費 63,509

Ｈ 22 決 算 179,428 12,969 166,459 役務費 15,458

予 算 - 決 算 5,407 0 0 0 △ 120 0 5,527 委託料 86,139

Ｈ 21 決 算 182,579 2,909 179,670 工事請負費 6,090

前年度決算比 △ 3,151 0 0 0 10,060 0 △ 13,211 原材料費 7,770

備品購入費 418

具体名 簡水使用者 負担金補助金

人数等 17,789人 その他 44

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

浄水場を始め、各水道施設の適正な管理のため運転管理を業者委託により実施する。
水道施設維持管理委託料 84,735千円
　施設数　浄水場１７施設（急速ろ過式９施設　緩速式５施設　膜ろ過式３施設）
　　　　　　 場外施設１２６施設（水源１４施設、ポンプ場３６施設、配水池３４施設、減圧槽・減圧弁４２施設）
薬品費 4,229千円、電気代 33,934千円、修繕料 24,527千円、電話料 1,019千円、　テレメータ専用料 9,252千円、水
質検査料 4,942千円
工事請負費=西安積加圧ポンプ場ポンプ増設工事 6,090千円
　陸上縦型ポンプ40Ａ×5.5ｋｗ×200Ｖ　１台　　ポンプ制御盤Ｗ：1000　Ｈ：1800　Ｄ：600　１面

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

安心で安全な水道水の安定供給。
　H22末現在の水道加入率94.2％、給水人口は、17,789人と前年度から95人の減となっているが、年間総有収水量
は1,588,935㎥で前年度に対し、41,387㎥の増となっており、1人当たりの水道水の使用量が増加傾向である。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
浄水施設及び配水施設を効率的かつ安全に運転すると共
に、各施設を適正に維持管理することにより、水質基準に適
合した安全で安心な水道水を供給する。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

災害箇所を早期に復旧することにより、市民生活の安定及び公共水域の水質保全が図れた。
Ｈ22末現在の災害復旧率100％

上下水道課 水道施設維持管理事業

簡易水道事業会計１．２．１ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

事 業 目 的
平成21年8月、台風9号により被災した施設を復旧し、市民生
活基盤を整備することにより生活の安定を目指す。

対象者（受益）

事 業 内 容

H21～H22 新規・継続の別 補助・単独の別

・災害復旧工事設計管理業務委託料　　　　　　      　 3,612千円
・下三方浄化センター（第1工区）災害復旧工事      　 1,975千円
　　　　排水管 VUφ150　L=45.5m　圧送管 HIVPφ75 L=9.3m
・三方浄化センター災害復旧工事      　　　　　　　　  12,054千円
　　　　中継ポンプ電気機械設備2ヵ所　水管橋添架 SUS80A L=8.0m

上下水道課 衛生施設災害復旧事業（コミュニティプラント）〔繰越明許分〕

一般会計　１０・３・１ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：154

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 92,802 23,200 2 69,600 0 人件費

Ｈ 22 決 算 92,800 23,200 69,600 0 賃金

予 算 - 決 算 2 0 0 0 2 0 0 委託料 5,252

Ｈ 21 決 算 66,948 15,631 46,800 4,517 工事請負費 87,548

前年度決算比 25,852 7,569 0 0 0 22,800 △ 4,517 備品購入費

負担金補助金

具体名 計画給水人口 扶助費

人数等 4,060人 その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：154

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 516,895 99,000 10,295 407,600 0 人件費

Ｈ 22 決 算 492,251 97,500 13,851 380,900 0 賃金 1,021

予 算 - 決 算 24,644 1,500 0 0 △ 3,556 26,700 0 委託料 16,396

Ｈ 21 決 算 250,113 46,800 20,855 19,258 163,200 0 工事請負費 472,643

前年度決算比 242,138 50,700 0 △ 20,855 △ 5,407 217,700 0 備品購入費

負担金補助金 682

具体名 計画給水人口 扶助費

人数等 4,060人 その他 1,509

事業期間 継続 補助

事 業 内 容

H20～H22 新規・継続の別 補助・単独の別

波賀簡易水道の水量拡張の為、導水ポンプ所の新設、浄水場の改良、配水池の増設、加圧所の更新、配水管の布
設替え等を行う。
・波賀簡易水道施設整備事業実施設計等業務委託 16,362千円
・施設工事
　原浄水場外 105,446千円　　浄水場　１ヶ所 　導水ポンプ場　１ヶ所　配水池　３ヶ所
　有賀配水池外 129,709千円　　配水池　１ヶ所　 加圧ポンプ場　４ヶ所
・管路工事
　皆木工区 36,435千円　　送水管　ＤＣＩＰφ75　Ｌ＝1,292.1ｍ
　安賀工区 74,694千円　　配水管　ＤＣＩＰφ200～75　Ｌ＝1,578.8ｍ　　舗装本復旧　Ａ＝6,488.0ｍ2
　有賀・野尻工区 56,259千円　　配水管　ＤＣＩＰφ200～75　Ｌ＝936.4ｍ　　　舗装本復旧　Ａ＝3,917.0ｍ2
　谷・今市工区 70,100千円　　送水管　ＤＣＩＰφ75　Ｌ＝987.5ｍ　配水管φ200～75　Ｌ＝885.0ｍ  舗装本復旧　Ａ＝
6,920.0ｍ2
・用地購入A＝345㎡ 998千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

計画給水量１，４７０㎥／日から１，８８０㎥／日へと給水量が増量でき、配水施設等の能力増強により安全な水道
水を安定的に供給できる波賀簡易水道施設の構築が図れる。

（参考：H22の1日最大給水量２，５３１㎥／日）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
水需要の増加に対応し、安心で安全な水道水の安定供給の
ため、水道施設の拡張、新設、更新整備を行う。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

計画給水量１，４７０㎥／日から１，８８０㎥／日へと給水量が増量でき、配水施設等の能力増強により安全な水道
水を安定的に供給できる波賀簡易水道施設の構築が図れた。

（参考：H22の1日最大給水量２，５３１㎥／日）

上下水道課 波賀簡易水道施設整備事業

簡易水道事業会計１．２．２ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

事 業 目 的
水需要の増加に対応し、安心で安全な水道水の安定供給の
ため、水道施設の拡張、新設、更新整備を行う。

対象者（受益）

事 業 内 容

H20～H22 新規・継続の別 補助・単独の別

波賀簡易水道施設整備事業実施設計等業務委託　5,252千円
原浄水場外工事　87,548千円　　浄水場　１ヶ所　 導水ポンプ場　１ヶ所　配水池　３ヶ所

上下水道課 波賀簡易水道施設整備事業〔繰越明許分〕

簡易水道事業会計１．２．２ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：156

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 42,097 15,575 322 26,200 0 人件費

Ｈ 22 決 算 42,096 21,098 898 20,100 0 賃金

予 算 - 決 算 1 △ 5,523 0 0 △ 576 6,100 0 委託料 3,517

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費 38,579

前年度決算比 42,096 21,098 0 0 898 20,100 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 水道使用者 扶助費

人数等 ― その他 0

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：156

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 32,822 4,997 725 27,100 0 人件費

Ｈ 22 決 算 26,720 4,160 1,160 21,400 0 賃金

予 算 - 決 算 6,102 837 0 0 △ 435 5,700 0 委託料 420

Ｈ 21 決 算 58,309 1,545 17,564 39,200 0 工事請負費 25,822

前年度決算比 △ 31,589 2,615 0 0 △ 16,404 △ 17,800 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 水道使用者 扶助費

人数等 ― その他 478

事業期間 継続 補助

事 業 内 容

H21～ 新規・継続の別 補助・単独の別

一宮市民局管内の簡易水道施設の災害復旧を行う。
・深生橋水管橋取合配管設計業務委託　420千円
・草木千町簡易水道災害復旧工事
　草木地区　2,190千円　　配水管　ＨＩＶＰφ100　Ｌ＝203.2ｍ
・下三方簡易水道災害復旧工事
　奥福知地区 4,077千円　　配水管　ＤＣＩＰφ100　Ｌ＝169.3ｍ　　ＤＣＩＰφ75　Ｌ＝247.1ｍ
　福知・津羅地区 1,126千円　　配水管　ＨＩＶＰφ75　Ｌ＝47.9ｍ
　津羅橋・樽垣内橋水管橋 8,742千円　　水管橋　２橋　　ＮＣＰφ100　Ｌ＝28.2ｍ　　Ｌ＝26.9ｍ
　深生橋水管橋 9,424千円　　水管橋　ＮＣＰφ100  Ｌ＝54.7ｍ　　配水管　ＨＩＶＰ　Ｌ＝122.9ｍ
・三方・繁盛簡易水道災害復旧工事
　福中地区 263千円　　保温工φ100　Ｌ＝17.5ｍ
【平成２３年度へ繰越　3,185千円】
　福知地内舗装災害復旧工事　2,135千円、黒原浄水場災害復旧工事　1,050千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

災害箇所を早期に復旧することで、安定した水道水の供給を行い市民の生活基盤の安定が図れた。
H22末現在の災害復旧率95.9％

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
平成21年8月、台風9号により被災した簡易水道施設を復旧
し、市民生活基盤を整備することにより生活の安定を目指す。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

災害箇所を早期に復旧することで、安定した水道水の供給を行い市民の生活基盤の安定が図れた。
H22末現在の災害復旧率95.9％

上下水道課 簡易水道施設災害復旧事業

簡易水道事業会計２．１．１ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

事 業 目 的
平成21年8月、台風9号により被災した簡易水道施設を復旧
し、市民生活基盤を整備することにより生活の安定を目指す。

対象者（受益）

事 業 内 容

H21～ 新規・継続の別 補助・単独の別

一宮市民局管内の簡易水道施設の災害復旧を行う。
・簡易水道施設災害復旧設計業務委託　3,517千円
・草木千町簡易水道災害復旧工事
　千町地区　13,843千円　　水管橋　ＮＣＰφ150　Ｌ＝32.4ｍ　配水管　ＤＣＩＰφ150　Ｌ＝190.6ｍ
・下三方簡易水道災害復旧工事
　深河谷・生栖地区 2,714千円　　配水管　ＨＩＶＰφ75　Ｌ＝2.6ｍ　ＨＩＶＰφ100　Ｌ＝107.1ｍ　ＤＣＩＰφ75　Ｌ＝31.7ｍ
　福知地区 10,566千円　　水管橋　ＮＣＰφ100　Ｌ＝10.3ｍ　配水管　ＤＣＩＰφ100　Ｌ＝62.2ｍ　ＤＣＩＰφ75　Ｌ＝
359.5ｍ
　奥福知地区 9,103千円　　配水管　ＤＣＩＰφ100　Ｌ＝169.3ｍ　ＤＣＩＰφ75　Ｌ＝247.1ｍ
　生栖地区　2,353千円　　配水管　ＤＣＩＰφ75　Ｌ＝66.2ｍ　ＨＩＶＰφ75　Ｌ＝64.5ｍ

上下水道課 簡易水道施設災害復旧事業〔繰越明許分〕

簡易水道事業会計２．１．１ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：172

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 297,837 2,830 295,007 人件費 28,820

Ｈ 22 決 算 282,391 2,664 279,727 需用費 63,619

予 算 - 決 算 15,446 0 0 0 166 0 15,280 役務費 11,619

Ｈ 21 決 算 280,920 129 702 280,089 委託料 78,594

前年度決算比 1,471 0 0 △ 129 1,962 0 △ 362 原材料費 1,356

負担金補助金 73,106

具体名 区域内受益者 公課費 23,706

人数等 20,560人 その他 1,571

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：176

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 30,221 8,290 20,500 1,431 人件費

Ｈ 22 決 算 30,221 8,452 20,500 1,269 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 △ 162 0 0 162 委託料

Ｈ 21 決 算 26,881 10,381 16,500 0 工事請負費

前年度決算比 3,340 0 0 △ 1,929 0 4,000 1,269 備品購入費

負担金補助金 30,221

具体名 区域内受益者 扶助費

人数等 10,976人 その他 0

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

22 新規・継続の別 補助・単独の別

兵庫県の施設整備計画に基づき、前期及び後期の２回に分けて負担金の支払いを行う。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

計画的な施設整備工事の費用を一部負担することにより、市民生活の向上及び播磨灘の水質保全が図れた。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
公共水域の水質保全及び生活環境の改善を目的として、兵
庫県揖保川流域下水道施設及び汚泥処理施設建設費の一
部を負担し、市民生活の向上に寄与する。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

適正な維持管理を実施することにより、公共水域の水質保全が図れた。また、生活環境の改善による市民生活の向
上が図れた。
　H21年度末接続率86.59％→H22年度末接続率87.86％　（公共・特環下水道区域内）

上下水道課 流域下水道事業

下水道事業会計 １．２．１ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

事 業 目 的
公共水域の水質保全及び生活環境の改善を目的として、施
設の適正な維持管理に努め、市民生活の向上に寄与する。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ22 新規・継続の別 補助・単独の別

・施設の維持管理を適切かつ効率的に行うため、通常管理を業者委託により実施する。
・施設数 処理場10ヵ所(山崎1ヵ所、一宮2ヵ所､波賀5ヵ所､千種2ヵ所)､中継ﾎﾟﾝﾌﾟ216箇所(山崎87ヵ所､一宮45ヵ所､
波賀55ヵ所､千種29ヵ所)
・施設維持管理委託48,446千円､脱水汚泥処分委託12,799千円､受益者負担金一括納付報奨金349千円､光熱水費
33,707千円､施設修繕料24,288千円､通信運搬費8,266千円､水質検査手数料2,872千円､流域下水道維持管理負担
金72,880千円　他

上下水道課 下水道管理事業（公共及び特定環境保全公共下水道管理）

下水道事業会計 １．１．１ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：176

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 30,791 500 7,900 22,391 人件費 22,199

Ｈ 22 決 算 24,545 117 2,200 22,228 賃金

予 算 - 決 算 6,246 0 0 383 0 5,700 163 委託料

Ｈ 21 決 算 68,350 10,000 2,455 20,495 35,400 0 工事請負費 2,346

前年度決算比 △ 43,805 △ 10,000 0 △ 2,338 △ 20,495 △ 33,200 22,228 備品購入費

負担金補助金

具体名 公共処理区域 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：176

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 38,966 2,312 27,454 9,200 0 人件費 14,997

Ｈ 22 決 算 16,577 712 15,065 800 0 賃金

予 算 - 決 算 22,389 0 0 1,600 12,389 8,400 0 委託料

Ｈ 21 決 算 25,126 1,575 16,151 7,400 0 工事請負費 1,580

前年度決算比 △ 8,549 0 0 △ 863 △ 1,086 △ 6,600 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 特環処理区域 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

・公共桝設置工事1,580千円【7ヵ所】

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

公共桝設置工事等を実施することにより、生活環境の改善が図られ市民生活の向上に繋がった。
　H21年度末接続率89.15％→H22年度末接続率90.33％　（特環下水道区域内）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的

公共水域の水質保全及び生活環境の改善を目的として、下
水道整備区域内(山崎)の公共桝未設置箇所の管路整備及び
新規加入（一宮・波賀・千種）による公共桝設置工事を実施す
る。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

H21面整備が一部河川計画区域等を除き完了したことにより、生活環境の改善が図られ市民生活の向上に繋がっ
た。
【平成22年度末　整備率99.98％】
　H21年度末接続率82.41％→H22年度末接続率83.88％　（公共下水道区域内）

上下水道課 特定環境保全公共下水道事業

下水道事業会計 １．４．１ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

事 業 目 的

公共水域の水質保全及び生活環境の改善を目的として、区
画整理事業区域内約104ｈaの下水道整備を実施する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

公共桝設置工事　2,346千円【5ヵ所】

上下水道課 公共下水道事業

下水道事業会計 １．３．１ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：176

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,674 3,674 人件費

Ｈ 22 決 算 3,239 3,239 賃金

予 算 - 決 算 435 0 0 0 0 0 435 委託料

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費 3,239

前年度決算比 3,239 0 0 0 0 0 3,239 備品購入費

負担金補助金

具体名 公共処理区域 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：192

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 159,768 2,098 47,529 2,100 108,041 人件費 12,938

Ｈ 22 決 算 140,586 210 33,697 500 106,179 需用費 40,776

予 算 - 決 算 19,182 0 0 1,888 13,832 1,600 1,862 役務費 19,456

Ｈ 21 決 算 142,996 2,072 31,422 1,600 107,902 委託料 57,327

前年度決算比 △ 2,410 0 0 △ 1,862 2,275 △ 1,100 △ 1,723 工事請負費 1,188

負担金補助金 25

具体名 区域内受益者 公課費 7,851

人数等 7,938人 その他 1,025

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

・施設の維持管理を適切かつ効率的に行うため、通常管理を業者委託により実施する。
・施設数 処理場22ヵ所(山崎9ヵ所､一宮3ヵ所､波賀3ヵ所、千種7ヵ所)､中継ﾎﾟﾝﾌﾟ数174ヵ所(山崎96ヵ所､一宮22ヵ所､
波賀13ヵ所、千種43ヵ所)
・施設維持管理委託55,398千円、光熱水費30,979千円、施設修繕料9,093千円､通信運搬費2,713千円、水質検査手
数料3,341千円、汚泥処理手数料13,212千円、公共桝設置工事1,020千円【6ヵ所】、管路等移設工事168千円　他

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

適正な維持管理を実施することにより、公共水域の水質保全が図れた。また、生活環境の改善による市民生活の向
上が図れた。
　H21年度末接続率95.33％→H22年度末接続率95.63％　（農集排処理区域内）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
公共水域の水質保全及び生活環境の改善を目的として、施
設の適正な維持管理に努め、市民生活の向上に寄与する。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

マンホール天端高さを道路計画高に合わせ調整することにより、道路改良工事の早期完成に繋がった。

上下水道課 農業集落排水施設管理事業(農業集落排水及び小規模集合排水管理)

農業集落排水事業会計 １．１．１ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

事 業 目 的
国県が施工する道路改良工事に伴う下水道施設のマンホー
ル調整工事を実施し、道路改良工事の早期完成に寄与する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H21～H22 新規・継続の別 補助・単独の別

・国道429号道路改良に伴うマンホール調整工事　3,239千円
　　第1工区　1,964千円　マンホール調整  19ヵ所
　　第2工区　　322千円　マンホール調整    3ヵ所
　　第3工区　　953千円　マンホール調整  13ヵ所

上下水道課 特定環境保全公共下水道事業〔繰越明許分〕

下水道事業会計 １．４．１ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：194

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 8,100 100 8,000 0 人件費

Ｈ 22 決 算 1,198 98 1,100 0 賃金

予 算 - 決 算 6,902 0 0 0 2 6,900 0 委託料

Ｈ 21 決 算 10,572 2,226 3,446 4,900 0 工事請負費 1,197

前年度決算比 △ 9,374 0 △ 2,226 0 △ 3,348 △ 3,800 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 被災処理区域 扶助費

人数等 － その他 1

事業期間 新規 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：194

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 14,700 3,500 1,900 8,600 700 人件費

Ｈ 22 決 算 13,782 3,828 4,884 4,700 370 賃金

予 算 - 決 算 918 0 △ 328 0 △ 2,984 3,900 330 委託料

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費 13,315

前年度決算比 13,782 0 3,828 0 4,884 4,700 370 備品購入費

負担金補助金

具体名 被災処理区域 扶助費

人数等 － その他 467

事業期間 継続 補助

事 業 内 容

H21 ～H22 新規・継続の別 補助・単独の別

・生栖処理施設災害復旧工事      　 2,847千円
        排水管 VUφ150 L=127.2m
・下河野処理施設災害復旧工事　　10,468千円
　　　　処理施設機械設備工 1.0式　処理施設電気設備工 1.0式

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

災害箇所を早期に復旧することにより、市民生活の安定及び公共水域の水質保全が図れた。
Ｈ22末現在の災害復旧率84.0％

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
平成21年8月、台風9号により被災した施設を復旧し、市民生
活基盤を整備することにより生活の安定を目指す。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

災害箇所を早期に復旧することにより、市民生活の安定及び公共水域の水質保全が図れた。
Ｈ22末現在の災害復旧率84.0％

上下水道課 農業集落排水施設災害復旧事業〔繰越明許分〕

農業集落排水事業会計 ２．１．１ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

事 業 目 的
平成21年8月、台風9号により被災した施設を復旧し、市民生
活基盤を整備することにより生活の安定を目指す。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

・河内処理施設災害復旧工事      914千円
        既設擁壁撤去 1.0式　U型水路 300 L=8.0m　ネットフェンス H=1500 L=24.0m
・西深処理施設災害復旧工事　　　283千円
　　　　既設擁壁撤去 1.0式

 【平成23年度へ繰越　3,700千円】
        西深処理施設災害復旧工事　  1,304千円
　　　　下河野処理施設災害復旧工事 2,396千円

上下水道課 農業集落排水施設災害復旧事業

農業集落排水事業会計 ２．１．１ 総合計画の施策名称： 住環境の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：210

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 107,858 4,748 103,110 人件費

Ｈ 22 決 算 93,039 3,331 89,708 賃金

予 算 - 決 算 14,819 0 0 0 1,417 0 13,402 委託料 30,979

Ｈ 21 決 算 95,313 3,248 92,065 手数料 3,096

前年度決算比 △ 2,274 0 0 0 83 0 △ 2,357 修繕費 9,956

動力費 34,046

具体名 水道使用者 薬品費 5,274

人数等 23,886人 その他 9,688

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 34,901 17,500 17,401 人件費

Ｈ 22 決 算 34,901 17,500 17,401 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費 34,901

前年度決算比 34,901 0 0 0 0 17,500 17,401 備品購入費

負担金補助金

具体名 水道使用者 扶助費

人数等 23,886人 その他 0

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H20～H23 新規・継続の別 補助・単独の別

浄水場汚泥脱水機を更新し脱水機能の強化をおこなう。
・上寺浄水場改修第１期工事（汚泥脱水機更新工事）  34,901千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

汚泥脱水機更新により、効率的又安定的な機器運転を行い、作業能力の向上による維持管理経費の削減及び水
道水の安定供給が行える。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
老朽化が進む上寺浄水場の浄水施設並びに配水施設を年次
的に新設、更新、改良を行うことにより、施設機能を確保し安
心な水質の確保及び水道水の安定供給に努める。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

効率的で安定した水道水の供給
　H22末現在の水道加入率99.5％、給水人口は、23,886人で前年度から203人の減となっているが、年間総有収水量
は、2,157,539㎥で前年度に対し、38,366㎥の増となっており、１人当たりの水道水が使用量が増加傾向にある。

上下水道課 上寺浄水場第１期改良工事〔繰越明許分〕

水道事業会計・配水施設工事費 総合計画の施策名称： 住環境の整備

事 業 目 的
浄水施設及び配水施設を効率的かつ安全に運転すると共
に、各施設を適正に維持管理することにより、水質基準に適
合した安全で安心な水道水を供給する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

水を作り、安定供給するために各水道施設の効率的で安全な運転・維持・管理を実施する。
・浄水場等運転管理業務 27,090千円
・中央監視設備保守点検業務 1,103千円
・高圧電気設備保守点検業務 480千円
・脱水汚泥収集運搬処分委託業務 1,099千円
・水質検査業務(原水)、水質検査業務(浄水)　　配水系統別　毎月検査　9箇所、年4回検査　4箇所   2,985千円
・配水池清掃業務（上寺第３配水池 ）1,208千円
・配給水管等修繕 2,934千円
・検満メーター取替 2,759千円
・須賀沢第２ポンプ場ポンプ修繕 2,100,000円

上下水道課 浄水・配水施設維持管理事業

水道事業会計・原浄水、配給水 総合計画の施策名称： 住環境の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 121,724 50,900 70,824 人件費

Ｈ 22 決 算 143,522 50,900 92,622 光熱水費 5,634

予 算 - 決 算 △ 21,798 0 0 0 0 0 △ 21,798 委託料 4,032

Ｈ 21 決 算 146,869 73,400 73,469 工事請負費 133,856

前年度決算比 △ 3,347 0 0 0 0 △ 22,500 19,153 備品購入費

負担金補助金

具体名 水道使用者 扶助費

人数等 23,886人 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 83,339 8,400 26,000 48,939 人件費

Ｈ 22 決 算 39,314 2,216 26,000 11,098 賃金

予 算 - 決 算 44,025 0 0 0 6,184 0 37,841 委託料 1,050

Ｈ 21 決 算 44,461 1,700 17,200 25,561 工事請負費 37,338

前年度決算比 △ 5,147 0 0 0 516 8,800 △ 14,463 備品購入費

負担金補助金

具体名 水道使用者 扶助費

人数等 ― その他 926

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

・老朽水管橋布設替に伴う管網計算業務委託　　1,050千円
・中比地地内特設配水管布設工事　　　ＨＩＶＰφ75　L＝164.5ｍ　　1,959千円
・田井地内国道29号舗装復旧工事　　　AS舗装　369.0㎡　　　4,107千円
・須賀沢第２ポンプ場水電解消毒装置設置工事　　水電解消毒装置ナチュライザー　　1,292千円
・今宿取水場取水流量計更新工事　　　　　　　　　　電磁式積算体積計　150A　　1，281千円
　
・老朽管更新工事　（高所工区） 　　　　　　 DＣＰφ200　L＝316.3ｍ、HIVPφ30～100　L＝93.6ｍ　　11,614千円
・老朽水管橋等更新工事　（中工区）  DＣIＰφ200 L＝368.0ｍ、HIVPφ75～100　L＝64.8ｍ、水管橋（新三渓橋）
【平成２３年度へ繰越　4,332千円】

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

老朽管等改良工事に伴い、効率的に安全で安定した水道水の供給を図ると共に、支障水道管の移設により県道路
事業の円滑な進捗が図れる。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
上水道区域内の、配水管等の新設・改良により、水道水の融
通機能を高めることにより、安定供給と効率化を図る。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

汚泥脱水機更新により、効率的又安定的な機器運転を行い、作業能力の向上による維持管理経費の削減及び水
道水の安定供給が行える。

上下水道課 配水管布設事業

水道事業会計・配水施設工事費 総合計画の施策名称： 住環境の整備

事 業 目 的
老朽化が進む上寺浄水場の浄水施設並びに配水施設を年次
的に新設、更新、改良を行うことにより、施設機能を確保し安
心な水質の確保及び水道水の安定供給に努める。

対象者（受益）

事 業 内 容

H20～H23 新規・継続の別 補助・単独の別

浄水場汚泥脱水機を更新し脱水機能の強化をおこなう。
・上寺浄水場改修第１期工事設計監理業務委託　4,032千円
・上寺浄水場改修第１期工事（汚泥脱水機更新工事他）  133,856千円

上下水道課 上寺浄水場第１期改良工事

水道事業会計・配水施設工事費 総合計画の施策名称： 住環境の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

141



平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（水道部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：214

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,083 3,000 83 人件費

Ｈ 22 決 算 2,199 900 1,299 賃金

予 算 - 決 算 884 0 0 0 0 2,100 △ 1,216 委託料

Ｈ 21 決 算 1,265 1,100 165 工事請負費 2,184

前年度決算比 934 0 0 0 0 △ 200 1,134 備品購入費

負担金補助金

具体名 水道使用者 扶助費

人数等 ― その他 15

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

災害箇所を早期に復旧することで、安定した水道水の供給を行い市民の生活基盤の安定が図れる。
H22末現在の災害復旧率46.6％

事 業 目 的
平成21年8月、台風9号により被災した水道施設を復旧し、市
民生活基盤を整備することにより生活の安定を目指す。

対象者（受益）

事 業 内 容

H21～ 新規・継続の別 補助・単独の別

上水道区域内において被災した管路等を復旧する。
・与位地内水道管復旧工事　　ＤＣＩＰφ75　Ｌ＝23.0ｍ　　945千円
・久保橋水管橋復旧工事　　　 水管橋架設工事　　1,239千円

上下水道課 上水道施設災害復旧費事業

水道事業会計・災害復旧費 総合計画の施策名称： 住環境の整備

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（会計課）平成22年度主要事業に係る成果説明書（会計課）平成22年度主要事業に係る成果説明書（会計課）平成22年度主要事業に係る成果説明書（会計課）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：88

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 8,561 8,561 人件費

Ｈ 22 決 算 7,695 7,695 賃金 2,030

予 算 - 決 算 866 0 0 0 0 0 866 需用費 791

Ｈ 21 決 算 7,986 7,986 役務費 4,189

前年度決算比 △ 291 0 0 0 0 0 △ 291 委託料 332

負担金補助金

具体名 債務・債権者等 扶助費

人数等 不特定多数 その他 353

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

安全な公金管理と効率・効果的な予算執行管理の推進に努め、市基金の債券運用（９件　２２億円）、短期資金運用
（３件　２０億）、決済性預金の繰替運用（４回）などを計画的に実施した。
適確・適正な会計事務の推進に努め、支出調書の複数枚処理による事務の効率化(年間処理件数　約５万５千件）
や公金管理報告（毎月）の徹底による適正な公金管理などに全庁的に取り組んだ。

事 業 目 的
適正な公金管理事務を執行し、健全かつ効率的な行財政運
営を推進する。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

指定金融機関が取り扱った宍粟市公金の整理と記録、並びに市が支払義務を負った債務の審査と支払業務
源泉所得税の徴収保管及び支払業務
市に属する基金現金の保管と運用
決算書の調製

会計課 会計管理費

一般会計　２．１．７ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（議会事務局）平成22年度主要事業に係る成果説明書（議会事務局）平成22年度主要事業に係る成果説明書（議会事務局）平成22年度主要事業に係る成果説明書（議会事務局）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：78

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,172 1,172 人件費

Ｈ 22 決 算 1,151 1,151 需用費 1,151

予 算 - 決 算 21 0 0 0 0 0 21 委託料

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費

前年度決算比 1,151 0 0 0 0 0 1,151 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 約43,000 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：78

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,547 1,547 人件費

Ｈ 22 決 算 1,422 1,422 賃金

予 算 - 決 算 125 0 0 0 0 0 125 委託料 1,422

Ｈ 21 決 算 1,278 1,278 工事請負費

前年度決算比 144 0 0 0 0 0 144 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 約43,000 その他 0

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

神戸総合速記株式会社と１時間あたり　１５,３００円(税別）で委託契約
第３４回定例会　　　　　　　４０１,６２５円
第３５回定例会　　　　　　　３０５,２３５円
第３６回臨時会　　　　　　　　１６,０６５円
第３７回定例会 　　　　　　 ３３７,３６５円
第３８回定例会　　        　３５３,４３０円
第３９回臨時会　　　　  　　　  ８,０３２円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

会議録の作成と公開が原則とされており、市民が容易に閲覧できるよう図書館並びに各市民局、生涯学習事務所に
も備え付けをしている。　また、市のホームページにも掲載し市内外を問わず閲覧可能であり、情報提供と共有化を
図りながら市民の行政への関心と参画を促すことに効果がある。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
議会の審議内容を記録・公開することにより、市民の意見が
いかに議会に反映しているかを広く市民に周知し、その監視
を受けるとともに、公正な議会運営を行う。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

議会の活動内容を市民に公表し、情報の提供と共有化を進めながら議会・行政に対する理解を深めていただける。
また、議員自らが活動を客観視することによってその活性化が図られ、政策提言や政策立案にも効果がある。

議会事務局 会議録の作成

一般会計　１．１．１ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

事 業 目 的
地方自治法に議事公開の規定があることなどから、議会の活
動内容を、広報紙を発行することにより、広く市民に周知する
（22年度４回）

対象者（受益）

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

議会広報特別委員会により編集し、定例会の翌月に発行（各１４,５００部）
平成２２年　４月１５日発行　　Vol.１９  　２７４,０５０円     16p
平成２２年　７月１５日発行　　Vol.２０  　２７４,０５０円     16p
平成２２年１０月１５日発行　　Vol.２１  　２７４,０５０円     16p
平成２３年　１月１５日発行　　Vol.２２  　２７４,０５０円     16p

議会事務局 議会だより

一般会計　１．１．１ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（議会事務局）平成22年度主要事業に係る成果説明書（議会事務局）平成22年度主要事業に係る成果説明書（議会事務局）平成22年度主要事業に係る成果説明書（議会事務局）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：96

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 480 480 人件費 158

Ｈ 22 決 算 423 423 賃金

予 算 - 決 算 57 0 0 0 0 0 57 委託料

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費

前年度決算比 423 0 0 0 0 0 423 備品購入費

負担金補助金 81

具体名 市職員 扶助費

人数等 － その他 184

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：126

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,383 1,383 人件費 960

Ｈ 22 決 算 1,317 1,317 賃金

予 算 - 決 算 66 0 0 0 0 0 66 委託料

Ｈ 21 決 算 1,211 1,211 工事請負費

前年度決算比 106 0 0 0 0 0 106 備品購入費

負担金補助金 30

具体名 市民 扶助費

人数等 約43,000 その他 327

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

　①例月出納検査
　　毎月の収入・支出についての検査と月末保管金の照合
　②決算審査及び基金の運用状況の検査
　　平成２１年度の一般会計・特別会計と公営企業会計の決算審査及び各基金の運営状況審査
　③財政健全化判断比率等審査
　　健全化判断比率（実績赤字比率・連結実績赤字比率・実質公債費比率・将来負担比率及び資金不足比率）の審査
　④定例監査
　　企画部・産業部・土木部・水道部・一宮市民局・千種市民局・総合病院及び山崎管内の保育所・幼稚園・小中
　　学校の定期監査及び行政監査
　⑤財政援助団体等の監査　　　宍粟市観光協会が行った宍粟市補助に係る出納及びその他の事務監査
　⑥住民監査請求等　　　地方自治法第２４２条第１項による監査　１件　　第２４３条の２第３項による監査　１件

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　市の行政運営について、公正で合理的かつ能率的な運営を確保するため、問題点及び課題を指摘するとともに指
導に重点をおいて監査等を実施し、改善を求めた。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
　市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理
や事務の執行が、正確・合理的・効率的かつ効果的に行わ
れ、法令等が遵守されているかを検証する。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

　各種研究会等に出席し、情報交換や事例研究をすることにより円滑な公平委員会業務の推進が図れた。

監査委員事務局 監査委員事務

一般会計　２．６．１ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

事 業 目 的
　職員の勤務条件に関する措置の要求及び職員に対する不
利益処分を審査し必要な措置を講じる。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ２２ 新規・継続の別 補助・単独の別

　①各種研究会等ヘの参加
　　西播磨公平委員会事務研究会　　　　　　（２回　延６人）
　　兵庫県公平委員会連合会事務研究会　 （２回　延６人）
　　全国公平委員会連合会事務研究会　　　（１回　延２人）
　②職員の勤務条件に関する措置の要求及び職員に対する不利益処分の審査
　　平成２２年度　　措置要求　　１件

公平委員会事務局 公平委員会事務

一般会計　２．１．１０ 総合計画の施策名称： 効果的・効率的な行財政運営の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：272

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,908 1,908 報償費 182

Ｈ 22 決 算 1,755 1,755 需用費 17

予 算 - 決 算 153 0 0 0 0 0 153 役務費 2

Ｈ 21 決 算 0 0 委託料 496

前年度決算比 1,755 0 0 0 0 0 1,755 使用料及び賃借料 31

負担金補助金 1,000

具体名 市内小学生

人数等 1500人 その他 27

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：276

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

計画期間（平成２１年～３０年）内に１３校を５校へ再編する。

教育総務課 外国語青年招致事業

事 業 目 的
市内の小学校においては、児童数の減少により適正な集団規
模が図れない状況にあることから、校区の見直しを行い新た
な小学校区による適正な学校規模に再編しようとするもの

対象者（受益）

事 業 内 容

H21～H30 新規・継続の別 補助・単独の別

平成21年度より10年計画とし、学級人数25人、学校人数150人以上を一定目標とした学校規模の適正化を図る。平
成27年度までに複式学級の編成が見込まれる学校を含む新校区3校区、完全複式学級の編成が見込まれる学校を
含む新校区２校区の計５校を優先実施校区として取り組む。
　平成２２年度においては、千種東小学校が千種南小学校と一つとなり、平成２２年度末の市内小学校数は、１９校
となった。

教育総務課 学校規模適正推進事業

一般会計　９．１．２ 総合計画の施策名称： 学校教育の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：276

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 34,880 34,880 人件費 29,129

Ｈ 22 決 算 33,973 33,973 賃金

予 算 - 決 算 907 0 0 0 0 0 907 委託料

Ｈ 21 決 算 33,306 33,306 工事請負費

前年度決算比 667 0 0 0 0 0 667 備品購入費 162

負担金補助金 2,639

具体名 生徒 扶助費

人数等 3,795人 その他 2,043

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

(財)自治体国際化協会による外国語青年招致事業により外国語指導助手を招致し、中学校における英語授業の補
助、外国語教材作成及び外国語能力コンテスト等への協力、また小学校における外国語会話学習の補助として活
用している。　　　　　市内各中学校に各１名　計７名。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

中学生の英語授業に対する学習意欲の向上、また小学生に英会話学習への関心を持たせることにより、英語教育
の充実及び国際理解教育の推進が図れた。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
市内中学校に外国語指導助手（ＡＬＴ）を配置し、学校教育に
おける英語教育の充実及び国際理解教育の推進に向け、生
徒の英語学習の意欲・関心の向上を図る。

対象者（受益）

教育総務課 外国語青年招致事業

一般会計　９．１．３ 総合計画の施策名称： 学校教育の充実
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：282

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,000 82 1,918 人件費

Ｈ 22 決 算 2,000 41 1,959 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 41 0 △ 41 委託料

Ｈ 21 決 算 2,000 110 1,890 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 △ 69 0 69 備品購入費

負担金補助金 2,000

具体名 奨学生 扶助費

人数等 ４０人 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：288

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

市民に周知を行い、経済的理由により修学が困難な生徒の保護者に対して負担の軽減を行い、進学に対する学習
意欲の向上に繋がった。

教育総務課 戸原小学校屋内運動場・プール改築事業

事 業 目 的
向学心を持ちながら、経済的理由により修学が困難な者に対
して、奨学金を支給し、有能な人材を育成する。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

高等学校、中等教育学校の後期課程及び高等専門学校並びに特別支援学校高等部に進学又は修学する者に対し
て、広報や市内（三土中学校を含む）中学校を通じ奨学生の募集をし、教育委員会で選考決定をする。入学時（４月
上旬）に１人５万円を奨学金として給付する。

教育総務課 宍粟市奨学金事業

一般会計　９．１．４ 総合計画の施策名称： 学校教育の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：288

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 218,323 71,969 143,700 2,654 人件費

Ｈ 22 決 算 66,848 9,932 54,700 2,216 賃金

予 算 - 決 算 151,475 62,037 0 0 0 89,000 438 委託料 7,119

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費 50,000

前年度決算比 66,848 9,932 0 0 0 54,700 2,216 備品購入費

負担金補助金

具体名 児童・生徒数 扶助費

人数等 93 その他 9,729

事業期間 継続 補助

事 業 内 容

H21～24 新規・継続の別 補助・単独の別

総事業費：296,617千円　財源内訳（国庫 92,078千円、起債 188,400千円、一財 16,139千円）

○改築後施設規模等：　屋体　RC造１階建・670㎡、プール　水張315㎡

　〔H21〕　耐震診断
　〔H22〕　用地購入、実施設計
　〔H23〕　工事監理、既設屋体・プール除却工事、屋体・プール新築工事
　〔H24〕　工事監理、プール新築工事

【平成23年度への繰越　149,815千円】

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

同小屋体は昭和42年の建設（耐震性なし）で老朽化が著しく狭小であり、またプールは昭和47年の建設で老朽化が
著しく良好な教育環境ではないことから、これらを改築することにより教育環境の充実を図ることができる。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
児童生徒の学習や生活の場として、また地域の人々の社会
教育等を基本としたコミュニティの場となる同小屋体・プールを
改築して教育環境の充実を図ることを目的とする。

対象者（受益）

教育総務課 戸原小学校屋内運動場・プール改築事業

一般会計　９．２．３ 総合計画の施策名称： 学校教育の充実
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：288

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,185,892 475,241 688,400 22,251 人件費

Ｈ 22 決 算 366,162 178,897 180,300 6,965 賃金

予 算 - 決 算 819,730 296,344 0 0 0 508,100 15,286 委託料 19,890

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費 343,813

前年度決算比 366,162 178,897 0 0 0 180,300 6,965 備品購入費 1,499

負担金補助金 187

具体名 児童・生徒数 扶助費

人数等 225 その他 773

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：288

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

同小南校舎は昭和45年建設（耐震性なし）、屋体は昭和49年の建設（耐震性なし）で老朽化が著しく、またプールは
昭和40年の建設で老朽化が著しく良好な教育環境ではないことから、これらを改築することにより教育環境の充実
を図ることができる。

教育総務課 下三方小学校屋内運動場改築事業（繰越明許分を含む）

事 業 目 的
児童生徒の学習や生活の場として、また地域の人々の社会
教育等を基本としたコミュニティの場となる同小南校舎・屋体・
プールを改築して教育環境の充実を図ることを目的とする。

対象者（受益）

事 業 内 容

H21～23 新規・継続の別 補助・単独の別

総事業費：744,300千円　財源内訳（国庫 288,164千円、起債 424,100千円、一財 32,036千円）

○改築後施設規模等：　校舎　RC造3階建・1438㎡、屋体　RC造1階建・1101㎡、プール　水張400㎡

　〔H21〕　実施設計
　〔H22〕　実施設計・工事監理、既設屋体・プール除却工事、校舎・屋体・プール新築工事
　〔H23〕　工事監理、校舎・プール新築工事、既設南校舎除却工事

【平成23年度への繰越　287,094千円】

教育総務課 河東小学校校舎・屋体・プール改築事業（繰越明許分を含む）

一般会計　９．２．３ 総合計画の施策名称： 学校教育の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：288

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 176,620 90,775 79,900 5,945 人件費

Ｈ 22 決 算 156,324 91,711 59,500 5,113 賃金

予 算 - 決 算 20,296 △ 936 0 0 0 20,400 832 委託料 4,652

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費 149,719

前年度決算比 156,324 91,711 0 0 0 59,500 5,113 備品購入費 1,512

負担金補助金

具体名 児童・生徒数 扶助費

人数等 48 その他 441

事業期間 継続 補助

事 業 内 容

H21～22 新規・継続の別 補助・単独の別

総事業費：156,324千円　財源内訳（国庫 91,711千円、起債 59,500千円、一財 5,113千円）

○改築後施設規模等：　屋体　RC造2階建・669㎡

　〔H21〕　実施設計
　〔H22〕　実施設計・工事監理、既設屋体除却工事、屋体新築工事

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

同小屋体は昭和53年の建設（耐震性なし）で老朽化が著しく良好な教育環境ではないことから、これを改築すること
により教育環境の充実を図ることができた。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
児童生徒の学習や生活の場として、また地域の人々の社会
教育等を基本としたコミュニティの場となる同小屋体を改築し
て教育環境の充実を図ることを目的とする。

対象者（受益）

教育総務課 下三方小学校屋内運動場改築事業（繰越明許分を含む）

一般会計　９．２．３ 総合計画の施策名称： 学校教育の充実
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：288

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 180,100 33,615 146,400 85 人件費

Ｈ 22 決 算 22,786 6,733 16,000 53 賃金

予 算 - 決 算 157,314 26,882 0 0 0 130,400 32 委託料 3,949

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費 18,837

前年度決算比 22,786 6,733 0 0 0 16,000 53 備品購入費

負担金補助金

具体名 児童・生徒数 扶助費

人数等 142 その他 0

事業期間 新規 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：298

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

同小校舎は昭和55年、屋体は昭和56年の建設で老朽化が著しく良好な教育環境ではないことから、これを改修する
ことにより教育環境の充実を図ることができる。

教育総務課 一宮南中学校校舎改築事業（繰越明許分を含む）

事 業 目 的
小学校の規模適正化事業により新設校としてスタートする現
在の千種南小学校の校舎及び屋内運動場の改修工事をおこ
なうことを目的とする。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22～23 新規・継続の別 補助・単独の別

総事業費：180,100千円　財源内訳（国庫 45,097千円、起債 134,900千円、一財 103千円）

○改修施設規模等：　校舎　RC造3階建･3454㎡、屋体　RC造2階建・925㎡

　〔H22〕　実施設計・工事監理　屋体改修工事
　〔H23〕　工事監理、校舎改修工事

【平成23年度への繰越　157,314千円】

教育総務課 千種南小学校校舎・屋体改修事業

一般会計　９．２．３ 総合計画の施策名称： 学校教育の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：298

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,898,743 701,721 1,160,800 36,222 人件費

Ｈ 22 決 算 263,337 236,293 24,700 2,344 賃金

予 算 - 決 算 1,635,406 465,428 0 0 0 1,136,100 33,878 委託料 20,732

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費 241,646

前年度決算比 263,337 236,293 0 0 0 24,700 2,344 備品購入費

負担金補助金

具体名 児童・生徒数 扶助費

人数等 171 その他 959

事業期間 継続 補助

事 業 内 容

H21～23 新規・継続の別 補助・単独の別

総事業費：1,070,389千円　財源内訳（国庫 530,839千円、起債 506,300千円、一財 33,250千円）

○改築後施設規模等：　校舎　RC造3階建・3812㎡、武道場　S造平屋建・246㎡

　〔H21〕　実施設計
　〔H22〕　実施設計・工事監理、校舎・武道場新築工事
　〔H23〕　工事監理、校舎新築工事、既設校舎除却工事

【平成23年度への繰越　807,052千円】

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

同中校舎は昭和44年建設（耐震性なし）で老朽化が著しく良好な教育環境ではないことから、これらを改築すること
により教育環境の充実を図ることができる。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
児童生徒の学習や生活の場として、また地域の人々の社会
教育等を基本としたコミュニティの場となる同中校舎を改築し
て教育環境の充実を図ることを目的とする。

対象者（受益）

教育総務課 一宮南中学校校舎改築事業（繰越明許分を含む）

一般会計　９．３．４ 総合計画の施策名称： 学校教育の充実
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：298

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 667,207 226,686 415,800 24,721 人件費

Ｈ 22 決 算 511,814 208,187 284,700 18,927 賃金

予 算 - 決 算 155,393 18,499 0 0 0 131,100 5,794 委託料 2,684

Ｈ 21 決 算 188,134 146,518 38,900 2,716 工事請負費 505,830

前年度決算比 323,680 61,669 0 0 0 245,800 16,211 備品購入費 1,727

負担金補助金

具体名 児童・生徒数 扶助費

人数等 126 その他 1,573

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：346

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

同中校舎は昭和42年建設（耐震性なし）で老朽化が著しく良好な教育環境ではないことから、これらを改築すること
により教育環境の充実を図ることができる。

教育総務課 千種中学校災害復旧事業（繰越明許分を含む）

事 業 目 的
児童生徒の学習や生活の場として、また地域の人々の社会
教育等を基本としたコミュニティの場となる同中校舎を改築し
て教育環境の充実を図ることを目的とする。

対象者（受益）

事 業 内 容

H20～22 新規・継続の別 補助・単独の別

総事業費：699,948千円　財源内訳（国庫 354,705千円、起債 323,600千円、一財 21,643千円）

○改築後施設規模等：　校舎　RC造3階建・2908㎡

　〔H20〕　実施設計
　〔H21〕　実施設計・工事監理、校舎新築工事
　〔H22〕　工事監理、校舎新築工事、既設校舎除却工事

教育総務課 一宮北中学校校舎改築事業（繰越明許分を含む）

一般会計　９．３．４ 総合計画の施策名称： 学校教育の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：346

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 83,489 68,400 9,500 5,589 人件費

Ｈ 22 決 算 52,461 45,192 0 7,269 賃金

予 算 - 決 算 31,028 23,208 0 0 0 9,500 △ 1,680 委託料

Ｈ 21 決 算 40,928 22,933 12,600 5,395 工事請負費 52,360

前年度決算比 11,533 22,259 0 0 0 △ 12,600 1,874 備品購入費

負担金補助金

具体名 児童・生徒数 扶助費

人数等 104 その他 101

事業期間 継続 補助

事 業 内 容

H21～22 新規・継続の別 補助・単独の別

総事業費：93,389千円　財源内訳（国庫 68,125千円、起債 12,600千円、一財 12,664千円）

○被災延長：　L=46m（吹付枠工883㎡、アンカー工231m、軽量盛土工290m3、抑止杭工21本、排水工69m、舗装工
406㎡　他）

　〔H21〕　実施設計、復旧工事
　〔H22〕　復旧工事

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

本事業により崩壊した同中法面を復旧することにより、教育施設としての機能回復を図ることができた。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
平成21年8月豪雨災害により被災した同中法面の復旧をおこ
なうことを目的とする。

対象者（受益）

教育総務課 千種中学校災害復旧事業（繰越明許分を含む）

一般会計　１０．４．１ 総合計画の施策名称： 学校教育の充実
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：276

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 26,573 8,223 218 18,132 人件費

Ｈ 22 決 算 24,842 7,705 181 16,956 賃金 64

予 算 - 決 算 1,731 0 518 37 0 0 1,176 委託料 253

Ｈ 21 決 算 27,559 7,724 250 19,585 工事請負費

前年度決算比 △ 2,717 0 △ 19 △ 69 0 0 △ 2,629 備品購入費

負担金補助金 22,154

具体名 児童生徒 扶助費

人数等 3,798 その他 2,371

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：276

児童生徒、一人一人の中にふるさと”宍粟”への愛情・愛着を
育ませ、”宍粟で生きたい、宍粟で育って良かった”と思える気
持ちを大きく育てることを目的として、各種体験活動等を推進
する。

対象者（受益）

学校教育課 生き活きﾌﾟﾗﾝ推進事業１　宍粟の良さを知り宍粟を愛する子どもの育成

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 学校教育の充実一般会計　９．１．３

学校教育課 生き活きﾌﾟﾗﾝ推進事業５　義務教育９年間の連続した教育体制の構築

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

■各種体験活動にわたって、ふるさとを知り学ぶいわゆる｢地域学習｣を共通目標として事業を進めた。事業規模が
最も大きかった小学校における【自然学校推進事業】においては、これまで県内他市町で多く実施されていた活動拠
点を全校統一で市内に変更した。このことにより各学齢に合った｢地域学習｣が一貫的に行われることが可能になっ
た。
■また、この自然学校事業については、４泊５日宿泊体験事業でもあり、市内９団体のｽｹｼﾞｭｰﾙ調整に苦慮した経
緯があり、来年度以降、早期に関係団体間での調整を行い、スムーズな事業進行を行っていく。

補助・単独の別Ｈ22 新規・継続の別

総合学習推進事業　　　　　　　2,151千円
学校農園活動推進事業　　　　　537千円
自然学校推進事業　　　　　　12,400千円
修学旅行充実事業　　　　　　　2,227千円
山村留学推進事業　　　　　　　1,350千円
海と山の交歓会事業　　　　　　　250千円
環境体験事業　　　　　　　　　　3,730千円
ふるさとしそう探検隊事業　　　2,197千円

所管課： 事業名： 決算書頁：276

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 5,227 253 4,974 人件費

Ｈ 22 決 算 5,221 253 4,968 賃金 4,866

予 算 - 決 算 6 0 0 0 0 0 6 委託料

Ｈ 21 決 算 3,459 3,459 工事請負費

前年度決算比 1,762 253 0 0 0 0 1,509 備品購入費

負担金補助金

具体名 児童生徒 扶助費

人数等 3,798 その他 355

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

■平成２１年度開始の事業であり、初年度においては千種中校区において年度途中（半期）での配置であった。
平成２２年度においては、上記２校区において年度開始時より通年配置を行い、小中学校間における教育連携に係
る各種調整会議、職員研修資料作成など包括的な推進を行った。
■また、国費支援事業であるコミュニティースクール事業の指定を受け、小中連携事業に地域全体取り組むことで、
相乗効果を得ることが出来た。
■今後、市内他校区（山崎校区全域、一宮南校区、波賀校区）でも小中一貫教育を進めていくが、先行研究校区で
の事業実績を取りまとめ、今後の市内全域実施に向け効率的な事業の進行を進めていく。

事 業 目 的

事 業 内 容

Ｈ２１～ 新規・継続の別 補助・単独の別

小中一貫教育推進教員の配置　　千種中校区、波賀中校区　各１名　　　 　　　　　　　　 4,866千円
指定校における各種資料作成等に係る需用費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　48千円
千種中学校区におけるコミュニティースクール（学校運営協議会制度）が文科省との
委託契約事業となる。（国補助１００％）　　                                                               253千円
その他：千種ＣＳ事業広報誌作成費等需用費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　54千円

一貫教育の導入を推進するにあたり、地域資源や校区の環
境に応じたカリキュラム等の研究、制度面の課題把握と改善
方法の検討、生徒指導及び教科指導における教育効果の研
究等を通じて、知的基盤の形成を図る。

対象者（受益）

一般会計　９．１．３

予算・決算額
財源内訳

学校教育の充実

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

学校教育課 生き活きﾌﾟﾗﾝ推進事業５　義務教育９年間の連続した教育体制の構築
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：276

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 28,184 1,848 26,336 人件費

Ｈ 22 決 算 27,544 1,848 25,696 賃金 21,033

予 算 - 決 算 640 0 0 0 0 0 640 委託料 1,664

Ｈ 21 決 算 18,452 1,661 16,791 工事請負費

前年度決算比 9,092 0 187 0 0 0 8,905 備品購入費

負担金補助金 3,548

具体名 児童生徒 扶助費

人数等 3,798 その他 1,299

事業期間 継続 補助

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

＜代表的な事業を抜粋＞
■特別支援員の配置：配置基準と学校現況調査により、適正数での支援員配置を行い、障害をもつ児童生徒が必要とする教育を行
うことができた。
■生徒海外派遣事業：全中学校からの団員生徒による派遣事業を通して、姉妹都市との交流や外国語実践活動を行った。22年度
においては、宍粟市国際交流協会（市長部局）における姉妹都市表敬訪問事業との合同実施の要素があり、総領事館訪問やスクイ
ム市表敬訪問の公式行事に中学生も参加し、意義深く貴重な経験を得ることになった。また、帰国後においても、各校での体験発表
会等の開催により、全中学生がその意義や成果を共有し、幅広い事業効果を得た。
■｢確かな学力｣状況調査事業：全小中学校にて、同時実施することがそのデータの信頼性を上げる重要な要件であった。各校それ
ぞれの行事予定を調整し、４月下旬に一斉実施を実現させ、そのデータを基に今後の教育方法等の改善に向け各種部会で検討会
議を開いた。

事 業 目 的

生き活きプランの主要施策６にもとづき、学力向上に向けた指
導方法の評価・改善を行うほか、多様な教育ニーズに対応す
るため、特別支援教育や国際理解教育の推進体制の一層の
充実を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ22 新規・継続の別 補助・単独の別

特別支援員（一部県費負担有）　８名配置　　　及び　　学校ＩＣＴ支援員（国費１００％・緊急雇用）　１名配置　　21,033千円
生徒海外派遣（スクイム市）事業　全中学校より計１３名＋引率者３名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,557千円
選択履修推進事業　全中学校で実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 607千円
理科おもしろ推進事業（県委託）　小学校２校に臨時指導員を配置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80千円
特別支援教育推進協議会等各種負担金　３団体対象　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　491千円
オーストラリア（ＮＪＡ）国際交流事業　宍粟→豪州への渡航年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 500千円
｢確かな学力｣状況調査事業　21年度市単独の新規事業で、全小中学校を対象に一斉実施（４月下旬）　　　　  1,664千円
特別支援教育総合推進事業（県委託）　支援員１名により小学校５校を巡回訪問し指導・助言　　　　　　     　　　　58千円
幼児教育実践支援事業（県委託）　山崎幼稚園を研究指定園として全園参加型の実践研究　　　　　　　　　　　　　200千円
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　354千円

学校教育課 生き活きﾌﾟﾗﾝ推進事業６　多様なニーズに応える学習指導の確立

一般会計　９．１．３ 総合計画の施策名称： 学校教育の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：276

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,967 1,967 人件費

Ｈ 22 決 算 1,710 1,710 報償費 1,603

予 算 - 決 算 257 0 0 0 0 0 257 委託料

Ｈ 21 決 算 1,613 1,613 工事請負費

前年度決算比 97 0 0 0 0 0 97 備品購入費

負担金補助金

具体名 児童生徒 扶助費

人数等 3,798 その他 107

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

小学校教科研修８科目
中学校教科研修１０科目
職種別研修４科目
自主研修６科目
学校園自主研修３１件
　　　　　　　　　　＜合計５９科目等＞
　学校内もしくは宍粟市教育研修所にて外部講師による講義と自主的な研究を通年において実施。

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

■学校現場で抱える問題や改善すべき点など、市内教職員全員が、それぞれの担当科目や所属校での組織の中
で必要とする研修事業を自主的に計画し、年間において大学講師等を招聘しながら指導方法の改善に向けて研修
活動を行った。
■２２年度より、約６０事業にわたる研修資料（研究成果）を市内教職員全体で活用できるようにするため、パソコン
電子媒体での資料管理をスタートさせて、過去からの成果等を容易に参照できるような仕組みを構築した。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
学校・教職員のニーズに即した効果的な研修機会を提供し、
指導力の向上を目指す。

対象者（受益）

学校教育課 生き活きﾌﾟﾗﾝ推進事業７　学校・教職員の主体的な研修の促進

一般会計　９．１．３ 総合計画の施策名称： 学校教育の充実
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：276

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,245 1,245 報償費 490

Ｈ 22 決 算 1,104 1,104 賃金 16

予 算 - 決 算 141 0 0 0 0 0 141 委託料 20

Ｈ 21 決 算 1,912 1,912 工事請負費

前年度決算比 △ 808 0 0 0 0 0 △ 808 備品購入費

負担金補助金 150

具体名 児童生徒 扶助費

人数等 3,798 その他 428

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：276

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

■宍粟市教育研修所運営委員会により、ライフステージ別（初任者～管理職）、指定教科別、また全体研修としての
教育講演会等、体系的に必要とされる研修もしくは研究発表を行った。
■２２年度より、同事業における研修資料（研究成果）を市内教職員全体で活用できるようにするため、パソコン電子
媒体での資料管理をスタートさせて、過去からの成果等を容易に参照できるような仕組みを構築した。

学校教育課 生き活きﾌﾟﾗﾝ推進事業９　教育研修所の機能強化

事 業 目 的
各種教育課題の解決に向けて研究活動を促進し、研究成果
を共有することにより学校現場の活性化を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

管理職研修：学校経営に関わる研修　全７回　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　210千円
初任者研修：新規採用者５名に対する研修　全３回　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30千円
指定研究：学校(校区）・教科による指定研究　全７件　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　384千円
教育講演会：全教職員対象での講演会開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 180千円
教育研究大会：指定研修の内、３研修について実践研究を発表　　　　　　　　　　　　　　150千円
宍粟市へき地教育研究大会補助事業：波賀小学校を指定し、研究大会で実践発表　　150千円

学校教育課 生き活きﾌﾟﾗﾝ推進事業８　学校・教職員の活性化

一般会計　９．１．３ 総合計画の施策名称： 学校教育の充実

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

所管課： 事業名： 決算書頁：276

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,874 2,874 人件費

Ｈ 22 決 算 2,620 2,620 賃金 2,089

予 算 - 決 算 254 0 0 0 0 0 254 委託料

Ｈ 21 決 算 2,509 2,509 工事請負費

前年度決算比 111 0 0 0 0 0 111 備品購入費 64

負担金補助金

具体名 児童生徒 扶助費

人数等 3,798 その他 467

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

Ｈ１７～ 新規・継続の別 補助・単独の別

教育指導員賃金等：週４日勤務・研修所運営に係る庶務担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,089千円
｢宍粟の教育｣発刊事業：次年度における教育方針・教育施策に関する広報誌の編集・発刊　 307千円
研修所広報｢まなびすと｣発刊事業：年度内に２刊発刊。研修事業の広報誌編集・発刊　　　　　160千円
その他：研修所備品購入（柔道教本）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　64千円

事業効果等
（目標数値と
結果数 値を
用いるなど具
体的に記入）

■宍粟市教育研修所の運営全般に係る各種事務、また市教委教育方針をまとめた｢宍粟の教育｣など刊行物の発
刊を行うため、教育指導員１名を配置してこれに当たった。波賀市民局内研修所と市教委事務局の２箇所でそれぞ
れの必要に応じて弾力的に勤務したことで、｢市教委との報告・連絡・相談｣と｢研修所の日常的な運営事務｣をバラン
ス良く行うことが出来た。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
教育研修所を教職員の資質・能力の向上に向けた中核施設
と捉え、継続的な機能強化を図る。

対象者（受益）

学校教育課 生き活きﾌﾟﾗﾝ推進事業９　教育研修所の機能強化

一般会計　９．１．３ 総合計画の施策名称： 学校教育の充実
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：156

会計・科目：　　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 636,952 219,306 111,686 144,757 161,203 人件費

Ｈ 22 決 算 636,952 218,406 111,277 148,107 159,162 賃金

予 算 - 決 算 0 900 409 △ 3,350 0 0 2,041 委託料

Ｈ 21 決 算 588,074 197,514 100,458 137,087 153,015 工事請負費

前年度決算比 48,878 20,892 10,819 11,020 0 0 6,147 備品購入費

負担金補助金 636,952

具体名 私立認可保育園・
管外保育園 扶助費

人数等 延べ7,330人 その他 0

事業期間 継続 補助

22年度決算の内訳

私立保育所運営費助成事業

児童福祉・保育環境の充実一般会計　３．２．３ 総合計画の施策名称：

事 業 目 的
　認可保育所が児童の保育を実施するための費用を助成す
ることにより、保育所運営の円滑を図り、児童の健全な育成を
図る。

こども未来課

予算・決算額
財源内訳

S51　～ 新規・継続の別

対象者（受益）

補助・単独の別

　ひょうご多子世帯保育料軽減事業：

私立認可保育所入所状況

992人

宍粟市

96人

89人

94人60人

他市町

1,091人2人

63人

計

24人

70人

ののはな

みのり

45人

60人

19,909,940円

22,853,620円

1,062人 18,319,610円

709人

1,115人

916人

83,943,740円

79,273,540円

82人

60人

60人 86,123,530円

0人

14,183,460円

161,770円19,027,470円

3月末児童数

961人

宍粟市

年間延べ児童数

計

916人

3人 977人

他市町

85人

7人

62人 697人

人

96人

1人

77人77人

12人

若葉

保育所への入所円滑化対策により、4月は定員の15％増まで、5～9月は定員の25％増まで、10月以降は上限なし（ただし、施
設規模・保育士配置数・来年度の入所児数を確認すること。）で受入可能

0円聖旨

H20～「県税の法人県民税超過課税」の剰余分を活用し、県の単独事業として、保育所を利用している第3子以降の児童
の保育料の一部を助成する。
（第4階層までの6,000円を超える保育料に対して0～2歳児は4,500円、3～5歳児は3,000円を限度に助成）

くりのみ

保育料収入

現年分 過年分
定員

139,500円

多子世帯保育料軽減

該当 補助額

9人 346,500円

4人

12人

5人 216,000円

4人 198,000円

685,370円

495,000円304,840円

405,760円59,974,440円

73,388,780円

保育所名

16人

運営費
支払額

　保護者の就労のため保育に欠ける乳幼児について、平成22年度延べ7,330人の保育の実施を行い、子育てと仕事
等の両立を支援することができ、児童福祉の向上が図られた。

事 業 効 果 等
（ 具 体 的 に 記 入 ）

事 業 内 容

　ひょうご多子世帯保育料軽減事業：

私立認可保育所入所状況

他市町へ保育の実施委託状況

支出

運営費支払額：

収入

国庫負担金：

県費負担金：

県補助金：

保育料(現年分）：

保育料(過年分）：

他市町運営費収入：

多子世帯保育料軽減

0円

142,016,820円0円

1人

2,060,168円140,488,050円

0人

0人

636,951,180円補助額

109,203,160円

2,080,418円

218,406,320円

0円

635,900円

0円

2,074,350円

0人

0人

0人 0円

0人

0人 0円

0円

0人

30人

5,175,420円65人

1人

計

0人

5人

計

629人

2,187,300円

1,549,020円

46人 3人

7,122人

8,552,490円

992人

宍粟市

96人

保育料
収入額

16人

373人

0人

645人

658人0人

89人

94人60人

他市町

1,091人2人

63人

計

24人

70人

波賀みどり

ののはな

みのり

86人

60人

45人

45人

34人

30人

7人

455人

35人

1人

27人

3人

3月末
児童数

年間延べ

児童数

21人

1人

297,200円

2,988,120円

12人

2人

2人

1人

446,170円

香島

計

段ちびっこえん

348,600円

839,770円

709,250円

1,968,930円

128,000円20人

60人

92,470,870円

55,970,350円

19,909,940円

8,521,310円

18,122,720円

60人

60人

60人

2人

22,853,620円

1,062人 18,319,610円

709人

1,115人

916人

83,943,740円

79,273,540円

82人

60人

60人

47,900円

10,997,430円

86,123,530円

0人

14,183,460円

161,770円19,027,470円

117,528円

209,000円

3月末児童数

961人

宍粟市

年間延べ児童数

計

916人

3人 977人

他市町

85人

7人

62人 697人

人

96人

1人

77人77人

龍野

49,950,150円

938人

658人

499人

12人

36人

0人

45,000円

86人

若葉

保育所への入所円滑化対策により、4月は定員の15％増まで、5～9月は定員の25％増まで、10月以降は上限なし（ただし、施
設規模・保育士配置数・来年度の入所児数を確認すること。）で受入可能

0円聖旨

H20～「県税の法人県民税超過課税」の剰余分を活用し、県の単独事業として、保育所を利用している第3子以降の児童
の保育料の一部を助成する。
（第4階層までの6,000円を超える保育料に対して0～2歳児は4,500円、3～5歳児は3,000円を限度に助成）

姫路城東

くりのみ

保育料収入

現年分 過年分
定員

一宮ひかり

保育所名

公

立

千種杉の子

書写

合計

139,500円

3人 135,000円

50人 2,074,350円

多子世帯保育料軽減

該当 補助額

9人 346,500円

4人

27,000円

8人 337,350円

12人

5人 216,000円

4人 198,000円

685,370円

495,000円304,840円

405,760円

4人 180,000円

218,370円 42,090円

2,141,740円

667,160円

運営費
支払額

143人 7,265人

該当

50,680,360円

938人

18人

59,974,440円

631,775,760円

391人

0人

73,388,780円

0円

保育所名

16人

運営費
支払額

496人

4人

私

立

安富西

549,180円
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：156

会計・科目：　　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 44,165 2,127 20,659 21,379 人件費

Ｈ 22 決 算 42,425 2,127 21,840 18,458 賃金

予 算 - 決 算 1,740 0 △ 1,181 2,921 委託料

Ｈ 21 決 算 41,794 15,403 2,280 24,111 工事請負費

前年度決算比 631 △ 13,276 19,560 0 0 0 △ 5,653 備品購入費

負担金補助金 42,425

具体名 私立認可保育園 扶助費

人数等 延べ2,245人 その他 0

事業期間 継続 補助H8　～

事 業 目 的

補助・単独の別

　仕事等の社会的活動と子育ての家庭生活との両立を支援
するため、安心して子育てができるような環境整備を行うた
め、延長保育、一時保育事業等を実施する認可保育所に助
成し児童福祉の向上を図る。

私立保育所特別対策事業（延長保育事業・一時保育促進事業ほか）

児童福祉・保育環境の充実

予算・決算額
22年度決算の内訳財源内訳

一般会計　３．２．３

こども未来課

新規・継続の別

総合計画の施策名称：

対象者（受益）

後30分

県補助額：21,660千円

142千円

保育所名

地域活動推進事業：
　保育所における地域の需要に応じた幅
広い活動を推進し、児童福祉の向上に資
する。（H17より次世代育成支援対策交付
金へ移行）
　①世代間交流等事業
　②異年齢児交流等事業
　③育児講座・育児と仕事両立支援事業

①＋②

計

計

事業名 市補助額4,055千円

6,000千円

191千円

段ちびっこえん

聖旨

4,900千円

若葉

32,806千円

4,466千円

くりのみ

②

年間延べ利用児童数

聖旨

保育所名

738人

1,580人

1,700千円

600千円

後1時間

市補助額

3,530千円

1,945人

延長保育促進事業：
　母親等の就労状況の多様化による延長保育のニーズに対応するため、
延長保育を行う保育士の配置を支援し、児童福祉の向上を図る。
（H22より保育対策等促進事業＜県補助＞へ移行）

5,230千円

385千円

1,400千円

くりのみ

基本分

3,455千円

延長分

若葉

200千円

200千円

①+②+③

①

1,851人

波賀みどり

1,277人

計

1,952人

前30分

11人

1,669人

ひかり

みのり

3,066千円

177人

1,110人

1,390人

4,600千円

26,121千円

300千円

385千円

4,280千円

600千円

1,400千円

6,685千円

300千円

4,600千円

2,590千円

5,686人

613人

一時保育促進事業：
　保育所における地域の需要に応じた一時保育を推進することにより、児

2,890千円

7,060人

ののはな

段ちびっこえん

200千円

191千円

200千円

①1,567人

杉の子

1,724千円

①

ひかり

200千円

①

ののはな

②＋③

①＋②

みどり

200千円

4,880千円

みのり

　保護者の就労状況の多様化及び地域の需要に対応するため、延長保育を８か所、一時保育・特定保育を5か所開
設し、延べ15,090人の保育の実施を行い、保護者の様々なニーズに対応することができ、児童福祉の向上が図られ
た。

事 業 内 容

事 業 効 果 等
（ 具 体 的 に 記 入 ）

後30分

県補助額：21,660千円

国庫交付金：848千円

国庫交付金：1,279千円

県補助額：180千円

26月

③ 計

みどり 3人

人数
市補助額保育所名

270千円

5,025千円74月

みのり
(特定）

0人

2級3人

2人

計
(一時）

計

24人

4時間超

0人

311人

17人

②

③

50人

150人

1人

149人

520千円

195人

60人

48人

7人計 2級７人

杉の子
(一時）

84人

24月杉の子

520千円

142千円

保育所名

地域活動推進事業：
　保育所における地域の需要に応じた幅
広い活動を推進し、児童福祉の向上に資
する。（H17より次世代育成支援対策交付
金へ移行）
　①世代間交流等事業
　②異年齢児交流等事業
　③育児講座・育児と仕事両立支援事業

年間延べ

児童数

①＋②

計

計

②

事業名 市補助額4,055千円

6,000千円

2人

571人

104人

事業名

区分

191千円

③

段ちびっこえん

障害児受入児童数

2級2人

計

聖旨

4,900千円

若葉

32,806千円

4,466千円

4時間以内

くりのみ

②

年間延べ

児童
数

計

保育所名

③

① 140人

520千円

年間延べ利用児童数

聖旨

保育所名

738人

1,580人

1,700千円

600千円

後1時間

市補助額

3,530千円

1,945人

延長保育促進事業：
　母親等の就労状況の多様化による延長保育のニーズに対応するため、
延長保育を行う保育士の配置を支援し、児童福祉の向上を図る。
（H22より保育対策等促進事業＜県補助＞へ移行）

5,230千円

385千円

1,400千円

くりのみ

基本分

3,455千円

延長分

若葉

200千円

200千円

利用時
間区分

①+②+③

①

1,851人

波賀みどり

年間延べ

児童数

1,277人

くりのみ
(一時）

4時間超

計

②

195人

①

1,952人

0人

前30分

11人

1,669人

ひかり

みのり

3,066千円

177人

1,110人

1,390人

4,600千円

26,121千円

300千円

385千円

4,280千円

600千円

1,400千円

6,685千円

300千円

4,600千円

31人

2,590千円

4時間以内

4時間以内

133人

5,686人

4時間超

事業名

区分

②

保育所名

0人

4時間以内

0人

613人

一時保育促進事業：
　保育所における地域の需要に応じた一時保育を推進することにより、児
童福祉の向上に資する。
　　①非定型的保育サービス　　②緊急保育サービス 　③私的理由による
保育サービス       （H22より次世代育成支援対策交付金へ移行)

③

2,890千円

みのり
(一時）

7,060人

ののはな

60人

段ちびっこえん

③

①

ひかり
（一時）

③

98人

200千円

74人

172人17人

15人

191千円

市補助額

200千円

①

①

計

17人

0人

①

1,800千円

H15より地方交付税にて対応

② 147人

計

② 0人

0人

71人

利用時
間区分

1,567人

4時間超 4時間超

①

②

年間延べ

児童数

杉の子

市補助額

みどり
(一時)

102人

4時間以内

4時間以内

計

10人

障害児保育事業：
　保育所における障害児の受入れを円滑にし、保育所に対し
保育士の加配を行うことにより、障害児の処遇の向上を図る。
（H15より地方交付税にて対応）

4時間以内

4時間超

102人

1,724千円

4時間超

①

31人

ひかり

200千円

520千円

特児等級別

①

675人

延べ
月数

2,600千円

ののはな

②＋③

520千円

1,800千円24月2級2人くりのみ

①＋②

347人①

みどり

141人

1,425千円

特定保育促進事業：（H22より＜県補助＞へ移行）

200千円

14人

4,880千円

みのり

155



平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：156

会計・科目：　　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 5,362 1,700 3,662 人件費

Ｈ 22 決 算 5,071 1,700 3,371 賃金

予 算 - 決 算 291 0 291 委託料

Ｈ 21 決 算 5,373 0 5,373 工事請負費

前年度決算比 △ 302 1,700 △ 2,002 備品購入費

負担金補助金 5,071

具体名
一宮ひかり・波賀み
どり・千種杉の子 扶助費

人数等 延べ11,421人 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

総合計画の施策名称： 児童福祉・保育環境の充実

予算・決算額

事 業 効 果 等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 内 容

　家庭環境等により保護者の送迎が困難な児童を送迎し、保
護者の負担を軽減し、保育環境の充実を図る。

　保育所における地域の需要に応じた保育所通所バスを運行することにより、保護者の経済的負担の軽減と児童の
通所にかかる延べ11,421人の安全が確保され、児童福祉の向上が図られた。

新規・継続の別S61　～

財源内訳

一般会計　３．２．３

22年度決算の内訳

対象者（受益）

健康福祉部各保健福祉課

事 業 目 的

通所バス運行費助成事業

補助・単独の別

ﾊﾞｽ2台

備　考

ﾊﾞｽ1台

バスの運行をする保育所に対し、補助する。　

一宮
ひかり

5,071千円

ﾊﾞｽ1台2便波賀みどり

4人

24人

600千円8人 1,865人

ひかり分

千種杉の子

計 46人

1日平均

5,611人

10人
3,462千円3,945人

11,421人

保育所名
利用者数

一宮南分私
　
立

年間延べ
市補助額

1,009千円

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：156

会計・科目：　　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 210 210 人件費

Ｈ 22 決 算 128 128 賃金

Ｈ 21 決 算 138 138 工事請負費

前年度決算比 △ 10 △ 10 備品購入費

負担金補助金 128

具体名
千種杉の子遠距離通

園児童の保護者 扶助費

人数等 延べ51人 その他 0

事業期間 継続 単独

総合計画の施策名称：

保育所遠距離児童通園費補助金交付事業

22年度決算の内訳
予算・決算額

一般会計　３．２．３

新規・継続の別

事 業 目 的

補助・単独の別

健康福祉部千種保健福祉課

財源内訳

対象者（受益）　遠距離通園児童の保護者が負担する児童に係る通園費の
一部を補助することにより、保護者の負担を軽減し、福祉の増
進を図る。

H7　～

事 業 内 容

　遠距離児童の保護者負担の軽減、児童の福祉の向上が図れた。

事 業 効 果 等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

児童福祉・保育環境の充実

ﾊﾞｽ2台

備　考

ﾊﾞｽ1台

バスの運行をする保育所に対し、補助する。　

一宮
ひかり

5,071千円

ﾊﾞｽ1台2便波賀みどり

4人

24人

600千円8人 1,865人

ひかり分

千種杉の子

計 46人

1日平均

5,611人

10人
3,462千円3,945人

11,421人

保育所名
利用者数

一宮南分私
　
立

年間延べ
市補助額

1,009千円

　基準額： 荒尾、倉谷、下河野 年１万円（途中入退所者は、月830円）

その他の地区 年３万円（途中入退所者は、月2,500円）

51人

延べ

127,500円

127,500円3万円

備　考

51人

補助額

5人

利用児童数

月額

基　準　額

年額

5人

年間
地区名

　千種杉の子保育園に通園している千種町岩野辺荒尾、内海、千種町河内、西河内、千種町七野倉谷、
千種町下河野、千種町鷹巣の地区の通園に要する経費を補助する。

西河内

計

2,500円
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：158

会計・科目：　　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 163,149 1,012 45,985 116,152 人件費

Ｈ 22 決 算 156,915 1,012 46,033 109,870 賃金 105,282

予 算 - 決 算 6,234 0 0 △ 48 0 0 6,282 委託料 759

Ｈ 21 決 算 149,743 844 50,655 98,244 工事請負費

前年度決算比 7,172 0 168 △ 4,622 0 0 11,626 備品購入費 642

負担金補助金 1,012

具体名 公立保育
所

扶助費

人数等 延べ2,528人 その他 49,220

事業期間 継続 単独

予算・決算額

公立保育所運営費こども未来課

総合計画の施策名称：一般会計　３．２．４

22年度決算の内訳

対象者（受益）

事 業 目 的

新規・継続の別

　 児童福祉法第35条第3項の規定に基づき、法第4条第1号
及び第2号に定める児童の保育を実施し、その健全なる育成
を図る。

財源内訳

S29　～

児童福祉・保育環境の充実

補助・単独の別

保育に欠ける乳幼児について、児童福祉法に基づく児童の保育を実施を行った。

公立保育所入所状況

ひょうご多子世帯保育料軽減事業：

収入内訳

21,282,614円396人

事業費

3人

26,574,653円

4人

0人

152,417,475円7人

0人

26,462,313円

30,752,165円

0人

8,638,990円

603人

年間延べ児童数

663人

451人

47,345,730円

11,889,910円

保育料
調定額計

8,452,880円

6,644,180円

42,068,450円

391人

6,442,490円

0人

599人

34人

保育所名

0人230人

62人

2,497人

0人

391人

37人

34人

かしわの

660人

H20～「県税の法人県民税超過課税」の剰余分を活用し、県の単独事業として、保育所を利用して
いる第3子以降の児童の保育料の一部を助成する。（第4階層までの6,000円を超える保育料に対
して0～2歳児は4,500円、3～5歳児は3,000円を限度に助成）

一宮南

3月末児童数

0人 40人

57人

40人

宍粟市

60人城東

定員

60人

230人

30人 0人

60人

60人

一宮北 37人

戸原

270人

57人0人

計 2,504人

宍粟市

396人

計他市町

451人

62人

他市町

事 業 内 容

　保護者の就労のため保育に欠ける乳幼児について、平成22年度延べ2,528人の保育の実施を行い、子育てと仕事
等の両立を支援することができ、児童福祉の向上が図られた。

事 業 効 果 等
（ 具 体 的 に 記 入 ）

保育に欠ける乳幼児について、児童福祉法に基づく児童の保育を実施を行った。

公立保育所入所状況

ひょうご多子世帯保育料軽減事業：

収入内訳

道谷へき地保育所 　児童数 事業費

年間延べ児童数 保育料収入

事務局分事業費： 保育協会宍粟支部負担金：

学校園所保健会負担金：

その他経費(旅費・需用費・役務費)：

400円

21,282,614円

14,640円

17,040円

635,900円

8,640円

45,913,217円

75,000円

396人

他市町運
営費収入

251,250円

事業費

3人

480,000円 0円

26,574,653円

4人

0人

152,417,475円7人

804,324円

60,000円

0人

26,462,313円

3,454,219円

120,000円

351,680円

30,752,165円

542,000円

0人

0円

636,000円

8,638,990円

603人

年間延べ児童数

663人

163,405円

451人

9,840円

保険保護者負担金収入

0円

47,345,730円

284,220円281,734円

11,889,910円

保険保護者
負担金収入

保育料
調定額計

8,452,880円

6,644,180円

7,944,740円

9,840円

該当

42,068,450円

391人

492,000円

6,442,490円

22,000円

0人

3人

11,323,210円

256,950円

707,133円

135,000円

かしわの

599人

34人

3,100,000円

保育所名

1,552,867円

0人

城東

計
40,564,450円

230人

62人

636,000円

856,000円

0円

1,012,950円

2,497人

現年分

6,569,180円

6人

8,452,690円7人

0人

194,250円

391人

過年分

175,500円

37人

34人

かしわの

1,042,729円

660人

24人

2人

保育料収入

H20～「県税の法人県民税超過課税」の剰余分を活用し、県の単独事業として、保育所を利用して
いる第3子以降の児童の保育料の一部を助成する。（第4階層までの6,000円を超える保育料に対
して0～2歳児は4,500円、3～5歳児は3,000円を限度に助成）

一宮南

3月末児童数

0人 40人

57人

40人

宍粟市

60人城東

定員

60人

補助額

230人

職員給食
費収入

30人 0人

60人

多子世帯保育料軽減

60人

一宮北

27人

37人

戸原

270人

57人

6,274,630円

7人

0人

計

戸原

保育所名

4人

一宮南

一宮北

2,504人

宍粟市

396人

計他市町

451人

62人

他市町
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：164

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,978 2,300 209 469 人件費

Ｈ 22 決 算 2,801 2,300 155 346 賃金

予 算 - 決 算 177 0 0 54 0 0 123 委託料 2,736

Ｈ 21 決 算 2,722 2,300 90 332 工事請負費

前年度決算比 79 0 0 65 0 0 14 備品購入費

負担金補助金 64

具体名 千種市民局管内
の４～５歳児 扶助費

人数等 ４７人 その他 1

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：164

補助・単独の別

児童福祉・保育環境の充実

○市内認可保育所と幼稚園の一元化に向けた専任保育士配置業務及び連携保育事業委託業務
　　委託内容：千種杉の子保育園において専任保育士を配置し、午後２：３０～午後６：００まで園児の長時間保育を
実施する。
                  専任保育士　2,300千円　　長時間保育　436千円
○市内認可保育所と幼稚園の一元化に向けた合同保育事業、職員の研究・研修活動の基盤の強化及び整備に対
し支援を行う。　千種杉の子保育園　　補助金　64千円

H21～ 新規・継続の別

22年度決算の内訳財源内訳
予算・決算額

幼保連携保育実施事業

こども未来課

○専任保育士配置による長時間保育の実施により平成22年度３人、延べ312人の保育を実施した。千種幼稚園と千
種杉の子保育園が連携して保育を行ったことにより、幼保一元化推進に向けた基盤の強化と整備が図れた。

○千種杉の子保育園と千種幼稚園の合同保育事業の実施、千種杉の子保育園職員の研修事業への参加などを通
じ、幼保一元化推進に向けた基盤の強化が図れた。

放課後児童健全育成事業

総合計画の施策名称：

こども未来課

一般会計　３．２．７

事 業 効 果 等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 内 容

対象者（受益）

事業目的
 公立幼稚園と私立保育所の連携した保育を推進することによ
り、幼稚園と保育所の一元化に向けた基盤の強化及び整備を
図る。

所管課： 事業名： 決算書頁：164

会計・科目：　　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 4,733 3,155 1,578 人件費

Ｈ 22 決 算 4,733 3,155 1,578 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 委託料 4,733

Ｈ 21 決 算 4,211 2,807 1,404 工事請負費

前年度決算比 522 0 348 0 0 0 174 備品購入費

負担金補助金

具体名 くりのみ学童保育園 扶助費

人数等 54人 その他 0

事業期間 継続 補助H13　～ 補助・単独の別

一般会計　３．２．７

　児童が自由に遊べ、安全に過ごすことのできる生活の場を提供することにより、児童の健全な育成及び子育て家
庭への支援が図れた。

【Ｈ22年度実績：月平均54人在籍　最多入所月児童数57人】

新規・継続の別

対象者（受益）　児童の保護者が労働等により昼間家庭にいない場合に、授業の終了した放課後、及び春・
夏・冬休み・土日等の学校休業日において、家庭に代る生活の場を確保し、適切な遊びや指
導を行うことにより、その児童の健全な育成を図ることを目的とするとともに、仕事と子育ての
両立支援を図る。

財源内訳

事 業 目 的

予算・決算額

事 業 効 果 等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

22年度決算の内訳

事 業 内 容

こども未来課

総合計画の施策名称： 児童福祉・保育環境の充実

放課後児童健全育成事業

44人14:00～19:30 7:30～19:30 293日(1人)

基本額(46人～55人）2,873千円＋障害児受入加算1,472千円＋長時間開設加算388千円＝4,733千円

10人( 3人）

名　　称
開設時間

平　日

児童数（内障害児数）
開設日数

4～6年生

くりのみ学童クラブ

1～3年生土曜・長期休暇

（補助率2/3以内）
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：164

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 56,791 6,144 21,575 29,072 人件費

Ｈ 22 決 算 55,791 6,243 20,949 28,599 賃金 49,420

予 算 - 決 算 1,000 △ 99 626 473 委託料

Ｈ 21 決 算 47,097 5,643 18,404 23,050 工事請負費

前年度決算比 8,694 600 2,545 5,549 備品購入費 220

負担金補助金

具体名 在籍・利用児童 扶助費

人数等 ２３７人 その他 6,151

事業期間 継続 補助

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：168

事 業 効 果 等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

児童の家庭にかわる居場所を確保し、健全育成を図ることで、保護者が安心して就労することができた。
【Ｈ22年度実績：月平均226人在籍   最多入所月児童数237人】

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別

対象者：幼稚園児・小学1～3年生（山崎・河東・神野・神戸・染河内・下三方・三方・繁盛の幼小、波賀小･野原小・千
種南）
事業費：運営経費55,791千円（賃金49,420千円、消耗品費・食糧費（おやつ代）2,034千円等）
実施方法：市内1３か所で実施、指導員45人配置及び非常勤指導員により運営

事業目的

財源内訳

　児童（園児）の保護者が労働等により昼間家庭にいない場
合に、あずかり保育・学童保育において家庭に代わる場を確
保（対象児童の解消）し、遊びや生活の指導を行うことにより、
児童の健全な育成を支援する。

対象者（受益）

補助・単独の別

予算・決算額
22年度決算の内訳

児童福祉・保育環境の充実一般会計　３．２．７ 総合計画の施策名称：

こども未来課 あずかり・学童保育事業

こども未来課 子育て支援特別対策事業（安心こども基金）：｢保育所緊急整備事業」所管課： 事業名： 決算書頁：168

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 41,973 0 27,982 0 0 0 13,991 人件費 0

Ｈ 22 決 算 41,973 0 27,982 0 0 0 13,991 賃金 0

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料 0

Ｈ 21 決 算 0 0 0 0 0 0 0 工事請負費 0

前年度決算比 41,973 0 27,982 0 0 0 13,991 備品購入費 0

負担金補助金 41,973

具体名 就学前児童及び保護者 扶助費 0

人数等 1,998人 その他 0

事業期間 新規 補助

　　　施設の所在地：宍粟市山崎町段43番地
事業内容

保育室兼遊戯室が整備されたことにより、平成23年度の入所申込者が83人となり、より良い保育環境の整備、保育
サービスの充実及び提供に繋がった。

こども未来課 子育て支援特別対策事業（安心こども基金）：｢保育所緊急整備事業」

一般会計　３．２．８ 総合計画の施策名称： 児童福祉・保育環境の充実

・保育所緊急整備事業（補助率：県『基金』１/2、市1/2、事業者1/4）

　対象施設の概要

　　　施設の名称：くりのみ保育園

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
子育て支援対策臨時特例交付金の積立基金を活用し、保育
所施設の増築整備を行い、保育サービスの充実を図る。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結果数値を

用いるなど具
体的に記入）

　　　設置主体：社会福祉法人　晋和福祉会

　　　施設整備の概要：保育室兼遊戯室（鉄骨造　平屋建て）増築　　延べ面積：３９６．２７㎡

　　　利用定員：整備前６０人　⇒　整備後８０人

H22～ 新規・継続の別 補助・単独の別
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：330

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 270,653 270,653 人件費 113,086

Ｈ 22 決 算 246,424 246,424 賃金（共済費含む） 74,008

予 算 - 決 算 24,229 0 0 0 0 0 24,229 需用費 45,685

Ｈ 21 決 算 310,138 68,700 241,438 役務費 2,704

前年度決算比 △ 63,714 0 0 0 0 4,986 委託料 6,768

工事請負費 2,697

具体名 児童・生徒等 備品購入費 613

人数等 4,254人 その他 863

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：304社会教育課 社会教育事業（地区生涯学習推進事業）

学校給食センター 給食センター管理運営事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 学校教育の充実一般会計　９．６．３

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

学校給食を通して、健康な食習慣の形成に役立つ栄養バランスを配慮し、米飯を主体とした給食提供を行う。
市内産の米穀・小麦・大豆・野菜等を優先利用することにより、兵庫県推進目標30%（兵庫県産）を超える地産地消率
（22年度70.3％）を維持すると共に、魚介類等においても兵庫県産の使用により更なる地産地消率（兵庫県産）の向
上を図る。
食育推進のために、栄養教諭が各学校で食育指導を行うとともに、学校での食育への取り組みにより、児童生徒の
喫食率（平成19年度市内全体約90%→平成22年度山崎92.4%一宮94.5%波賀98.9%ちくさ93.9%）の向上に努める。

補助・単独の別H22 新規・継続の別

市内の小学校20校　2,817人（内教職員数　310人）、中学校７校　1,437人（内教職員数　152人）の、計　4,254人の児
童・生徒等に対し年間188日の計画の内、186日（警報等による欠食2日）の給食を提供する。
〔各センター事業費〕山崎　　60,722千円、一宮　33,774千円、波賀　20,116千円、　ちくさ　18,851千円

市内の小中学校の児童・生徒に対し、地産地消に取り組んだ
安全かつ新鮮で栄養バランスのとれた給食を提供する。

対象者（受益）

所管課： 事業名： 決算書頁：304

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 7,962 7,962 人件費

Ｈ 22 決 算 7,962 7,962 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 7,962 7,962 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金 7,962

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 単独

社会教育課 社会教育事業（地区生涯学習推進事業）

一般会計　９・５・１

予算・決算額
財源内訳

生涯学習の推進

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

市民局単位の各地区生涯学習推進協議会で人権尊重を基本に据え、日常生活の中で正しい態度や行動がとれる
ような実践力の育成を図るために、人権学習や環境学習、ふれあい交流事業などを幅広い学習や実践活動を行
い、共に生きる明るく住みよい地域社会の実現をめざす。
　山崎　人権・環境・ふれあいの３本の柱で学習や実践活動を実施（各８生推協によって校区単位、自治会単位等工
夫し実施）
　一宮　３９自治会において人権学習を必須とし、日常生活に関わる学習や交流事業を３回以上実施。実践発表会
開催。
　波賀　２０自治会において人権学習を必須とし２回のふれあい活動や学習会を実施。　全体実践発表会１回
　千種　１３自治会において人権ビデオ学習各１回、その他分野学習を１回実施。　全体実践発表会１回

事 業 目 的

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

　各地区生涯学習推進協議会において、人権学習や環境学習、ふれあい交流事業など様々な学習活動をとおし
て、人権尊重を基本に据え、日常生活の中で正しい態度や行動がとれるような実践力の育成を図り、人権文化が息
づく明るく住みよい地域社会の実現をめざす。
山崎生涯学習推進連絡協議会　　８生推協　　　　　　（８５自治会）　　3,160千円
一宮生涯学習推進協議会　　　　　１生推協５支部　　（３９自治会）　　3,335千円
波賀生涯学習推進協議会　　　　　１生推協　　　　　　（２０自治会）　　　580千円
千種生涯学習推進協議会　　　　　１生推協　　　　　　（１３自治会）　　　887千円

市民局単位に組織した地区生推協において、人権尊重のまち
づくりを推進するための人権学習などの取組と、身近な生活
上の課題に気づき、生活を見直していく取組を実施する。

対象者（受益）
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：304

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 853 853 人件費

Ｈ 22 決 算 326 326 賃金 102

予 算 - 決 算 527 0 0 0 0 0 527 委託料 92

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費

前年度決算比 326 0 0 0 0 0 326 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 ― その他 132

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：304社会教育課 波賀文化のつどい

社会教育課 宍粟の芸術文化を高める（ゆかり展・田辺プロジェクトソフト）事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 芸術・文化活動の推進一般会計　９・５・１

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

・田辺ワールドを歴史資料館にコーナーを設置し開館。
・宍粟ゆかりの芸術作家展については、宍粟市の公共施設に寄贈していただいている作品を集めて作品展を開催
し、髙い芸術作品を多くの市民の方に鑑賞していただく機会をとおして芸術文化の高揚を図った。
　
　　■宍粟ゆかりの芸術作家展　　開催回数３回　　　来場人数１，３３０人　　　　作品数　２０点

補助・単独の別H18～ 新規・継続の別

◆災害で閉館中の田辺ワールドを歴史資料館に移転し開館した。
◆宍粟ゆかりの芸術作家展
　 宍粟市に寄贈していただき公共施設等に飾られている素晴らしい芸術作品を多くの市民の皆さんにご鑑賞
　頂くために、作品を集め３会場で開催した。

宍粟市内の公共施設等にたくさん寄贈していただいている、
宍粟市にゆかりの芸術作家の作品を多くの方に鑑賞して頂
き、芸術文化の高揚を図ると共に、ゆかりの芸術作家関係者
と市民との交流を深める。

対象者（受益）

所管課： 事業名： 決算書頁：304

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 254 30 224 人件費

Ｈ 22 決 算 254 32 222 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 △ 2 0 0 2 委託料

Ｈ 21 決 算 293 30 263 工事請負費

前年度決算比 △ 39 0 0 2 0 0 △ 41 備品購入費

負担金補助金

具体名 出展・出演者等 扶助費

人数等 667人 その他 254

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

　年に１度の大きな発表の場として、幼児から高齢者まで文化活動に取り組まれている方の学習の励みとなり、仲間
の輪を広げる効果的な事業となっていて、市民の芸術・文化活動の推進に大きな役割を果たしている。
　○平成21年度（第36回）参加者実績：2,538人（出品・出演等：661人）
　○平成22年度（第37回）参加者目標：2,600人⇒実績：2,325人（出品・出演等：660人⇒663人）

事 業 目 的

生涯学習講座や文化団体の学習の成果発表の機会として技
術の向上を喚起するとともに、多くの方に芸術文化にふれて
いただくことにより情操豊かな人材を育て、市全体の芸術文化
の振興を図る。

対象者（受益）

事 業 内 容

H17(S48)～ 新規・継続の別 補助・単独の別

生涯学習講座や文化協会加盟団体等で活動されているグループや個人の方、また、幼児から中学生が日頃の成果
を発表する機会として、２日間にわたり「作品の展示」、「演技の発表」、「囲碁・将棋大会」を開催する。また、市民局
ロビーではお茶席も行う。
　○出品者数　団体：24グループ（377人・433点）、個人：6人（24点）、波賀管内８学校園所
　○出演者数　団体：8グループ（88人）、学校園所：113人、お茶席：18人、スタッフ：41人
　○競技者数　将棋：7人、囲碁：13人

社会教育課 波賀文化のつどい

一般会計　９・５・１ 総合計画の施策名称： 芸術・文化活動の推進

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：308

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 700 700 人件費

Ｈ 22 決 算 699 699 報償費 699

予 算 - 決 算 1 0 0 0 0 0 1 委託料

Ｈ 21 決 算 699 699 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 10ヶ月検診親子 扶助費

人数等 350人 その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：308社会教育課 移動図書館事業

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

･山崎町  202組
・一宮町 　48組
・波賀町　 25組
・千種町 　　9組
　合　計　284組

補助・単独の別H20～ 新規・継続の別

各保健センターで実施される子どもの１０か月健康相談時に、ブックスタートの時間を設定。一人につき3冊の絵本を
図書館司書が配布し同時に絵本の読み聞かせ方や大切さを保護者に話す。

未来を担う子どもたちにとって、読書の大切さははかり知れな
い。そのため、幼い頃から読書の習慣を身につけるよう保護
者にその大切さを知ってもらうきっかけとして市から絵本を配
布する。

対象者（受益）

社会教育課 ブックスタート事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 生涯学習の推進一般会計　９・５・２

所管課： 事業名： 決算書頁：308

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 586 586 人件費

Ｈ 22 決 算 344 344 賃金

予 算 - 決 算 242 0 0 0 0 0 242 委託料 107

Ｈ 21 決 算 106 106 工事請負費

前年度決算比 238 0 0 0 0 0 238 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 ― その他 237

事業期間 継続 単独

社会教育課 移動図書館事業

一般会計　９・５・２

予算・決算額
財源内訳

生涯学習の推進

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

（H21実績）貸出冊数　１,４６５冊、　貸出人数４９６人
（H22実績）貸出冊数　  ９０３冊、　貸出人数３３８人

※H２２実績は、集計システム導入当初、移動図書館車処理分を一般貸出で処理したため数値が低くなっており、
　実際はほぼ、前年と同じ状況で推移している。

事 業 目 的

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

市内小学校・老人ホーム等を移動図書館車で訪問する。
平成21年度　18箇所
平成22年度　18箇所

図書館への来館が不便な市民の利用を助け、また図書館利
用を促進する。

対象者（受益）

162



平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：314

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 245 60 185 人件費

Ｈ 22 決 算 184 51 133 賃金

予 算 - 決 算 61 0 0 9 0 0 52 需用費 184

Ｈ 21 決 算 0 工事請負費

前年度決算比 184 0 0 51 0 0 133 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民成人 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：314

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

パスポートに学習履歴を記録し保存することで、学習者の新たな学習活動の動機付けができた。また、市が各部署
で行っている講座で一般市民が参加できる講座が集約され、わかりやすいと市民の方からの意見を頂くなど好評で
あった。
　
　　○受講者数　　１２７人（パスポート所持者数）
　　○対象講座数　３７講座

補助・単独の別H22～ 新規・継続の別

統一様式を採用した「学習履歴ノート（生涯学習パスポート）」を作成し、「生涯学習単位取得制度（宍粟総合市民大
学：仮称）」を導入する。
　市が実施する総合的・専門的な成人講座の中から、毎年度当初に単位取得制度の対象となる講座を総合カリキュ
ラムとして選定し、一元的に学習情報として提供。市民自らが年間学習計画を立てて学び、「生涯学習パスポート」
のスタンプによって学習活動を記録していく。さらに一定単位修得者には、「ふるさと学士」「ふるさと修士」「ふるさと
博士」などの称号を付与する。
　
　○パスポート印刷代141750円
　○スタンプ（８ヶ）代42000円

市民だれもが積極的に受講できる広域的・継続的な学習機会
を提供し、学習成果を生かした社会参加を支援するための総
合的な学習支援システムの構築をめざす。

対象者（受益）

社会教育課 生涯学習パスポート事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 生涯学習の推進一般会計　９・５・４

社会教育課 青少年体験活動（土曜なんでも体験隊ほか）所管課： 事業名： 決算書頁：314

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 643 180 463 人件費

Ｈ 22 決 算 334 139 195 賃金

予 算 - 決 算 309 0 0 41 0 0 268 委託料

Ｈ 21 決 算 343 186 157 工事請負費

前年度決算比 △ 9 0 0 △ 47 0 0 38 備品購入費

負担金補助金

具体名 主として小学生 扶助費

人数等 204人 その他 334

事業期間 継続 単独

異年齢集団による活動の中で、知識を深め、忍耐力・協調性
等の生きる力を養うと共に、地域におけるリーダーを育てる。

対象者（受益）

社会教育課 青少年体験活動（土曜なんでも体験隊ほか）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 生涯学習の推進一般会計　９・５・４

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

生きる力を身につけると共に、地域の人や自然、あるいは歴史に触れることにより、郷土愛を育む。
　「地域の子どもは地域で育てる」という観点から、館における学習者（老人大学・登録団体等）を講師として、地域に
おける活動の活性化及び、ひとづくりを図る。
　また、学遊館で実践する事業においては、地元の学生や有職青年に安全管理者あるいは指導者として活動してい
ただく中で、青少年体験活動の基礎を学ぶとともに、様々なノウハウを修得ることにより、次世代に繋がる人材発
掘、人材育成を図った。
　■参加人数　２０４人

補助・単独の別H17～ 新規・継続の別

　主として小学生を対象に、「土曜なんでも体験隊」や「夏休みワクワク講座」等で、自然観察や郷土学習、昔あそ
び、あるいは陶芸・木工・料理等の創作活動など、日頃、なかなかできない体験活動を実施した。
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単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：314

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,726 180 1,546 人件費

Ｈ 22 決 算 1,083 102 981 賃金 514

予 算 - 決 算 643 0 0 78 0 0 565 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 1,083 0 0 102 0 0 981 備品購入費

負担金補助金

具体名 市内小学生 扶助費

人数等 １７人 その他 569

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：314

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

　広く市内から校区の異なる小学生児童が集まり、共に生活することは学校教育では実現の難しいことであり、新た
な人間関係の形成を体験する上で貴重な体験である。また、地域の大人や大学生とともに活動することにより、児童
の価値観や判断力を養う上で大きく寄与することができると考えられる。さらに、児童たちが家庭から離れ規律ある
生活を行うことにより、自らの日常生活を見直すとともに自立精神を養う機会とする。
　平成２１年度の事業が台風９号災害により中止したことにより、１年間隔が空いたことで参加者が初めて定員をきっ
た。
　■参加人数　（子ども１７人　　ボランティア等スタッフ　２１人）　　　　■実施日数　５日

事 業 目 的

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

◎異年齢交遊塾
　　対象：市内全域の小学4～6年生30名。指導者として学生リーダー10名、地域の指導員10名を依頼。
　　期間：夏休み中　4泊5日
　　内容：参加児童を個人の目標別にグループ分けし、グループの課題をもって課題解決学習に取り組むことを
　軸として活動する。学生リーダーや指導員は、子どもの取り組みをサポートする。

市内の児童（小学4～6年）が家庭を離れ、一宮北中学校寄宿
舎での共同生活を通して、目標をもって生きること、望ましい
人間関係のあり方を学び、規律ある生活習慣を身につける。

対象者（受益）

一般会計　９・５・４

予算・決算額
財源内訳

生涯学習の推進

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

社会教育課 青少年体験活動（異年齢交遊塾）事業

社会教育課 しそう波賀観月会事業所管課： 事業名： 決算書頁：314

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 399 30 369 人件費

Ｈ 22 決 算 399 22 377 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 8 0 0 △ 8 委託料

Ｈ 21 決 算 235 17 218 工事請負費

前年度決算比 164 0 0 5 0 0 159 備品購入費

負担金補助金

具体名 参加市民 扶助費

人数等 286人 その他 399

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

Ｈ１７(H元)～ 新規・継続の別 補助・単独の別

波賀城と古民家と名月が眺められる、字名が「城」という由緒ある地域の高台の一角にある波賀文化創造センター
において、毎年９月の中秋の名月前後の土曜日の夜に、日本古来の伝統文化を継承していく機会として開催。茶道
や文化芸術の鑑賞、市内活動グループの発表を行い、会場には約400個の灯籠を飾り、ローソクのほのかな灯りで
幻想的な雰囲気を演出する。
　また、市内の文化活動グループの出演やセンター登録団体、文化協会加盟団体の方に運営委員会への参画を願
い、企画から実施まで、多くの市民の参画により実施している。
　22年度からは、事業拡充により、宍粟市の観月会としてＰＲを行い、チラシを市内全戸に配布するなど、より多くの
市民に来場していただけるよう周知を図った。
　○平成22年度出演団体
　　コーラスそよかぜ（千種町）、石田浩正（生野町出身、大阪在住のケーナ奏者）、裏千家「露の会」（波賀）

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

茶道グループや市内各地の文化活動グループの発表の機会となり、グループ活動の研鑽と活性化が図られてい
る。また、伝統文化を継承していく啓発と市民参加によるボランティアの育成、地域づくりのリーダー発掘の場となっ
ている。
　○平成21年度（第20回）参加者実績：181人（受付名簿記載者のみの人数）
　○平成22年度（第21回）参加者目標：200人⇒実績：286人（受付名簿記載者のみの人数）

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
日本古来の伝統文化の継承を図るともに、芸術・文化活動グ
ループの育成を図って行くことを目的に進めている。

対象者（受益）

社会教育課 しそう波賀観月会事業

一般会計　９・５・４ 総合計画の施策名称： 芸術・文化活動の推進

164



平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：314

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 842 330 512 人件費

Ｈ 22 決 算 629 310 319 賃金

予 算 - 決 算 213 0 0 20 0 0 193 委託料

Ｈ 21 決 算 630 273 357 工事請負費

前年度決算比 △ 1 0 0 37 0 0 △ 38 備品購入費

負担金補助金

具体名 ６０歳以上 扶助費

人数等 １２０人 その他 629

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：314社会教育課 千種キャンパス

社会教育課 高齢者大学（しきぐさ学園）事業

予算・決算額

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

講座をとおした、生きがいの創造や地域での活動の推進の支援

　　■受講者数　１０１人　（大学７８人　　大学院２３人）
　　■講座数　　　１３回
　　■クラブ数　　　７

補助・単独の別H18～ 新規・継続の別

・学習者のニーズに即した効果的な学習機会の提供（年間１０回講座）
・クラブ活動による教養の向上（７クラブ活動）
・大学院の新規開校

高齢者を対象に学習機会を提供することによって、自発的な
学習活動を支援し、生涯にわたる自己実現や地域社会活動
の推進に寄与する。

対象者（受益）

財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 生涯学習の推進一般会計　９・５・４

所管課： 事業名： 決算書頁：314

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 280 150 130 人件費

Ｈ 22 決 算 240 84 156 賃金

予 算 - 決 算 40 0 0 66 0 0 △ 26 委託料

Ｈ 21 決 算 194 114 80 工事請負費

前年度決算比 46 0 0 △ 30 0 0 76 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 ― その他 240

事業期間 継続 単独

社会教育課 千種キャンパス

一般会計　９・５・４

予算・決算額
財源内訳

生涯学習の推進

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

学習機会の提供により、自己の学習意欲や教養の向上を図ると共に、あらゆる地域活動の指導者となれる人を育
成する。
講座開設から４年目でもう少し受講者が増えると目標値を設定したが、今の講座の受講者が固定化してきている感
じである。

　H２２目標　受講者数　　　７５名
　H２２実績　受講者数　　　４２名

事 業 目 的

事 業 内 容

Ｈ１９～ 新規・継続の別 補助・単独の別

学習者のニーズに即した学習機会の提供を行うと共に学習意欲や教養の向上の支援を図った。
・社交ダンス講座　１７名　延べ131名
・パソコン講座　　　　７名　延べ67名
・ヨガ講座　　　　　　１８名　延べ79名

学習者のニーズに即した学習機会の提供をすることにより、
地域で生涯にわたって学び続けられる機会を提供し、社会全
体の教育力向上を図る。

対象者（受益）
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：322

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 23,563 1,000 754 528 21,281 人件費

Ｈ 22 決 算 22,185 1,000 735 500 19,950 賃金(共済費含む） 6,963

予 算 - 決 算 1,378 0 19 28 0 0 1,331 委託料 8,710

Ｈ 21 決 算 20,734 1,000 500 482 1,059 17,693 工事請負費

前年度決算比 1,451 0 235 18 △ 1,059 0 2,257 備品購入費 31

負担金補助金 685

具体名 市民 扶助費

人数等 ― その他 5,796

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：322

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

資料館等年間利用者数の増加を目指した。
19年度実績：約3.616名
20年度実績：約3,155名
21年度実績：約3,675名
22年度実績：約3,800名

事 業 目 的

事 業 内 容

H17～ 新規・継続の別 補助・単独の別

指定文化財の管理指導、資料館での歴史講座等の開催、埋蔵文化財の調査等を実施し、歴史文化資源の保全・活
用を図ることによって郷土愛を育む人材を育成し、新しい地域文化の創造をめざす。

　＊補助金　伝統民俗芸能保存活動事業補助金　22団体　660千円
　　　　　　　　指定文化財管理事業費補助　　　　　　1団体　　15千円（県補助随伴）
　＊文化財の保護　山崎闇斎坐像修復　855千円
　＊歴史講座　11回（うち９回職員、２回特別講師）　135人受講
　＊埋蔵文化財の調査　山崎町五十波構遺跡他２件

指定文化財の保護・管理、歴史資料館等・遺跡公園での展
示・講座の運営、埋蔵文化財の調査によって歴史文化資源の
保全・活用を図る。

対象者（受益）

一般会計　９・５・６

予算・決算額
財源内訳

芸術・文化活動の推進

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

社会教育課 文化財保護事業

社会教育課 郷土歴史資料整理事業所管課： 事業名： 決算書頁：322

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,227 3,227 0 人件費

Ｈ 22 決 算 3,227 3,227 0 賃金(共済費含む） 3,227

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費

前年度決算比 3,227 0 3,227 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民他 扶助費

人数等 ― その他 0

事業期間 継続 補助

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

事 業 目 的

事 業 内 容

歴史資料等の整理実績
古文書資料等　　　　　　　　　　490点　調書・目録・写真撮影終了
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 14点  釈読・打ちこみ終了
　　　　　　　　　　　                         某家村絵図・5月武者幟等調査終了
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 某家古文書・和本・教科書等調査歴史資料等の整理

補助・単独の別H18～ 新規・継続の別

市内の資料館・収蔵庫等で保管している未整理状態の発掘調査出土品・古文書資料・民具資料等の系統的な分類
と整理を行い、展示・学習・地域づくりの資源としての活用を図るための整理を行った。

資料館等で保管している歴史資料等の系統的な分類と整理
を行い後世に継承する。

対象者（受益）

社会教育課 郷土歴史資料整理事業

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

総合計画の施策名称： 芸術・文化活動の推進一般会計　９・５・６
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（教育部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：324

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 3,800 3,800 人件費

Ｈ 22 決 算 3,800 3,800 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 3,800 3,800 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金 3,800

具体名 市民他 扶助費

人数等 3807人 その他 0

事業期間 継続 単独

社会教育課 市スポーツ大会運営支援事業

一般会計　９・６・１

予算・決算額
財源内訳

スポーツ活動の推進

22年度決算の内訳

総合計画の施策名称：

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

平成２１年４月１９日開催の第４回宍粟市さつきマラソン大会では、前年を３４２名を上回る２，４７６名の申込みを受
け、当日も２，２３３名の出場があった。残念ながら、同年１１月のロードレース大会は一宮を中心に未曽有の台風９
号による災害により、止むなく中止となったが、２２年度は復興イベントとして位置づけ実施した。
　　　※さつきマラソン大会　　参加者２，５００名　　スタッフ５００名を予定　→　実績　２，５７１名
　　　※ロードレース大会　　　参加者１，５００名　　スタッフ２００名を予定　→　実績　１，２３６名

事 業 目 的

事 業 内 容

H22～ 新規・継続の別 補助・単独の別

当該事業の対象者及び積算内容等
対象者　　開催予定　４月１８日　　山崎スポーツセンター周辺
　　　　　　　　　宍粟市さつきマラソン大会実行委員会　　　＝運営補助金＝２，８００，０００円
　　　　　　 開催予定１１月２１日　　家原遺跡公園下県道周辺
　　　　　　  　　宍粟市ロードレース大会実行委員会　　　　＝運営補助金 ＝１，０００，０００円

体力増進と健康志向の高まりからスポーツの原点である走る競技への
ニーズは年々高まる志向にある。市では歴史あるマラソン大会とロード
レース大会を市民協働参画型の実行委員会形式で開催することで参
加者の健康増進、地域力の向上と交流を図ることを目的とする。

対象者（受益）
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（消防本部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（消防本部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（消防本部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（消防本部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：254

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 10 10 人件費

Ｈ 22 決 算 10 10 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 需用費 10

Ｈ 21 決 算 10 10 工事請負費

前年度決算比 0 0 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 0

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：254

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 32 32 人件費

Ｈ 22 決 算 27 27 賃金

予 算 - 決 算 5 0 0 0 0 0 5 需用費 27

Ｈ 21 決 算 32 32 工事請負費

前年度決算比 △ 5 0 0 0 0 0 △ 5 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 3,300 その他 0

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

市民を対象とした普通救命講習会（３時間・４時間）、応急手当（ＡＥＤ）講習会を実施した。
指導用資材・・・ガーゼ、ラミネートフィルム、清浄綿、消毒液（エタノール）、三角巾等　２７千円

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

目標とする回数、及び受講者数を上回った。さらに多くの市民に対し講習を実施したい。
目標数　　１００回　　２，７００人
実績数　　１１０回　　３，３００人

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
市民に対しＡＥＤを含めた救急処置法を講習することで、救急
患者の救命率向上を目指す。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

火災の発生時にいち早く気づき逃げ送れの防止及び被害の拡大を防ぐことができる。
平成２３年６月の設置率６８．１％（２３年２月の設置率５８．１％、（民生常任委員会で報告））
※前年度同時期の設置率３６．２％
今後、さらに各種研修会でＰＲし設置率を上げたい。

消防本部救急救助課 救急講習会開催事業

一般会計８．１．１ 総合計画の施策名称： 災害に強いまちづくり

事 業 目 的
住宅用火災警報器を市内各戸に設置してもらうことにより、火
災による被害の軽減を図ることを目指す。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

平成18年度から実施している住宅用火災警報器の設置推進を継続し、市内全戸に普及するよう啓発していく。
※チラシ印刷用紙代等　１０，０００円

消防本部予防課 住宅用火災警報器設置推進事業

一般会計８．１．１ 総合計画の施策名称： 災害に強いまちづくり

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（消防本部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（消防本部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（消防本部）平成22年度主要事業に係る成果説明書（消防本部）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：254

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 72 72 人件費

Ｈ 22 決 算 53 53 賃金

予 算 - 決 算 19 0 0 0 0 0 19 委託料

Ｈ 21 決 算 28 28 工事請負費

前年度決算比 25 0 0 0 0 0 25 備品購入費 43

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 1,070 その他 10

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：270

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 17,410 17,410 0 人件費

Ｈ 22 決 算 17,410 17,410 0 賃金

予 算 - 決 算 0 0 0 0 0 0 0 委託料

Ｈ 21 決 算 0 0 工事請負費 17,111

前年度決算比 17,410 17,410 0 0 0 0 0 備品購入費

負担金補助金

具体名 市民 扶助費

人数等 － その他 299

事業期間 新規 単独

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

１．消防本部庁舎改修工事　9,121千円（車庫建設工事・救急洗浄消毒室設置工事・非常電源設備設置工事　）
２．一宮分署、波賀・千種出張所へ非常電源設備を設置工事　　6,111千円
３．本部、署所の内装改修工事等　2,178千円

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

車庫建設により大型車両の収納が可能となった。また、救急洗浄消毒室設置、非常電源設備設置により、救急出動
後の救急資機材の清掃、車両管理が適切に行われるとともに、停電時の指令業務に万全を期することが可能となっ
た。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的
消防本部庁舎等改修工事（車庫建設、救急洗浄消毒室設置、
署・所の非常電源設備設置等）を実施し、車両・資機材の管
理、及び災害時の出動体制に万全を期することを目指す。

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

２１年度実績に比べ、実施回数は増加したものの参加者が減少した。今後、更に関係部局と協力しＰＲに努めたい。
２１年度実績数　　１６回　　１，４３１人
２２年度実績数　　３６回　　１，０７０人

消防本部 消防本部庁舎改修工事事業等　【きめ細かな臨時交付金】

一般会計８．１．７ 総合計画の施策名称： 災害に強いまちづくり

事 業 目 的
自主防災組織への訓練指導を実施し、住民の防火意識の向
上を図るとともに地域の防災力の向上を目指す。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

自主防災組織単位での消火訓練等の指導、及び複数組織での総合防災訓練等の指導を実施する。
訓練用水消火器・・・４３，０５０円（５本）、煙体験用煙霧液・・・１０，０００円（５本）

消防本部 自主防災組織訓練指導

一般会計８．１．１ 総合計画の施策名称： 災害に強いまちづくり

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（総合病院）平成22年度主要事業に係る成果説明書（総合病院）平成22年度主要事業に係る成果説明書（総合病院）平成22年度主要事業に係る成果説明書（総合病院）
単位：千円

所管課： 事業名：　 決算書頁：248

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 2,090,720 2,090,720 入院収益 2,076,664

Ｈ 22 決 算 2,075,664 2,075,664

予 算 - 決 算 15,056 0 0 0 0 0 15,056

Ｈ 21 決 算 137,837 137,837

前年度決算比 1,821,236 0 0 0 0 0 1,937,827

具体名 市民等

人数等 149.2人/日

事業期間 継続 単独

単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：248

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 1,148,175 1,148,175 外来収益 1,164,652

Ｈ 22 決 算 1,164,652 1,164,652

予 算 - 決 算 △ 16,477 0 0 0 0 0 △ 16,477

Ｈ 21 決 算 1,071,879 1,071,879

前年度決算比 92,773 0 0 0 0 0 92,773

具体名 市民等

人数等 443.4人/日

事業期間 継続 単独

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

年間外来患者数　107,741人　外来収益　1,164,652千円　外来一人当たり単価　10,810円（税込み）
外来患者数が増加したことにより、外来収益は92,773千円増加し、一人当たり単価も283円増加している。
（H21外来患者数　101,823人　一人当たり単価10,527円）

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

地域の基幹病院として救急医療や高度医療に取組み、地域医療の確保と良質の医療を提供することができた。

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳

事 業 目 的 地域医療の確保（病院の健全経営の維持）

対象者（受益）

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

地域の基幹病院として救急医療や高度医療に取組み、地域医療の確保と良質の医療を提供することができた。

総合病院 外来収益事業

病院事業特別会計 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実・適正な保健・福祉・医療サービスを提供できる体制づくり

事 業 目 的 地域医療の確保（病院の健全経営の維持）

対象者（受益）

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

年間入院患者数　54,466人　入院収益　2,075,664千円　入院一人当たり単価　38,109円（税込み）
昨年度に比べて入院患者数は4,497人増加し、入院一人当たり単価も1,662円増加している。
（H21入院患者数　49,969人　　一人当たり単価　36,4472円）
ベッド稼働率：72.8％（16年度84.9％、17年度85.7％、18年度77.0％、19年度68.5％、20年度71.9％、21年度66.6％）

総合病院 入院収益事業

病院事業特別会計 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実・適正な保健・福祉・医療サービスを提供できる体制づくり

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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平成22年度主要事業に係る成果説明書（総合病院）平成22年度主要事業に係る成果説明書（総合病院）平成22年度主要事業に係る成果説明書（総合病院）平成22年度主要事業に係る成果説明書（総合病院）
単位：千円

所管課： 事業名： 決算書頁：253

会計・科目：　　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 受益者負担金 その他特定財源 地方債 一般財源 費目 金額

ＨＨＨＨ 22222222 最最最最 終終終終 予予予予 算算算算 199,000 32,000 165,000 2,000 建設改良費 168,043

Ｈ 22 決 算 168,043 1,680 164,600 1,763

予 算 - 決 算 30,957 0 0 0 30,320 400 237

Ｈ 21 決 算 282,401 4,725 5,250 54,480 217,900 46

前年度決算比 △ 114,358 △ 4,725 △ 5,250 0 △ 52,800 △ 53,300 1,717

具体名 市民等

人数等 －

事業期間 継続 単独

事業効果等
（目標数値と
結 果 数 値 を
用いるなど具
体的に記入）

年次的に医療機器の整備を行ない、地域の皆様に信頼され親しまれる病院づくりに取り組み、地域医療の確保と良
質の医療を提供することができた。

事 業 目 的
老朽化した医療機器の更新を行うとともに、医療の進歩に対
応した新しい医療機器を導入し、安全・安心・信頼の医療を提
供する。

対象者（受益）

事 業 内 容

H22 新規・継続の別 補助・単独の別

新規機器　：　コルポスコープ、全自動錠剤分包器ほか　　　13,245,750円
更新機器　：　体外衝撃波結石破砕装置、ホルム・ヤクレイザー、人工呼吸器ほか　　154,797,638円

景気対策事業として１２月に増額補正を行った感染症対策設備整備事業については、建築確認等の業務に時間を
要したため全額（3,000万円）を次年度に繰越した。

総合病院 医療機器整備事業

病院事業特別会計 総合計画の施策名称： 安心できる保健・福祉・医療体制の充実・適正な保健・福祉・医療サービスを提供できる体制づくり

予算・決算額
財源内訳 22年度決算の内訳
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Ⅶ　財政用語の解説

説　　　　　明

個人市民税 均等割額（3,000円）、所得割額（一律10％の比例税率）

法人市民税
均等割額は、資本金及び従業員数に応じた段階的な額で課税、法人税割
額は、申告に基づいて納税（標準税率12.3％）

固定資産税
土地・家屋については、評価額（課税標準額）に基づいて、償却資産に
ついては残存価格に基づいて課税（税率1.4％）

国有資産等所
在市町交付金

国、県の固定資産については、国及び県のそれぞれ通知額により交付
（税率1.4％）

軽自動車税
軽自動車、バイク等について、目的及び排気量に応じて課税（1台当たり
の単価課税）

たばこ税
たばこ製造業者等が小売販売業者に売渡したたばこに対し、1,000本あた
り3,298円（市町村分）を課税（たばこ産業等より申告納付）

入湯税

（目的税）入湯税は目的税で観光振興に要する費用に充てるため、鉱泉
浴場における入湯に対し、入湯客（入湯料が1,000円未満の施設の日帰り
入湯者、12歳未満の者などを除く）に課せられる税金（入湯税　1人1日
/150円）

都市計画税
（目的税）都市計画区域内の土地（山林を除く）・家屋に対し課税（課
税方法は固定資産の課税標準額×0.2％）

自動車重量税法に基づき検査時に国税として徴収し、その1/3の額を市町
村道の延長及び面積により按分し県を通じて市町村に譲与　　　H21から
一般財源化

ガソリンに課す税として揮発油税と地方道路税を国が徴収し、地方道路
税の42/100の額を市町村道の延長及び面積により按分し県を通じて市町
村に譲与　　（H21から一般財源化）

預貯金等に生じる利子に対する課税　15％（国税）、5％（県税）×95％
（5％は県の事務費）×3/5の額を県民税の額で按分交付

平成16年度より株式等の配当金に対し源泉徴収により課税　15％（国
税）、5％（県税）×95％（5％は県の事務費）×2/3の額を市町村の個人
県民税払込額で按分交付（H20.3月までは7％（国税）3％（県税）)

株式等の譲渡所得に対し源泉徴収により課税　15％（国税）、5％（県
税）×95％（5％は県の事務費）×2/3の額を市町村の個人県民税払込額
で按分交付

4％は消費税（国）、1％は地方消費税として計5％を一括して国において
徴収し、そのうち1％相当額を人口及び従業員数で按分して県より交付

地方揮発油譲与税
（地方道路譲与税）

市　税

地方消費税交付金

用　　　語

自動車重量譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金
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説　　　　　明用　　　語

ゴルフ場利用税の収入額のうち7／10に相当する額を、ゴルフ場利用税交
付金として、ゴルフ場利用税を納入したゴルフ場が所在する市町村に交
付

自動車取得者に対して取得価格の3％もしくは5％を県が徴収。徴収額×
95％（5％は県の事務費）×7/10を市町村道の延長及び面積により按分し
県が交付
H21～H23の間、環境への負荷の少ない自動車に係る税は減免措置。（減
収相当額の一部は特例交付金で措置）

交通違反反則金を地方公共団体の区域内における人口集中地区人口、交
通事故発生件数及び改良済道路の延長を配分指標として、それぞれ1：
2：1の割合で県を通じて交付

国税５税の一定割合（所得税、酒税の32％　法人税の34％　消費税の
29.5％　たばこ税の25％）の額を基準財政需要額と基準財政収入額で算
定交付。（交付割合　普通交付税94％　特別交付税6％）

普通交付税＝基準財政需要額－基準財政収入額

児童手当特例交付金は児童手当の拡充分に加え、子ども手当の創設によ
る地方負担額分が交付。
減収補てん特例交付金は、H20年度から適用される個人住民税における住
宅ローン控除の実施に伴う減収分を補てんするために交付
また、自動車取得税の減税による減収を補てんするためにも交付。

国が交付する地方交付税の財源不足分を地方財政法第5条の特例債として
許可された地方債

地方公共団体の一般財源の規模を示したもの
（税収＋譲与税等＋普通交付税）

健全化４指標の算出の際には、上記に臨時財政対策債を含めた額を用い
る

義務的、非弾力的性格が強い経費

（人件費、扶助費、公債費）

毎年度、継続的、固定的に支出される経費

（義務的経費、維持補修費、補助費等）

経常的経費に対比する経費であり、一時的な経費

（施設等建設事業費、補償金、賠償金、災害関連経費等）

資本形成のための経費

（普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費）

歳出総額を経常的経費と臨時的経費に区分し、経常的経費に充当した一
般財源の経常的な収入とされる一般財源総額に対する割合

経常収支比率

地方交付税

自動車取得税交付金

交通安全対策特別交付金

経常的経費

ゴルフ場利用税交付金

地方特例交付金

臨時的経費

投資的経費

義務的経費

臨時財政対策債

標準財政規模
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説　　　　　明用　　　語

普通交付税の算定に用いるもので、通常標準的に徴収が見込まれる地方
税収入等を一定の方法によって算定した額。（基本的に税等はその75％
が算入されるが、税源移譲分については100％算入となる）

普通交付税の算定に用いるもので、地方公共団体が標準的な水準で行政
を行うために一般財源をもって賄うべき財政需要を一定の合理的な方法
により算定した額

公債費に充当された一般財源の標準財政規模に対する割合

公債費に充当された一般財源が、収入された一般財源総額に占める割合

歳入決算総額から歳出決算総額を差し引いた額

歳入歳出決算差引額（形式収支）から翌年度へ繰り越すべき財源を控除
した額

当該年度実質収支から前年度実質収支を差し引いた額

標準財政規模に対する実質収支額の割合

歳入総額から地方債を控除したものと、歳出総額から公債費（地方債返
済のための元利償還）を控除したものとの釣り合い状態を見るもの。公
債費以外の歳出が、地方債以外の歳入で賄われているかどうかを確認す
るもので、世代間の受益と負担の関係を表す指標のひとつ。

普通交付税を算定する際に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除
して得た数値の過去３ヵ年間の平均値

職種別、学歴別、経験年数別の平均給与月額を国家公務員のその額と比
較した指数

実質赤字比率 普通会計における赤字額が標準財政規模に占める割合

連結実質赤字
比率

全会計をあわせた赤字総額が標準財政規模に占める割合

実質公債費比
率

総合的な公債費負担を表す指標で、元利償還金等が標準財政規模に占め
る割合

将来負担比率
公営企業、出資法人等を含めた将来負担すべき実質的な負債が標準財政
規模に占める割合

公営企業ごとに資金不足が、事業規模に占める割合

健全化
判断比

率

資金不足比率

基準財政収入額

公債費負担比率

基準財政需要額

公債費比率

ラスパイレス指数

実質収支

単年度収支

財政力指数

プライマリーバランス

形式収支

実質収支比率
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